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はじめに

法務省においては，平成２１年１０月，省内に，政務三役を中心とする勉強

会を設けて，被疑者取調べの可視化について議論・検討を進め，平成２２年６

月，「被疑者取調べの録音・録画の在り方について～これまでの検討状況と今

後の取組方針～」として，それまでの検討状況及び今後の調査・検討方針等に

ついて，中間的な取りまとめを公表した。

この中間取りまとめにおいては，今後の検討方針として

○ 実務に即した現実的な形で取調べの可視化を実現するため，その対象とす

る事件や範囲について検討を行う

○ 録音・録画が捜査・公判の機能や被害者を始めとする事件関係者に与える

影響及び録音・録画の有用性についても調査・検討の上，その具体的な在り

方についての検討を進める

との方針が示されるとともに，平成２３年６月までの間に，順次，取調べの可

視化実施国等における制度設計や運用状況等についての国外調査等を実施する

との調査計画が示された。

同調査計画においては，可視化実施国等を中心として，それらの国等におけ

る可視化がいかなる目的を持った制度として設計されているのか，それぞれの

国等における刑事制度の中で現実にどのように運用されており，どのような効

果を挙げ，いかなる問題に直面しているのか，更には，それらの国等における

主要な証拠収集方法や事件処理の在り方がどのような実情にあるのかなどにつ

いて，捜査・公判の現場における実施・運用状況を見聞し，現場の捜査担当者

等から情報を収集することなどにより，実効性のある調査を行うこととされた。

以後，この調査計画に沿い，相当数の検事らを調査員として各国捜査機関等

に派遣して調査を実施し，この度，その結果を取りまとめ，公表することとし

た。
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第１章 アメリカ

第１ 調査対象

アメリカは連邦制を採用しており，連邦及び各州（特別区を含む。以下同じ。）

は，それぞれ独自に立法府，司法府及び行政府を有している。そのため，刑事

司法に関しても，連邦及び各州がそれぞれ独自の実体法及び手続法を有してお

り，被疑者取調べの録音・録画制度の有無・内容等についても，連邦及び各州

によって異なる。

本調査においては，被疑者取調べの録音・録画制度が導入されている１８の

州及びコロンビア特別区（以下，これらを「実施州」という。）を調査対象と

することとし，被疑者取調べの録音・録画制度の内容及びその運用の実情等を

把握するとともに，併せて，被疑者取調べの録音・録画制度を導入していない

連邦及びカリフォルニア州についても調査対象とし，同制度の導入に関する動

向等を把握することとした。

実施州は別紙１のとおりである。

第２ アメリカにおける刑事司法制度の概要等

１ 刑事司法手続の概要

(1) 犯罪の分類

アメリカにおいては，連邦及び各州ごとに犯罪が規定されているが，法定

刑が長期１年を超える罪を重罪といい，法定刑が長期１年以下の罪を軽罪と

いうのが一般的である。

(2) 逮捕手続

アメリカにおいては，一般に，連邦捜査局（ＦＢＩ）や州・市など地方政

府の警察等の法執行機関（以下「捜査機関」という。）に所属する法執行官

（以下「捜査官」という。）において捜査を行っており，裁判官に告発状（コ

ンプレイント）を提出して令状の発付を受け，これに基づいて被疑者を逮捕

することもできるが，無令状逮捕が広く認められている。すなわち，連邦や

多くの州では，重罪を犯したと信じるに足る相当な理由がある場合には，被

疑者を無令状で逮捕することができることとされており，ニューハンプシャ

ー州のように，軽罪の場合であっても，罪を犯したと信じるに足る相当な理

由があり，かつ，直ちに逮捕しなければ逮捕不能となり又は証拠を隠滅する

と疑うに足る相当な理由があれば，無令状で逮捕することが認められている

州もある。

他方で，被疑者を逮捕することなく，後に述べる大陪審による起訴（正式

起訴）を経て，これにより発付される令状に基づいて被告人を逮捕すること

もできる。
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各州においては，無令状逮捕のケースが多いようであるが（例えば，ミネ

ソタ州で最大規模のミネアポリス市警察においては，逮捕の９５パーセント

以上が無令状逮捕であるとのことである。），連邦については，連邦が扱う

事件は大規模な犯罪が中心であり，逮捕前に大陪審による起訴ができるほど

の綿密な内偵捜査を実施することがほとんどであるので，正式起訴に基づく

令状逮捕のケースが多いとのことである。

(3) 逮捕後の手続

捜査官は，被疑者を逮捕した後，裁判官の下に出頭させなければならない。

この逮捕後の最初の出頭手続において，裁判官から被疑者に対して，被疑事

実の内容及び黙秘権や取調べに弁護人の立会いを求める権利等（以下「ミラ

ンダの諸権利」という。）の説明等が行われる。この手続は，連邦及び多く

の州では「イニシャル・アピアランス」と呼ばれている。

イニシャル・アピアランスは，連邦においては逮捕後遅滞なく（実際には

逮捕と同じ日であることが多い），多くの州では逮捕後２４時間以内又は４

８時間以内に行われなければならないとされており，連邦及び多くの州では，

イニシャル・アピアランスにおいて，公選弁護人の選任も行われる。

また，被疑者が無令状で逮捕された場合，連邦では，逮捕後４８時間以内

にガースタイン・ヒアリング（裁判官が，被疑者が罪を犯したと信じるに足

る相当な理由の存否を判断する手続）を実施しなければならないこととされ

ており，通常，イニシャル・アピアランスと同時に実施される。多くの州で

も，イニシャル・アピアランスにおいて，裁判官が相当な理由の存否を判断

することとされている。

さらに，アメリカでは，起訴前の保釈が認められており，連邦及び多くの

州では，イニシャル・アピアランスにおいて，裁判官が保釈の可否及び保釈

条件を決定する。

(4) 公訴提起

公訴提起に当たり，連邦及び多くの州では，重罪については，大陪審の審

理が必要的とされ，軽罪については任意的とされている。もっとも，大陪審

の審理が必要的とされている連邦及び州においても，原則として，被疑者が

大陪審の審理を受ける権利を放棄すれば，大陪審の審理を経る必要はない。

大陪審の審理を経ない場合は，検察官が略式起訴状（インフォメーション）

を裁判官に提出することにより起訴がなされる（略式起訴）。

大陪審は，検察官の要請に基づいて裁判所に設置される組織であり，検察

官の請求により大陪審の審査に付された事件について，罪を犯したことを疑

うに足る相当な理由の存否を判断し，起訴すべきか否かを決定する。大陪審

は，連邦においては，１６名から２３名の市民で構成され，その中の１２名

が同意すれば起訴することができるとされているが，その構成等は州によっ

て異なり，例えば，インディアナ州においては，大陪審の構成を６名とし，
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その中の５名が同意すれば起訴することができるとされている。

大陪審では，召喚令状（サピーナ）により，被召喚者に対し，出頭・証言

や書類その他の証拠物の提出を求めることができる。被召喚者は，召喚令状

に従う義務があり，正当な理由なく証言等を拒んだ場合，法廷侮辱罪による

処罰等の制裁を受けることがある。大陪審の審理において，検察官は，召喚

令状を利用するなどして様々な証拠を提出することになるが，被疑者及びそ

の弁護人は立ち会うことができず，被疑者による反証も許されていない。

大陪審における審理の結果，起訴を相当と判断された場合には，検察官が

あらかじめ作成した正式起訴状（インダイトメント）に陪審員長が署名し，

これが裁判官に提出される（正式起訴）。

(5) 公訴提起後の手続

このようにして起訴がなされると，被告人は，罪状認否手続（アレインメ

ント）に付される。罪状認否手続は，公開の法廷において，裁判官が，被告

人に対し，正式起訴状又は略式起訴状記載の公訴事実を告げた上で，これに

対する被告人の答弁を求める手続であり，通常，起訴から数週間以内に行わ

れることが多いようである。

罪状認否手続において，被告人が有罪答弁又は不抗争答弁（有罪は認めな

いが争わない旨の答弁）をした場合，公判廷における事実審理を経ることな

く，量刑審理に移行する。

他方，被告人が無罪答弁をした場合には，証拠開示等の手続を経て，陪審

等による公判審理（事実審理）が行われ，その後，量刑審理が行われること

となる。なお，罪状認否手続において被告人が無罪答弁をした場合でも，後

に有罪答弁又は不抗争答弁に変更すれば，事実審理を経ることなく，量刑審

理に移行することとなる。

２ 被疑者取調べ

(1) 取調べの主体

アメリカにおいては，被疑者の取調べを行うのは，通常，捜査官であり，

検察官は，原則として被疑者取調べを行わず，法律問題等についての捜査官

に対するアドバイス，後述する司法取引に向けた交渉，大陪審における立証

活動や略式起訴状の提出による起訴などを行う。

(2) 取調べの実施時期及び所要時間

身柄拘束下で取調べを行う場合，捜査官は，被疑者に対してミランダの諸

権利を告知し，被疑者がその権利を放棄しない限り，弁護人の立会いなしに

取調べを行うことはできない。

被疑者が権利を放棄して取調べに応じても，基本的にイニシャル・アピア

ランスまでには被疑者に弁護人がつき，黙秘権行使のアドバイスがなされる

ので，取調べができるのは，通常，逮捕してからイニシャル・アピアランス

までの間に限られる。
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そして，連邦では，逮捕からイニシャル・アピアランスのために裁判所に

連行するまでの時間は２，３時間程度であることが多く，各州においても，

前述のとおり，逮捕からイニシャル・アピアランスまでの時間が制限されて

いるため，取調べが可能なのは，逮捕直後の非常に短い時間に限られる。

そのため，アメリカにおける逮捕後の取調べの時間は，通常，１，２時間

から数時間程度である。

(3) 取調べの目的

アメリカでは，前述のとおり，被告人が有罪答弁を行った場合，事実審理

を経ることなく量刑審理に移行する上，後述のとおり，司法取引によって捜

査・公判協力を得ることが可能であり，また，取調べ時間が限られているこ

ともあって，取調べの主眼は，事実の解明というよりむしろ，被疑者に対し，

証拠の強さを示すことなどにより，捜査・公判に協力する態度にさせること

に力点が置かれているようである。

また，連邦等では，量刑は保護観察官の判決前調査報告書に記載された事

実に基づき裁判官によって判断されることから，情状に関する証拠の収集は

基本的には取調べの目的ではない。

(4) 取調べ結果（被疑者の供述）の立証方法

アメリカでは，取調べにおいて，供述調書を作成することにより被疑者の

供述内容を記録することは一般的ではなく，多くの場合，捜査官が被疑者の

供述概要を記載した報告書を作成している。

そして，アメリカでは，一般的に，捜査官が取調べにおける被告人の供述

内容を証言する場合，供述内容の真実性を立証する目的であっても，その証

言は伝聞証拠として扱われず，証言に証拠能力が認められることとされてい

るので，事実審理において，捜査段階における供述内容の立証が必要となっ

た場合，検察官は，捜査官の証言によって供述内容を立証するのが一般的で

ある（録音・録画の記録媒体による立証については後述する。）。

なお，取調べによって得られた自白の任意性については，自白した状況を

総合的に考慮して判断されることとされているところ，連邦等では，取調べ

において取調官が偽計を用いて自白を得たとしても，それは任意性判断にお

ける一要素として考慮されるにとどまり，偽計を用いたことのみを理由とし

て任意性が否定されることはないとされている。実際に，共犯者が自白した，

あるいは，証拠の銃から指紋が出たなどと嘘を述べた場合で，当該取調べに

よって得られた自白の任意性が認められた事例もある。

第３ 被疑者取調べの録音・録画制度が導入された経緯等（別添資料２参照）

１ 制度が導入された経緯

被疑者取調べの録音・録画に関する制度が導入された具体的な経緯について

も，州によって様々であるが，その背景事情等を見ると，複数の州において共
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通する点も見て取ることができる。なお，多くの州の規定等においては，取調

べ状況を記録する方法については「電磁的記録」とし，必ずしも録音・録画の

双方を要求しているわけではないと考えられるが，本報告書においては，以後，

基本的に「録音・録画」の用語を用いることとする。

(1) アメリカにおいて，最初に取調べの録音・録画が導入されたのはテキサス

州のようである。同州においては，従来，捜査段階における被疑者の口頭供

述は公判で証拠として採用することが許されておらず，捜査段階で被疑者が

自白した事件であっても，その自白が証拠として採用されないために無罪と

なる事件が発生していた。そこで，そのような被疑者の供述を公判で利用で

きるようにするため，１９７７年に同州刑事訴訟法が改正され，その際，捜

査段階における被疑者の供述を法廷で採用するための条件として，その供述

が録音・録画されていることが要求される旨規定された。

(2) アラスカ州においては，１９８０年以降，取調べの録音・録画は自白時の

状況及びミランダの諸権利の放棄の状況を裁判所が判断するのに役立つなど

として，捜査機関に対して被疑者取調べの録音・録画を求める判決が相次ぎ，

１９８５年に同州最高裁判所は，一定の被疑者取調べについて取調べ状況の

記録を行うことは同州憲法に定められた適正手続に基づく要求であり，正当

な理由なく記録されなかった場合には，当該取調べにおける供述の証拠能力

は否定される旨判示し，これが判例法となって，取調べの録音・録画が導入

された。

そして，ミネソタ州（１９９４年），ニューハンプシャー州（２００１年）

及びマサチューセッツ州（２００４年）においても，各州の最高裁判所が，

取調べ状況に関する争いについて裁判所や陪審員による判断を容易にし，あ

るいはそのような争い自体を減少させるため，取調べの録音・録画を求める

などの判示を行い，それぞれ判例法となって，取調べの録音・録画が導入さ

れた。

さらに，ニュージャージー州（２００６年），モンタナ州（２００９年），

オレゴン州（２０１０年）及びインディアナ州（２０１１年）においても，

最高裁判所の判示等を契機として取調べの録音・録画が導入された。

(3) また，１９９０年頃から，全米各地において，ＤＮＡ型鑑定の活用等によ

りえん罪事件が相次いで判明し，そのうち相当数において，被告人が虚偽の

自白を行っていたとの指摘もあったことから，虚偽自白防止の方策が議論さ

れるようになった。そうした中で，弁護士団体等を中心として，虚偽自白防

止のために取調べの録音・録画を求める機運が高まり，あるいは，州知事や

州最高裁判所の下に，検討委員会が設置されるなどした。

このような動きを契機として，コロンビア特別区（２００５年），イリノ

イ州（同年），ウィスコンシン州（同年），ノースカロライナ州（２００８

年），ネブラスカ州（同年）及びオハイオ州（２０１０年）において，取調
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べの録音・録画が導入された。

(4) そのほか，取調べの録音・録画を義務付ける法案が提出されたものの，捜

査機関等の反対意見が相次いだために成立に至らず，これに代えて，各捜査

機関が取調べの録音・録画に関する指針を書面で策定しなければならないと

する法律が成立したメーン州（２００５年），郡検事局検察官が法案のドラ

フトを策定したミズーリ州(２００９年)，他の州に追随して取調べの録音・

録画を導入したニューメキシコ州(２００６年)及びメリーランド州(２００

８年)などがある。

２ 制度の目的

取調べの録音・録画を導入した目的については，各州において一様でなく，

多くの州では複数の目的が指摘されているが，大別すると

【公判審理の視点】

○ 取調べ状況に関する判断を容易にし，あるいは，取調べ状況に関する争い

を減少させる

【被告人側からの視点】

○ 違法・不当な取調べの抑制による虚偽自白を防止し，あるいは，虚偽自白

の発見を容易にすることにより，誤判を防止する

○ 被疑者・被告人に認められているミランダの諸権利を保護する

【捜査官側からの視点】

○ 取調べ状況に関する不当な主張から取調官を保護する

○ 取調官が，取調べの際に，メモの作成に手間を取られることなく効率的な

取調べを行えるようにする

○ 被告人が捜査段階での供述を覆して虚偽供述をすることを防止する

○ 捜査段階における被疑者の口頭での供述を公判に証拠として提出できるよ

うにする

【その他】

○ 刑事司法に対する国民の信頼を強化する

などが指摘されている。

第４ 連邦及びカリフォルニア州における動向等

前述のとおり，連邦及びカリフォルニア州においては，被疑者取調べの録音

・録画制度が導入されていないところ，同制度の導入に関する近時の動向につ

いて概観する。

(1) 連邦

調査時点において，連邦最高裁判所が身柄拘束下の取調べの録音・録画に

ついて直接言及した判例は不見当であるが，一般的な証拠保全義務に関する

判例からすると，連邦最高裁判所は，身柄拘束下の取調べの録音・録画は合

衆国憲法上の要請ではないとの見解を採用しているものと考えられている。
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下級審判例においても，取調べの録音・録画をすべきであると述べるものは

存在するものの，取調べの録音・録画が合衆国憲法上の要請であると認めた

判例は不見当であり，むしろ憲法上の要請ではないと判示するものが多数存

する。

また，２００１年から２００９年までの間に，連邦において，取調べの録

音・録画を要求する法案の提出は確認できず，２０１０年９月には，原則と

して身柄拘束下の被疑者に対する取調べの全過程の録音・録画を要求する法

案が連邦議会法務委員会に提出されたが，同法案の審議が行われたとの事実

は確認できない。

なお，連邦捜査局においては，被疑者及び参考人の取調べについて，録音

・録画の価値があると判断した場合には，裁量的に録音・録画を実施してい

る。連邦捜査局の捜査官は，裁量的な録音・録画については肯定的に評価し

ているが，録音・録画の義務付けについては，心を通わせる取調べ技術を阻

害しかねない，あるいは，捜査官の証言により，取調べで得られた被疑者の

供述内容を立証することにおおむね成功しているなどといった理由から，否

定的な考えを持っている。

(2) カリフォルニア州

カリフォルニア州においては，２００４年８月，誤判原因等の究明と刑事

司法制度の改善方策の検討等のため，同州上院の議決により，同州検討委員

会が設置され，２００６年７月，同委員会は，同州議会に対し，被疑者取調

べの全過程の録音・録画を義務付ける立法措置を勧告した。そして，同年８

月には，同州議会において，同勧告に沿った法案が可決されたが，同州知事

において，対象となる取調べの範囲が明確でないなどとして，拒否権を発動

した。

その後，２００７年には，殺人及び暴力的な重罪について，身柄拘束下の

被疑者取調べの全過程について録音・録画を義務付けるとともに，被疑者が

拒否した場合等の例外事由を設けた法案が同州議会で可決されたが，これに

ついても，同州知事において，捜査官の活動に不必要な制限を課すものであ

るなどとして，拒否権を発動した。この法案について，捜査機関からは

○ 護送中の被疑者による自発的供述の証拠能力が否定され得るなど，捜査

の柔軟性が失われる

○ 録音・録画により，被疑者との信頼関係構築が困難となる場合があり，

また，被疑者が録音・録画により緊張したり，法廷で録音・録画記録が公

開されることを恐れて供述をためらうおそれがある

○ 録音・録画を義務化しても虚偽自白がなくなるとは考えられず，かえっ

て緊張して虚偽供述をする者が現れ得る

○ 弁護人が録音・録画の開始前に取調官により脅迫等がなされたと主張す

ることにより，結局，供述の証拠能力をめぐる争いが生じることが予想さ
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れる

○ 義務化により，例外事由の解釈等をめぐって弁護人が義務違反を主張す

る余地が増え，かえって争点が増加することが予想される

などといった反対意見があった。

また，２００８年にも同州議会に同様の法案が再提出されたが，２０１０

年６月時点で成立には至っていない。

第５ 被疑者取調べの録音・録画制度の概要（別添資料２参照）

１ 取調べの録音・録画の義務付けの有無等

実施州１９州においても，それぞれ取調べの録音・録画の制度が異なってお

り，大別すると，①取調べの録音・録画を義務付ける規定等がある州，②取調

べの録音・録画を義務付ける規定等がないものの，録音・録画が実施されな

かった場合に供述の証拠能力を制限する旨の規定等がある州，③取調べの録音

・録画を義務付ける規定等，録音・録画が実施されなかった場合に供述の証拠

能力を制限する旨の規定等のいずれもない州に分類することができる。

(1) 実施州のうち，①取調べの録音・録画を義務付ける規定等がある州は１２

州であり，法的根拠ごとに分類すると

○ 法律に規定がある州（ミズーリ州，モンタナ州，ネブラスカ州，ニュー

メキシコ州，ノースカロライナ州，オレゴン州，コロンビア特別区及びウ

ィスコンシン州の８州）

○ 法律の規定により，州警察署長協会がガイドラインを定めている州（メ

ーン州）

○ 裁判所規則に規定がある州（ニュージャージー州）

○ 州最高裁判所判決を根拠とする州（アラスカ州及びミネソタ州の２州）

となる。このうち，例えば，ミズーリ州では，同州法典５９０．７００条２

において，「第１級殺人等の被疑者に対する全ての身柄拘束下の取調べは，

実施可能な場合には録音・録画されなければならない。」旨規定されている。

また，ニュージャージー州では，裁判所規則３：１７条(a)において，「被

疑者が謀殺等で取調べを受ける際，留置施設で行われた全ての身柄拘束下の

取調べは，電磁的に記録されなければならない。」旨規定されている。さら

に，アラスカ州では，同州最高裁判所判決において，「留置施設における身

柄拘束下で，かつ，記録が可能な状況下での取調べは，電磁的に記録されな

ければならない。」旨判示され，これが判例法となっている。

そして，上記１２州のうち，義務違反の場合に当該取調べで得られた供述

の証拠能力を制限する旨の規定等があるのは４州である。その規定等の具体

的内容としては

○ 当該取調べで得られた供述の証拠能力が否定されるとしている州（アラ

スカ州）
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○ 義務違反が重大である場合に，当該取調べで得られた供述の証拠能力が

否定されるとしている州（ミネソタ州）

○ 被疑者が少年の場合は，当該取調べで得られた供述の証拠能力が否定さ

れ，成人の場合は，裁判官から陪審員に対して，録音・録画が実施されな

かったことについて説示を行わなければならないとしている州（ウィスコ

ンシン州）

○ 当該取調べで得られた供述が任意性を欠くことが推定されるとしている

州（コロンビア特別区）

がある。このうち，例えば，アラスカ州では，州最高裁判所判決において，

「留置施設での身柄拘束下の取調べにおいて，正当な理由なく電磁的記録が

実施されなかった場合，その取調べで得られた供述は，一般的に証拠として

認められない。」旨判示されている。また，コロンビア特別区では，２００

４年電磁的記録手続法第１０３節において，「第１０１節（録音・録画義務

の規定）に違反して得られた供述は，任意性を欠く旨の反証可能な推定を受

ける。この推定は，当該供述が任意になされたことを，検察官が明白かつ説

得的な証拠によって証明した場合，覆すことができる。」旨規定されている。

他方，上記１２州のうち，義務違反の場合に供述の証拠能力を制限する規

定等がないのは８州であり，このうち，ミズーリ州，ニューメキシコ州及び

オレゴン州の３州においては，録音・録画義務に違反したことを理由として

当該取調べで得られた供述の証拠能力を否定してはならない旨の規定があ

る。例えば，オレゴン州では，同州法１３３．４００(3)(b)において，「裁

判所は，州法１３３．４００の規定（録音・録画義務の規定）に違反したこ

とを理由として，被告人の供述を証拠から排除したり，被告人に対する刑事

訴追を却下したりしてはならない。」旨規定されている。

もっとも，これら８州の中には，義務違反の場合に供述の証拠能力を制限

する以外の効果を規定している州もあり，具体的には

○ 州知事において，捜査機関が誠実に録音・録画に関する規定に従わな

かったと判断した場合に，当該捜査機関に割り当てられた州予算の執行を

停止することができるとしている州（ミズーリ州）

○ 裁判官から陪審員に対して，録音・録画が実施されなかったことについ

て説示を行わなければならないとしている州（モンタナ州，ネブラスカ州，，

ニュージャージー州，ノースカロライナ州及びオレゴン州の５州）

がある。このうち，例えば，モンタナ州では，義務違反の場合には，裁判官

から陪審員に対して，警戒的説示（例えば，「捜査官が録音・録画義務を遵

守しなかったことから，取調べ状況に関する最も信頼できる証拠（電磁的記

録）を確認することができないため，取調べ状況に関する証言の信用性の判

断には特に注意を払わなければならない。」旨の説示）を行わなければなら

ないとされている。
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(2) 実施州のうち，②取調べの録音・録画を義務付ける規定等がないものの，

録音・録画が実施されなかった場合に供述の証拠能力を制限する旨の規定等

がある州は４州であり，法律に規定があるのがイリノイ州及びテキサス州，

裁判所規則に規定があるのがインディアナ州，州最高裁判所判決を根拠とす

るのがニューハンプシャー州である。

その規定等の具体的内容としては

○ 当該取調べで得られた供述の証拠能力が否定されるとしている州（イン

ディアナ州及びテキサス州）

○ 当該取調べで得られた供述が任意性を欠くことが推定されるとしている

州（イリノイ州）

○ ミランダの諸権利を告知した後の取調べの全過程の録音・録画が実施さ

れていなければ，当該記録媒体の証拠能力が否定されるとしている州（ニ

ューハンプシャー州）

がある。

なお，ニューハンプシャー州では，ミランダの諸権利を告知した後の取調

べについて，その全過程の録音・録画が実施されず，その一部のみを録音・

録画した場合，あくまで当該記録媒体の証拠能力が否定されるのであって，

取調官の証言などの他の証拠方法により，当該取調べで得られた供述内容を

立証することは可能であり，当該取調べで得られた供述自体の証拠能力を否

定するものではない。また，録音・録画が全く実施されなかった場合でも，

当該取調べで得られた供述の証拠能力は否定されず，他の証拠方法でその供

述内容を立証することができる。

(3) 実施州のうち，③取調べの録音・録画を義務付ける規定等，録音・録画が

実施されなかった場合に供述の証拠能力を制限する旨の規定等のいずれもな

い州は３州であり，録音・録画に関し，法律に規定があるのがメリーランド

州及びオハイオ州，州最高裁判所判決で判示されているのがマサチューセッ

ツ州である。

その規定等の具体的内容としては

○ 取調べの録音・録画記録を作成する合理的な努力をすることが州の公共

政策であるとしている州（メリーランド州）

○ 録音・録画を実施した取調べにおける被疑者の供述は任意性があるもの

と推定されるとしている州（オハイオ州）

○ 裁判官から陪審員に対して，録音・録画が実施されなかったことについ

て説示を行わなければならないとしている州（マサチューセッツ州）

に分類することができる。このうち，例えば，メリーランド州では，州刑事

訴訟法２－４０２において，「身柄拘束下の取調べの録音・録画が通常可能

な１以上の取調室を有する捜査機関は，殺人等を含む事件に関連する被疑者

の身柄拘束下の取調べの録音・録画記録を，可能な場合にはいつでも作成す
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る合理的な努力をすることなどを州の公共政策とする。」旨規定されている。

２ 取調べの録音・録画の対象とされる取調べ

実施州においては，いずれも，被疑者の取調べが録音・録画の対象とされて

おり，参考人の取調べについて録音・録画を義務付けるなどしている州はない。

取調べの録音・録画の対象犯罪については，テキサス州のほか，州最高裁判

所判決を根拠とするアラスカ州，マサチューセッツ州，ミネソタ州及びニュー

ハンプシャー州では，特に限定していないが，残りの１４州においては，一定

の重大な犯罪に限定している。例えば，ノースカロライナ州では殺人関連犯罪

に，イリノイ州では一定の人を死亡させた犯罪（殺人，過失致死等）に，コロ

ンビア特別区では一定の暴力犯罪（テロ行為，放火，誘拐，傷害，殺人，強盗，

一定の性的虐待等）に，インディアナ州，モンタナ州，ニューメキシコ州及び

ウィスコンシン州（被疑者が少年の場合は対象犯罪を限定していない。）では

重罪に，それぞれ限定している。

また，身柄拘束との関係では，ニューハンプシャー州においては，身柄拘束

の有無にかかわらず，ミランダの諸権利を告知した後の被疑者取調べを録音・

録画の対象としており（前記第２の２(2)のとおり，ミランダの諸権利の告知

は身柄拘束下で取調べを行う場合に要求されているものであるが，例えば，身

柄拘束下にない被疑者の取調べを行い，被疑者が犯罪行為への関与を認めた時

点でミランダの諸権利を告知し，更に取調べを続けた後に逮捕するなど，身柄

拘束されていない時点でミランダの諸権利を告知する場合もあるところ，その

ような場合，権利告知後の身柄拘束下にない取調べも含めて録音・録画の対象

としている。），他方，マサチューセッツ州においては，身柄拘束下の被疑者

取調べのほか，身柄拘束なしに留置施設で被疑者を取り調べる場合についても

録音・録画の対象としている。残りの１７州では，身柄拘束下の被疑者取調べ

のみを録音・録画の対象としている。

さらに，対象となる取調べの主体について，コロンビア特別区では首都警察

本部の警察官としているが，残りの１８州においては，警察等捜査機関の捜査

官全般としている（アラスカ州，イリノイ州，インディアナ州，マサチューセ

ッツ州，ミネソタ州，ニューハンプシャー州，ニュージャージー州及びテキサ

ス州の８州においては，対象となる取調べの主体について特に規定等はないよ

うであるが，いずれも，通常，取調べを行うのは警察官等の捜査官であること

から，録音・録画の対象となる取調べの主体も捜査官となる。）。

また，対象となる取調べの場所について，メリーランド州，ミネソタ州，ニ

ューハンプシャー州，テキサス州及びウィスコンシン州の５州では，特に限定

していない（ただし，ミネソタ州及びウィスコンシン州（被疑者が少年の場合）

においては，留置施設以外の場所での取調べは実施可能な場合のみ対象となる

としている。）。他方，コロンビア特別区では電磁的記録装置が備わった首都

警察本部の取調室に，ミズーリ州では犯行現場以外の場所（護送中は除く。）
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に，ニューメキシコ州では矯正施設以外の場所に，マサチューセッツ州では身

柄不拘束の場合のみ留置施設に，それぞれ限定しており，残りの１０州におい

ては，留置施設等に限定している。

３ 取調べの録音・録画の範囲

録音・録画を行う範囲について，メーン州及びメリーランド州の２州におい

ては，特に規定はなく，捜査官の裁量に委ねられており，テキサス州において

は，被疑者がミランダの諸権利を放棄した場面を録音・録画する必要があると

されているが，それ以外の場面については捜査官の裁量に委ねられている。ま

た，イリノイ州においては，取調べの一部を録音・録画しなかった場合，録音

・録画されていない部分以降の取調べにおける被告人の供述は，被告人に不利

な証拠として採用することはできないとの推定が及ぶとされるのみで，必ずし

も取調べの全過程の録音・録画は要求されていない。

残りの１５州においては，対象となる取調べの全過程の録音・録画が要求さ

れていると考えられるが，その範囲の定め方は様々であり，例えば，コロンビ

ア特別区では，２００４年電磁的記録手続法１０１節(a)(2)において，「録音

・録画は，被疑者が取調室に入れられた直後，被疑者と警察官の最初の接触の

時点から行われなければならず，引き続き取調室内で起きる被疑者と警察官と

の間の接触行為全てが含まれていなければならない」旨規定されている。また，

ウィスコンシン州では，同州２００５年法第６０号９６８．０７３(1)(a)にお

いて，録音・録画の対象となる取調べの範囲について，「被疑者がミランダの

諸権利を告知され又は告知されるべき時点から質問が終了するまで」と規定さ

れている。

４ 取調べの録音・録画義務の例外

実施州１９州のうち，メリーランド州，マサチューセッツ州，ニューハンプ

シャー州及びオハイオ州の４州を除く１５州が，録音・録画義務や義務違反の

法的効果について例外を設けている。

具体的には，以下の場合などが例外とされている。

【機器等関連】

○ 機器の故障等により録音・録画が不可能又は困難な場合（アラスカ州，イ

リノイ州，インディアナ州，メーン州，ミネソタ州（留置施設以外の場所に

おける取調べの場合），ミズーリ州，モンタナ州，ネブラスカ州，ニュージ

ャージー州，ニューメキシコ州，ノースカロライナ州，オレゴン州，コロン

ビア特別区及びウィスコンシン州（被疑者が少年で，留置施設以外の場所に

おける取調べの場合）の１４州）

○ 機器の誤作動等により録音・録画に失敗した場合（インディアナ州，モン

タナ州，ネブラスカ州，ニューメキシコ州，オレゴン州及びウィスコンシン

州の６州）

○ 緊急の事態のために録音・録画ができなかった場合（ミズーリ州，モンタ
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ナ州，ネブラスカ州，オレゴン州及びウィスコンシン州の５州）

【被疑者関連】

○ 被疑者が，録音・録画を拒否した場合や，録音・録画の中止を条件に供述

する旨述べた場合（イリノイ州，インディアナ州，メーン州，ミズーリ州，

モンタナ州，ネブラスカ州，ニュージャージー州，ニューメキシコ州，ノー

スカロライナ州，オレゴン州，コロンビア特別区及びウィスコンシン州の１

２州）

○ 録音・録画が実施されれば被疑者がいかなる質問にも答えなくなる場合

（アラスカ州）

【関係者関連】

○ 録音・録画により何人かの安全が危険にさらされたり，情報提供者が特定

される危険性がある場合（オレゴン州）

【捜査官関連】

○ 捜査官が，録音・録画の対象犯罪ではないと認識していたり，対象犯罪の

嫌疑を認識していなかった場合（イリノイ州，インディアナ州，メーン州，

ネブラスカ州，ニュージャージー州，ノースカロライナ州，オレゴン州及び

ウィスコンシン州の８州）

○ 職員数５名以下の捜査機関による取調べの場合（オレゴン州）

【供述状況関連】

○ 当該供述が質問に答えるのではなく自発的になされた場合（イリノイ州，

インディアナ州，メーン州，ミズーリ州，モンタナ州，ニュージャージー州，

ニューメキシコ州，ノースカロライナ州，オレゴン州及びウィスコンシン州

の１０州）

○ 当該供述が逮捕手続等の一部としてなされた質問に応じてなされたもので

ある場合（イリノイ州，インディアナ州，メーン州，モンタナ州，ニュージ

ャージー州，ノースカロライナ州，オレゴン州及びウィスコンシン州の８州）

○ 当該供述が参考人として任意になされた場合（イリノイ州及びテキサス州

の２州）

○ 当該供述が録音・録画義務違反前に得られた場合（アラスカ州）

【供述内容関連】

○ 当該供述が真実であると認められる事実又は状況が示され，さらに，隠匿

若しくは窃取された財物又は被疑者が犯行に用いたとする道具の発見など，

同人の有罪の認定に資する供述である場合（テキサス州）

○ 当該供述が，任意になされたものであり，かつ，信頼できる場合（モンタ

ナ州）

５ 記録媒体を実質証拠として利用することの可否

録音・録画の記録媒体については，全ての実施州において，実質証拠として

利用することが認められている。
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第６ 取調べの録音・録画制度の運用状況等（別添資料２参照）

１ 取調べの録音・録画の実施状況等

アメリカにおいては，比較的軽微な事件の場合や客観証拠で立証できる事件

の場合にはそもそも取調べを行わない場合があり，録音・録画の対象犯罪で

あっても例外ではない。

取調べの録音・録画の運用については，対象犯罪に限って録音・録画を実施

している捜査機関もあるが，捜査官の判断により，対象犯罪以外の犯罪につい

ても録音・録画を実施している捜査機関もある。例えば，原則として全事件に

ついて，身柄拘束下の被疑者の取調べの録音・録画を実施している捜査機関，

捜査官の判断によって身柄拘束前の被疑者取調べの録音・録画を実施する捜査

機関，また，捜査官の判断によって参考人取調べの録音・録画を実施する捜査

機関もある。

対象となる取調べの全過程の録音・録画が要求されていると考えられる州に

おいては，ほとんどの捜査機関で，被疑者が取調室に入室する前に録音・録画

を開始し，取調べが終了して被疑者が取調室を退室した後に録音・録画を終了

することとしている。その際，休憩等により取調べを中断した場合においても，

録音・録画は中断せずに継続することとしている捜査機関（イリノイ州等），

取調室の様子を常時録音・録画してハードディスクに記録し，取調べの開始か

ら終了までの部分のデータのみをＤＶＤにコピーして証拠化している捜査機関

（アラスカ州）もある。なお，捜査官によっては，被疑者がミランダの諸権利

を放棄した後，一度録音を中断して被疑者と雑談をし，逮捕事実に関する会話

を開始する時点で録音を再開する捜査機関もあるようである（ウィスコンシン

州）。

録音・録画を実施することを被疑者に告知するか否かについては，多くの州

では，被疑者に告知する義務はなく，告知していないのが通常のようである。

録音・録画を実施していない旨嘘を言って取調べを行うことが認められている

州もある（アラスカ州等）。

２ 取調べの録音・録画の方式及び記録媒体の取扱い等

取調室における取調べについては，ほとんどの州の捜査機関で録音及び録画

を行っているが，例えば，予算等の問題により録音・録画機器を配備すること

ができず，ＩＣレコーダーによる録音のみを行っている捜査機関もある（マサ

チューセッツ州等）。また，反訳書面の作成のためや機器の故障に対応するた

め，録音・録画と同時にＩＣレコーダーによる録音をも併せて行っている捜査

機関もある（ニューハンプシャー州等）。

多くの州の捜査機関では，取調べの録音・録画を実施する取調室の外におい

て，録音・録画されている映像・音声を視聴することができるようなシステム

が取り入れられており，警察官や検察官が取調べ状況を確認しつつ，被疑者の
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供述に応じて裏付け捜査や取調官に対するアドバイス等が行えるようになって

いる。

また，警察官がＩＣレコーダーを常に携帯し，取調室以外で被疑者や参考人

と接触する場合にも基本的に録音を行っている捜査機関(アラスカ州)，警察車

両に録音・録画機器を設置し，被疑者を逮捕して警察署に引致する際，被疑者

が同車両内で自発的な供述をする場合に備えて録音・録画を行っている捜査機

関もある(ニュージャージー州等)。

録音・録画のデータについては，これをすぐにＤＶＤ等に保存して証拠化し

ている捜査機関，ハードディスクに保存して必要に応じてＤＶＤ等にデータを

コピーして証拠化している捜査機関などがある。また，警察官や検察官がコン

ピュータに保存された録音・録画のデータにアクセスして視聴することができ

るシステムを構築している捜査機関もある（イリノイ州等）。

３ 記録媒体の公判での利用状況等

記録媒体を公判で証拠として使用する場合，基本的には全ての記録を再生し

ている州（イリノイ州等）もあるが，検察官の判断により，あるいは検察官と

弁護人との合意により，記録媒体の記録を編集するなどした上で，必要な部分

に限定して再生している州（アラスカ州等）もある。

反訳書面については，録音・録画を実施した場合に原則として作成する州（モ

ンタナ州等）もあれば，検察官が必要と判断した場合にのみ作成する州（アラ

スカ州等）もあるところ，多くの州では，記録媒体のみが証拠として扱われ，

反訳書面は陪審員の理解を助けるための補助的なものとして扱われている。

４ 取調べの録音・録画制度に対する評価等

実施州の捜査官及び検察官から録音・録画制度に対する評価を聴取した結

果，①取調べの適正が確保され，被疑者の権利保護に資する，②取調べ状況の

立証が容易になる，③取調べに関する虚偽の訴えから取調官を守ることができ

る，④供述調書やメモを作成する必要がなくなり取調べに集中できるなど，肯

定的な評価が多かった。

他方，①組織犯罪等において組織上位者等に供述内容を知られることを恐れ

て録音・録画を拒否する被疑者がいるのも事実である，②全過程の録音・録画

を実施することで，被疑者といろいろな会話をしてリラックスさせるという方

法が取りづらくなり，取調べがやりにくくなったなどと，録音・録画によるデ

メリットを指摘する捜査官もいた。

また，取調べの録音・録画が被疑者の心理に与える影響については，被疑者

が自白する割合が低下したとする見解，そのような変化はないとする見解など

に分かれた。

これらの評価等は，あくまでアメリカにおける刑事司法制度や取調べの実情

等を前提としたものであり，前記のとおり，アメリカにおける取調べの目的や

手法等は我が国と相当異なるものであることや，後述するように，取調べ以外
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に証拠を獲得するための様々な捜査手法等が認められていることなどに留意す

べきであると考えられる。

第７ 取調べ以外の特徴的な捜査・公判手法等

アメリカでは，制度内容や運用状況に差異はあるものの，多くの州で，司法

取引，刑事免責制度，通信傍受，ＤＮＡ型データベース，秘密情報提供者の活

用，おとり捜査などの捜査・公判手法が採り入れられている。ここでは，代表

的な例として，連邦におけるこれら捜査・公判手法を中心に概観することとす

る。

１ 司法取引

(1) 概要

連邦に限らず各州においても，判例法によって司法取引が認められており，

これが多用されている。司法取引の定義は必ずしも明確ではないが，その本

質を「検察官の訴追裁量を背景として，処分上の利益と引き換えに捜査・公

判協力を得ること」と捕らえるのが一般的である。司法取引の内容を大きく

分類すると

○ 有罪答弁をすることと引き換えに，訴因や量刑における見返りを与える

場合，あるいは，有罪答弁に加え，捜査・公判協力することと引き換えに，

訴因や量刑における見返りを与える場合（答弁合意）

○ 有罪答弁を求めず，捜査・公判協力することと引き換えに，供述・証言

を不利益に利用しないことや，供述・証言に基づいて訴追しないといった

見返りを与える場合（非公式刑事免責）

に分けられる。

アメリカの刑事司法には，司法取引を促進する要因が複数存在していると

考えられる。すなわち，通信傍受，おとり捜査及び秘密情報提供者の利用等

によって，客観的な証拠の収集が十分に行われていること，共謀罪，司法妨

害罪及び虚偽陳述罪を始めとする多様かつ幅広い構成要件の存在により，犯

罪に関与した者の立件が容易となり，協力者として取り込める者の範囲が広

いこと，一般に法定刑が重く，必要的最低刑が定められている犯罪も存在す

るほか，前科による加重等もあり，捜査・公判に協力して刑の減軽を受ける

ことへのインセンティブが強く働くことなどが指摘できる。そのほか，連邦

では，基本的に量刑ガイドラインに従って量刑が行われていることから，量

刑についてもある程度予測がつき，同ガイドラインの適用をめぐる微妙な駆

け引きが可能であって，このことも司法取引を促進する要因となっていると

考えられる（同ガイドラインには，被告人が犯罪事実を認めていることや捜

査・訴追機関に対して協力を行ったことなどが，刑を減軽する事情として規

定されている。）。

(2) 司法取引の流れ



- 18 -

司法取引は，起訴の前後を通じて行われており，検察官と弁護人との間で

司法取引に向けた交渉（プロファー）が開始されると，検察官は，原則とし

て弁護人出席の下で，直接本人から事情聴取を行う（この過程は，一般に「デ

ブリーフィング」と呼ばれる。）。デブリーフィングを行う際には，多くの

場合，検察官と本人との間で，将来本人がデブリーフィングにおける供述と

異なる証言等を行った場合には同供述を弾劾目的で使用することができる等

の例外を設けた上で，同供述を本人に不利益には用いない旨の約束を交わす。

デブリーフィングにおいては，時間的制約の厳しい取調べに比べて，本人か

らじっくりと話を聞くことができるため，詳細な事実関係の確認等が行われ

ている。なお，現場の検察官に，デブリーフィングの録音・録画を実施する

ことについて聴取したところ，共犯者に関することも含めて全てを供述して

協力しようという気持ちに対して萎縮効果をもたらすことなどから，デブリ

ーフィングの録音・録画を実施することはないし，するべきではないとのこ

とであった。

デブリーフィングの後，検察官と弁護人との間で交渉を行い，その結果，

取引が成立すると，その取引内容を書面化して合意する。司法取引において

本人に要求される捜査・公判協力の内容は多様であり，典型例としては，共

犯者との会話を秘密裏に録音して捜査機関に提出するなどの情報・証拠収

集，デブリーフィングにおける情報提供，証拠物の提出，共犯者の大陪審・

公判における証言等がある。

合意がなされた後，答弁合意の場合には，本人が裁判所の前で有罪答弁を

し，裁判所は答弁合意の内容を受理する。非公式刑事免責の場合は，有罪答

弁を前提としておらず，裁判所の感知しない当事者間の取引にすぎないため，

このような受理手続は不要である。なお，取引内容に捜査・公判協力が含ま

れている場合には，本人から相当程度の協力が得られたと検察官によって判

断されると，見返りの実現が図られることとなる。

本調査中に司法取引が行われた事例を見聞したものとして，別紙２事例１，

事例２及び事例３がある。

(3) 司法取引の意義

連邦の検察官は，司法取引について，「事案の全容を解明するためには，

犯罪を犯した者に，罪を認めて捜査等に協力する動機を持たせることが必要

であり，司法取引がなければ真相を解明することは困難である。」「協力者

は，自分の犯行と無関係なことについて有益な情報を提供することがあり，

コールドケースの解決につながることもある。」などと述べるなど，そのほ

とんどが司法取引の意義を強調していた。

２ 刑事免責制度

連邦においては，制定法上の制度として，裁判所の権限に基づき，証言に基

づく訴追を制限することにより，自己負罪拒否特権を消滅させた上で証言を強
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制するという刑事免責制度があるが，この制度よりも前記司法取引（非公式刑

事免責）が多用されているとのことである。

３ 通信傍受等

(1) 制度の概要

連邦においては，包括的犯罪防止及び街路安全法第Ⅲ編（以下「タイトル

Ⅲ」という。）により，有線通信（携帯電話を含む電話通信），口頭会話及

び電子的通信（電子メール等のインターネット通信，ファクシミリ通信等）

の傍受に関する手続等が定められている。

有線通信及び口頭会話の傍受が認められる対象犯罪は，各種薬物犯罪，各

種密入国犯罪，謀殺，誘拐，強盗，恐喝，贈収賄，捜査妨害関連犯罪，マネ

ーローンダリング，詐欺，横領，重罪に当たるわいせつ犯罪，児童買春及び

児童ポルノ関連犯罪等，極めて多岐にわたる。さらに，電子的通信について

は，より広く対象犯罪が定められており，全ての連邦重罪（法定刑が長期１

年を超える罪）が対象犯罪とされている。

傍受には，裁判官により発付される傍受許可令状が必要であり，令状請求

を受けた裁判官は，①当該個人が対象犯罪を行ったか，行いつつあるか，又

は行おうとしていると信じるに足る相当な理由があること，②傍受によって，

当該犯罪に関する特定の通信が得られると信じるに足る相当な理由があるこ

と，③通常の捜査手段を試みたとしても成功する見込みはないと考えられる

合理的な理由があること等，④有線通信等が傍受されるべき設備等が当該犯

罪の実行に関連して使用されるなどと信じるに足る相当な理由があることの

４要件が満たされていると認めた場合には，傍受許可令状を発することがで

きるとされている。また，請求がある場合には，傍受許可令状において，通

信事業者等に対し，傍受を達成するために必要な全ての情報等を直ちに請求

者に与えるよう指示することができるとされており，この指示がなされた場

合には，通信事業者等に捜査機関が行う傍受への協力義務が生じる。

傍受期間は，最大３０日間であるが，延長が可能であり，延長回数に制限

はない。

令状を発した裁判官は，傍受期間終了後，９０日以内の相当の期間内に傍

受対象者に対して傍受結果の告知をしなければならないとされているが，正

当な理由がある場合には，告知を延長することができる。

なお，一定の要件を満たす場合には，事前に令状を得ることなく通信傍受

を行うことができるとされている（緊急傍受）。

(2) 傍受の方法等

連邦捜査局では，全ての地方事務所に傍受室が設置されており，我が国の

ように傍受のために事業者の事務所等に赴く必要はない。傍受室では，原則

として，あらゆる電話通信事業者等に係る通信の傍受が可能である（連邦捜

査局地方事務所の傍受室内で傍受できるように設備を整えることは電話通信
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事業者等の義務であるとされているようである。）。また，事業者等の立会

いも要求されていない。

捜査官が傍受を実施する際には，傍受担当者のほか，追跡班を置き，例え

ば，薬物取引に関し，待ち合わせ時間や場所などを決める会話がなされれば，

傍受担当者から連絡を受けた追跡班が現場に向かい，会話どおりの取引がな

されているかなどの行動確認を行うとともに，その様子を録画するなどの証

拠収集活動を行う。

本調査中に通信傍受が行われた事例を見聞したものとして，別紙２事例４

及び事例５がある。

(3) 通信傍受の実施状況及びその意義

合衆国裁判所事務局長が議会に提出した通信傍受結果報告書によれば，２

００９年における傍受許可命令件数は，全米で２３７６件とされており，傍

受期間の最長は，汚職捜査で行われた６３２日間である。傍受対象犯罪とし

ては，薬物犯罪が２０００件以上と圧倒的に多いが，殺人・暴行，恐喝，窃

盗・強盗，賭博，共謀罪についてもそれぞれ数十件ある。

現場の捜査官によれば，通信傍受は，組織的犯行や常習的犯行の捜査にお

いて極めて有効であり，また，被疑者や弁護人に傍受した会話を聞かせると，

争う意欲をなくし，積極的に捜査協力や証言協力を申し出ることも多く，訴

訟経済上も極めて有効であるとのことであった。

(4) その他

そのほか，タイトルⅢによる規制の対象となるものではないが，通信の一

方当事者の同意に基づく有線通信等の傍受，監視カメラの設置，移動物体追

跡装置による追跡，携帯電話の位置情報の取得等も活用されている。

４ ＤＮＡ型データベース

(1) 概要

アメリカでは，１９９０年から，一部の州及び地方の研究所が参加し，パ

イロットプロジェクトとしてＤＮＡ型情報に関するデータベース・システム

の運用が開始され，現在では，全米規模のシステムとなっている。

同システムは，連邦捜査局によって運営されており，地方レベル，州レベ

ル，全米レベルの各システムから成り立っている。調査時点においては，地

方レベルのシステムが１３６，州レベルのシステムが５４あるとのことであ

る。各地方レベルのシステムに登録されたＤＮＡ型情報が各州レベルのシス

テムにアップロードされ，さらに，各州レベルのシステムに登録されたＤＮ

Ａ型情報が全米レベルのシステムにアップロードされるという仕組みとなっ

ている。

全米レベルのシステムに登録されているＤＮＡ型情報は，①有罪判決を受

けた者，起訴された者及び適切な法的権限に基づいてＤＮＡ型資料を採取さ

れた者のＤＮＡ型情報，②犯行現場から採取されたＤＮＡ型情報（遺留ＤＮ
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Ａ型情報），③身元不明者から採取されたＤＮＡ型情報，④行方不明者の親

族から任意に提出されたＤＮＡ型情報の４つに分類されている。このうち，

①の中の適切な法的権限に基づいてＤＮＡ型資料を採取された者について

は，その範囲が州によって異なり，逮捕者からのＤＮＡ型資料の採取を認め

ていない州，対象犯罪を限定して逮捕者からの採取を認めている州などがあ

るようであるが，少なくとも連邦では，全ての逮捕者からの採取が認められ

ており，採取への協力を拒む者については強制的に採取することも可能と

なっている。なお，ＤＮＡ型資料が採取されてＤＮＡ型情報が登録された者

について，採取の根拠となった事実について無罪となった場合や有罪が破棄

された場合等には，その者からの抹消請求に基づき，その者のＤＮＡ型情報

はシステムから削除されることとなる。

(2) データベースの規模等

アメリカにおいては，２０１１年１月現在，①有罪判決を受けた者等につ

いては９２０万人分以上のＤＮＡ型情報が登録されており，②遺留ＤＮＡ型

情報については，３５万件以上の情報が登録されているとのことである。そ

して，２０００年以降，①有罪判決を受けた者等のＤＮＡ型情報と②遺留Ｄ

ＮＡ型情報とが一致した件数は１１万件以上であるとのことである。

本調査中にＤＮＡ型データベースを活用して事件の解決につながった事例

を見聞したものとして，別紙２事例６，事例７及び事例８がある。

(3) 誤判発見の手段としての活用

アメリカでは，収集したＤＮＡ型情報を犯罪捜査や行方不明者の身元特定

などに活用しているほか，誤って有罪となった者の無実を明らかにするため

の手段としても活用されている。

具体的には，連邦政府には，一定の例外を除いて，ＤＮＡ型資料を含む生

体証拠の保存が義務付けられており，連邦犯罪等の有罪判決により拘禁刑又

は死刑を宣告された個人からＤＮＡ型検査の申立てがあった場合，有罪判決

を下した裁判所は，①ＤＮＡ型検査の対象となる証拠がこれまでにＤＮＡ型

検査を受けていないか，以前に受けた検査よりも信頼性の高い検査を申請し

ていること，②申請者の主張が公判での積極的抗弁と矛盾しないこと，③Ｄ

ＮＡ型検査結果が申請者の主張を支え，かつ，申請者が当該犯罪を犯してい

なかったとの相当な蓋然性を示す，新たな重要証拠となり得ること，④ＤＮ

Ａ型検査の申請が時宜にかなっていることなどの要件を全て満たしていると

判断するときには，特定の証拠についてＤＮＡ型検査を命じなければならな

いとされている。この場合，実際にＤＮＡ型検査を行うのは，通常，連邦捜

査局とされているようである。

ＤＮＡ型検査の結果が，申請者の主張と合致する場合には，申請者は，新

公判等を申し立てることができるとされており，裁判所は，当該事件の他の

全ての証拠と併せて考慮し，無罪とされることが「有力な証明」により示さ
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れる場合には，その申立てを認めることができるとされている。「有力な証

明」については，「申請者が有罪だと結論付けることが陪審員にとって不可

能である場合には新公判が認められるが，陪審員が有罪と判断する可能性が

ある場合には新公判は認められない。」と解されている。

他方，ＤＮＡ型検査の結果が，申請者の主張と合致せず，有罪の根拠とな

り得るものであった場合には，申請者に対し，裁判所侮辱罪での収監，検査

費用の請求，仮釈放を拒否できる旨の裁判所判断の合衆国仮釈放委員会への

通知等がなされ得るほか，虚偽申請等により偽証罪で有罪判決を受けて３年

以上の拘禁刑が科され得るなど，犯人であるにもかかわらず検査を申請した

者に対しては厳しいペナルティが課されることとなっており，これにより，

虚偽の無罪主張による検査申請の濫用の防止を図っている。

５ 秘密情報提供者，おとり捜査等

(1) 秘密情報提供者

秘密情報提供者の活用については，これに関する法律等の明文規定はなく，

各捜査機関が内部的なガイドラインを策定している。

アメリカでは，秘密情報提供者を，単に捜査の端緒としてだけではなく，

その者に証拠収集をさせたり，その者を介しておとり捜査官を捜査対象者に

紹介させるなど，幅広く活用している。その際，秘密情報提供者は，提供し

た情報の重要性や捜査に協力した程度に応じて金銭の支払いを受けたり，一

定の範囲で承認された違法行為に関与することも認められている。

もっとも，秘密情報提供者については，多くの場合，公判廷で証人として

証言させることを前提とはしておらず，通信傍受，おとり捜査，捜索差押等

の捜査を展開していくために必要な情報と証拠を収集することを主な目的と

している。

(2) おとり捜査

おとり捜査については，法律等の明文規定はなく，各捜査機関が内部的な

ガイドラインを策定して実施しているところ，判例においても，「罠の抗弁」

による一定の規制があるのみで，「犯罪と戦うために捜査機関に当然に許容

される効果的な捜査手法」として，広く認められている。

「罠の抗弁」とは，捜査機関による働きかけがなければ犯罪を行わなかっ

たと思われる場合には，被告人は無罪になるというものであり，具体的には，

①犯罪に際しての捜査機関による働きかけの有無，②ターゲットである被告

人の犯罪傾向の有無という２段階の審査がなされる。このうち，①について

は，おとり捜査の場合，何らかの働きかけがなされるのが通常である。②に

ついては，被告人の前科・前歴，性格，評判，犯行の切っ掛けが被告人から

なされたか，捜査機関からなされたか，被告人が捜査機関の働きかけに拒絶

の意思を示したかなどといった点がメルクマールとなり，被告人に犯罪傾向

があるとされれば，「罠の抗弁」は不成功となり，被告人は有罪となる。実
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際には，ほとんど成功することのない抗弁であり，弁護人がこの抗弁を主張

することは余りないとのことである。

おとり捜査官は，正当防衛以外の暴力行為への関与，犯罪計画の主導・扇

動行為，違法な捜査手法を構成する行為以外は，必要性等の要件を満たせば，

承認等の手続の下で，様々な違法行為を行うことができる。

本調査中におとり捜査が行われた事例を見聞したものとして，前記事例１

及び事例４のほか，別紙２事例９がある。

(3) 潜入捜査

マフィアやギャング等の犯罪組織について，おとり捜査官がそのメンバー

あるいはメンバーに近い人物として，組織内に潜入する潜入捜査も行われて

いる。連邦捜査局のおとり捜査官等によれば，危険な組織に関する正確な情

報を得るためには，潜入するしかなく，こうした組織の撲滅には潜入捜査が

多大な効果を上げているとのことであった。

６ 証人保護プログラム

捜査・公判に協力する者の生命・安全を組織等から守ることは，司法取引等

を円滑に運用する上での大前提であり，連邦における主要な証人保護のための

制度としては，①制定法上の制度である証人保護プログラム，②被害者保護関

連各法の趣旨に基づいて運用される証人支援緊急プログラムがある。

①の証人保護プログラムは，１９７０年に創設された制度であり，重大事案

において，極端な脅威に直面している証人について，保護・支援する制度であ

る。まず，受刑中の証人の保護については，矯正局が管轄し，証人たる受刑者

に危害を与える可能性のある者との分離収容などを徹底している。また，受刑

中でない証人の保護については，証人及びその家族に対し，新たなＩＤを与え

て別人に成り済まさせ，永続的に転居させた上，生活費や就職等の支援を行う

とともに，ＵＳマーシャルサービス（連邦裁判手続に関わる裁判官，陪審員，

証人等の安全の確保や警備等を主たる任務とする者）による２４時間警備が永

続的に実施され，証人を永続的な保護下に置く。

②の証人支援緊急プログラムは，証人保護プログラムによる手厚い保護の必

要性まではないものの，一時的な転居等では保護が十分とはいえず，本格的な

転居をする必要がある場合を想定したもので，１９９７年から運用が開始され

た。このプログラムは，主として資金面の支援に限られており，具体的には，

期間にして３０日以内，金額にして４０００ドル未満の範囲内において，移動

費用，引越し費用，一時的な家賃及び生計を営むための一時的費用等が与えら

れ，実際に第三者から威迫を受けた場合には，その都度，ＵＳマーシャルサー

ビス等が対応する。
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事例１（アメリカにおける司法取引の実情①）

【事案の概要】

薬物密売グループの構成員（Ａ，Ｂ，Ｃ女，Ｄら）が，公共集合住宅の敷地内

において，ヘロイン等を密売していた事案。

主犯格Ａは，自ら仕入れたヘロイン等を小分け人Ｃ女に渡して小分けさせてい

た。一方，準主犯格Ｂは，自ら顧客から注文を受けてヘロイン等を密売していた

ほか，末端密売人Ｄらから必要な薬物の種類及び量を聞き，小分け人Ｃ女に対し，

各末端密売人に渡すべき薬物の種類及び量，各末端密売人から回収すべき金額を

指示していた。Ｃ女は，前記集合住宅の一室において，Ａから渡されたヘロイン

等を小分けし，Ｂからの指示に従い，末端密売人にヘロイン等を渡し，末端密売

人から回収した売上金をＢに渡していた。Ｃ女からヘロイン等を受け取ったＤら

は，前記集合住宅の敷地内において，顧客にヘロイン等を密売していた。

【捜査の経過】

本件の捜査に当たっていたＦＢＩ捜査官らは，まず，同集合住宅周辺でヘロイ

ンを所持していた末端使用者を秘密情報提供者とし，同人に購入資金を渡した上

で末端密売者からヘロインを購入させ，その状況を録音させた（なお，この秘密

情報提供者は，十分な協力をしたことから，ヘロイン所持等による一切の訴追を

免れている。）。また，ＦＢＩ捜査官らは，前記集合住宅の一室にビデオを設置

し，末端密売人たちの密売の様子を撮影した。さらに，おとり捜査官が，準主犯

格Ｂ及び末端密売人Ｄらからヘロインを購入し，その状況をカメラで撮影した。

これらの証拠に基づき，Ｂが使用する携帯電話の通信傍受許可令状を取得した

上で，約２か月間にわたり，３８００回以上の通話を傍受したところ，Ａの関与

が判明したことから，Ａが使用する携帯電話についても通信傍受を実施した。そ

の結果，Ａが別の密売人からヘロイン１００グラムを入手する予定であることが

分かり，Ａがヘロインを入手した直後にＡを職務質問し，Ａが乗っていた車内か

らヘロイン１００グラムを発見・押収した上，Ａを逮捕した。

また，ＦＢＩ捜査官らは，通信傍受により，Ｃ女が密売グループの一員である

ことも把握できていたことから，Ａの逮捕直後にＣ女宅を捜索した結果，ヘロイ

ン等を発見・押収し，Ｃ女をヘロイン所持で逮捕した。

そして，Ａ及びＣ女は，逮捕の３日後に，ヘロインの譲渡目的所持の罪で大陪

審により正式起訴された。

【司法取引の実情】

Ｃ女は，逮捕された際，密売目的を否認し，共犯者の関与状況についても真実

を話さなかった。

しかし，Ｃ女は，他の共犯者らと深い人的関係にあったわけではなく，Ａらに

別紙２
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いいように使われている立場にあった。また，Ｃ女には子供がいたが，Ｃ女は，

最低１０年の刑に直面していた。さらに，Ｃ女は，本件犯行において重要な役割

を果たしており，価値のある協力を得られることが期待できた。

そこで，検察官は，Ｃ女の弁護人に取引を申し入れ，正式起訴の当日，弁護人

立会いの下でＣ女と会い，デブリーフィングを実施した。このデブリーフィング

において，検察官は，Ｃ女に対し，供述を本人に不利には使わない旨の約束をし

た上で，まず，Ｃ女が直面している刑の重さを伝えた。すなわち，Ｃ女の当初の

起訴事実は，ヘロイン１０グラムの譲渡目的所持であったが，共謀罪で捜査して

いる以上，どこまで起訴事実が広がるか分からず，１キログラムを超える共謀罪

での立件になれば，最低１０年以上刑務所に行かなければならないことを説明し

た上で，「子供たちのことを考えると，１０年も刑務所に行きたくないでしょう。」

と述べた。また，検察官は，「Ａは君のことなど全く気に掛けていない。彼は君

を利用しているだけだ。Ａは自分が儲けたいだけなんだ。」などと言い，共犯者

の方が責任が重いことを説明した。さらに，検察官は，通信傍受により，Ｃ女が

過去に継父からひどい仕打ちを受けたことがあること等を把握していたことか

ら，Ｃ女に対し，「あなたが今回のようなことをやったのは，誰も信用できない

人生を送ってきて，自暴自棄になっていたからだね。本当はあなたは悪い人では

ないし，いい母親ですよね。子供たちのために金を作る必要があったんでしょう。」

などと言い，Ｃ女に共感を示し，感じる罪の重さを軽くするような話をした。す

ると，Ｃ女は，「そのとおりです。子供たちを愛しているんです。子供たちのた

めにやったんです。」などと言って泣き出した。そこで，検察官は，弁護人と話

をさせるために席を外したところ，Ｃ女は，捜査等に協力することを決め，自分

や共犯者の役割，ＡがヘロインをＣ女に渡していた頻度や量，末端密売人の人定

事項等について詳細に供述した。

そこで，検察官は，Ｃ女との間で，Ｃ女が，１キログラム以上のヘロインにつ

いての譲渡目的所持及び譲渡の共謀（法定刑は１０年以上の自由刑又は終身刑）

を認め，情報提供，公判における証言等のあらゆる事柄について協力することと

引き換えに，検察官が相当程度の協力がなされたと判断すれば，検察官において，

必要的最低刑よりも軽い刑にすることの申立て等を行う旨の答弁合意を締結し

た。

Ｃ女は，１キログラム以上のヘロインについての譲渡目的所持及び譲渡の共謀

で正式起訴されたが，有罪答弁を行い，答弁合意が裁判所に受理された結果，９

か月の自由刑の判決が言い渡された。なお，Ｃ女については，証人支援緊急プロ

グラムが実施された。

【共犯者の判決等】

検察官は，Ｃ女の供述等に基づき，Ａ，Ｂ，Ｄらを１キログラム以上のヘロイ

ンの譲渡目的所持及び譲渡の共謀で正式起訴した。

別紙２
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Ａらは，いずれも，否認を続け，司法取引に応じなかったが，公判期日におい

て，全員が有罪答弁の意向を示し，検察官との間で答弁合意を締結した上，有罪

答弁を行い，Ａには１７年の自由刑，Ｂには１５年の自由刑，Ｄには６年の自由

刑がそれぞれ言い渡された。
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事例２（アメリカにおける司法取引の実情②）

【事案の概要】

外国籍のＡら７名が共謀の上，インターネット詐欺及びマネーローンダリング

に及んだ事案。

Ａらは，代金詐取の目的で，高級車等を売却する旨の虚偽の広告をオークショ

ンサイト等に掲載し，外国で偽名を用いて開設した銀行口座に代金を振り込ませ

る方法で，被害者から金を詐取していた。アメリカにおける被害は，立件分だけ

でも，被害者３０名以上，被害総額８０万ドル以上であった。

Ａは，外国において，偽造パスポートの行使（偽名による預金の引出し）で起

訴され，否認を貫いたものの，有罪となり，刑務所に服役した。

アメリカ連邦検事局及びＦＢＩは，Ａが服役していた国から本件に関する情報

を得たことを切っ掛けとして捜査を進め，外国に対してＡの引渡しを要求すると

ともに，Ａを通信詐欺及びマネーローンダリングの共謀で大陪審により正式起訴

した。その後，Ａは，アメリカに引き渡され，ＦＢＩに逮捕された。

【司法取引の実情】

Ａの弁護人は，証拠関係から，無罪を主張しても勝ち目はないと判断した。し

かも，アメリカの量刑は重く，Ａは４～５年の自由刑に直面していた。そこで，

Ａは，一転して有罪答弁をする意向を示し，捜査にも協力することとした。

検察官は，Ａとの間で，長時間・多数回にわたるデブリーフィングを実施し，

Ａから，事件の全容，共犯者の関与状況等について詳細な供述を得た。また，Ａ

は，家族や起訴されていない共犯者と連絡を取り，そこから得た情報も検察官に

提供した。

Ａは，検察官との間で答弁合意を締結し，有罪答弁を行った結果，検察官にお

いて，未決勾留期間を刑に満つるまで算入することを求刑し，その旨の判決が言

い渡され，判決翌日には本国に帰国した。

【共犯者らの逮捕等】

Ａの協力に基づき，共犯者の名前，偽名，居場所が判明し，その後の裏付け捜

査の結果，他の共犯者全員を通信詐欺及びマネーローンダリングの共謀で大陪審

により正式起訴することができた。
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事例３（アメリカにおける司法取引の実情③）

【事案の概要】

通信事業会社甲社の経営者Ａによるインサイダー取引の事案。

Ａは，Ｘ社の業績向上の見込みがなかったにもかかわらず，その経営実態を外

部に説明せず，収益が向上し続けるとの虚偽の情報を流して株価の下落を防ぎ，

保有していたＸ社の株式１億ドル分以上を売却して８０００万ドル以上の利益を

得た。

また，Ｘ社の役員Ｂも，Ａと同様にインサイダー取引を行い，４０万ドル分以

上の株式を売却して１２万ドル以上の利益を得ていた。

【司法取引の実情】

検察官は，Ａについて立件するため，Ｂに対し，罪を認めて協力するよう説得

を試みた。しかし，Ｂは，以前にＸ社の取締役が起訴された別の事件において，

検察官から，見返りについて明言されないまま協力を求められたという経験があ

り，検察官を信用していなかったことなどから，Ｂの説得は困難を極めた。

結局，検察官は，１年がかりでＢ及び弁護人を説得した末に，ようやくＢ本人

を交えたデブリーフィングを実施するに至った。

デブリーフィングにおいて，検察官は，Ｂに対し，経営担当者が経営状況につ

いて議論した内容の書類や車内でのＥメールのやりとりなど，Ｂを含む幹部らが

経営の行き詰まりを認識していたことを明らかにする証拠を示し，経営の行き詰

まりを認識していたはずだと説得した。そして，検察官は，インサイダー取引で

は金額が重要であり，Ｂの場合は１回の取引に限られ，金額も多くないことを説

明した。結局，Ｂは，検察官の説得に応じ，罪を認めて協力する姿勢を示し，Ａ

の犯意につながる事実を供述した。

そこで，検察官は，Ｂをインサイダー取引で正式起訴するとともに，Ｂとの間

で答弁合意を締結した。

そのほか，Ａに対してＡが掲げる収益目標が達成困難である旨を警告していた

Ｃについても，Ａの犯意を立証する上で極めて重要な人物であり，検察官は，Ｃ

とのデブリーフィングを実施すべく，弁護人と連絡をとったが，弁護人は，Ｃが

証言可能な内容を検察官に教示したものの，非公式免責を付与されない限り協力

しないと述べた。

そこで，検察官は，Ｃに非公式免責を付与した上で，デブリーフィングを実施

し，その際，Ｃは，Ａに警告した状況等についての情報を提供し，大陪審におい

てもその内容を証言した。

その後，Ａは，インサイダー取引で正式起訴され，公判において，Ｂ，Ｃが予

定どおりの証言をした結果，有罪となった。
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事例４（通信傍受の活用事例①）

【事案の概要】

Ａを首魁とする薬物密売組織Ｘの構成員がＰＣＰ（麻薬の一種）を密売してい

た事案。

【捜査の経過】

ＦＢＩ捜査官らは，Ｘの構成員の知人である複数の秘密情報提供者を利用し，

Ｘの構成員から違法薬物を購入させ，その取引の状況を録音させたり，おとり捜

査官をＸの構成員に紹介させたり，Ｘの構成員に関する情報を提供させたりした。

また，おとり捜査官において，Ｘの構成員からＰＣＰ等を購入し，その取引の

状況を録音するなどした。

そのほか，ＦＢＩ捜査官らは，Ａの携帯電話の発着信状況や発信先の契約者に

関する捜査，監視カメラを設置してのＸの構成員らの動向監視等を行った。

【通信傍受の活用】

もっとも，前記のような捜査のみでは，事案の全容解明は不可能であったこと

から，検察官は，Ａの携帯電話の通信傍受について令状を取得し，ＦＢＩ捜査官

らにおいて，通信傍受が実施された。

傍受した会話の中には，薬物の仕入先を推測させる会話や，ＡがＸの構成員に

薬物の密売を指示する会話などがあった。

また，傍受によって薬物の仕入先と推測される人物が使用する携帯電話の番号

が特定され，同携帯電話等についても通信傍受が実施された。

そして，これらの傍受の結果等に基づき，ＡらＸの構成員や薬物の仕入先を含

む３０数名をＰＣＰ所持で逮捕した。

【公判立証等】

検察官は，Ｘの構成員や薬物の仕入先と答弁合意を締結するなどして，Ａに関

する供述を得て，最終的に，Ａに対する違法薬物取引に関する訴因は１００を超

えた。

Ａの公判においては，おとり捜査官や共犯者らの証人尋問の際に，傍受会話や

取引状況の録画映像等を再生するなどして，取引状況等の立証を行い，Ａは，違

法薬物取引に関する訴因全てについて有罪となり，無期拘禁刑の判決が言い渡さ

れた。
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事例５（通信傍受の活用事例②）

【事案の概要】

ＡらＸ社の経営陣による投資家に対する巨額詐欺事件において，Ａらが，同詐

欺事件の共犯者でＡらより先に判決を受けていた重要証人Ｂを買収しようとした

という事案。

【捜査の経過】

ＢからＦＢＩに対し，Ａ及びＢと旧知の関係にあるＣから接触を受けている旨

の連絡があった。ＦＢＩは，Ａの詐欺事件においてＢが極めて重要な証人であっ

たことなどから，ＡがＣを使ってＢの買収を企てていると考え，Ｂに捜査協力を

依頼した。

これに応じたＢは，Ｃと会った際のＣからの働きかけの状況を録音するなどし

た。

また，Ａ及びＣの携帯電話の通話記録を入手したところ，ＡとＣが頻繁に連絡

を取り合っており，ＣがＢと面会する前後に通話回数が飛躍的に増えていること

が明らかになった。

これらの捜査の結果，ＡとＣが共謀してＢに働きかけをしていることが強く疑

われたが，ＢとＣとの会話のみでは，ＡとＣの共謀を明らかにする証拠を得るこ

とは困難であった。

【通信傍受の活用】

そこで，ＦＢＩは，Ａの携帯電話及びＣ方の固定電話について，通信傍受許可

令状を得て，通信傍受を実施した。

その結果，ＡとＣの共謀が明らかになるような会話を傍受することに成功し，

Ａ及びＣは証人買収等で起訴され，有罪となった。
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事例６（ＤＮＡ型データベースの活用事例①）

【事案の概要等】

６歳の幼女が行方不明となり，精液が付着した幼女の着衣や幼女の遺体の一部

が発見されるという誘拐殺人事件が発生した。

その後，犯人が検挙されることなく，未解決事件となっていたが，遺留ＤＮＡ

型情報として登録されていた精液のＤＮＡ型と有罪判決を受けた者等として登録

されていたＡのＤＮＡ型とが一致し，事件から約２３年後にＡが誘拐殺人事件の

犯人として検挙された。

事例７（ＤＮＡ型データベースの活用事例②）

【事案の概要等】

何者かが被害者方に押し入り，被害者が殺害されるなどした強盗殺人事件が発

生した。

その後，Ａは，窃取した自動車内で仮眠しているところを警察官に発見され，

自動車窃盗等の疑いで逮捕された。ＡのＤＮＡ型情報がデータベースに登録され

たところ，このＤＮＡ型と強盗殺人事件の現場に遺留されていたＤＮＡ型とが一

致したため，Ａが強盗殺人事件の犯人として検挙された。

事例８（ＤＮＡ型データベースの活用事例③）

【事案の概要等】

Ａは，強姦罪により逮捕・起訴されたが，保釈中に逃亡し，所在不明となった。

翌年，Ａは，別の女性に対する強姦未遂罪等で逮捕・起訴され，再び保釈中に

逃亡した。

Ａは，その後も，５つの名前を使い分けて逃亡生活を続け，その間，２０件以

上の強姦事件等を起こした。

そして，Ａが拳銃を購入しようとしたところ，その際の身分確認で，保釈中に

逃亡した事件で令状が出ていることが判明し，身柄拘束され，ＡのＤＮＡ型情報

がデータベースに登録された。

その結果，Ａが起こした複数の事件について，ＤＮＡ型が一致するなどし，Ａ

の犯行であることが判明した。
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事例９（おとり捜査の活用事例）

【事案の概要】

外国人密輸組織により，大量のコピー商品が密輸入された事案。

某ブランド品メーカーのコピー商品調査員から，税関に対し，外国人らがコピ

ー商品を輸入している旨の申告があり，税関において捜査を開始することとなっ

た。

同調査員は，身分を隠して密輸入に関わった外国人と親しくなっていたことか

ら，組織について，一定程度の情報を得ていたものの，事件化できるほどのもの

ではなかった。

【おとり捜査の活用】

そこで，税関は，架空の通関会社を立ち上げ，おとり捜査官を同社の経営者と

し，同社は税関職員を買収していることから同社を通じて輸入すれば確実に税関

検査を通ることができるとして，密輸組織によるコピー商品の輸入に関わること

で，犯行の実態を明らかにすることとした。

おとり捜査官は，前記調査員から紹介を受けて密輸組織の構成員と接触し，同

人の依頼により，密輸組織によるコピー商品の輸入に関わるようになった。

税関においては，密輸組織が輸入する商品について，そのまま検査を通した。

また，おとり捜査官は，密輸組織の構成員らとの会話内容を録音するなどして，

証拠を収集していった。

その後，おとり捜査官が経営する通関会社を通せば税関検査を確実に通すこと

ができるという噂が広がり，次々と他の密輸組織からも話が持ち込まれるように

なり，多数の密輸組織を対象としたおとり捜査に発展していった。

このようにして，約３年間にわたっておとり捜査を続けた結果，十分な証拠が

収集されたことから，最終的に４０名以上を逮捕し，そのうち３０名以上を密輸

等の罪で起訴するに至った。なお，この間に密輸組織からおとり捜査官に支払わ

れた手数料は，１７０万ドルに達していたが，これらは全て捜査費用に充てた。



- 34 -

第２章 イギリス

第１ イギリスにおける刑事司法制度の概要等

１ 捜査手続の概要等

イギリスにおいては，１９８４年警察及び刑事証拠法（Police and Crimina

l Evidence Act 1984。以下「ＰＡＣＥ」という。）により，警察による捜査

権限等が規定されている。イギリスにおいて，犯罪は，正式起訴犯罪（謀殺，

故殺，強姦，恐喝等の重大な犯罪を含み，刑事法院で審理される。），両性犯

罪（窃盗，傷害，被害額５千ポンド以上の器物損壊等が該当し，治安判事の決

定により，刑事法院又は治安判事裁判所のいずれかにおいて審理される。）及

び略式起訴犯罪（交通事犯を含む多くの軽微な犯罪を含み，治安判事裁判所に

おいて審理される。）に分類される。いずれの類型に属するかにより刑事手続

の流れも異なるが，正式起訴犯罪を例に取ると，おおむね次のような流れをた

どることとなる。

すなわち，まず，イギリスにおいては，ＰＡＣＥ第２４条により広範な無令

状逮捕が認められており，我が国であれば逮捕状を請求して身柄を拘束するで

あろう事件の大部分について，無令状で逮捕を行っているものと言える。逮捕

した被疑者の身柄を拘束できる時間は原則として２４時間に限られており，通

常，この時間内に被疑者の取調べを行って起訴の可否を判断する必要があると

される。正式起訴犯罪及び両性犯罪については，警視級の警察官が承認した場

合であって，証拠保全や被疑者取調べによる証拠獲得のために被疑者を拘束し

なければならないとする合理的理由があり，かつ，捜査が適切かつ迅速に行わ

れている場合には，合計３６時間まで延長することができる。また，治安判事

裁判所が発付する令状を得れば，更に最長９６時間まで被疑者の身柄を拘束す

ることができる。もっとも，現地の警察官等によれば，被疑者の身柄を２４時

間を超えて拘束する場合はかなり限られており，殺人等の重大事件を主に取り

扱う警察官の場合でも，このように拘束時間を延長するのは担当事件のうち１，

２割程度であるとのことである。また，２００８年４月から２００９年３月ま

での１年間の逮捕者数約１４６万人に対し，治安判事裁判所が発付する令状に

より身柄拘束されたのは，５６１人に過ぎない。また，一旦逮捕した場合であ

っても，更に捜査を遂げる必要があり，かつ，逃走や罪証隠滅のおそれが少な

い事案では，取調べの後，被疑者を保釈し，補充捜査の後，再度被疑者を呼び

出し，取り調べた上で起訴するということも行われている。保釈中の被疑者を

警察署に呼び出して取り調べる場合，身柄拘束時間に通算される。

被疑者の取調べについては，後述するとおり，取調べの録音制度が設けられ

ているほか，弁護人の立会いが認められている。

イギリスにおいては，かつては警察官が私人の資格で訴追を行っていたが，



- 35 -

１９８６年に検察庁が創設され，２００３年刑事司法法により，被疑者が罪を

認めることが見込まれる軽微な犯罪の場合を除き，ほとんどの犯罪につき，検

察官が起訴の可否及びその内容を決定することとなった。もっとも，訴追に当

たっては，①有罪の現実的見込みがあるかどうか（証拠テスト）及び②訴追に

公益性が認められるかどうか（公益性テスト）との基準によっており，有罪と

なる可能性の方が無罪となる可能性よりも高い場合には①の基準をみたすこと

となるため，その訴追基準は我が国と比較して相当に緩やかである（これを評

して「５１パーセントルール」とも呼ばれる。）。

本調査において見聞した事例のうち，イギリスにおける訴追基準を現すもの

として，別紙事例１が挙げられる。

２ 公判段階の手続の概要等

正式起訴犯罪により起訴された後，被告人は，治安判事裁判所に出廷し，

保釈等についての判断がなされた後，刑事法院に移送される。そして，ここ

でアレインメント（罪状認否）の手続が行われ，被告人が有罪答弁をした場

合には，当該事件については公判廷における事実審理を経ることなく，量刑

手続に移行する。他方，被告人が無罪答弁をした場合には，陪審による公判

審理が行われ，その後，裁判官による量刑手続が行われることとなる。

２００９年の統計によれば，刑事法院において答弁を行った被告人１０万

１２７７人のうち，７万１４４２人（約７０．５％）が有罪答弁をし，他方，

無罪答弁をした２万９８３５人のうち，１万８５８３名（約６２．２％）に

対して無罪判決が下されている。

第２ 取調べの録音・録画制度について

１ 制度導入の経緯等

ＰＡＣＥ第６０条(1)(a)は，「内務大臣は，警察署において警察官が行う犯

罪被疑者の取調べの録音に関する実務規程を発出しなければならない。」旨定

めており，同規定を受けて，１９８８年に被疑者取調べの録音に関する実務規

程Ｅが制定された。そして，試行を経て，１９９２年から，対象となる事件の

全件について，被疑者の取調べの録音が義務付けられるに至っている。

なお，イギリスにおいては，後述のとおり，コスト等の関係から，録音と録

画が区別して議論され，録音のみが義務付けられていることに注意を要する。

また，ＰＡＣＥは，刑事手続に関する王立委員会によって，それまでの刑事

実務において見られた問題点についての検討が行われ，その提言を受けて定め

られるに至ったもので，職務質問や捜索・差押，被疑者の逮捕，取調べなど，

警察による捜査活動全般について規定し，その権限を明確化するとともに，そ

の限界を明らかにするものであって，取調べの録音についてのみ規定したもの

ではない。

２ 被疑者取調べの録音制度の概要等
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(1) 録音制度の目的

イギリスにおいて，被疑者の取調べを録音することについては，①警察官

による違法な取調べを抑止し，被疑者の権利を保障すること，②後の公判に

おいて，自白したか否かを含む供述内容をめぐる争いや取調べの適法性，相

当性をめぐる争いが生じることを未然に防ぐという２つの目的があるとされ

る。イギリスの刑事裁判実務においては，被疑者の自白を立証する方法とし

て，我が国と同様の供述調書が用いられるのではなく，法廷において，取調

べを担当した警察官が，取調べ時のメモをもとに，被疑者の供述内容につい

て証言する方法がしばしば採られてきた。そのため，しばしば「言った」「言

わない」の水掛け論が繰り広げられるなど，供述調書のように被疑者の供述

内容が一定の形になっている場合に比べて，更に被疑者の供述状況について

深刻な争いが生じることが多かったとされるところ，録音は，このような争

いを解決するものであるため，イギリスの法曹関係者の間においても，被疑

者取調べの録音の中心的なメリットは，取調べの状況や供述の内容を正確に

公判廷に顕出できることにあると述べた者が多かった。また，警察官からも，

取調べを録音しているおかけで，「警察官から脅された。」などという事実

無根の主張をされるおそれがなくなったとの意見が述べられていた。

(2) 取調べの録音義務の範囲等

実務規程Ｅにおいては，警察署において行われる正式起訴犯罪及び両性犯

罪の被疑者の取調べの全過程について，録音が義務付けられている（実務規

程Ｅ3.1，2.1参照）。

録音義務の対象となるのは，制度上，正式起訴犯罪及び両性犯罪に限られ，

略式起訴犯罪については，取調べの録音が義務付けられているわけではない。

その理由については，略式起訴犯罪の大半は，路上で検挙される軽微な交通

犯罪であり，このような軽微な交通犯罪については，取調べを行わないか，

行うとしても路上で実施することから，それを録音することは現実的ではな

いためであるなどとされる。

また，身柄拘束下にない被疑者の取調べが行われることはほとんどなく，

被疑者を逮捕して取調べが行われるのが通例であることから，実際上は，身

柄拘束下の取調べが録音されることとなる。

なお，取調べの録音義務の対象となるのは，被疑者が犯した犯罪について

被疑者を取り調べる場合であり，例えば，犯罪事実以外の情報を入手する目

的で被疑者を取り調べる場合は，録音義務の対象とはならないとされている

（実務規程Ｅ4.10参照）。

(3) 取調べの録音義務の例外

次の場合は，取調べの録音義務の例外とされている。

① 録音機器が故障し又は適切な取調室や録音機材が利用できない場合であ

って，取調べを遅らせることができない事情がある場合には，留置管理官
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（留置管理を担当する警察官）は，取調べを録音しないことを認めること

ができる（実務規程Ｅ3.3）。

② 起訴がなされないことが明らかな場合も，留置管理官は，録音しないこ

とを認めることができる（同Ｅ3.3）。

③ 被疑者が取調室への入室を拒否し，取調べを遅らせることができない事

情があるときであって，房内で取調べを行うための録音機材が利用できな

い場合も，留置管理官は，書面により取調べの記録を作成することを認め

ることができる（同Ｅ3.4）。

④ 被疑者が取調べを録音することを拒んだ場合には，取調官は，取調べが

録音されていること及び実務規程において被疑者の拒否の意思表示が録音

されることが求められていることを説明するべきであり，そのような意思

表示が録音され又は被疑者がそれすら拒否した場合には，取調官は，以後

の取調べを録音しなくてもよく，これに代えて，取調べの際のやり取りを

書面で記録することができる（同Ｅ4.8）。

(4) 義務違反の法的効果

取調べの録音義務に違反した場合の法的効果については，格別の規定は設

けられていない。

ＰＡＣＥ第７６条は，自白が圧力を受けた結果得られたものである場合や，

被疑者をして自白するに至らしめた取調官の言動が自白の信用性を失わせる

ようなものである場合には，自白を証拠とすることができない旨規定してい

る。また，ＰＡＣＥ第７８条は，証拠を採用することが不公正な場合には，

裁判官は，当該証拠を採用しないことができると規定している。取調べ状況

を録音していない場合には，これらの判断の枠組みの中で，個別事件の事実

関係を踏まえて，録音されていない当該供述の証拠能力について判断される

こととなる。もっとも，実務家の間においては，正当な理由がないのに取調

べの録音がなされていない場合には，それ自体が取調べの適正に疑念を抱か

せる事情となり，検察官において，それを覆して自白の任意性や取調べの適

正を立証するのは容易ではないと認識されているようである。

３ 被疑者取調べの録画について

１９８４年に定められたＰＡＣＥ第６０条は，被疑者取調べの録音について，

実務規定の制定を義務付けるものであった。これに対し，２００１年に定めら

れたＰＡＣＥ第６０Ａ条は，「内務大臣は，取調べの録画に関する実務規程を

定めることができる。」旨規定し，これを受けて，被疑者取調べの録画に関す

る実務規程Ｆが定められた。これらはいずれも，被疑者取調べの録画を義務付

けるものではなく，警察が，その裁量により，取調べの録画を実施できるとす

るものである。

イギリス内務省は，複数の警察署で取調べの録画を試行したが，その結果を

検証した結果，取調べの録画を実施するためには，機材の整備やその維持・運
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営に当たり，多大なコストが掛かり，取調べの録画を大規模に導入することは

財政事情からして困難であるとし，特異重大事件の取調べに関し，警部以上の

階級の警察官が許可した場合のみ，取調べを録画することを認めるべきとの見

解を明らかにしている。

４ 参考人取調べの録音・録画について

イギリスにおいて，参考人の取調べについて録音又は録画が義務付けられて

いるわけではないが，１９９９年少年司法及び刑事証拠法第２７条により，「ぜ

い弱な証人」（１７歳未満の者がこれに当たるほか，一定の精神障害，知的・

社会的機能が著しく損なわれていること等を考慮して認定される。）について，

取調べ状況を録画したビデオを，当該証人に対する主尋問に代わる証拠として

取り調べることができることとされており，性犯罪被害者や未成年者の取調べ

に関し，この方法が広く活用されているとのことである。

第３ 取調べの録音・録画制度の運用状況等

１ 被疑者取調べの実情

イギリスにおける被疑者取調べの実情については，次のような特徴的な点を

指摘することができる。

すなわち，被疑者については，逮捕した上で取調べが行われるのが通例であ

るところ，その身柄拘束が可能な時間は通常２４時間以内に限られており，逮

捕手続や当番弁護士の手配に要する時間や，被疑者の睡眠時間，食事・休憩の

時間等を除くと，逮捕された時刻にもよるが，被疑者の取調べに充てることが

物理的に可能な時間は，４，５時間程度というのが実情のようである。

１９８０年代のイギリス内務省の報告によれば，取調べの回数はほとんどが

２回以下であり，また，取調べ時間も，３０分以内であるものが大部分を占め

るとされる。本調査の過程において見聞した限りでも，被疑者の取調べが合計

１時間未満であることは珍しくなく，強姦や殺人未遂のような重大事件におい

ても，１時間又はそれ以下の時間しか取調べを行っていない事例があった。

具体的事例に即して被疑者取調べの内容をみると，別紙事例２及び事例３の

とおり，イギリスにおける被疑者の取調べは，弁護人が立会い，その全過程が

録音された中で，否認する被疑者を追及するというよりは，被疑者の弁解を十

分に聴取し，あるいは，後述する黙秘権制限規定の適用を前提に，不合理な黙

秘をしていることを証拠化することに重点を置き，弁護人による介入を回避す

るよう留意しつつ，公判廷における被告人の尋問のようにして行われている。

無論，同国においても，警察は，限られた時間内に，被疑者から少しでも具

体的な弁解を聴取し，更に供述を獲得するよう努めているとされ，１９９０年

代初めから，取調べ手法の研究及び取調官育成のための訓練が進められて，事

例３にあるような段階的な情報・証拠開示（Controlled Disclosure）を伴う

「段階的聴取（Staged Interview）」と呼ばれる手法が用いられているほか，
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黙秘する被疑者が相当割合に上るようであるものの，その場合でも，黙秘権制

限規定の適用を前提に，事例３のように数時間を掛けて取調べが行われる例が

ある。

また，イギリスにおいては，合計の身柄拘束時間が上記の制限時間内にとど

まる必要があるものの，重大事件を含め，被疑者を逮捕して弁解を聴取した後，

被疑者を保釈又は釈放し，その間に被疑者の弁解の真偽等について捜査を尽く

した後，被疑者を呼び出し又は再逮捕して，その間に収集した証拠に基づいて

被疑者を追及するという手法も広く採られているとのことである。

とはいえ，事例３においても，被疑者は被疑事実を認めるに至らず，積極証

拠の獲得には至っていないと言え，全体としてみると，イギリスにおける被疑

者の取調べは，その刑事手続の構造や黙秘する被疑者が多いことをも背景とし

て，被疑者の弁解の十分な聴取とその他の方法により得られた証拠に基づく追

及や弾劾を中心とするものとなっていると評価できる。

もっとも，これは，後述するＣＣＴＶなど取調べ以外の方法による証拠収集

が可能であることが前提となっているとも考えられ，また，被疑者から供述を

得なければ解明・立証できない共謀等の事情についてはこのような手法によっ

て被疑者から供述を得ることができるかどうかは疑問がある。

２ 被疑者取調べの録音・録画の実施状況

(1) 録音の実施状況

イギリスにおいては，ＰＡＣＥ及び実務規程Ｅに基づいて，被疑者取調べ

の全過程の録音が行われており，実務規程上は対象犯罪とされていない略式

起訴犯罪についても，運用上，可能な範囲において，取調べの録音が実施さ

れているようである。

取調官は，被疑者が取調室に入室後，遅滞なく，被疑者の面前で，録音機

材にテープを挿入し，録音を開始しなければならないこととされている（実

務規程Ｅ4.3）。ただ，警察官からの聴取によれば，被疑者の取調べを開始

する前の段階で，被疑者との間で取調べに向けた良好な雰囲気を作ることを

目的として，取調室又は留置施設において，録音を実施しない状況で，被疑

者と雑談をする警察官もいるようである。

また，第２の２(3)に記載した録音義務の例外事由のうち，①及び③につ

いては，録音機材が十分に配備された近時においてはまれであり，また，②

については，家庭内暴力の事案など，被害申告を受けて緊急に被疑者の身柄

を確保する必要があるものの，その後証拠が希薄であることが判明した事案

などが該当するものの，やはりまれであるとのことである。さらに，④につ

いても，同国の警察官によれば，録音を実施せずに取調べを行うことによる

後日の紛争を避けるため，できる限り被疑者を説得して録音を継続するよう

努めているとのことである。

(2) 録音の方式及び記録媒体の取扱い
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イギリスの警察署においては，ダブルデッキのカセットテープレコーダー

によって取調べの録音が実施されており，録音終了後，テープのうち１本に

ついては原本として封印され，もう１本がいわゆるワーキングテープとして

捜査等に利用される。

もっとも，録音テープが多量に上り，その保管等にもコストを要すること

から，同国においては，取調べの録音・録画記録について，デジタルネット

ワークを構築し，ネットワーク上に録音・録画に係る取調べ記録をデータと

して保存するとともに，その視聴や弁護人の閲覧も同ネットワークを利用し

て行う体制を構築することを指向し，２００８年からランカシャー州におい

てこれを試験的に実施した上，２０１０年５月に実務規程を改訂し，同年１

２月の時点で４つの警察署においてこのような方式を採用している。

(3) 被疑者取調べの録画の実施状況

本調査を実施した時点においても，録画機器が整備されている警察署は，

一部の大規模警察署にとどまっており，実務において，被疑者取調べの録画

を実施することは少ない。

もっとも，同国の警察官によれば，例えば，連続殺人の被疑者の取調べに

おいて，取調官の発問に対する被疑者の表情の変化などを記録し，その性向

を示す証拠とする場合や，被疑者が未成年者であって，後日取調べの適正を

争われかねないと判断した場合などに，被疑者取調べの録画を実施した例が

あったとのことである。

(4) 記録媒体の公判での利用状況

取調べ終了後，取調べのポイントのみを列挙したＳＤＮ（Short Discript

ive Note）が作成され，捜査機関内部のメモとして活用されている。刑事法

院における審理が予想される場合には，録音テープを基に，テープ起こし専

門の人員により，ＲＯＴＩ（Recording of Taped Interview）と呼ばれる，

犯罪事実に関する部分については一問一答で記載した取調べ記録が作成さ

れ，あるいは，数は少ないものの，場合によっては録音テープの反訳書面（F

ull Transcript）が作成される。

録音テープは，公判廷において，証拠物として取り扱われるが，その内容

は供述証拠であるため，自白としての証拠能力を具備する限り，被疑者の供

述内容等を立証する証拠として用いられることとなる（録音テープを実質証

拠として使用することを制限する規定は見当たらない。）。

もっとも，取調べ記録や反訳書面も証拠物とされることから，通常は，そ

れらの書面がそのまま公判廷に証拠として提出される。なお，検察庁が定め

る指針においては，被告人が無罪答弁をした場合等においては，反訳書面が

ない限り，検察官は，取調べの録音テープを聴くべきであるとされているが，

検察官から聴取した限り，実務においては必ずしも同指針に沿った運用がな

されていないようである。
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弁護人は，検察官から開示を受けた反訳文書の内容に異議がある場合には，

その旨検察官に通知し，訂正等を求めることができ，イギリス首席裁判官の

実務指針にその手続が規定されている。当事者間で反訳書面の内容について

合意に達しない場合には，取調べの録音テープが証拠として取り調べられる

こととなる。

また，取調べ時の被告人の供述態度など，取調べ記録や反訳書面からは明

らかにならない事項を立証しようとする場合，検察官において，録音テープ

の証拠調べ請求をすることもあるとのことである。

ＲＯＴＩなどの被疑者の取調べ記録については，ほとんどの場合，公判で

証拠請求されているようである。多くの場合，否認を内容とする供述である

が，検察官は，被告人の捜査段階における供述が客観的な証拠や関係者の証

言と矛盾することなどを指摘して，被告人の弁解が信用できないことを立証

するなどしているようである。

３ 録音・録画制度に対する評価等

イギリスにおいては，ＰＡＣＥに基づいて被疑者取調べの録音制度が導入さ

れてから既に２０年以上が経過しており，同制度は，イギリス刑事司法制度の

一部をなすものとして受け入れられ，実務上も定着しているものと言える。

なお，取調べの録音制度の導入による影響については，自白率が低下したと

する見解，変化はないとする見解，取調べ技術の向上によりむしろ上昇したと

する見解などに分かれるものの，明らかな影響を示す統計資料等は見当たらな

い。

もっとも，上記のとおり，そもそもイギリスにおける取調べの実情は，黙秘

する被疑者の割合が高いことも含めて我が国と相当に異なるものであり，ある

いは，後述するような各種の捜査手法や仕組みなどの取調べ以外の方法により

証拠を獲得することが可能であるがゆえに，取調べの録音制度による影響が現

れにくいとも考えられる。したがって，このようなイギリスにおける取調べの

録音制度の導入に係る事情をもって，我が国に同様の取調べの録音・録画制度

を導入したとしても影響がないとすることには慎重であるべきと考えられる。

第４ 取調べ以外の特徴的な捜査手法，仕組み等

１ 「有罪答弁による減軽」のガイドライン及び答弁取引

イギリスにおいては，前記第１のとおり，有罪答弁制度が採られているとこ

ろ，これを前提として，有罪答弁を促進する観点から，２００３年刑事司法法

に基づいて設置された量刑ガイドライン委員会が，多くのガイドラインを発出

している。裁判所は，量刑ガイドラインに拘束されるわけではないが，これら

のガイドラインを考慮に入れなければならないとされ，ガイドラインから外れ

た判断をする場合には，理由を示さなければならないとされている。

「有罪答弁による減軽」のガイドラインは，これら量刑ガイドラインの一つ
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である。これによれば，被告人が犯人であることが他の証拠から明らかな場合

を除き，①被告人が有罪答弁の意向を示す最初の合理的な機会において有罪答

弁の意向を示した場合には，刑の３分の１，②公判期日が指定された後に有罪

答弁の意向を示した場合には，刑の４分の１，③公判審理開始後に有罪答弁を

した場合には，刑の１０分の１をそれぞれ減軽することを推奨しており，実務

上もこれを踏まえて減軽幅が決せられている。

また，イギリスにおいては，基本的には起訴後に，検察官と被告人・弁護人

との間で，実務上，答弁取引が行われており，重大複雑詐欺事案においては，

法務総裁によって，答弁取引に関するガイドラインが定められて，その手続等

が規程されている。本調査中に答弁取引が行われた事例を見聞したものとして，

別紙事例４がある。

これらの「有罪答弁による減軽」のガイドラインや答弁取引は，いずれも有

罪答弁を促進するものであって，制度上，取調べにおいて被疑者から供述を獲

得することを容易にするものとは必ずしも言えないが，取調べにおいて被疑者

から供述を獲得することが容易ではないことを前提としつつ，多数の事件が否

認事件として公判における陪審審理を経ることによる訴訟経済上のコストを回

避するという点においては，捜査段階で被疑者から自白を得ることと機能的に

同一又は類似する仕組みと評価できる。

２ 捜査協力型減免制度

従前も実務上は行われてきたとされるものの，２００５年重大組織犯罪及び

警察法により，対象犯罪を限定することなく，いわゆる捜査協力型の量刑減免

制度が明文化され，被疑者が捜査や訴追に協力したことの見返り（なお，恩典

を受ける場合，被疑者は，自己が犯した犯罪を全て認めることも必要とされる。）

として，①訴追免責（同法第７１条），②証拠の使用免責（同法第７２条），

③刑の減軽（同法第７３条）の恩典を受けることができるとされるとともに，

その手続が法定された。その中では，刑の減軽を恩典とした捜査協力型司法取

引が最も多用されており，被告人が捜査協力を行った場合，検察官と被疑者の

間で作成した合意文書を裁判所に提出し，裁判所が量刑を判断する際の考慮要

素としてもらっている。なお，被告人が捜査協力を理由として刑の減軽の恩典

を受けたにもかかわらず，その後，故意に合意に従った協力を行わなかった場

合，再度の判決により重い刑に変更することもできることとされている。

３ 黙秘権制限規定

１９９４年刑事司法及び公共秩序法第３４条ないし第３８条の規定により，

被疑者又は被告人が自己の弁解に関する事実を供述しなかった場合，裁判所（陪

審を含む。）は，被疑者が黙秘した事実から適当な推論を導き出すことができ

るとされる。具体的には，例えば，犯人性や被疑者の身体，着衣，所持品等に

付着し又は残された物質，痕跡等について質問され，通常は何らかの弁解をす

るであろう状況において，何ら弁解をしなかった事実から，適当な推論を導く
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ことができることとされている。これにより，イギリスにおいては，黙秘権は

事実上制限され又は廃止されたとの指摘もあり，取調べにおいても，一定の事

実をぶつけて弁解を聞くという方法がとられている。

４ ＤＮＡ型データベース

(1) データベースの設置根拠及びＤＮＡ型資料の採取権限

イギリスにおいては，１９９５年から，全国規模のＤＮＡ型データベー

スの運用が開始されている。

ＤＮＡ型資料の採取権限の根拠は，ＰＡＣＥに規定されており，ＤＮＡ

型鑑定のための試料については，原則として相手方の同意がなければ採取

できないものとされつつ，①犯歴登録可能犯罪（拘禁刑で処罰し得る全て

の犯罪）により逮捕された者，②裁判所の権限により身柄拘束されている

者，③犯歴登録可能犯罪で訴追され又はこれを犯したと報告された者，④

犯歴登録可能犯罪により有罪判決を受けた者などについては，これらの者

から同意なくしてＤＮＡ型試料を採取することができることとされる（Ｐ

ＡＣＥ第６３条参照）。

２００８年，欧州人権裁判所は，イギリスにおいて，有罪判決を受けて

いない者も含めて極めて広範にＤＮＡ型情報を登録したデータベースを構

築していることについて，欧州人権条約８条に違反する旨の判断を下した

ことから，これを踏まえて，２０１０年犯罪及び安全法によりＰＡＣＥが

改正され，ＤＮＡ型試料については採取後６か月間以内に廃棄し，逮捕又

は訴追されたものの有罪判決を受けるに至らなかった者の一部については，

一定期間内にＤＮＡ型情報をデータベースから削除することとされたが，

その一方，釈放された者，身体試料が廃棄された者などからの身体試料の

採取についての権限を拡大する内容の改正もなされた。

(2) データベースの規模及び効果

イギリスの人口は約６０００万人とされるところ，同国においては，Ｄ

ＮＡ型データベースに，２０１０年７月末時点で約５４０万人分以上のＤ

ＮＡ型情報が登録され，また，２００９年３月末時点で，それまでに犯人

が判明して有罪判決を受けたことにより削除されたものを除き，３５万件

以上の遺留ＤＮＡ型情報が登録されている。

そして，１９９８年以降，合計４１万件あまりの遺留ＤＮＡ型情報と個

人のＤＮＡ型情報が一致し，１８万人以上の犯人の特定に至っており，２

００８年度の１年間に限っても，３万６０００件以上の遺留ＤＮＡ型情報

と個人のＤＮＡ型情報が一致し，１万７０００人以上の犯人の特定に結び

付いたとされる。

５ ＣＣＴＶ

イギリスにおいては，多数のＣＣＴＶ（いわゆる街頭防犯カメラ）が設置さ

れ，その映像が犯罪捜査にも用いられており，多くの事件においてＣＣＴＶの
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映像が重要な証拠として役立っている。その台数は数百万台と言われており，

ロンドン市内で１日行動すれば，少なくとも７０回程度はＣＣＴＶに撮影され

ることとなるとも指摘されている。

ＣＣＴＶの設置に当たっては，独立の公的機関である情報コミッショナーに

通知して登録しなければならず，同コミッショナーは，ＣＣＴＶに関する監督

業務を行い，実施要領を定めている。同実施要領においては，①本来の設置目

的からすれば不必要な範囲まで撮影するものであってはならないこと，②原則

として，ＣＣＴＶを設置して稼働させる場合には，その旨明示しなければなら

ないこと，③原則として，音声を記録することは認められないことなどが定め

られている。

６ 秘匿捜査・情報収集等

(1) 総論

イギリスにおいては，会話傍受，通信傍受，ＧＰＳ機器による位置探索，

情報提供者や秘密捜査官等の秘匿人的情報源の利用といった秘密裏の情報

・証拠収集が広く行われており，これらが有力な捜査手法として活用され

ている。

これらを規定する主な法律としては，２０００年捜査権限規制法（Regul

ation of Investigatory Powers Act 2000。以下「ＲＩＰＡ」という。）及

び１９９７年警察法（Police Act 1997。以下「ＰＡ９７」という。）があ

り，ＲＩＰＡは，その第１部において通信に関する捜査・情報収集，第２

部において監視行為及び秘匿人的情報源についてそれぞれ規定し，ＰＡ９

７は，財産への立入り又は干渉を伴う捜査手法等について規定する。

(2) 監視行為（会話傍受，ＧＰＳ機器による位置探索等）

監視行為は，住居又は私的車両内において行われる「侵入監視」とこの

ような侵入的要素を伴わない「直接監視」に大別され，例えば，個人の住

居や車両内に傍受機器を設置して行う会話傍受は侵入監視に，公共の場所

において行われる会話傍受は直接監視に分類される。また，ＧＰＳ機器を

利用した車両の位置探索も，直接監視に当たる。

直接監視については，犯罪の予防又は探知等を理由として当該直接監視

行為を行う必要があり，かつ，当該直接監視行為がこれにより得ようとす

るものに見合う比例性があるとき，警察であれば警視級の者の許可を得て

実施することができる。

また，侵入監視については，重大犯罪（２１歳以上の前科のない者が犯

したとすれば３年以上の拘禁刑を言い渡されることが合理的に期待できる

場合，暴力の使用を含む場合，重大な経済的利益をもたらすものである場

合，共通する目的のために多数の人間により行われた場合などがこれに当

たるとされる。）の予防又は探知等を理由として当該侵入監視行為を行う必

要があり，かつ，当該侵入監視行為がこれにより得ようとするものに見合
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う比例性のあるものであるとき，警察であれば警察本部長又はこれに相当

する者の許可及び監視行為コミッショナーの承認を得て実施することがで

き，許可の際には，当該侵入監視行為によって得ることが必要と考えられ

る情報を他の手段によって得ることが合理的に可能であるかを考慮しなけ

ればならないとされる。

さらに，例えば，個人の住居や車両内に傍受機器を設置して会話傍受を

行うためには，その前提として，住居や車両内への立入りが必要となり，

この行為は，財産への立入り又は干渉を伴う行為とされるところ，このよ

うな行為については，ＰＡ９７により，侵入監視と同様の対象犯罪及び要

件が規定されている。

監視行為コミッショナー事務所（Office of Surveillance Commissioner

s。以下「ＯＳＣ」という。）の年次報告書によれば，２００９年４月から

２０１０年３月までの間に，警察を含む法執行機関において許可された直

接監視の件数は１万５２８５件，侵入監視の件数は３８４件（うち車両に

対するものが１７９件，住居に対するものが２０５件）であり，侵入監視

については，そのうち約半数に当たる１８０件が薬物取引，約２割に当た

る８０件が殺人事件において用いられている。

また，ＰＡ９７に基づく財産への立入り又は干渉行為の件数は，２７０

５件であり，そのうち約６０パーセントを薬物取引に係る事案が占めてい

る。

監視が活用された具体的事案として，別紙事例５があり，これらの手法

は，薬物犯罪や殺人等の重大犯罪において，極めて有効な捜査手法として

活用されている。

(3) 秘匿人的情報源（潜入捜査，情報提供者の利用）

秘匿人的情報源（Covert Human Intelligence Source）は，秘密裏に情

報を入手してこれを捜査機関等に提供する者を意味し，いわゆる情報提供

者のほか，潜入捜査官等を含む概念として用いられているところ，その利

用については，特段対象犯罪が限定されることなく，上記の直接監視と同

様の必要性と比例性の要件に加えて，情報源の取扱いや利用，管理等に関

する体制が構築される必要があるとされており，警察においては警視級以

上の者の許可によりこれを実施することができる。許可の有効期間は原則

として１２か月間とされる。

ＯＳＣの年次報告書によれば，２００９年４月から２０１０年３月まで

の間に，警察を含む法執行機関において採用された秘匿人的情報源は５３

２０人，利用を中止された情報源は４４９５人であり，２０１０年３月末

時点で利用されている者は３７６７人とされる。

潜入捜査が活用された具体的事案は，別紙事例６，事例７及び事例８で

ある。なお，公判廷で潜入捜査官の証言が必要となる場合には，２００８
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年刑事証拠法による匿名証言制度の下，匿名で，遮蔽措置を講じて証言を

することも可能とされる。

(4) 通信傍受

イギリスにおいては，上記侵入監視とほぼ同様に，重大犯罪の予防又は

探知等を理由として傍受を行う必要性があり，かつ，当該傍受行為によっ

て得ようとする情報を他の手段によって得ることが合理的に可能であるか

否かも考慮しつつ，当該傍受行為がこれを実行することによって得ようと

するものに見合う比例性があると認められるとき，国務大臣が発付する令

状により通信傍受を行うことができるほか，当該通信の一方が傍受に同意

し，かつ，上記監視行為の要件を充たす場合等にもこれを行うことができ

る。

通信傍受コミッショナーの報告書によれば，２００９年に発付された傍

受令状は１５１４通であり，通信傍受は，大規模薬物密輸事案や脱税，人

身売買等への対策に効果を挙げているとされる。

同国において，通信傍受の結果についての利用は極めて限定されており，

原則として，これを法的手続における証拠として直接用いることはできな

いとされる（ＲＩＰＡ第１７条）が，他方，通信傍受の結果を端緒として

行われた捜査により得られた証拠については，これを法的手続における証

拠として用いることができることとされている。
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事例１（イギリスにおける訴追基準）

【事案の概要】

家族経営の料理店においてマネージャーをしていた被告人が，料金の支払いに

関してトラブルとなった客２名に対して，同店外で殴るなどの暴行を加え，うち

１名の顔面に傷害を負わせたとされる傷害及び暴行の事案。

同事案は，２００９年２月２１日夜に発生したところ，被告人は，事件発生当

夜に現場で逮捕され，犯行を全面的に否認したものの，その後，検察の関与の下，

補充捜査等がなされた上で，同年６月３０日に訴追された。

【証拠関係】

同事案においては

○ 上記料理店で，被害者２名の料金の支払いに関してトラブルがあったこと

○ その後，被告人及び別の従業員が被害者２名と共に店外に出たこと

○ 本件直後に通報を受けて警察が駆けつけた時点において被害者１名が傷害を

負っていたこと

については争いがなかった。

しかしながら，被害者２名は，被告人が店外でいきなり殴りかかってきた旨供

述していたのに対し，被告人は，逮捕直後から，「自分の方が被害者のうち１名

から突き飛ばされて倒され，立ち上がった後，同被害者の腹部を押したことはあ

ったが，その際にも同被害者はほとんど動いておらず，被害者を殴ったりはして

いないし，その後自分はその場を離れて配達に行った」旨主張し，犯行を全面的

に否認していた。

本事案に係る訴追時の証拠関係は，次のとおりである。

○ 被害者２名は，臨場した警察官に対し，被告人から前記のような暴行を加え

られた旨被害申告しており，その被害状況に関する両名の供述は，供述調書上

はおおむね一致する内容となっていた（ただし，その供述調書は，いずれも，

ワープロで作成されたＡ４版で１枚強の簡単な内容のものである。）が，被害

者の供述を裏付けるＣＣＴＶや被告人の身体や着衣に付着した被害者の血痕等

の客観証拠はなく，その立証に当たっては，専ら被害者２名の証言によらざる

を得ない状況にあった。

○ 上記店舗従業員（被告人の親族）が被告人の主張に沿う供述をし，その旨の

供述調書が作成されていた。

○ 上記店舗に在店していた２名の客が当時の状況を目撃していて，被告人の供

述を裏付ける可能性があり，また，被告人は，現場を離れた後，配達の仕事に

行き，店に戻ってきたところでいきなり逮捕された旨主張していたことから，

同配達先の客も被告人の供述を裏付ける可能性があった。

○ 本件当時，現場付近に所在するタクシー会社に所属すると思われるタクシー

別紙



- 48 -

ドライバー複数名が介入してかなり大きな騒ぎになっており，被告人以外の者

が被害者らに暴行を加えた可能性も必ずしも否定できない状況であったことが

判明していた。

しかしながら，警察は，上記客２名については，「彼らは事件の状況を目撃し

ていないと述べている。」として供述調書を作成することもなく，また，配達先

の客やタクシードライバーについても，その供述を得ないまま，実質的には，被

害者２名について念のための被告人の写真面割を実施しただけで，専ら同２名の

供述に基づいて，被告人は訴追された。

ところが，弁護側の弁護活動の結果，上記の在店していた客２名は，全ての状

況を目撃していたわけではなかったものの，少なくとも，最初に被告人の方が被

害者側から突き飛ばされて転倒したことは間違いない旨被告人の主張に沿う供述

をしていることが判明し，その旨の弁護側の供述調書が作成され，また，被告人

が訪れた配達先の客についても，被告人が配達に来た旨被告人の主張に沿う供述

調書が作成され，公判において，これらの者が弁護側証人として出廷する運びと

なった。

その結果，結局，同事件については，公判直前になって，検察側が公判遂行を

あきらめ，陪審公判が開かれることのないまま，被告人は無罪となった。

別紙
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事例２（イギリスにおける被疑者取調べの実情①）

【事案の概要】

ロンドン中心部の繁華街において，万引きを警戒中の警察官が，不審な挙動を

示していた被疑者を呼び止め，被疑者が所持していた大型かばんの内容物を確認

したところ，値札が付いたままの大量のバッグ，靴，洋服等が発見された。

警察官が被疑者に説明を求めたところ，被疑者は，全て自分で買ったものであ

る旨述べるだけで，それ以上の説明を拒み，その場から立ち去ろうとした。そこ

で，警察官が被疑者を制止しようとしたところ，被疑者が逆上し，持っていた傘

を警察官に投げつけたことから，警察官は，盗品等保管（Handling Stolen Prop

erty）及び暴行（Assault）の罪により，被疑者を逮捕した。

【被疑者取調べの状況等】

午後２時３０分ころ 警察が被疑者を逮捕

午後８時３０分ころ 被疑者が身柄拘束されている警察署に当番弁護士が到着

（以下は，弁護士に同行して，接見状況や取調べ状況を傍聴した内容）

(1) 捜査担当警察官から弁護人に対する事案の概要の説明

(2) 弁護人と被疑者の間の接見（約１時間）

○ 被疑者は，盗品等保管の点について，「バッグと靴は妹の家に置いてあっ

たものであり，今日，妹の家に立ち寄って回収したものである。洋服につい

ては，返品しようと思って自宅から持ってきたものである。」，暴行の点に

ついて，「警察官が自分の手をつかみ，爪を立ててきたので，反射的に傘を

放り出したものであり，自分の腕にそのときの傷もある。」などと申し立て

た。

(3) 被疑者の取調べ（約４０分間）

○ 警察官２名と被疑者，弁護人とが向かい合って座り，録音機にカセットテ

ープが挿入されて，録音が開始された。

○ 警察官は，まずは被疑者に対して事件に関する説明を求め，被疑者は，お

おむね上記(2)のとおりの弁解を行った。

○ 被疑者が一通りの説明を終えた後，警察官が質問を行ったが，被疑者を逮

捕した警察官など参考人の供述書が完成したばかりであり，警察官において

も事案の詳細を十分把握するには至っていない様子であり，警察官が事実関

係について正確に理解できずに混乱する場面がみられたほか，被疑者が追及

される場面もなかった。

○ 最後に，弁護人が被疑者に対し，腕に傷を負ったことを録音された状況で

述べるよう助言し，被疑者がその旨発言して，取調べは終了した。

(4) 取調べ終了の数時間後，被疑者は，暴行の罪で起訴されて保釈され，盗品等

保管の罪については起訴されなかった。
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事例３（イギリスにおける被疑者取調べの実情②）

【事案の概要等】

被疑者が自己名義の預金口座に麻薬犯罪の収益を保管した上，これを麻薬組織

関係者名義の口座に送金したマネーロンダリングの事案。

被疑者の関与を示す客観的証拠として，警察は，①被疑者名義の口座に多額か

つ多数回の入出金があることを示す取引履歴及び被疑者の筆跡によると思われる

被疑者名義の入出金伝票，②被疑者名義の預金口座からの出金と時期及び金額を

同じくする麻薬組織関係者名義口座への振込入金の履歴及びその振込に際して作

成された第三者名義（筆跡は被疑者のものに酷似）の振込入金伝票を把握してい

た。

【被疑者取調べの状況等】

被疑者の取調べは，弁護人同席の下，午後零時５０分ころから開始され，途中

で休憩を挟みつつ，午後４時ころまでの約３時間にわたり行われた。

警察官は，上記①の証拠を被疑者・弁護人に開示して，取調べを開始した。

取調べの冒頭，弁護人は，弁護人において接見時に聴取した被疑者の供述をま

とめた書面を読み上げることを希望し，「私が自分名義の預金口座に現金を入出

金したのは事実であるが，当該現金は合法的に得られた財産であると信じてい

た。」などと記載された被疑者の供述書を読み上げた。その後，警察官が質問を

行ったが，被疑者は，あらゆる質問に対し，「黙秘します。」との返答を繰り返

し，黙秘した。

警察官は，被疑者が黙秘した後も，事前に事実関係について聴取することを予

定した事項について，丹念に質問を重ねた。これに対し，被疑者は，基本的には，

同様に，「黙秘します。」との返答を繰り返した。しかし，警察官は，被疑者が

黙秘している事実から適当な推論を働かせることができる旨の規定について繰り

返し言及し，「あなたにとっても，自分の主張をするチャンスなのだからよく考

えて言うべきことは言うべきだ。」などと説得するなどした（警察官によれば，

イギリスにおいては，被疑者が黙秘した事実から適当な推論を行うことができる

ところ，後日の公判において，「その点について供述をしなかったのは取調べに

おいて質問されなかったからである。」旨の弁解がなされる可能性があることか

ら，これを排斥し，特定の事実についてこのような推論を働かせるためには，黙

秘する可能性があっても準備した質問を全て行う必要があるとのことであっ

た。）。

警察官は，被疑者から一通りの弁解を聴取した後，上記②の証拠を開示した（こ

のように，被疑者の弁解を聴取しつつ，適宜かつ順次，警察が把握している事実

関係や証拠を開示し，それを突きつけて取調べを進める方法が採られているよう

であり，これを「Staged Interview」と呼ぶ。）。
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弁護人は，休憩を挟んだ後，上記②の証拠を踏まえ，被疑者の新たな供述書を

提出した。同供述書は，「私は，夫から指示されて，夫から渡された金を私名義

の口座に入金し，また，夫から指示されて口座から現金を引き出した。私が◇◇

氏（上記麻薬組織関係者の氏名）名義口座に振込入金をしているとすれば，それ

も夫の指示でしたことである。これらの金がコカインの密売で得た金であるとは

知らなかった。」などというものであった。

もっとも，ここで，それまで警察官が，コカインという言葉を口にしていなか

ったにもかかわらず，被疑者・弁護人側が自らコカインという言葉を出して供述

書に記載するというミスを犯したことから，警察官は，その点を追及した。被疑

者は，その後も「黙秘します。」と答えたが，明らかに動揺した様子を見せ，次

第に涙声になるとともに，最後には嗚咽を漏らして質問に返答できない状態とな

ったが，被疑事実を認めることはなかった。

なお，弁護人は，被疑者が黙秘の姿勢を示しつつ，警察官の質問に思わず答え

そうになると，その度ごとに，「○○さん，私のアドバイスに従うことを勧めま

す。」などと言って，取調べに介入しており，それによって被疑者の黙秘の姿勢

が最後まで維持されたと評価できる。
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事例４（イギリスにおける答弁取引の実情）

【事案の概要】

従前から元妻に付きまとい，警察から警告を受けていた被告人が，警告を無視

し，前妻の自宅を訪れ，前妻と口論の末，その前腕を台所に置いてあったナイフ

で切り付け傷害を負わせたという事案。

起訴罪名は「Wounding（傷害）」であったが，被害者である前妻の負った傷害

は，ナイフによるものであるとはいえ，軽く引っかいた程度の軽微なものであっ

た。そして，イギリスにおいて「Wounding」の罪の成立が認められるためには，

判例法上，少なくとも皮膚組織の連続性が絶たれる程度の傷害が生じることが必

要であるとされており，被告人からナイフで切り付けられたとの前妻の供述が真

実であったとしてもなお，「Wounding」の罪が成立するかは微妙であり，むしろ，

一段低い傷害類型である「Assault Occasioning Actual Bodily Harm(傷害)」の

成立を認めるべきとも思われる事案であった。

被告人は，一貫して無実を主張し，被害者の自宅を訪れたことすら否定して，

本件は被害者の自作自演である旨主張していた。

【答弁取引の実情】（主に弁護人の視点から）

弁護人は，第１回公判期日当日，裁判所の監房において被告人と接見した。そ

の際，被告人は相変わらず無実を主張したものの，同時に弁護人に対し，無罪判

決を得る見込みについても尋ねた。

本件については，被害者が法廷で被害状況について捜査段階と同様の証言をす

れば，少なくともAssault Occasioning Actual Bodily Harmによって有罪判決が

下される見込みの高い事案であったところ，同日，被害者は，意気揚々とした様

子で裁判所に出頭しており，被害者が警察官に対してなしたのと同様の証言を法

廷ですることがかなりの確度で見込まれた。

弁護人は，被告人に対して，被害者が裁判所に来ており，被害状況について証

言をするであろうことや，その場合，被告人が有罪判決を受ける可能性が決して

低くはないことなどを説明した。

すると，被告人はしばらく押し黙り，続いて「もし罪を認めたらどのくらいの

刑になるのか。」と質問をした。これに対し，弁護人は，有罪答弁により一定の

刑の減軽が得られることを説明した上で，本件ではWoundingの罪が成立するとは

考えにくく，有罪答弁をするとしてもAssault Occasioning Actual Bodily Harm

での有罪答弁になると思われること及びその場合に予想される量刑について説明

した。

そして，弁護人が，「もしあなたが望むなら，検察官に対して，Assault Occa

sioning Actual Bodily Harmの限度で有罪答弁することを持ちかけ，それを検察

官が受け入れるかどうか確認することもできる。」「ただし，あなたが犯罪を犯
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していないのならば有罪答弁をしてはいけない。」などと述べた。すると，被告

人は，「検察官と交渉してくれ。」と即答した。

手続上の問題が発生したことから，結局第１回公判期日は延期されることとな

ったが，弁護人は，直ちに検察官（検察側のバリスタ）へと電話をかけ，被告人

がAssault Occasioning Actual Bodily Harmの限度で有罪答弁をする意思がある

ことを伝え，その場合に検察官が被告人の有罪答弁を受け入れるか否かについて

確認を求めた。

検察官は，検察庁へ確認する必要があるとして一旦電話を切ったが，後刻，被

告人の有罪答弁を受け入れる旨連絡し，改めて開かれた第１回公判期日において，

被告人は，Assault Occasioning Actual Bodily Harmの限度で有罪答弁を行い，

検察側もそれを受け入れて，陪審公判が開かれることなく量刑手続へと移行した。

後に弁護人から聴取したところ，本事例のように，検察官の訴因構成に無理の

ある事案は決して少なくなく，そのような場合，被告人側から軽い罪についての

有罪答弁を持ちかけることは比較的多いとのことであり，検察官も訴因の問題に

気付いている場合が多いことから，取引が成立することはしばしばあるようであ

る。

このほか，複数の訴因で起訴されているものの，証拠関係に若干難のある事案

においても，被告人側から一部の訴因について有罪答弁することと引き替えにそ

の他の訴因の撤回を持ちかけることもあり，このような場合も，検察側も同様に

立証上の難点を理解していることから，取引が成立する場合が多いようである。
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事例５（監視行為の活用事例）

【事案の概要及び捜査状況】

組織犯罪グループの構成員である被疑者３名（Ａ１，Ａ２及びＡ３)及び氏名

不詳者が，薬物密売を行っている他の者の金と薬物を狙った加重侵入強盗(aggra

vated burglary)及び奪った薬物（Ａ級薬物，Ｂ級薬物）の譲渡(supply control

led drugs of class A / class B)を共謀したという事案。

同事案において，警察は，少なくとも，２０１０年６月下旬ころから，私服警

察官らがＡ３の使用する自動車の動静を見張り，同車を利用する被疑者らの行動

状況等について目視及び撮影による監視行為を行うとともに，これと並行して，

Ａ３の使用する自動車に傍受機器を設置し，同年６月２２日から同年８月１１日

までの間，ほぼ連日にわたって，同傍受機器を使用して同車内での会話を傍受・

録音することとし，その結果，被疑者らの間で行われた侵入強盗，銃器や薬物等

に関する会話を傍受・録音することに成功した。

そして，上記監視行為が行われていた間の同年６月２７日，同年７月１日，同

年８月８日，同月２６日に，被疑者らが関与したと認められる（すなわち，被疑

者らの会話等と符合するような）侵入強盗事件が実際に敢行されていたと認めら

れるところ，同月２６日の犯行の際，犯人らがＡ２の自動車を使用したところを

目撃されたことから，翌２７日，同車に乗っていたＡ１及びＡ２が前日の同月２

６日の侵入強盗の疑いで逮捕された。

逮捕後，Ａ１に対しては，同年８月２７日及び同年１０月１４日から同月１５

日にかけて，Ａ２に対しては，同年８月２７日から同月２８日にかけて及び同年

１０月１２日，Ａ３に対しては，同月１３日から同月１４日にかけて，それぞれ

取調べが行われ，取り分け，１０月に行われた１名の取調べにおいては，専ら監

視行為の結果を逐一突き付けていく（実際に録音された会話を確認させた上で質

問する）手法での追及が行われた。

これに対して，Ａ２は全面的に否認し，また，Ａ３はほとんどの質問に対して

黙秘したが，Ａ１は，最終的に，弁解したり黙秘した部分も多く残ったものの，

加重侵入強盗の共謀及び薬物譲渡の共謀の事実自体について認めるに至った。
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事例６（潜入捜査の活用事例①）

【事案及び証拠収集方法の概要】

薬物密輸事案において，捜査対象者がパブを経営していたことから，数名の潜

入捜査官が客を装い，同パブを訪れて捜査対象者に近づき，同人と親しくなるな

どして，最終的に約２００キログラムのコカインが密輸される旨の情報を得て，

これを検挙した。

事例７（潜入捜査の活用事例②）

【事案及び証拠収集方法の概要】

捜査協力者から，元交際相手を殺害したがっている者（捜査対象者）がいると

の情報が得られたため，潜入捜査官が捜査対象者に近づいたところ，同人が元交

際相手を殺害してほしい旨依頼してきたことから，同人を殺人教唆により検挙し

た。

事例８（潜入捜査の活用事例③）

【事案及び証拠収集方法の概要】

検察庁の検察官（捜査対象者）に汚職の疑いがあったことから，架空の刑事事

件を設定し，捜査対象者が賄賂を受け取って同事件の訴追を不当に取り下げるか

どうか調べるという潜入捜査を実施したところ，同人が実際に賄賂を受け取った

ことから，これを検挙した。
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第３章 フランス

第１ フランスにおける刑事司法制度の概要等

１ 捜査手続の概要等

フランスにおいては，主としてフランス刑事訴訟法典（以下「刑訴法」とい

う。）に捜査・公判手続等が規定されている。フランスにおいて，犯罪は，そ

の軽重により，重罪，軽罪，違警罪に分類され，それぞれ刑事手続上異なる取

扱いがなされている。重罪は，法定刑が無期拘禁刑又は長期１５年以上３０年

以下及び短期１０年以上の有期拘禁刑に当たる犯罪（故殺，謀殺，逮捕監禁，

強窃盗重傷害，組織的強窃盗等）であり，予審が必要的に行われ，事件の審理

は参審制を採る重罪院（控訴院に置かれている。）で行われる。軽罪は，法定

刑が長期１０年以下の拘禁刑，罰金刑等に当たる犯罪（窃盗，詐欺，収賄，８

日を超える労働不能を引き起こす暴行等）であり，予審は任意的に行われ，事

件の審理は軽罪裁判所（大審裁判所に置かれている。）で行われる。違警罪は，

法定刑が罰金刑等の犯罪（軽傷害，軽微な暴行等）であり，予審は任意的に行

われ，事件の審理は違警罪裁判所又は近隣裁判所（小審裁判所に置かれている。）

で行われる。

捜査・証拠収集手続として，捜査及び予審があり，このうち捜査は，司法警

察員又はその監督下の司法巡査（フランスにおける一般司法警察職員は警察官

と憲兵隊員であるが，便宜上，両者を合わせて，以下「警察官」と総称する。）

が検察官の指示・監督の下で実施する証拠収集手続である。この捜査には，現

行犯捜査と予備捜査とがあるところ，現行犯捜査は，現行犯（重罪又は拘禁刑

に処せられる軽罪について，現に犯し又は犯した直後の犯罪等をいう。）につ

いて行われる捜査であり，同捜査においては，無令状で捜索・差押え等の各種

強制処分を行うことが認められている。他方で，予備捜査は，現行犯捜査以外

の捜査であり，予備捜査においては，原則として捜索・差押え等の強制処分は

認められていない。

また，現行犯捜査・予備捜査のいずれにおいても，無令状による身柄拘束手

段である警察留置（ガルダ・ビュー）が認められており，重罪又は拘禁刑に処

せられる軽罪の嫌疑を有する者について，無令状で最長２４時間身柄を拘束す

ることができる。また，警察留置については，２４時間以内の延長が認められ

ており，さらに，一定の組織犯罪，テロ行為等については通算合計９６時間ま

での延長が認められている。

警察官は，警察留置が終了した時点において，起訴を理由付けることのでき

る証拠が収集された者については，検察官に送致し，又は検察官の指示を得て

釈放する。なお，検察官に送致された者については，身柄拘束が継続される。

検察官は，被疑事実を認めるに足る証拠があり，訴追が可能かつ必要であると
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判断した場合において，当該被疑事実が重罪に当たるときは，必要的に予審開

始請求を行い，軽罪・違警罪に当たるときは，予審手続が必要であると判断す

れば予審開始請求を行い，不要であると判断すれば軽罪裁判所，違警裁判所等

に起訴する。他方，検察官において，被疑事実を認めるに足りる証拠がないと

判断した場合や訴追が法律上不可能又は不要であると判断した場合には不起訴

処分をして事件を処理する。

予審は，予審判事による証拠収集手続であり，検察官の予審開始請求によっ

て開始される。予審判事は，「法律に従って，真実の発見のために有用と思料

する一切の予審処分を行う。」（刑訴法８１条１項前段）とされ，予審が開始

された事実に関し，自ら，臨検・捜索・押収，通信傍受，証人尋問，予審対象

者（犯罪の嫌疑を受けて予審の対象とされている者）の尋問を行うほか，司法

警察員，他の予審判事等に対し，臨検・捜索・押収，通信傍受，証人尋問等を

嘱託して実施させることができる。

また，その間，予審対象者の身柄拘束手段として未決勾留が認められており，

自由勾留判事（我が国の令状担当の裁判官に類似するもの）の許可により，重

罪については原則１年以内の身柄拘束が可能であり，最長で通算合計４年まで

の延長が可能とされている。また，軽罪（ただし，３年以上の拘禁刑に当たる

ものに限る。）については原則４か月以内の未決勾留が可能であり，最長で通

算合計３年までの延長が可能である。なお，例外的場合には，重罪の場合は更

に８か月，軽罪の場合は更に４か月の延長が可能であるとされている。

予審判事は，判決裁判所による審理が可能な程度にまで証拠の収集が完了し

た場合には，重罪を構成すると認める事件は重罪院に移送（我が国における公

判請求に相当する。）し，軽罪又は違警罪を構成すると認める事件はそれぞれ

対応する判決裁判所に事件を移送し，事実が犯罪を構成しない場合や十分な嫌

疑が存しない場合には，免訴の決定をして予審手続を終了することとされてい

る。なお，２００８年に重罪院に移送された予審対象者（成人）の予審段階に

おける未決勾留期間は平均１５．０か月であり，最終的に免訴決定により訴追

されなかった予審対象者については１０．９か月である。

なお，検察官は，捜査段階において，所属する裁判所の管轄区域内の警察官

の活動を指揮して個々の犯罪捜査活動を実施させるほか，警察留置を監視し，

司法警察員の呼出しに応じない者の出頭強制について許可を行うなどの権限を

有しているが，自ら被疑者を取り調べるなどして捜査・証拠収集を行うことは

ない。また，検察官は，公益の擁護者として位置付けられており，手続の適正

性を監督する責務を負うほか，訴追官として，予審開始請求を行い，予審段階

においては，予審対象者等の尋問に立ち会い，真実発見のために有用と認める

一切の処分を予審判事に請求し，予審判事の行う全ての決定に対して抗告を行

う等の権限を有している。

２ 公判段階の手続の概要等
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重罪院は，職業裁判官３人及び参審員９人で構成される合議体により審理が

行われ，軽罪裁判所は原則として職業裁判官の合議体，違警罪裁判所・近隣裁

判所は単独裁判官により審理が行われる。これら裁判所の審理においては，職

権主義が採られており，裁判長は一件記録を精読した上で審理に臨み，審理に

おいても，自ら書証を朗読し，検察官・弁護人に先立って被告人及び証人に対

して尋問を行う。

司法統計によれば，第一審における無罪率（全判決人員中の無罪人員の割合）

は，２００４年以降，概ね４パーセントで推移している（２００８年は４．３

パーセント）。また，重罪院における無罪率は，２００４年以降，概ね６～７

パーセントで推移している（２００８年は６．４パーセント）。

３ 被疑者取調べ・予審対象者尋問への弁護人立会いについて

予審判事による予審対象者の尋問については，１８９７年の法改正により弁

護人立会いが認められ，予審判事は，罪種や身柄拘束の有無を問わず，弁護人

の立会いの下，又は弁護人を正規に呼び出した上でなければ予審対象者に対す

る尋問を行うことはできないこととされている。刑訴法上，予審対象者による

権利放棄は可能であるが，実務上は，予審対象者に対する尋問においては，ほ

ぼ例外なく弁護人が立ち会っていた。弁護人は，通常，事前に一件記録の開示

を受けた上で，法服を着用して予審対象者の隣に座り，予審判事による尋問と

予審対象者による回答を聞き，必要に応じて尋問や回答の趣旨を確認するほか，

予審判事の許可を得て自ら予審対象者に質問するなどしていた。なお，一部の

先鋭的な弁護活動を行う弁護人を除き，予審判事の尋問に対してそれ以上の介

入をすることはほとんどないとのことである。

捜査段階における被疑者取調べについては，従来，弁護人立会いは認められ

ていなかったが，２０１１年４月に警察留置に関連する刑訴法の改正が行われ

て警察留置中の被疑者取調べへの弁護人の立会制度が設けられ，警察留置中の

被疑者が要求した場合には，原則として，弁護人の立会いなしに取調べを行う

ことはできないこととされた。ただし，①人定事項に関する取調べについては

弁護人の立会いなしに取調べを行うことができ，②弁護人等への通知後２時間

を経過すれば，人定事項以外についても，弁護人の立会いなしに取調べを行う

ことができ，③捜査のために直ちに取調べを行う必要があるときは，司法警察

員の請求を受けた検察官の許可により，取調べを直ちに開始することができ，

④捜査上の特別な事情によるやむを得ない理由がある場合等においては，検察

官の許可により最長１２時間経過するまで，自由勾留判事の許可により最長２

４時間経過するまで，弁護人の立会いを禁止することができるとされている。

この刑訴法改正については，同年６月に施行された。

第２ 取調べの録音・録画制度

１ 制度導入の経緯及び目的
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１９９０年代後半，無罪推定の原則を強化すること等を目的とする司法改革

が進められ，１９９８年に成立した無罪推定の原則及び被害者の権利の強化に

関する法律により，少年犯罪に関する刑訴法の特則である１９４５年２月２日

オルドナンス第４５－１７４号が改正され，被疑少年の保護を目的として，①

警察留置中の被疑少年の取調べの録音・録画制度が義務付けられた（少年とは

１８歳未満の者をいう。）。

その後，フランス北部のウトロー市において発覚した多数の未成年者に対す

る強姦等事件（ウトロー事件）において，重罪院での審理を受けた１７人のう

ち，事実を認めていた４人を除く１３人全員が無罪となったことをきっかけと

して，同事件における予審判事の失態が指摘されるなどし，予審制度を含む刑

事司法制度全体の改革が進められた。そして，２００７年，刑訴法が改正され，

供述調書の内容に異議が申し立てられた場合に実際の供述と供述調書の相違点

の有無について検証することを可能とし，これにより供述調書の正確性を担保

すること等を目的として，②重罪の嫌疑により警察留置に付された被疑者の取

調べ及び③重罪の嫌疑により予審の対象とされた者に対する尋問について，原

則として録音・録画を行うことが義務付けられた。

２ 制度の概要等

(1) 概要

①警察留置中の被疑少年の取調べについては，前記オルドナンス４条６項

において，録音・録画義務及びその範囲等が定められており，②重罪の嫌疑

により警察留置に付された被疑者（以下「重罪被疑者」という。）の取調べ，

③重罪の嫌疑により予審の対象とされた者（以下「重罪予審対象者」という。）

の尋問については，刑訴法６４－１条及び１１６－１条において，それぞれ

録音・録画義務及びその範囲等が定められている。

(2) 録音・録画の範囲

①警察留置中の被疑少年の取調べについては，録音・録画の対象となる犯

罪に限定はなく（ただし，警察留置に付すことのできる犯罪は重罪又は拘禁

刑に処せられる軽罪に限られている。），取調べの場所にも規定上の限定は

ない。

②重罪被疑者の取調べ及び③重罪予審対象者の尋問については，録音・録

画の対象となる犯罪は重罪に限定され，さらに，捜査・証拠収集の必要性を

考慮して，(ⅰ)一定の組織犯罪（組織集団による故殺，拷問・野蛮行為，麻

薬取引，略取・監禁，人身取引，売春あっせん，窃盗・強盗，強要，通貨偽

造等），(ⅱ)国家の基本的利益に対する侵害（反逆・諜報等），(ⅲ)テロ行

為が除外されている（刑訴法６４－１条及び１１６－１条）。

ここで，組織犯罪については，フランス刑法上，「組織集団」による犯罪

を指すところ，「組織集団」とは，「一又は数個の客観的事実に特徴付けら

れる，一又は数個の犯罪の準備のために形成された全ての集団又はなされた
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全ての共謀」をいうと定義されており（刑法１３２－７１条），共犯事件及

び共犯者の存在が窺われる事件を広く含み得る概念であって，我が国の組織

犯罪処罰法における「団体」概念とは大きく異なる。したがって，録音・録

画が取調べの支障となると見込まれるような場合には，解釈上，録音・録画

の対象から除外されている組織犯罪に該当するといえる限り，録音・録画を

行わないことが可能である。

また，録音・録画の対象となる取調べ・尋問の場所は，②重罪被疑者につ

いては，司法警察（警察及び憲兵隊）の施設（建物）内における取調べに限

定されている（刑訴法６４－１条）。警察留置に付されている被疑者につい

ては，職務質問を経て物理的な拘束に至ることが通例であり，この場合，警

察留置の開始は職務質問時とされているが，職務質問時や警察車両での警察

署への移動時におけるやりとりのほか，警察署内における正式な取調べ以外

のやりとりは録音・録画の対象とされていない。また，③重罪予審対象者に

ついては，身柄拘束の有無に関わらず，予審判事の執務室内における尋問に

限定されており（刑訴法１１６－１条），予審判事が執務室から出向いて行

う尋問は録音・録画の対象とされていない。

なお，録音・録画義務の対象となる取調べ・尋問については，録音・録画

の範囲は全過程である（前記オルドナンス４条６項，刑訴法６４－１条及び

１１６－１条は，録音・録画の範囲を限定していない。）。

(3) 取調べの録音・録画義務の例外

録音・録画の対象とされるいずれの取調べ・尋問についても，「技術的な

問題によって録音・録画が不可能であるとき」には，録音・録画義務は免除

される（前記オルドナンス４条６項，刑訴法６４－１条及び１１６－１条）。

この該当性の判断は，実務上の解釈に委ねられており，例えば，何らかの原

因によって，録音・録画のためのソフトが起動しない場合などがこれに該当

すると解されている。

また，②重罪被疑者の取調べ，③重罪予審対象者の尋問については，同一

の手続又は複数の手続において同時に取り調べられるべき，又は尋問される

べき警察留置に付された被疑者又は予審対象者が多数いるために，全ての取

調べ・尋問について録音・録画を行うことの妨げとなるときは，一部の被疑

者・予審対象者の取調べ・尋問について録音・録画を行わないことが認めら

れている（刑訴法６４－１条及び１１６－１条）。この点については，例え

ば，多数の被疑者の取調べを行わなければならないときに，録音・録画機器

の備え付けられていない部屋で取調べを行わざるを得ない場合や，多数の被

疑者・予審対象者について同時に対質を行う際に，全ての者が画面に収まら

ない場合などがこれに該当すると解されている。

(4) 義務違反の法的効果

録音・録画義務に違反した場合の効果については，前記①～③のいずれに
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ついても，特に規定は設けられておらず，当該違反が刑訴法の一般規定(１

７１条「本法その他刑事訴訟法規が規定する重要な手続について関係当事者

の利益を侵害する違反があった場合は手続を無効とする。」等)に該当する

か否かの判断によることとなる。

①警察留置中の被疑少年の取調べに関して，録音・録画義務違反は被疑少

年の利益を害するとして供述調書の無効をもたらす旨判示した破毀院の裁判

例が存するが，②重罪被疑者及び③重罪予審対象者に対する尋問の録音・録

画義務違反の効果に関する破毀院の裁判例は不見当である。

(3) 録音・録画記録媒体の取扱い

録音・録画記録媒体は，いずれの取調べ・尋問のものに関しても，その際

に録取された供述調書の内容について，弁護人が理由を付した異議を申し立

てた場合にのみ再生されることとされており，弁護人はこの異議申立てを行

わない限り，録音・録画の内容を確認することができないとされている。こ

の点については，供述調書の内容に異議がない場合にも再生を認めてしまう

と，尋問方法等に関する無用な紛争が生じるおそれがあるため，手続の安定

を図る観点から，こうした事態を避けようとしたものである。

また，録音・録画記録媒体の再生は，あくまで実際の供述と供述調書の記

載との相違について検証するために行われるものであり，記録媒体が再生さ

れた場合であっても，録音・録画記録媒体の内容を実質証拠として用いるこ

とは想定されていない。

第３ 録音・録画制度の運用状況等

１ 捜査における取調べ及び予審における尋問の実情

(1) 捜査における取調べの実情

捜査における取調べは，通常，警察官の執務室又は取調べ専用の取調室に

おいて行われる。

警察留置中の被疑者取調べの時間・時刻については，これを制限する規定

はない。取調べへの立会いや記録検討，警察官・検察官・裁判官へのヒアリ

ング結果によれば，警察留置中の被疑者の取調べは，警察留置中を通じて，

数回，合計数時間であった。具体的事例における取調べの回数・時間の例は，

別紙１のとおりである。

取調べ及び供述調書の作成の方法は，取調べの担当警察官が１名の場合，

警察官が執務机を挟んだ向かい側又は横に被疑者を着席させ，パソコンで供

述調書に質問を打ち込みながら被疑者に質問し，被疑者から回答を得る都度，

その内容をパソコンで打ち込み，一問一答式の供述調書を作成していた。もっ

とも，担当警察官が数名いる場合もあり，この場合，パソコンへの打ち込み

を別の警察官が行ったり，主任の警察官が主に質問しつつ，他の複数の警察

官が補充的に質問をする場合もあった。



- 62 -

取調べにおける質問は，通常，身上・経歴関係のほか，事件に関するもの

に限られ，雑談がなされることはほとんどなかった。

また，被疑者が不合理な弁解をした場合には，これに反する客観的な証拠

（携帯電話の通話履歴，犯行現場で撮影された防犯カメラ画像等）を示した

り，被疑者の弁解内容と異なる参考人の供述調書の一部を朗読するなどした

上で，これらについて更に説明を求めるなどして追及することはあるが，こ

れを超えて，真実を供述するよう説得する場面はなかった。

供述調書においては，質問及び回答がそのまま記載される場合もあるが，

質問及び回答とも，表現等について適宜修正したり，言葉を補うなどするこ

とは頻繁に行われていた。

供述調書の内容を記載する方法について，刑訴法６１条４項では，供述者

が調書を閲読し，これに意見を記入させることができ，その後に署名をする

こととされており，実際にも，被疑者が供述調書の各丁に署名をしていた。

また，実際上，被疑者が供述調書の内容を閲読せずに直ちに署名する場合も

相当数見られた。

(2) 予審における尋問の実情

予審における尋問の場所について，刑訴法上の制約はないが，多くの場合，

予審判事の執務室で行われる。

尋問時間については，事案等によるものの，多くの場合，１回１時間半程

度であり，短い場合（補充的に数問の質問をするにとどまる場合等）は数分

程度のこともあれば，長い場合（複数の者に対して同時に対質を行う場合等）

で３～５時間程度であるとのことであった。また，１つの事件で１人の予審

対象者に対して尋問を行う回数は，多くの場合，２～４回程度であった。

尋問及び供述調書作成の方法は，予審判事が質問をし，予審対象者から回

答を得る都度，立会書記官が問答体で各内容をパソコンで打ち込んで供述調

書を作成していくというものであった。

尋問事項は，通常，事件関係及び事件に関係する限度での身上・経歴関係

に限られていた。また，尋問事項及びその順序については，事前に予審判事

による十分な検討がなされており，尋問事項をあらかじめ供述調書のデータ

に入力し，予審判事がそれを読み上げる方法で質問を行う場合も散見された。

予審対象者が不合理な弁解をした場合には，捜査における取調べと同様，

予審判事が，客観的な証拠の内容を提示するなどして追及することはあるが，

それを超えて，真実を供述するよう説得することはなかった。

供述調書については，刑訴法上，予審対象者が内容を読んだ上で署名する

こととされており，予審対象者が内容を注意深く読んだ上で署名している場

合もあったが，予審対象者がほとんど内容を読まず，あるいはごく簡単に目

を通す程度で署名している場合も相当程度見られた。

２ 録音・録画の実施状況
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(1) 録音・録画の実施

被疑者の取調べの録音・録画については，警察署等における警察官の執務

室又は専用の取調室で行われ，予審対象者の尋問の録音・録画については，

予審判事の執務室で行われていた。

いずれも，おおむね被疑者・予審対象者が入室して着席する前後から録音

・録画が開始されていた。

録音・録画が義務付けられる取調べ・尋問については，刑訴法上，被疑者

・予審対象者に対して録音・録画の実施を告知することや同意を得ることは

要求されておらず，実際にも，警察官や予審判事が，被疑者・予審対象者に

告知したり，同意の有無を尋ねることは稀であるとのことであった。また，

警察官・予審判事によれば，被疑者・予審対象者が取調べ・尋問の録音・録

画を拒否する旨を申し立てることは稀であるとのことであった（ただし，録

音・録画が義務付けられる取調べ・尋問については，被疑者・予審対象者が

録音・録画を拒否することは認められておらず，録音・録画を拒否する旨申

し立てたとしても，録音・録画義務が免除されることはない。）。

録音・録画を終了する時点については，警察官・予審判事（ないし書記官）

により様々であり，録音・録画が義務付けられる取調べ・尋問においては，

必要となる質問をし，それに対する回答を得る場面の全てについて録音・録

画がなされていたものの，質問・回答が終了した時点で録音・録画を終了す

る場合もあれば，その後の供述調書の印刷，内容確認，署名の段階が終了し，

退席した後に録音・録画を終了する場合もあった。

なお，警察官・予審判事らによれば，録音・録画が義務付けられていない

取調べ・尋問について，録音・録画を実施することは極めて稀であるとのこ

とであった。

(2) 録音・録画の方式及び記録媒体の取扱い

取調べ・尋問の録音・録画は，捜査・予審のいずれにおいても，録音・録

画用の専用ソフトのほか，ウェブカメラとマイクを用いて行われていた。ウ

ェブカメラとマイクは，被疑者・予審対象者の方を向けて，執務机上に置か

れるところ，カメラに被疑者・予審対象者の顔及び上半身が映されるように

設定がなされていた。なお，警察署の取調室，予審判事の執務室の状況及び

それぞれにおけるウェブカメラ・マイクの設置状況は，別紙２のとおりであ

る。

映像及び音声については，取調べ・尋問直後，ＣＤ－ＲＯＭ又はＤＶＤに

データを保存して，録音・録画記録媒体の原本が作成されていた。この原本

は厳封されて記録に添付され，裁判所で他の証拠品と共に証拠品用倉庫に保

管されていた。

また，これら記録媒体については，ＣＤ－ＲＯＭ又はＤＶＤの写しが作成

されていた。写しは，複数の取調べ・尋問の録音・録画をまとめて作成する
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ことが認められており，実際にも，複数の取調べの録音・録画をまとめて写

しが作成されている例が多くあった。作成された写しは，封筒に入れられ（厳

封はされない），記録に添付されていた。

３ 録音・録画記録媒体の公判での利用状況

録音・録画記録媒体の公判での利用状況についての統計は見当たらなかった

が，パリ控訴院内の重罪院において調査したところ，同重罪院においては，弁

護人から録音・録画記録媒体の再生が求められることがなく，録音・録画記録

媒体が再生された実績は見当たらないとのことであった。その原因については，

予審対象者の尋問においては弁護人が立ち会っているため，供述調書の内容が

問題となること自体がまずなく，また，被疑者取調べについても，警察に供述

を強制されたなどとする主張をしたとしても，録音・録画記録媒体が再生され

たときに，その主張が容易に否定されてしまうことも予想され，この場合に参

審員に対して悪印象を与えかねないため，記録媒体の再生を請求することを差

し控える傾向があるのではないか，との指摘がなされていた。

４ 録音・録画に対する評価等

録音・録画については，実務家の間でも積極・消極様々な意見があり，統一

的な評価を示すことは困難であるが，警察官・検察官・裁判官らによれば，肯

定的な評価として，①取調べ・尋問の適切さや供述調書の正確さについて，被

疑者・被告人側から異議が申し立てられた場合に的確に反論することが可能で

あるし，録音・録画の実施により，そのような異議が申し立てられること自体

が少なくなった（ただし，申立てが少なくなった理由について，録音・録画に

よって不適切な取調べが少なくなったとする意見よりむしろ，被告人側が，録

音・録画記録媒体を再生して主張どおりの取調べ等の状況でなかった場合に参

審員等に悪印象を与えてしまうことを恐れて，申立てを控えているのではない

かとする意見が多くあった。），②録音・録画の実施により供述獲得が困難に

なることが懸念される場合であっても，組織犯罪等について録音・録画義務を

免除する例外的規定を用いることにより録音・録画を行わないことができ，こ

のような例外的規定の活用により真実発見に支障が生じることを回避し得る，

③（予審判事の意見として，）録音・録画が行われているか否かで質問方法に

は変わりがなく，予審対象者の供述態度にも特に変化は感じない（この点は，

被疑者・予審対象者に真実の供述をするよう説得等をすることがないという取

調べ・尋問の在り方に加え，弁護人立会いが従来から認められていることによ

るところが大きいと考えられる。）などとする意見が述べられていた。

他方で，警察官・検察官・裁判官らからは，録音・録画に対する否定的評価

として，①費用や手間が掛かる，②特に予審判事による尋問方法の適切さや供

述調書の正確性は，尋問に立ち会う書記官や弁護人のチェックにより担保され

ており，録音・録画を行う必要性に乏しい，③警察における取調べについても，

弁護人立会制度が設けられたことから，録音・録画を行う必要性が乏しくなっ
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たのではないか，④職務質問時など，録音・録画されていない場面における警

察官の不適切な言動について抑止することはできず，録音・録画が機能する場

面は限定的なものにとどまる，⑤取調べ・尋問の適切さや供述調書の正確さは，

調書の内容自体や他の証拠との整合性などで判断することが可能であり，従来

からそのように判断されてきたのであって，録音・録画記録媒体の再生により

検証する必要を感じない，などと指摘がされていた。

第４ 取調べ・尋問以外の特徴的な捜査手法等

フランスでは，取調べ・尋問以外にも，我が国において導入されていない，

あるいは導入されているとしても適用範囲が狭い捜査手法等が広く活用されて

いる。以下にその例を挙げることとする。

１ 通信傍受

捜査においては，刑訴法７０６－７３条に掲げる一定の組織犯罪（組織集団

による故殺，拷問・野蛮行為，麻薬取引，略取・監禁，人身取引，売春あっせ

ん，窃盗・強盗，強要，通貨偽造等）について，捜査の必要性があるとき，検

察官の請求に基づく自由勾留判事の許可により，通信傍受が認められる。実施

期間は１か月以内（従前は１５日間であったが，２０１１年３月の法改正によ

り伸長）であり１回のみ更新することができるが，通じて最長２か月以内に限

られる。

予審においては，重罪又は法定刑が２年以上の拘禁刑である軽罪について，

予審手続上の必要性があるとき，予審判事の決定により，通信傍受が認められ

ている。実施期間は４か月以内であるが，更新することができ，更新の回数に

制限はない。

２００４年から２００７年までの通信傍受の実施件数は，年間約２万件で推

移している。

具体的事例として，コカイン密売に関する匿名の情報に基づいて，約５か月

間にわたり，密売人と思料された３名の携帯電話について通信傍受を実施し，

１１名が組織的にコカイン密売に関与していることが判明したことから，これ

ら１１名を一斉に検挙した事例や，集団密入国に関する匿名の情報に基づいて，

約２か月間にわたって通信傍受を行い，その結果，首謀者の下で５名が連絡を

取り合いながら，周辺国から自動車で密入国者を運んでいることが判明したた

め，これら首謀者及び５名の者を順次検挙した事例等があった。

通信傍受は，薬物取引，売春あっせん，集団密入国，テロ行為等の組織的か

つ継続的な犯罪の捜査・証拠収集において極めて頻繁に活用されているが，他

方で，実施事例のほとんどは，組織的かつ継続的な犯罪であり，また，警察官

・検察官・裁判官によれば，犯罪組織が通信傍受を警戒して，犯行に使用する

携帯電話機等を頻繁に変更し，あるいは暗号を用いて会話する場合も多く，通

信傍受による犯罪及び組織の実態解明にも限界はあるとのことであった。
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２ 会話傍受

私的な会話の傍受等については，２００４年の刑訴法改正により規定が整備

され，前記刑訴法７０６－７３条に掲げる一定の組織犯罪について，捜査官が，

特定の場所・車両に立ち入るなどして装置を設置し，私的な会話の傍受を行う

ことができることととされた（刑訴法７０６－９６条以下）。

この会話傍受は，予審判事が，事前の検察官の同意を得た上で命じて，嘱託

を受けた警察官に実施させるものであり，実施期間は４か月以内であるが，更

新することができ，更新の回数に制限はない。

具体的事例として，薬物密売グループの首謀者と思料される者が使用し，周

辺国への出国・入国を繰り返していた車両に会話傍受のための装置を取り付け

て，約４か月間にわたり会話傍受を実施した結果，同車両内において，数名の

男が入れ替わり立ち替わり乗り込んでは薬物取引に関する会話を行っているこ

とが判明した事例等があった。

会話傍受は，捜査機関等に対する警戒なしに行われる犯罪組織の会話内容を

把握し，組織及び犯罪の実態を解明するものとして活用されているが，他方で，

検察官・裁判官によれば，組織に気付かれずに会話傍受のための装置を設置す

ることは容易でない上，通信傍受の場合と異なり，装置を設置した場所の様子

を終始注意しつつ聞かなければならず，相当の労力が必要であるなどの課題が

あるとのことであった。

３ 潜入捜査

潜入捜査は，前記刑訴法７０６－７３条に掲げる一定の組織犯罪について，

警察官が，犯罪を犯す疑いのある対象者の近辺において，仮の身分を用いるな

どしながら共犯者等を装って活動しつつ対象者を監視するという捜査手法であ

り，２００４年の刑訴法改正により規定が整備されたものである。同捜査にお

いては，犯罪を誘発しない限りにおいて，刑事責任を負うことなく犯罪取得物

・供用物等の取得，所持，運搬，譲渡等を行うことが認められている（刑訴法

７０６－８１条以下）。

潜入捜査は，必要があるとき，①捜査段階においては，検察官の許可により，

②予審段階においては，検察官の同意を得た上での予審判事の決定により，実

施される。実施期間は４か月以内であるが，更新可能であり，その回数に制限

はない。

具体的事例として，薬物密輸入事件について２年以上にわたり潜入捜査が実

施されたものがあり，同事例においては，農作物等輸入会社を設立して潜入捜

査員数人を雇い入れ，国外の密売組織と接触して輸入手続に関与し，併せて同

組織側の通信を傍受するなどして，同組織及び密輸入の実態を把握し，同組織

の構成員十数人を同時に検挙していた。

潜入捜査は，犯罪組織をその近辺で監視することにより組織及び犯罪の実態

を的確に把握できるものとして，その有用性は高く評価されていたが，他方で，
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検察官・裁判官によれば，潜入捜査員の育成には時間と費用が掛かる上，潜入

捜査は大規模かつ継続的なものになる場合が多いため，人的資源や予算確保の

困難性から，潜入捜査を実施できる件数には限界があり，また，犯罪組織の近

辺で活動する潜入捜査員の身に危険を伴うなど，実施には多くの課題があると

のことであった。

４ ＤＮＡ型データベース

フランスにおいては，１９９０年代から，予審判事が鑑定に関する一般条項

に基づいてＤＮＡ型鑑定を実施してきたとされるところ，国家レベルでのＤＮ

Ａ型データベースの構築について欧州評議会から勧告されたこと等を受け，１

９９８年に刑訴法が改正され，ＤＮＡ型データベースが法制度化された（刑訴

法７０６－５４条以下）。

同制度においては，一定の犯罪（強姦，強姦以外の性的攻撃，故殺，拷問・

野蛮行為，暴行，脅迫，薬物取引，逮捕監禁等，人身取引，窃盗，恐喝等）に

ついて，有罪判決の宣告を受けた者，訴追されて精神障害のために刑事責任を

問われなかった者及び犯罪を犯したことを推認させる重大な徴表又は一致する

徴表が存在する被疑者からＤＮＡ資料を採取するなどしてデータベース化し，

犯罪場所等から採取された資料と照合することが可能である。なお，採取につ

いては，これを拒否した者について１年の拘禁刑及び１万５０００ユーロの罰

金刑（対象犯罪が重罪の場合は２年の拘禁刑及び３万ユーロの罰金刑）に処せ

られることとされている。

ＤＮＡ型データベースには，２０１０年末現在，１７２万４１７３件のＤＮ

Ａ資料が収集され，事件解決に至った合致数は合計１１万１００２件に達して

いる。

具体的事例として，窃盗団による連続窃盗事件（駐車場料金支払機荒らし等）

において，事件現場で採取された遺伝子情報と被疑者の遺伝子情報が合致する

ことが判明した事例などがあった。

警察官によれば，同データベースは，犯行場所から採取された資料が誰に由

来するか特定する上で極めて有用であるが，他方で，採取された資料が犯行の

痕跡であるか容易に判断できない場合もあり，採取された資料のＤＮＡ型と被

疑者のＤＮＡ型の一致をもって，直ちに被疑者が犯人であると断定し難い場合

もあることについては留意しているとのことであった。

５ ビデオ監視システム

フランス国内においては，パリ市内を中心に公共交通機関等におけるビデオ

監視システムが発達している。同システムは，保安に係る方向性及び計画性に

関する１９９５年１月２１日法律に基づくものであり，２０１０年末現在，パ

リ市内には，警察が設置した約４００台の監視カメラのほか，パリ市交通公団

及びフランス国有鉄道が設置した合計約１万２０００台の監視カメラがあると

のことである。監視カメラによる画像については，令状等なしに犯罪捜査に活
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用することが認められている。

具体的事例としては，映画館チケット販売所における押し込み強盗事件にお

いて，犯人の逃走方向の地下鉄駅構内等における監視カメラ画像を解析したと

ころ，犯人に酷似した男が地下鉄に乗り込んだ状況及び別の駅で降車した状況

が確認でき，降車駅所在地を管轄する警察がその男を把握していたことから，

その検挙に成功した事例等があった。

警察官・検察官・裁判官によれば，特にパリ市内では，地下鉄の駅構内・車

両内での強窃盗や傷害事件等が頻発しているほか，犯罪者が地下鉄等の公共交

通機関を利用して移動・逃走する場合も多く，ビデオ監視システムは犯人の検

挙や犯罪の実態解明，犯罪組織構成員らの行動の捕捉にとって有効であるとの

ことであった。もっとも，記録できる犯罪等が公共交通機関等におけるものに

とどまるなど，監視カメラにより捕捉できる範囲には限りがある上，画面が十

分に鮮明でない場合もあり，犯人の特定等にとって同システムが十分機能しな

い場合があることには留意が必要であると考えられた。

以 上
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具体的事例における取調べの回数・時間の例

【強姦事件】 取調べ５回，合計２時間２５分（警察留置２日）

〇 被疑者が，その日に知り合った若者数名と意気投合してその自宅に行き，明け方若者

のうち１名を強姦したとされる事件。被疑者否認。

○ 警察留置 ８月２３日 １０：４５開始

○ 取調べ ８月２３日 １６：００～１６：５５（身上関係）

１７：２５～１８：０５（事実関係）

８月２４日 １０：３５～１０：５５（事実関係（補足））

１６：４０～１７：００（被害者との対質）

８月２５日 ８：２０～ ８：３０（事実関係（補足））

【強盗事件】 取調べ５回，合計６時間５分（警察留置２日）

〇 被疑者が，たばこ屋に押し入り強盗をしたとされる事件。被疑者当初否認。

〇 警察留置 ７月２５日 ２０：１５開始

〇 取調べ ７月２６日 １：０５～ １：３０（身上関係，事実関係（否認））

１６：２５～１８：００（事実関係（否認→自白））

１８：１０～１８：３０（携帯電話通話履歴の確認）

７月２７日 １０：２５～１３：１５（事実関係）

１６：１５～１７：１０（事実関係（補足））

【強盗事件】 取調べ２回，合計１時間５０分（警察留置２日）

〇 被疑者が，映画館のチケット売り場にピストルようの物を示して強盗したとされる事件。

被疑者自白。

〇 警察留置 １２月７日 １５：００開始

〇 取調べ １２月７日 １６：３０～１７：４０（身上関係，事実関係）

１２月８日 １６：５０～１７：３０（事実関係）

別紙１
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【強制わいせつ事件】 取調べ３回，合計２時間５分（警察留置２日）

〇 スパ店で勤務する被疑者が，女性客の陰部を故意に触ったとされる事件。被疑者否

認。

〇 警察留置 １２月７日 １７：３０開始

〇 取調べ １２月７日 １８：２０～１８：４０（身上関係）

２０：３５～２１：３５（事実関係）

１２月９日 １１：００～１１：４５（事実関係）

【傷害事件】 取調べ２回，合計４時間５５分（警察留置２日）

〇 被疑者が，婚姻関係の破綻した妻に対して暴行を加えて傷害を負わせたとされる事

案。被疑者否認。

〇 警察留置 １２月２２日 １４：３０開始

〇 取調べ １２月２２日 ２０：１５～２３：３０（身上関係，事実関係）

１２月２３日 １６：２０～１８：００（被害者との対質）

【脅迫事件】 取調べ３回，合計３時間２０分（警察留置２日）

〇 被疑者が，被害者に「殺す。」と言って脅迫したとされる事件。被疑者否認。

〇 警察留置 １０月２６日 １４：２０開始

〇 取調べ １０月２６日 １６：５５～１７：２０（身上関係）

１０：０５～１２：１５（事実関係）

１０月２７日 １９：１５～２０：００（被害者との対質）

別紙１
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別紙１

【薬物輸入事件】 取調べ平均２．５回，合計平均２時間５分（警察留置２日）

〇 被疑者４人が，トラックで大麻数トンを組織的に輸入したとされる事件。被疑者２名自

白，２名否認（被疑者③④）。

○ 被疑者①

警察留置 ３月１７日 １８：３０開始

取調べ ３月１８日 １５：００～１５：４５（身上関係）

１８：３５～１９：４０（事実関係）

３月１９日 １７：１５～１８：１０（事実関係）

○ 被疑者②

警察留置 ３月１７日 １８：３０開始

取調べ ３月１８日 １７：１０～１７：２０（身上関係）

１８：４０～２０：００（事実関係）

３月１９日 １９：００～２０：００（事実関係）

○ 被疑者③

警察留置 ３月１７日 １８：３０開始

取調べ ３月１８日 １７：１０～１７：４０（身上関係）

１７：４５～１８：１５（事実関係）

○ 被疑者④

警察留置 ３月１７日 １８：３０開始

取調べ ３月１８日 １４：５０～１４：５５（身上関係）

１５：００～１７：００（事実関係）
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別紙１

【テロ事件】 取調べ平均１４回，合計平均２８時間１５分（警察留置４日）

〇 被疑者５人がテロ集団（欧州連合理事会等により指定）に参画するなどしたとされる事

件。警察留置は３回延長。被疑者ら自白。

○ 被疑者① ：取調べ１５回，合計３３時間２０分

警察留置 １２月 ７日 ９：３５開始

取調べ １２月 ７日 １０：１０～１３：５０，１５：１５～１５：２５，１５：３０～１７：４０，

２３：２５～３：４５（翌８日）

１２月 ８日 １０：００～１２：１５，１５：００～１６：３５，１７：００～１８：３０

１２月 ９日 ０：２５～５：５０，９：５０～１２：００，１４：３０～１５：００，

１５：００～１６：１５，１７：００～１８：１５

１２月１０日 ０：４０～４：１５，９：５５～１０：５５，２２：３０～２：００（翌１１日）

○ 被疑者② ：取調べ１５回，３１時間４５分

警察留置 １２月 ７日 ６：０５開始

取調べ １２月 ７日 １０：１５～１２：００，１４：００～１４：３０，１４：５０～１５：００，

１５：１０～１７：４５，２２：３０～１：３０（翌８日）

１２月 ８日 ３：４５～５：４５，９：４０～１２：００，１４：５０～１７：４０，

２２：５５～１：１０（翌９日）

１２月 ９日 ４：００～５：１５，９：５０～１２：００，１４：３０～１７：４５，

２３：１５～３：３０（翌１０日）

１２月１０日 ９：３０～１１：００

１2月１１日 ０：０５～２：００

○ 被疑者③ ：取調べ１３回，２３時間５分

警察留置 １２月 ７日 ６：０５開始

取調べ １２月 ７日 １４：４０～１６：３０，１７：１０～１７：２０

１２月 ８日 ０：５５～３：０５，５：００～５：５０，１０：１５～１３：１５，

１６：１５～１８：１０，２０：３０～２１：００

１２月 ９日 １：３５～３：３５，１０：２５～12：０５，１４：３０～１８：４５

１２月１０日 １：４５～３：３０，９：５０～１０：００

１２月１１日 ０：０５～１：５５

○ 被疑者④ ：取調べ１５回，３１時間５分

警察留置 １２月 ７日 ６：０５開始

取調べ １２月 ７日 １１：４５～１０：５５，１２：００～１５：１５，１６：３０～１９：３０，

１９：３５～１９：４０，２２：４５～１：４０（翌８日）

１２月 ８日 ３：４５～４：４０，１０：００～１０：１０，１０：１５～１２：５０，

１５：００～１８：５５

１２月 ９日 ２：００～３：４５，１１：３０～１４：２０，１７：４５～１９：５０

１２月１０日 １：００～４：００，１０：４０～１１：５０，２２：３０～１：４５（翌１１
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別紙１

日）

○ 被疑者⑤ ：取調べ１２回，２２時間０分

警察留置 １２月 ７日 ７：５０開始

取調べ １２月 ７日 １０：４５～１２：５５，１５：３０～１６：４５，２２：１０～０：３０（翌

８日）

１２月 ８日 ９：４０～１１：３０，１４：３５～１５：３０，１５：３５～１５：４５，

２１：１０～２３：４０

１２月 ９日 ９：３５～１１：２５，１５：００～１７：１０，２１：１０～１：０５（翌１

０日）

１２月１０日 ９：２５～１０：４０，21：４０～２３：２５
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【写真１】（警察署における取調室及びカメラ・マイク設置の各状況）

【写真２】（予審判事の執務室及びマイク・カメラ設置の状況】

別紙２
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第４章 ドイツ

第１ ドイツにおける刑事司法制度の概要等

１ 捜査手続の概要等

ドイツでは，刑事訴訟法上，捜査の主催者は，検察官であるとされているが，

通常，警察官が取調べを含めた捜査を行い，これを前提として検察官が起訴・

不起訴の決定を行うのが実情である。

同国においては逮捕前置主義が採られておらず，検察官は，捜査により被疑

者に対する嫌疑が固まると，裁判官に勾留を請求する。裁判官は，明白な嫌疑

と勾留の理由，すなわち，被疑者の逃走，逃走のおそれ又は罪証隠滅のおそれ

等が認められれば，勾留命令を発し，これにより被疑者が勾留される（なお，

同国においては，このように捜査段階において裁判官の権限とされる行為を担

う裁判官を捜査裁判官と呼ぶ。）。また，何人も，現行犯の場合は，裁判官の

命令なくして被疑者を仮拘束することができるほか，検察官又は警察官は，緊

急を要する場合において，勾留命令の要件を具備するときは，裁判官の命令な

しに被疑者を仮拘束することができるとされている。

勾留命令による場合も，仮拘束による場合も，被疑者を拘束した場合は，翌

日までに被疑者を裁判官に引致しなければならない。引致を受けた裁判官は，

遅くとも，その翌日までに被疑者を尋問し，拘束が勾留命令による場合は，当

該被疑者が勾留命令に掲げられた者であるかどうかなどを，拘束が仮拘束によ

る場合は，拘束に正当な根拠があるかどうかを審査する。

刑事訴訟法上，起訴の前後を問わず，勾留の期間は，原則６か月間であるが，

捜査の困難性などの理由があって，勾留の継続を妥当とするときは，高等裁判

所の勾留審査を経た上で，６か月間を超えて勾留することが可能である。起訴

に至るまでの勾留期間は事件の性質により様々であるが，謀殺や組織犯罪とい

った重大事件では，おおむね３か月から６か月の間が多いようである。

勾留期間中の被疑者取調べは，後述するとおり，警察官により数回程度行わ

れるにすぎないことが多く，検察官により行われることはほとんどないようで

ある。

また，同国においては，起訴法定主義が採られており，検察官は，原則とし

て，十分な根拠がある限り起訴する義務を負うが，軽罪（法定刑の下限が１年

の自由刑を超えないもの）については，軽微であって刑事訴追に公の利益が存

しないときは，裁判所の同意を得て不起訴にできるなど，一定の範囲で起訴法

定主義の例外が認められている。

２ 公判段階の手続の概要等

ドイツでは，刑事訴訟法上，裁判所が真相究明のために必要な全ての事実と

証拠について，証拠調べを行う職責を負うとされている。
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同国では，検察官は，公訴提起の際に裁判所に対し，被疑者の供述調書を含

め，一件記録を全て提出することとされている。裁判長は，一件記録に基づき，

必要な証人等を全て職権で召還する。公判期日では，裁判長の主導の下で職権

により証拠調べが行われ，被告人質問や証人尋問に際しては，裁判長がまず質

問し，検察官及び弁護人には補充的に質問等する機会が与えられるに過ぎない。

また，同国の刑事手続の特徴として，直接主義・口頭主義の重視が挙げられ

る。このため，証人尋問や被告人質問に代えて，その者の捜査段階における供

述調書等をそのまま朗読して証拠とすることは原則として許されない。

なお，同国では，検察官の請求により，捜査裁判官が被疑者又は参考人の取

調べを行うことができ，その結果を記載した供述調書を朗読して証拠とするた

めの要件が緩和されているが，実務においては，それほど活用されていないよ

うである。

証拠調べの冒頭には，まず，被告人質問が行われ，被告人が公訴事実を認め

た場合であっても，これのみに依拠して有罪判決を下すことはできないと解さ

れていることから，原則として，引き続き，他の証拠調べが行われる。しかし，

この原則は必ずしも徹底されておらず，特に軽微な事件においては，被告人質

問で被告人が自白した場合，それ以上の証拠調べが行われずに有罪判決が下さ

れることもあるのが現状のようである。

他方，被告人質問の結果，捜査段階で自白していた被告人が否認に転じた場

合や重要部分において捜査段階と異なる供述を始めた場合，裁判長は，まず，

被告人に対し，供述調書の該当箇所の要旨を告げた上，「供述調書にはこのよ

うに記載されているが，捜査段階でこのように供述したのか。」などと質問し，

捜査段階の供述内容の確認を行うのが一般的なようである（なお，捜査機関に

よる被告人の供述調書については，法律上，公判廷における朗読は許されない

が，運用上，裁判長がその要旨を告げた上で確認することは許されるとされて

いる。）。裁判長の質問に対し，被告人が「捜査段階ではそのように供述をし

たが，嘘であり，法廷での供述が真実である。」旨述べたとき，裁判所は，捜

査段階の供述の方が信用できると判断すれば，「捜査段階でそのような供述を

したという事実」を認定することができると考えられている。また，被告人が，

捜査段階でそのような供述をしたこと自体を否定したり，捜査官に脅されて供

述したなどと弁解したときは，取調官を証人として尋問し，捜査段階の供述内

容と取調べ状況等を証言させることとなり，その結果，裁判所が取調官の証言

に信用性が認められると判断すれば，「捜査段階においてそのような供述をし

たとの事実」を認定することができると考えられている。そして，引き続いて

行われる証拠調べの結果と併せて犯罪事実の認定が行われるということであ

る。

証拠調べが終了すると，論告・弁論の手続に移るが，ドイツにおいては，検

察官が無罪論告をすることもまれではない。ドイツの有罪率はおおむね８０パ
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ーセントから８５パーセントと推計されている。

第２ ドイツにおける取調べの実情等

１ 被疑者取調べについて

ドイツにおける被疑者取調べの実情については，次のような特徴を指摘する

ことができる。

まず，勾留期間が我が国に比して長期間に及ぶものの，その間の被疑者取調

べは，通常，警察において１回ないし数回程度行われるにすぎないのが実情の

ようである。

例えば，本調査において見聞した別紙事例１ では，被疑者３名のうち１名

が供述を拒否しているにもかかわらず，自白している２名について，２時間半

から３時間程度の警察による取調べがそれぞれ１回実施されたにすぎなかっ

た。

また，被疑者が否認又は黙秘をすれば，取調べが打ち切られ，以後，取調べ

が実施されることはない。特に，いわゆる組織犯罪の場合，被疑者の多くは，

捜査段階での供述を拒むことから，警察において供述意思を確認するために行

われる数分間の取調べが，捜査段階の被疑者取調べの全てとなるといったケー

スも珍しくないようである。

被疑者取調べの内容についても，客観証拠との矛盾や共犯者間の供述の矛盾

を追及するなどといった手法は必ずしも用いられておらず，被疑者に対し，事

実関係を淡々と質問するというものが多いようである。

供述調書については，取調官が被疑者の面前で作成しており，問答式で作成

することが多いようであるが，独白式（「私は，○○しました。」などといっ

た形で供述内容を記載するもの。）で作成することもある。いわゆる口授は，

通常は行われていないようである。供述調書を作成する際には，被疑者に記載

内容を確認させた上で署名させている。

ところで，ドイツにおいては，検察官及び捜査裁判官による取調べには弁護

人の立会権が法律上認められているが，警察官による取調べに弁護人の立会権

を認める法律上の規定はない。もっとも，ある州警察本部の重大犯罪対応部門

幹部警察官によると，弁護人が取調べへの立会を希望した場合，弁護人の立会

の下，取調べを実施するとのことであり，警察官による被疑者取調べへの弁護

人の立会を運用によって認める例もあるようである。

なお，警察官に対する供述と検察官に対する供述との間で証拠としての取扱

いに差異がないことなどから，検察官による被疑者取調べは，重大事件であっ

ても，１回行われるかどうかにすぎず，通常はほとんど行われないのが実情の

ようである。実際，本調査において聴取した複数の検察官はいずれも被疑者取

調べは警察が行うものとの見解を述べており，「もう何年も取調べをしていな

い。」旨述べる重大犯罪担当の検察官もあった。
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このように，ドイツでは，我が国に比し，被疑者取調べが重要な捜査手段と

位置付けられているとは言い難い状況にあるが，その背景には，公判手続にお

いて，客観証拠や証人の証言がより重視されていることに加え，後述のとおり，

取調べ以外の捜査手法が充実していることなどがあると考えられる。

２ 参考人取調べについて

ドイツにおいては，被疑者の取調べより，参考人の取調べが重視され，一つ

の事件において，複数の参考人の取調べを実施することもまれではない。

また，ある州警察本部の性犯罪部門の幹部警察官によれば，性犯罪の被害者

については，取調べが１回で終了することはほとんどなく，一通りの供述を得

た後，被疑者若しくは他の関係者の供述又は客観的な証拠に関する分析結果を

踏まえ，複数回，被害者の取調べを実施することも多いとのことであり，その

意味では，我が国と同様の取調べ手法が用いられていると言える。

また，前述のとおり，検察官による被疑者取調べが実施されることはほとん

どないが，重要な参考人については，検察官による取調べがしばしば行われて

いるようである（後述するとおり，刑事訴訟法上，参考人は，検察官の召喚に

応じて出頭し，供述する義務を負う。）。

参考人の供述を証拠とする場合も，原則として証人尋問が行われるが，証人

の記憶を喚起する場合や証言が供述調書の内容と異なる場合に，裁判官が作成

したものか捜査機関が作成したものかを問わず，供述調書の該当箇所を朗読し

て証拠とすることができるなどとされているほか，性犯罪の被害児童の場合な

どは，取調官の証人尋問を行い，供述内容を立証するといった取扱いも実務上

行われているようである。

第３ ドイツにおける取調べの録音・録画に関する動向等

１ 被疑者取調べの録音・録画に関する規定の有無

ドイツにおいては，被疑者取調べの録音・録画に関する規定は存在しない。

もっとも，同国においても，被疑者の承諾があれば，被疑者取調べの録音・

録画を実施することは可能と解されているが，本調査において，被疑者取調べ

の録音・録画の実施経験を有する捜査官と接することはできず，被疑者の承諾

に基づいて録音・録画を実施する事例はほとんどないようである。

２ 被疑者取調べの録音・録画に関する議論の動向等

連邦司法省の担当者によれば，２０１１年４月の時点で，連邦司法省又は議

会において，被疑者取調べの録音・録画制度の導入に関する議論は行われてお

らず，近時，具体的な議論が行われたこともない。

また，２０１０年２月，弁護士連合会が被疑者取調べの録音・録画の義務化

を求める提言を行ったが，連邦政府は，特段のコメントを行っておらず，前記

担当者の見解によれば，上記提言が積極的な議論を呼ぶ可能性は低く，近い将

来において，制度の導入に関する具体的な議論が行われる可能性にも否定的で
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あるとのことである。

このように，ドイツにおいては，少なくとも近い将来，被疑者取調べの録音・

録画制度が導入される可能性は相当低いようであるが，連邦司法省の前記担当

者によれば，その主な理由として以下の点が挙げられるとのことであった。

すなわち，まず，刑事訴訟法上，威嚇又は欺罔等の不当な手段を用いた被疑

者取調べは禁止されているところ，警察官や検察官がこれに違反する取調べを

実施することはないといった，一般的な信頼があり，取調べの録音・録画制度

の必要性が広く認識されることがなかったという点が挙げられる。このような

信頼の背景には，第二次世界大戦中に脅迫的な取調べによって自白を得ていた

苦い経験を踏まえ，同国では，警察官や検察官に対して十分な教育が行われて

いることなどから，不当な取調べは行われていないと一般的に考えられている

といった事情があるようである。

次に，同国の公判手続においては，直接主義・口頭主義が徹底され，公判廷

における被告人の供述がより重視されるといった事情が挙げられる。つまり，

捜査段階の供述も判断資料として考慮されるものの，重視されるのが公判廷に

おける供述であることから，捜査段階で自白した経緯に関する争いが先鋭化す

ることが少ないと言える。また，仮に，捜査段階の供述と公判廷における供述

が異なる場合，裁判官は，取調官を証人として尋問することが可能であり，そ

の証言によって取調べ状況も明らかになると理解されていることから，その意

味でも制度の必要性が認められていないという事情もある。

また，仮に，被疑者取調べを録音・録画したとしても，撮影前に自白を強要

された旨の主張に効果的に対処することは困難であることから，結局，録音・

録画の効果は限定的であるといった指摘もあるようである。

さらに，被疑者取調べの録音・録画制度を導入することとなると，録音・録

画装置を全ての警察署又は検察庁に設置する必要が生じ，コスト面においても

大きな負担となることに加え，各取調官が相応の技術を取得するための手間も

かかるといった指摘も挙げられるということであった。

連邦司法省の前記担当者によれば，これらの理由により，これまでのところ，

被疑者取調べの録音・録画制度の導入に関する議論が本格化することはなかっ

たようである。

実際，本調査で聴取を実施した警察官，検察官は，いずれも，前記と同様の

理由から，被疑者取調べの録音・録画制度の導入には否定的であった。

また，聴取を実施した２名の刑事裁判官は，いずれも，捜査段階と公判段階

における被疑者の供述が異なったとしても，取調官の証人尋問等によって信用

性の判断は十分可能であることに加え，他の客観的な証拠等によって正しい事

実認定が可能であることから，被疑者取調べの録音・録画制度の導入の必要性

は感じないとの見解を述べていた。

３ 参考人取調べの録音・録画について
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(1) 参考人取調べの録音・録画に関する規定について

刑事訴訟法上，参考人の取調べは，画像・音声を記録する媒体(以下「記

録媒体」という。)に記録することができるとされ，①犯罪による被害を受

けた１８歳未満の者の利益の保護に必要であるとき，②証人を公判において

尋問することができず，画像・音声の記録が真相究明のために不可欠となる

おそれのあるときは，記録媒体に記録すべきとされている（刑事訴訟法５８

条ａ第１項）。

この規定は，２００９年７月の刑事訴訟法改正により追加された規定であ

り，その趣旨は，１８歳未満の性犯罪被害者を念頭に，警察，検察及び裁判

所と，複数回にわたって被害者が供述を行うことの負担を回避し（前記①），

また外国籍を有する参考人が裁判時までに帰国することによる不都合を回避

する（前記②）ことにあるとされている。

(2) 記録媒体の証拠能力について

公判廷における記録媒体の上映については，調書朗読に関する刑事訴訟法

の規定が準用されるため，上映が認められる場合は限定される（刑事訴訟法

２５５条ａ第１項）。

もっとも，この点については，次のような例外が存在する。すなわち，性

犯罪，殺人等の一定の犯罪について，証人が１８歳未満であり，かつ被告人

及び弁護人が当該取調べに関与する機会を有していた場合は，公判廷におけ

る当該証人の尋問を，裁判官による当該証人の取調べを記録した記録媒体の

上映によって代替することができるとされている（刑事訴訟法２５５条ａ第

２項）。

なお，この場合，原則として証人を法廷に呼び出すこともしないが，証人

に対する補充の尋問が許される場合があり，そのような場合には，証人を法

廷に呼び出して尋問を行うこととなる。

(3) 参考人取調べの録音・録画の実施状況等

本調査において，複数の警察官，検察官に聴取したところによると，参考

人取調べの録音・録画を実施する例はそれほど多くはないようである。

確かに，前述のとおり，刑事訴訟法上，犯罪による被害を受けた１８歳未

満の者の利益の保護に必要である場合には，当該被害者の取調べを録音・録

画すべきこととされ，性犯罪の被害児童の取調べでは，比較的，録音・録画

が実施されているようではあるが，これが実施されない事例も相当程度存在

するようである。

その理由として，性犯罪の公判においては，被害児童の証人尋問を行うこ

となく，取調べを実施した警察官の証人尋問を行い，被害児童の供述状況を

証言させることにより被害事実を立証する方法が運用上認められていること

から，被害児童保護のために録音・録画を実施する必要性に乏しいといった

指摘や，録音・録画を実施すると，相当量の反訳を実施する必要が生じ，費
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用や手間がかかることから，実施を一部の重大事案に限らざるを得ないとい

った指摘がみられた。

本調査において見聞した事例のうち被害者の取調べの録音・録画が実施さ

れた事例としては，別紙事例２がある。これは，前述のとおり，裁判官によ

る性犯罪等の被害児童の取調べを記録した記録媒体については，一定の要件

の下，当該被害児童の証人尋問に代えてこれを法廷で上映することが可能で

あることから，この効果を目的として，録音・録画が実施された事例である。

(4) 改正の動向について

２０１１年４月時点において，性犯罪被害者の権利強化に向けた法改正の

準備が進められており，その一環として，参考人取調べの録音・録画に関す

る前記規定の改正が検討されている。

政府の改正法案を具体的にみると，まず，前記(1)の記録媒体に記録すべ

きとされる取調べを，裁判官が行うべきとした上で，その対象となる取調べ

について，「犯罪による被害を受けた１８歳未満の者の利益の保護に必要で

ある場合」とあるのを，「犯罪による被害を受けた１８歳未満の者又は１８

歳未満のときに，性犯罪，殺人等の一定の犯罪行為の被害に遭った者の利益

を良く保護し得る場合」に改めることとしている。

次に，同改正法案では，前記(2)の例外的に上映による代替が認められる

事由について，「これらの犯罪行為の被害者であって，行為の当時に１８歳

未満であった者についてもまた同じ。裁判所は，判断に際して，証人の利益

について考慮しなければならない。」との規定を挿入することとしている。

これらの改正法案の趣旨は，犯罪被害に遭った当時は１８歳未満であった

ものの，裁判時には１８歳以上となった被害者を，１８歳未満の者と同様に

保護しようとするものである。

第４ 取調べ以外の特徴的な捜査手法，仕組み等

１ 通信傍受

(1) 概要

刑事訴訟法上

○ 何者かが正犯若しくは共犯として，同法に掲げられた特定の犯罪を犯し，

未遂犯が可罰的な場合はその実行に着手し，又は犯罪行為によって実行の

準備をしたとの嫌疑が特定の事実によって裏付けられ

○ その犯罪自体が重大なものであると認められ，かつ

○ 事案の解明又は被疑者の居所の捜査が他の方法では著しく困難であるか

見込みがない

場合に，通信傍受を実施することができる（刑事訴訟法１００条ａ）。なお，

同法上，私的な生活形成の核心部分に関する情報のみが得られることとなる

と想定される場合は通信傍受を実施してはならず，傍受によって上記核心部



- 82 -

分に関する情報が得られた場合はこれを利用せずに，遅滞なく消去しなけれ

ばならないとされている。

対象犯罪については，内乱等の国家存立に関する犯罪，殺人，強盗，性的

自己決定に関する罪，麻薬や武器の取引，通貨又は有価証券の偽造，児童ポ

ルノの頒布等，集団窃盗，贈収賄，脱税等多種多様な犯罪が対象とされてい

る。

通信傍受の処分は，原則として，検察官の請求により，裁判所が命ずるが，

緊急の場合には検察官も命令を発することができる。この場合，３執務日以

内に裁判所によって追認されない限り，検察官の命令は効力を失う。命令は

最長３か月の期限を付さなければならないとされているが，要件が存続して

いる限り，その都度３か月を超えない範囲で延長が許される。

また，通信事業者は法律上通信傍受への協力義務を負う。具体的には，通

信事業を行い，又はこれに関与する者は，裁判所，検察官，警察官が通信傍

受を行うことができるようにしなければならず，また，必要な回答を遅滞な

く与えなければならないとされている。

(2) 実施状況等

通信傍受が実施されると，通信事業者は，傍受対象となる通信手段に係る

全ての通信内容のデータを捜査機関に送信し，これが捜査機関のサーバに記

録される。捜査を担当する捜査官は，各自の執務用のパソコン又は専用のパ

ソコンから上記サーバにアクセスし，専用ソフトによってデータを音声化す

るなどして通信内容を確認することができる仕組みとなっており，リアルタ

イムに通信内容の確認を行い得ることはもちろんであるが，リアルタイムに

確認することが必須とされているわけではなく，一度サーバに記録された通

信内容を後から確認することも可能とされている。

このような使い勝手の良い仕組みのほか，通信事業者の立会も不要とされ

ていることに加え，前述のとおり，我が国に比し，対象犯罪も多く，要件も

緩やかであることなどから，通信傍受は捜査に頻繁に活用されている。捜査

において通信傍受が行われた事件数の推移等については下表のとおりであ

り，通信傍受の実施件数が顕著な増加傾向にあることや，特に薬物犯罪の捜

査において通信傍受が活用されていることがみてとれる。

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

実施事件数 3,353 3,868 4,137 4,276 4,712 4,925 4,664 4,806 5,348

薬物関連 1,994 2,111 2,584 2,664 2,963 3,331 3,223 3,656 4,375

（割合） 59.5% 54.6% 62.5% 62.3% 62.9% 67.6% 69.1% 76.1% 81.8%

（参照：http://www.bmj.de/DE/Service/StatistikenFachinfaormationenPublikationen/Statistiken/Telefonueberwachun

g/artikel.html）

実際，本調査において聴取を実施した組織犯罪又は薬物犯罪を担当する警
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察官又は検察官によると，通信傍受が極めて重要な捜査手法であると認識さ

れ，捜査の初期段階における嫌疑の裏付けや薬物の押収のタイミングの見極

めなど様々な目的で通信傍受が利用されているようである。

さらに，ある州警察本部の重大犯罪対応部門担当者によると，殺人，強盗

又は放火等の犯罪においても，通信傍受は非常に重要な捜査手段であり，通

信傍受なしに十分な証拠を集めることができなかったと思われる事件は数多

いということであった。

２ 会話傍受

(1) 概要

会話傍受には，住居における会話傍受（刑事訴訟法１００条ｃ）と住居以

外における会話傍受（刑事訴訟法１００条ｆ）が存在する。

住居以外における会話傍受の要件は，通信傍受と同様であるが，住居にお

ける会話傍受の要件は，通信傍受より厳格なものとなっている。

すなわち，まず，対象犯罪は，通信傍受の対象犯罪より限定され，５年以

上の自由刑が法定刑に定められている罪に限られている。また，私的な生活

形成の核心部分の傍受については，通信傍受の場合と比べて，その傍受の禁

止をより徹底するための規定が設けられている。すなわち，傍受される部屋

の性質及び傍受される者相互の関係に照らし，現実的な根拠に基づいて上記

核心部分に属する会話が捕捉されないことが認められなければならないとさ

れているほか，傍受の間に上記核心部分に属する会話が捕捉される根拠が生

じたときには，遅滞なく傍受を中断しなければならないとされている。この

ため，住居における会話傍受については，遅滞なく中断できるよう，原則と

して捜査官がリアルタイムで傍受する必要がある。

(2) 実施状況等

連邦司法省の統計によると，住居における会話傍受の実施件数は，２００

７年が１３件，２００８年が７件，２００９年が８件である。要件が厳しい

ことなどから，あまり活用されていないのが現状であり，「テロ以外の事案

では原則として使うことができない。」というのが現場の警察官及び検察官

の共通認識のようである。

居住者の不在時に住居内に立ち入り，傍受装置を仕掛けるといった手法が

用いられているようである。

他方，住居以外における会話傍受については，州から連邦司法省に対する

報告や連邦司法省による公表に関する規定が存しないため，統計が存在しな

いものの，住居における会話傍受に比べれば実施頻度は高く，乗用車内に集

音マイクを設置して会話を傍受する手法が典型であるとのことであった。

３ 王冠証人制度

王冠証人制度とは，短期１か月を超える自由刑又は無期自由刑が法定刑とし

て定められている犯罪行為の犯人が，自由意思に基づく自らの知識の開示によ
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り，一定の犯罪行為(通信傍受の対象犯罪と同様)の解明に本質的に寄与し，又

は犯行計画を知る上記一定の犯罪行為について，未然にこれを防止し得る適切

な時点において，自由意思によりその知識を官庁に開示した場合，裁判所は，

その刑を減軽し，又は免除することができるとする制度である（刑法４６条ｂ）

(なお，麻薬法にも，「小王冠証人制度」と呼ばれる類似の制度が存在する。)。

最初の知識の開示が，自らの公判開始の決定後であった場合は，王冠証人制

度による恩典を受けることはできないとされている。

また，王冠証人制度を悪用し，刑の減免を得る目的で虚偽の事実を申告する

ことを防止するため，このような行為に対しては，重い罰則が定められている。

知識開示の対象となる犯罪行為と，王冠証人自身の犯罪行為との関連は不要

であるとされている。これは，通常の捜査手法では犯罪組織の内部に入り込ん

で証拠を収集し，又は内部からの情報を得て犯罪を防止することが極めて困難

であることから，王冠証人制度を活用し得る場面を拡大しようとするものであ

る。もっとも，２０１１年４月末時点で，両者の関連を必要とする法改正が準

備されている。連邦司法省の担当者によれば，その趣旨は，王冠証人自身の犯

罪行為とは何ら関係のない犯罪行為に関する知識を開示した場合にも，刑の減

免を受け得ることの説明がつかないという現行制度に対する批判に対応するた

めであるということであった。

自らも検察官として薬物犯罪捜査を実施した経験を有する連邦司法省の担当

者によれば，王冠証人制度に関する統計は存しないものの，経験上，薬物犯罪

においては，約２件に１件の割合で，王冠証人の供述が捜査の進展に重要な役

割を果たしていたということであった。本調査中に王冠証人制度が適用された

事例を見聞したものとして，別紙事例３がある。

４ 合意制度

裁判所は，手続関係人(広く，検察官，弁護人及び被告人等を含む概念とさ

れる。)と，手続の進行及び結果に関して合意することができ，合意が成立し

た場合，原則として，合意の内容に拘束されるという刑事訴訟法上の制度であ

り，対象犯罪に限定はない（刑事訴訟法２５７条ｃ等）。

合意の対象とし得る「手続の進行及び結果」とは，量刑(ただし，量刑の上

限と下限に限られ，確定的な刑を合意することはできない。)や訴訟関係人に

よる証拠調べ請求の取下げ等といった訴訟上の行為に限られ，有罪の認定を合

意の対象とすることはできない。

合意制度によって裁判所が真実究明義務を免れることはないとされている

が，実務上，合意が成立した場合には，犯罪事実の立証のための最低限の証拠

のみが取り調べられることとなるようである。

実際，ある検事局の薬物犯罪担当検事によると，薬物取引事犯の場合，多く

の証人による証言の積み重ねが必要とされるため，立証に困難が生じる事例や

公判が非常に長引く事例等が多いことから，合意制度が活用される機会は多く，
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同検事の経験上，半数以上の事件において合意が試みられているということで

あった。

また，ある地方裁判所の経済犯罪専門部裁判官によると，経済犯罪の多くは

事案が複雑で，証拠も膨大であるため，公判の長期化が顕著であることなどか

ら，経済犯罪の分野においても比較的合意制度が活用されているが，被告人側

による駆け引きの手段として使われ，かえって公判が長期化する場合も少なく

ないということであった。

５ 隠密捜査官，秘密支援者による潜入捜査

(1) 概要

隠密捜査官とは，ある程度の長期間にわたって与えられた偽装の身分の下

で捜査を行う警察の職にある公務員をいう（刑事訴訟法１１０条ａ第２項）。

隠密捜査官は，刑事訴訟法上，違法薬物若しくは銃器の流通，通貨若しく

は有価証券の偽造，国家の安全又は職業的常習的犯罪若しくは組織犯罪の分

野に関して，重大な犯罪が行われたことの十分な根拠となる事実があり，他

の方法では解明の見込みがない場合，又は，重大犯罪について，特定の事実

に基づいて再犯の危険があると認められ，その特別な重要性から隠密捜査官

の投入が求められ，他の方法では解明の見込みがない場合に，書面による特

定の期限が付された検察官の同意を得た上で投入することができるとされる

（刑事訴訟法１１０条ａ，ｂ）。また，特定の個人を対象とする場合又は私

人の住居に立ち入る場合は裁判官の同意が必要とされる（刑事訴訟法１１０

条ｂ）。

隠密捜査官の身元の秘密保持は，投入終了後も継続され，特に身元の開示

が隠密捜査官等の生命，身体若しくは自由又は隠密捜査官の更なる利用可能

性を脅かす恐れがある場合は，刑事手続においても，身元の秘密保持が許さ

れる。

これに対し，秘密支援者とは，私人でありながら，匿名で長期間にわたっ

て犯罪捜査を支援する者のことをいい，刑事訴訟法上の規定はないものの，

実務上用いられているようである。

(2) 運用状況等

ドイツにおいて，隠密捜査官等の投入は，捜査対象となる組織の中核に関

する情報等通信傍受等では入手困難な情報を入手するため，不可欠な捜査手

法と考えられているようである。

隠密捜査官は，ガイドと呼ばれる職員と二人一組でチームを組み，潜入捜

査を実施する。ガイドは，隠密捜査官の投入に必要な準備を行うほか，隠密

捜査官にとって唯一の窓口の役割を果たす。また，ガイドは，常に物理的接

触が容易な距離を保って隠密捜査官と行動を共にし，緊急の場合には隠密捜

査官を救出するなどの任務を負っている。

公判において，隠密捜査官の証言が必要とされる場合に，代わりにガイド
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が証人出廷することも多く，その際は，自らの経験に加え，隠密捜査官から

聞いた内容を証言する。隠密捜査官自身の証人出廷については，その証言に

高い証拠価値が認められることから，これを積極に考える声がある一方，隠

密捜査官やその家族の安全の確保や再投入への支障の回避の観点から，消極

に考える声もあるようである。いずれにしても，隠密捜査官を証人出廷させ

る場合は，法廷外の別室において証言させた上，映像や音声を加工するなど

の措置を講じることが多いようである。

６ 証人に対する出頭及び供述強制制度

刑事訴訟法上，証人は，裁判官の召喚に応じて定められた期日に裁判官の面

前に出頭する義務を負い，法定の例外を除いて証言義務を負う（刑事訴訟法４

８条第１項）。また，同様に，証人は，検察官の召喚に応じて出頭し，事件に

ついて供述する義務を負う（刑事訴訟法１６１条ａ）。

証人が出頭義務や証言義務に違反したときは，不出頭によって生じた費用を

負担させられるとともに，秩序金が課され，これが徴収できないときは秩序拘

禁に処せられる。なお，検察官の召還に対する出頭拒絶や証言拒絶については，

費用を負担させ，又は秩序金を課す権限は検察官に属するが，秩序拘禁に処す

権限は裁判所に留保されている。

７ 証人保護制度

ドイツにおいては，前述した，１８歳未満の証人に関する取調べの記録媒体

の上映規定やビデオリンク方式による証人尋問等種々の証人を保護するための

規定が設けられているが，特に，特徴的なのは，「危険にさらされた証人の保

護の調和に関する法律」に基づく証人保護制度である。

同制度は，証人やその家族の安全を確保することによって証人出廷と証言を

確保し，刑事手続を安定させることを目的とする制度であり，具体的には，証

人等に対し，新たな住居への転居（場合によっては国外に転居させることもあ

る。）や新たな名前の付与等の保護が講じられる。

「危険にさらされた証人の保護の調和に関する法律」によれば

○ 当該証人の証言なしに，ある刑事裁判における事実の究明若しくは被疑者

の所在捜査が不可能であるか，又は極めて困難であること

○ 当該証人の同意があること

○ 証言を予定していることが原因で，当該証人の生命，身体，自由又は財産

が危険にさらされていること，かつ

○ 当該証人が，証人保護の対象とするのにふさわしいこと

が要件とされており，法律上，対象犯罪の制限はない。

また，その証言が必要とされる裁判が終了したとしても，当然に保護が終了

するわけではなく，保護が不可欠である限り，保護は継続される。

２００９年の統計によれば，ドイツ全土における保護対象者数は，証人自身

が２７０名であり，証人の家族が２８３名である。



- 87 -

連邦刑事庁の担当者によれば，同制度の問題点として非常にコストが掛かる

ことがあげられるとのことであった。
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事例１（ドイツにおける被疑者取調べの実情）

【事案の概要】

未成年の被疑者３名が，公園で寝ていたリトアニア人の路上生活者に対し，顔

面を複数回足蹴にするなどの暴行を加え，死亡させた事案である。

警察の取調べにおいて，被疑者３名のうち２名が自白し，残り１名は供述を拒

否した。

【被疑者取調べの状況等】

自白した２名については，警察官が，２時間半から３時間程度の取調べをそれ

ぞれ１回ずつ行い，各１通の供述調書を作成した。

供述調書は，いずれもＡ４版の用紙で約１０枚前後であった。

他方，供述を拒否した１名については，警察官が，権利告知等を行った上，供

述するつもりの有無を確認したところ，「供述するつもりはない。」と返答した

ことから，その旨の記録を作成して直ちに取調べを終了した。

担当警察官によると，これらの取調べの流れは一般的なものであるとのことで

あった。

事例２（参考人取調べの録音・録画）

【事案の概要】

被害児童２名に対する強制わいせつの事案である。被害児童は，本調査時点で，

１８歳と１６歳の姉妹であり，被疑者は，被害児童らの祖父である。

わいせつ行為は，被害児童らがそれぞれ物心つくころから１２歳前後に達する

までの間，被疑者や被害児童らの自宅において，継続的に行われた。

被害児童らは，しばらくの間，被害を誰にも打ち明けなかったものの，７歳に

なる末の妹が被疑者から同様の被害に遭うことを危惧し，被害申告したものであ

る。

【参考人取調べの録音・録画の状況等】

検察官が，１６歳の妹について捜査裁判官による取調べと録音・録画を，１８

歳の姉について捜査裁判官による取調べをそれぞれ請求したところ，捜査裁判官

の判断により姉についても録音・録画を実施することとなった。

なお，取調べを実施する捜査裁判官は，被害児童らの希望により女性となった。

１ 妹の取調べについて

取調室には，捜査裁判官と妹のみが入室し，隣り合う形でソファに着席した。

検察官や被疑者の弁護人らは待機室でのモニターを通じた閲覧のみが許可さ

れた。

別紙
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捜査裁判官の合図により録音・録画が開始されると，捜査裁判官は，妹に対

し，録音・録画を実施している旨告知し，カメラやマイクの位置等を紹介した

後，供述拒否権等を教示した。

捜査裁判官は，妹に対し，自分の口で概要を説明するよう求めた。妹は説明

中に泣き出すなど情緒不安定な様子も認められたものの，捜査裁判官は，可能

な限り誘導的な質問は避け，自らの口で語らせ，警察官が作成した供述調書の

確認も重要箇所に止めていた。

捜査裁判官は，約１時間聴取した後，検察官と弁護人から質問事項を聞き，

これを妹に確認するなどして取調べを終了した。

取調べ時間は約１時間２０分間であり，中断時も含め，その間，録音・録画

装置が停止されることはなかった。

２ 姉の取調べについて

全体的な取調べの流れは，妹のものと同様であった。

姉は，弁護人の取調室への入室と立会を承諾したことから，弁護人が取調室

に入室し，取調べに立ち会った。

姉は，自ら積極的に被害状況を説明し，捜査裁判官は，姉の記憶が曖昧な部

分等について，供述調書の内容を確認した。

捜査裁判官は，約１時間で質問を終え，その後，約３０分間，弁護人が直接

質問した。

事例３（王冠証人制度が適用された事例）

【事実】

売春組織に「仕事がある。」などと騙されて，ドイツに渡り，売春を強いられ

ていたルーマニア人女性が，約束どおりの報酬を受け取ることができなかったこ

とから，数名の共犯者とともに強盗を実行し，検挙された事案である。

女性は，自らを対象とする強盗の捜査において，売春組織のおける人身売買に

ついて供述し，同供述に基づき人身売買の事実が立件されるに至った。

他の共犯者が５年から５年半の自由刑を受けたにもかかわらず，女性は，王冠

証人制度の適用により刑が減軽されたことから，３年９か月の自由刑を受けるに

止まった。

別紙
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第５章 イタリア

第１ 刑事司法制度の概要等

１ イタリアの刑事手続一般

(1) 手続の概要

イタリアでは，捜査は「予備捜査」と呼ばれ，検察官の指揮の下，検察官及

び司法警察員が行うこととされている。予備捜査の期間は，原則として，予備

捜査の開始日から６か月（一定の重大犯罪については１年）であり，検察官は，

その期間内に公訴提起を行わなければならない。ただし，検察官は，正当な理

由があれば，予備捜査担当裁判官（捜査の主体とはならないが，予備捜査にお

ける各種強制処分の判断を行うことなどにより，予備捜査活動を統制する裁判

官）に６か月以内の期間の延長を請求することができ，捜査が特に複雑な場合

又は延長期間中に捜査を遂げることが客観的に不可能な場合には，６か月以内

の期間の再延長を請求することができる。予備捜査期間経過後に収集した証拠

は，公判審理での使用が認められない。

予備捜査が終了すると，検察官は，一定の不起訴事由がない限り，裁判所に

対して公訴提起を行う（起訴法定主義）。なお，不起訴事由がある場合には，

検察官が予備捜査担当裁判官に対して不起訴処分請求を行い，同裁判官が不起

訴処分を行う（不起訴事由なしと判断した場合には検察官に対し公訴提起を命

令する。）。公訴提起がなされると，予備審理担当裁判官により，予備審理と

呼ばれる中間手続が行われ，予備捜査の記録を基に公判審理を開始するに足る

証拠が不十分だと判断されれば手続打切りの判決がなされ，証拠が十分だと判

断されれば公判開始決定がなされて，裁判所による公判審理が始まる。

公判審理は，犯罪の軽重に応じて，参審裁判（裁判体は，裁判官２名及び一

般国民６名で構成され，無期懲役又は刑が長期２４年以上の懲役の犯罪等，一

定の重大犯罪につき，事実認定及び量刑のいずれも判断する。），合議裁判（参

審裁判対象犯罪以外の一定の重大犯罪を扱う。）又は単独裁判によって行う。

公判審理では，直接主義が採用されており，予備捜査段階で収集した証拠は，

原則として，公判審理では使用できない。ただし，「再現不能な証拠」，すな

わち，検証，捜索，押収及び通信・会話傍受の結果等は，証拠として使用する

ことが可能である。また，供述についても，証人尋問・被告人尋問で立証する

のが原則であるが，証人や被告人が予備捜査段階と異なる証言・供述をした場

合には，予備捜査段階の供述を弾劾証拠として使用することが可能であるほか，

被告人の予備捜査段階の供述については，欠席裁判の場合及び被告人が公判審

理で尋問を受けることを拒否した場合には，実質証拠として使用することが認

められるなど，一定の例外が認められている。
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なお，イタリアでは，予備捜査段階における事実解明の程度が低い上，被告

人及び弁護人が争点を絞らずに争うことにより，立証が広範囲に及ぶことも多

いことや，公訴提起により時効が中断しないため，被告人及び弁護人が時効完

成を目的として公判審理の引き延ばしを図る場合があることなどの理由から，

公判審理の期間が長期に及んでおり，重大な問題となっている。

(2) 身柄拘束

逮捕には，現行犯逮捕（これには，一定の重大犯罪につき逮捕が義務付けら

れている必要的現行犯逮捕と，それ以外の任意的現行犯逮捕とがある。）と緊

急逮捕（検束と呼ばれる。）とがあり，司法警察員は，いずれの逮捕において

も，被疑者を釈放しない場合には，逮捕後２４時間以内に，被疑者を検察官に

引き渡さなければならない。検察官は，被疑者を即時釈放しない場合には，逮

捕後４８時間以内に，予備捜査担当裁判官に対し，追認（逮捕の適法性を審理

する手続）の請求をしなければならない。この場合，検察官は，人的保全処分

の請求を併せて行うこととなる。これを受けた裁判官は，４８時間以内に，弁

護人の立会いの下，追認の審理を行い，逮捕が要件を備え適法と認められる場

合には追認を行い，人的保全処分の要件及び必要性が認められる場合には，併

せてその適用を命じ，その措置を採らない場合には，被疑者の即時の釈放を命

ずる。この人的保全処分の種類には，保全拘禁，自宅拘禁，居住制限，警察署

への出頭義務，出国禁止があるが，このうち，保全拘禁は，刑務所（イタリア

では，我が国の拘置所に当たる独立の未決拘禁者収容施設はない。）における

身柄の拘束をいい，無期又は長期４年を超える懲役刑を定める犯罪についての

み認められている。保全拘禁がなされた場合，①長期６年以下の懲役刑を定め

る犯罪は３か月，②長期６年を超える懲役刑を定める犯罪は６か月，③無期又

は長期２０年を超える懲役刑を定める犯罪は１年という制限期間内に公判開始

決定が行われる必要がある（なお，保全拘禁には逮捕前置は要求されていな

い。）。特に複雑な事案の解明のため保全拘禁を延長することが不可欠なほど

の重大な必要性がある場合には，検察官の請求に基づき，予備捜査担当裁判官

の判断により，それぞれの期間を１．５倍まで延長することができる。

２ 取調べの主体，取調べにおける弁護人の立会い

身柄拘束（逮捕及び保全拘禁）中の被疑者取調べは，検察官のみが実施でき，

司法警察員はその権限を有しない。ただし，司法警察員には，例外的に，身柄拘

束中の被疑者について，「捜査有益情報の聴取」（犯行の場所又は犯行の時点に

おいて，被疑者が現行犯逮捕又は緊急逮捕されている場合に，弁護人の立会いな

しに，予備捜査の迅速な遂行のために有益な情報及び指摘を得ること）及び「自

発的申告の聴取」（被疑者が自ら自発的に供述をする場合に，弁護人の立会いな

しに，これを聴取すること）が認められている。もっとも，前者の結果得られた

供述は，予備捜査のために使用することができるのみであり，公判審理では，お
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よそ証拠として使用することはできないし，後者の結果得られた供述も，公判審

理では，弾劾証拠としてのみ使用することができる。

検察官による被疑者の取調べについては，身柄拘束中の被疑者であるか否かに

かかわらず，弁護人に対し，取調べ開始の２４時間前までに事前通知をする必要

があり，弁護人の要求があれば，取調べに弁護人を立ち会わせなければならない。

なお，検察官は，身柄拘束中でない被疑者に限り，その取調べを司法警察員に代

行させることができるが，この場合も，弁護人の立会いは必要的である。

３ 事件数等

２００８年のイタリアにおける犯罪認知件数は２７０万９８８８件，逮捕人員

数は１９万７９７４人である。また，ローマ地方裁判所における２０１０年の統

計では，参審裁判が１３件，合議裁判が１４７３件，単独裁判が２万５９１０件

であり，うち有罪件数はそれぞれ７件，７６８件，１万２４１４件，無罪件数は

それぞれ４件，３０８件，５３６４件，その他（時効完成，公訴棄却，移送等）

の件数はそれぞれ２件，３９７件，８１３２件であった。

第２ 取調べの録音・録画制度の導入経緯

イタリアでは，被疑者・被告人の権利保障の拡充のため，１９８８年の刑事訴

訟法の全面改正によって，これまでの予審制度を廃止し，直接主義を徹底するな

ど，刑事訴訟手続を大きく構造転換した。具体的には，取調べに関しては，それ

までの要約調書を中心とする方式を改め，全体を記録する方式を原則とし，速記

等を用いて全てを調書化するか，要約調書に録音を併用することとされ，また，

これらの方式では正確性・信憑性の確保に不十分であると認められる場合には，

録画を実施することとされた。しかし，この制度の下においては，速記などの機

材や技師が準備できないときには要約調書を作成すれば足りるとされるなど，多

数の例外規定が存在し，このような例外規定に基づく運用が広く行われることと

なったため，特に，テロ犯罪や組織犯罪等につき，供述した内容と要約調書の内

容が異なるといった主張や，取調べにおいて暴行・脅迫が行われたといった主張

が被告人側からなされる事案が相次いだ。

これを受けて，１９９５年，刑事訴訟法が改正され，取調べにおいて特に肉体

的・精神的圧迫等により真実ではない供述をするおそれが高いと考えられ，した

がって，取調べ過程の正確性・信憑性を確保しつつ権利保障を確保する必要性が

高いと考えられた身柄拘束中の被疑者の取調べの録音又は録画（「録画」とは，

動画及び音声を同時に記録することをいう。以下同じ。）が義務付けられた。な

お，イタリアでは，もともと取調べに真相解明機能は期待されていないことから，

この改正に際して，録音又は録画を義務付けることによって取調べを通じた真相

解明機能が害されるのではないかといった議論自体なされていないとのことであ

る。
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第３ 取調べの録音・録画制度の内容

１ 録音・録画義務付けの範囲等

前記のとおり，１９９５年の刑事訴訟法の改正により，「拘禁された者の尋問

は，審理においてなされる場合を除き，常に録音又は録画の方法により尋問全体

を記録しなければならず，そうでない場合は証拠として使用することができな

い。」旨の規定が設けられている（同法１４１条の２）。なお，上記「審理」に

は予備審理及び公判審理が含まれる。

録音・録画の対象犯罪について，罪名又は罪種等による限定はなく，全ての犯

罪が録音・録画の対象となる。録音・録画を義務付けられるのは，身柄拘束中の

被疑者の取調べ主体である検察官である。録音・録画のいずれの方法を採用する

かは，事案に応じて検察官の裁量で決定される。実際の運用においては，通常は

録音を行い，例えば，被疑者が検察官からジェスチャーによって脅迫されたなど

と主張する可能性があるなど，取調べ状況を映像でも記録しておく必要性が特に

高い場合についてのみ，録画を行うとのことであった。

身柄拘束中の被疑者の取調べの場所について，法律上特段の定めはないため，

どこで取調べを行うかは，検察官の裁量で決定される。録音・録画は，取調べの

全過程について行われる。すなわち，録音・録画は，被疑者が入室して取調べを

開始する直前の時点から（検察官と被疑者のやりとりの前から），取調べが終了

する時点までの全てのやりとりについて行われる。

なお，身柄拘束されていない被疑者の取調べについては，弁護人の立会権は保

障されているものの，録音・録画は義務付けられておらず，また，参考人の取調

べにおいても，録音・録画は義務付けられていない。

また，前記の捜査有益情報の聴取，自発的申告の聴取，後記の「捜査を目的と

した対話」については，録音・録画が必要な取調べには当たらない。

２ 例外事由の有無・内容，義務違反の効果等

身柄拘束中の被疑者が取調べにおいて録音・録画を拒否した場合であっても，

録音・録画をせずに取調べを実施することは認められていない。結果として，被

疑者が録画も録音も拒否する場合には，取調べ自体実施できないこととなる（実

際にも，そのような場合には取調べを実施していない。）。また，録音・録画の

機材が使用できない場合，「鑑定又は顧問技師による措置による。」旨，刑事訴

訟法第１４１条の２に規定されており，鑑定により又は顧問技師に依頼して録音

・録画を行っている。

録音・録画をせずに身柄拘束中の被疑者の取調べを行った場合，その結果得ら

れた供述は，実質証拠としても弾劾証拠としても，およそ公判審理において証拠

として使用することができないこととされており，これに例外はない。

なお，身柄拘束の根拠となった事実以外の事実について取調べを行う場合であ
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っても，身柄拘束されている以上，肉体的・精神的圧迫等を受けやすいことには

変わりはないとの理由から，録音・録画を義務付けられる。

第４ 取調べの録音・録画制度の運用状況等

１ 録音・録画機材の形状，設置状況等（別紙写真参照）

録音・録画の具体的方法については，法令の規定はなく，運用に委ねられてい

る。

取調べの場所は，通常，各検察官の執務室（個室）又は被疑者が保全拘禁され

ている刑務所内の取調室である。保全拘禁中の被疑者については，複数の被疑者

を検察官の執務室に押送して対質を行うような特別な場合を除き，検察官が刑務

所に赴いて刑務所内で取調べを行うのが一般的である。

ローマ地方検察庁では，専用のマイク及び記録用テープレコーダーにより録音

を実施している。これら録音用機材は，運搬可能なプラスチックケースに収納さ

れ，２０セット保有されており，検察官は，取調べの録音を行う際，担当係から，

その都度，録音用機材を借り出し，取調室に設置する。録音の実施に当たっては，

検察官が，取調べ補助者である書記官（我が国の検察事務官に当たる立場の者）

に対し，被疑者入室後，やりとりの開始直前に記録を開始するよう指示し，書記

官が機材を始動させて録音を開始する。録音後は，テープを指定の専門業者に反

訳させ，当該テープと反訳を一件記録の中に保管する。録音に使用されるテープ

は，３０年間劣化せずに再生可能であること，書換えが不能であることという要

件を備えたものが使用されている。次に，録画については，専用のマイク，カメ

ラ及び記録用ＤＶＤレコーダーを使用して実施している。ローマ地方検察庁では，

録画用機材は保有しておらず，取調べの録画を行う際は，その都度，指定の専門

業者から借り出している。録画の実施に当たっては，検察官が，機材を操作する

当該指定専門業者の職員（書記官ではなく，当該指定専門業者の職員が機材の操

作を行う。）に対し，被疑者入室後，やりとりの開始直前に記録を開始するよう

指示し，当該職員が機材を始動させて録画を開始する。録画後は，ＤＶＤを当該

指定専門業者に反訳させ，当該ＤＶＤと反訳を一件記録の中に保管する。録画に

使用されるＤＶＤは，３０年間劣化せずに再生可能であること，表面に傷がつか

ない加工がされていること，書換えが不能であることという要件を備えたものが

使用されている。

２ 被疑者取調べの実情及び録音・録画の実施状況

予備捜査における被疑者の取調べの目的は，自白を得て真相を解明することに

あるのではなく，被疑者の防御を図ること，すなわち，被疑者に弁解及び反論の

機会を与えることにあると位置付けられている。

ローマ地方検察庁の検察官から聴取したところ，イタリアでは，被疑者が自白

することはほとんどなく，身柄拘束中か否かにかかわらず，被疑者の取調べはほ
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とんど行っていないし，また，どの程度被疑者の取調べを行うかも，身柄拘束中

の被疑者か否かで変わりはないとのことであり，被疑者の取調べを実施すること

について消極的な実情がうかがわれる。取調べを行うとした場合の回数や時間に

ついては，事案にもよるが，取調べを行うとしても，回数はせいぜい１回，時間

は１時間から２時間程度とのことであった。

なお，身柄拘束されていない被疑者の取調べ及び参考人の取調べについては，

任意に録音・録画を実施することは可能であるが，ローマ地方検察庁では，よほ

ど重大な事件で取調べ手続及び証拠化に慎重にならなければならない事件以外

は，録音・録画は実施していないとのことである。また，身柄拘束されていない

被疑者が，知的障害者等のコミュニケーション能力に問題がある者である場合は，

供述の信用性は，通常の被疑者よりも疑問視されるべきであるため，取調べをす

る必要性はさらに低くなることから，録音・録画を実施するかどうか以前に，取

調べ自体行わないとのことである。さらに，コミュニケーション能力に問題があ

る取調べ対象者が参考人である場合，証拠保全（予備捜査の過程で，検察官又は

被疑者の請求に基づき，予備捜査担当裁判官によって行われる。）を実施して証

拠化するのが一般的であるとのことである。

３ 記録媒体の取扱い状況

被疑者の取調べにおいて録音・録画を実施した場合，その記録の媒体（録音で

あればテープ，録画であればＤＶＤ），反訳調書及び要約調書の三種類の記録が

作成されるが，前記のとおり，これらの記録は，原則として，公判審理で使用で

きない。しかし，被告人が公判審理において予備捜査段階と異なる供述をした場

合には，被告人の公判審理における供述を弾劾するために，検察官が反訳調書を

証拠請求することが行われており，その場合は，該当部分のみの抄本ではなく反

訳調書全体を証拠請求するのが一般的である（証拠調べの方法は，本来は朗読で

あるが，実務上，朗読したことを擬制して単に反訳調書を提出し，裁判官が後に

閲読するという取扱いがなされている。）。一方，録音・録画の記録媒体まで証

拠請求する必要が生ずることはほとんど考えられず，録音・録画の記録媒体の取

調べは行われていないとのことである。

４ 録音・録画の実施による実務への影響

取調べの録音・録画のメリットとしては，取調べにおいて暴行・脅迫を受けた

という主張を阻むことができること，被告人が公判審理において予備捜査段階と

異なる供述をした場合に適切に弾劾することが可能となることが挙げられる。イ

タリアでは，録音・録画が義務化される以前から，取調べによる真実解明機能は

期待されていなかったためか，録音・録画のデメリットとしては，反訳に費用及

び時間がかかるといったことくらいで，それ以外には考えられないというのが，

インタビューした検察官の意見であった。
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第５ 取調べ及びそれ以外の捜査手法による証拠収集の実情

イタリアでは，前記のとおり，我が国に比して取調べに対する比重が極めて低

く，取調べによる真相解明機能が期待されていない反面で，真相解明のために，

取調べ以外の様々の強力な捜査手法が準備されている。以下では，その主要なも

のを紹介する。

１ 供述以外の証拠を獲得するための捜査手法について

(1) 通信・会話傍受

通信・会話傍受は，刑事訴訟法に規定され，古くから認められている捜査手

法であり，その対象犯罪は，無期懲役若しくは長期５年を超える懲役刑が定め

られている故意の犯罪，長期５年以上の懲役刑が定められている公務に対する

犯罪，薬物犯罪，武器若しくは爆発物に関する犯罪又は密輸入罪等，極めて広

範囲にわたる。これに加え，１９９１年，マフィア等組織犯罪対策のために，

「組織犯罪」（法律上明確な定義はなく，許可請求を受けた予備捜査担当裁判

官の判断に委ねられる。）に関し，要件を緩和し（罪の重大な兆候が認められ，

捜査の続行のために絶対に必要な場合とあるのを，犯罪行為が行われていると

認めるに足りる十分な状況証拠がある場合でも可能とした。），傍受期間も伸

ばす（１５日間から４０日間となり，延長できる期間も１５日間から２０日間

となった。）などした特別の通信・会話傍受を認める規定が設けられた。

通信・会話傍受は，検察官が予備捜査担当裁判官の許可を得て，各地方検察

庁において実施される（各地方検察庁には，通信・会話傍受のための専用の部

屋が設置されている。）。実際に通信・会話傍受用端末を用いて傍受を行うの

は，司法警察員である。なお，実施に際して，通信事業者等の立会いは義務付

けられていない。傍受の許可を得た通信・会話内容は，地方検察庁に設置され

た大型コンピュータに全て記録され，ＣＤに複製される。この通信・会話内容

の記録は，前記第１の１(1)のとおり，「再現不能な証拠」として公判審理にお

いて立証に使用できる。

通信・会話傍受は，捜査手法の中で最も強力な手法の１つとして位置付けら

れており，２００８年の通信・会話傍受の実施件数は，電話を対象としたもの

が１２万４３２６件，会話を対象としたものが１万８９４件，電子メール等を

対象としたものが１８６６件であった。

以上のほかに，マフィア型結社罪，身代金目的の誘拐罪，麻薬取引の謀議の

罪，テロ犯罪等の一定の重大犯罪の予防のための情報収集を目的として行われ

る「予防的通信・会話傍受」がある。これは，傍受対象者所在地域を管轄する

検察庁の長の許可により実施することができるが，予備捜査の一環としての傍

受ではなく，予備捜査の端緒情報となるに過ぎないため，その結果は，終了か

ら５日間以内に直ちに廃棄されるものであり，公判審理で使用できないのみな

らず，例えば，予備捜査としての傍受の許可請求に際しての疎明資料としても
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使用できないなど，刑事手続においては，一切使用することができない。

(2) おとり捜査・潜入捜査

イタリアでは，司法警察員が薬物等の購入等を行い，これを契機として犯人

を検挙するいわゆるおとり捜査や，司法警察員が身分を秘匿して犯罪組織に潜

入し，その中で薬物等の購入等に加担するなどの活動を行いつつ犯人を検挙す

るいわゆる潜入捜査を広く実施している。対象となる犯罪には，薬物犯罪，マ

ネーローンダリング，人身取引，児童ポルノ，武器・爆発物取引，密入国，テ

ロ犯罪，産業廃棄物の不法投棄及び模造品取引等がある。

また，おとり捜査や潜入捜査は，司法警察員がおとり又は潜入捜査官として

活動するのみならず，司法警察員以外の第三者（協力者）を使用して実施する

ことも認められている。

司法警察員がおとり捜査・潜入捜査の過程で行った犯罪該当行為について

は，正当行為として犯罪が成立しない旨が法律上規定されているほか，おとり

捜査・潜入捜査を行った者が公判審理において証言する必要が生じた場合には

氏名等個人特定事項を秘匿できることなどが制度化されている。

おとり捜査や潜入捜査は，捜査手法として有効ではあるものの，他方で，多

かれ少なかれ司法警察員の生命・身体を危険にさらすこととなるため，容易に

実施できるような捜査手法ではなく（特にマフィアに対する潜入捜査は，構成

員になること自体極めて困難である上，仮に潜入に成功しても発覚した場合に

は確実に生命に危険が及ぶことになるため，到底実施できないとのことであ

る。），それ以外に通信・会話傍受等の捜査手法が整備されており，まずはそ

れらの捜査手法による捜査を実施することを検討し，その後におとり捜査や潜

入捜査を実施するかどうかを慎重に検討するとのことである。

(3) 電子追跡（データバンクへのアクセス）

内務省に設置されている中央データバンクシステムには，主として，前科情

報，職務質問及び通報された事実に関する情報，指紋情報（２００５年５月か

ら，１２歳以上の者のパスポート取得の際の指紋採取が義務付けられ，パスポ

ート発行を行う内務省に指紋データベースが構築されている。），ホテル宿泊

情報（国内のホテルは，宿泊者を特定するデータの内務省への送付が義務付け

られている。）等が直接集約・蓄積されている。また，内務省は，地方自治体

や税務署等の公的機関，銀行業界，クレジットカード業界，企業団体等との合

意に基づき，登録した居住地情報，戸籍に記載された身分関係に関する情報，

自動車の所有者・使用者に関する情報，年金支払状況等に関する情報，税金の

納付状況等に関する情報，銀行口座の開設状況の概要に関する情報（ただし，

具体的な取引内容は含まれない。），クレジットカードの保有状況に関する情

報（前同），会社概要に関する情報等を集約・蓄積している。司法警察員は，

その執務室の各自のパソコンからこれら内務省のデータバンクにアクセスする
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ことができる。検察官は，司法警察員を通じてこれらの情報を入手することが

できるほか，自らその執務室のパソコンから各地方自治体又は検察庁のデータ

ベースにアクセスして，戸籍情報及び前科情報を入手することができる。

さらに，マフィア対策最高検察庁（最高検察庁内に設置された部署）にも，

全国のマフィア対策管区検察庁所属の検察官が行った予備捜査の内容とこれに

よって得られた情報に関する独自のデータバンクや外部関係機関との合意によ

り収集した各種情報（例えば，公共工事入札・落札情報，会社概要情報，電気

料金支払情報等）のデータベースが構築されている。

２ 供述証拠を獲得するための捜査手法について

(1) 改悛者（司法協力者）制度

改悛者（司法協力者）制度とは，自ら犯罪を犯した者で，犯罪組織を離脱し，

違法行為の結果の発生の防止又は犯罪行為の行為者の特定若しくは逮捕のため

に決定的となる証拠の収集に関して供述することにより協力した者について，

刑の軽減等の恩典を与えるものであり，当初，テロ犯罪対策として，１９７９

年に導入され，その後，適用範囲が拡大された。その対象犯罪は，テロ犯罪，

マフィア犯罪，薬物犯罪等である。裁判官は，検察官に協力を表明し，供述事

項を列挙した書面を提出した上で供述し，その供述内容が有用性，信頼性等の

要件を満たした者に対して，法定の優遇措置（人的保全処分対象の被疑者であ

れば同処分の軽減・解除，確定判決前の被告人であれば判決刑の軽減，既決囚

であれば外出許可や仮釈放等の執行上の優遇）を裁量で決定する。その供述内

容についても，公判審理において当該改悛者（司法協力者）の証人尋問によら

なければ立証できないのが原則であるが，その尋問は，ビデオリンク方式で実

施されるのがほとんどである（さらに，後記の証人保護プログラムの適用があ

る。）。

また，１９９２年，身柄拘束されている被疑者・被告人に対し，司法警察員

が事情聴取を行い，改悛者（司法協力者）となる意思があるかどうかを確認す

る手続である「捜査を目的とした対話」という制度が導入された。この制度は，

公判審理で使用するための証拠を収集するための手段ではなく，そこで得られ

た供述は，捜査のためのみに使用され，公判審理においては，およそ証拠とし

て使用することはできない。

改悛者（司法協力者）制度は，マフィア等組織犯罪に対する捜査手法として

大きな威力を発揮し，特にこの制度を適用した大きな成功例は，検察官が，マ

フィアの大物幹部を改悛者（司法協力者）とすることに成功し，多くのマフィ

ア構成員を逮捕・起訴し，１９８７年に３４２名のマフィアに有罪判決が言い

渡され，うち１９名のマフィア幹部に終身刑が言い渡されたという，いわゆる

「マフィア大裁判」である。この制度は，現在でも非常に積極的に活用されて

いる捜査手法であり，２０１１年５月時点では，１０００名前後の改悛者（司
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法協力者）がいるとのことである。

(2) 証人保護プログラム

証人保護プログラムとは，改悛者（司法協力者）又は特殊な証人（目撃者や

犯罪の被害者等）が事件について証言することにより犯罪組織等によって危害

が加えられるおそれがある場合に，これらの者及びそれらの家族について，警

察による警戒措置，身分の改変，居住地の変更，住居の提供，継続的な経済援

助等を行う制度であり，１９９１年に導入された。証人保護プログラムは，検

察官の請求により，内務省に設置された中央委員会が実施の要否及び内容を決

定する。

証人保護プログラムが適用される対象犯罪は，改悛者（司法協力者）につい

ては，改悛者（司法協力者）制度の対象犯罪に限定される一方，特殊な証人に

ついては，犯罪についての限定はない。

証人保護プログラムの実施は，内務省に設置された証人保護中央本部及びイ

タリア国内１９地域に設置された証人保護地方支部において行う。

２０１１年５月時点において，証人保護プログラムの適用を受けている者は，

改悛者（司法協力者）が１０５０名，特殊な証人が８８名，それらの家族が４

５１２名であり，合計５６５０名である。金銭的援助の一人当たりの月額平均

は，改悛者（司法協力者）については約９００ユーロ，特殊な証人については

約１３５０ユーロである。また，家族の金銭的援助については，改悛者（司法

協力者）及び特殊な証人のいずれの家族についても，家族一人当たりの平均月

額は約３００ユーロである。証人保護プログラムの継続期間は，平均して約５

年間である。

この制度のメリットは，改悛者（司法協力者）又は特殊な証人及びそれらの

家族の生命・身体を保護し，これら証人から確実な証言を得て犯罪立証を遂げ

ることにあるが，国の経済的負担が大きい（２０１０年予算で，内務省関係職

員の人件費を除いて，約８０００万ユーロ）ことなどが課題となっている。

(3) 簡易公判・当事者の請求による刑の適用

簡易公判は，予備審理担当裁判官が，被告人の請求があった場合に，公判審

理に移行することなく，予備審理において終局判決を言い渡す手続である。対

象事件に制限はない。予備審理に直接主義の適用はなく，予備捜査段階の収集

証拠が事実認定に用いられるが，必要があれば，証人尋問等も実施される。自

白事件である必要はなく，無罪判決も可能である。有罪判決の場合，予備審理

担当裁判官が決定する刑は，３分の１に軽減され，無期懲役については懲役３

０年に替えられるが，上訴は制限される。

当事者の請求による刑の適用は，予備捜査から公判審理に至るいずれかの段

階で被疑者ないし被告人と検察官が量刑について交渉し，同意した刑の適用を

裁判官に請求し，裁判官が事実の評価及び刑の適用について正しいと認める場
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合には，その刑を言い渡す制度である。同意した種類及び方式による代替刑，

３分の１まで軽減された金銭刑，３分の１まで軽減された刑が５年を超えない

懲役刑の単独又は金銭刑との併科刑の適用を請求できる。軽減された刑が５年

を超えない懲役刑である必要があるが，それ以外に対象事件に制限はない。否

認事件でもこの制度を利用できる。裁判官は，同意刑が不当であったり，無罪

と判断されたりする場合には，請求を却下できる。また，上訴は制限されない。

簡易公判及び当事者の請求による刑の適用は，刑事訴訟手続の長期化という

重大な問題を解消するために採用された手続であり，いずれも刑の軽減の恩典

によって当該手続を選択するよう被疑者・被告人側にインセンティブを与え，

正式手続による手続的負担を回避して，簡易に事件を処理しようとするもので

ある。いずれの制度も広く活用されているとのことであるが，重大犯罪も対象

事件となっており，事件の重大性にそぐわない処断が行われるおそれがあるな

どの問題点も指摘される。
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録音装置の例

マイク テープレコーダー

マイク

テープレコーダー

手前側のマイクが検察官用で，奥側のマイクが被疑者用

別紙
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第６章 オランダ

第１ 刑事司法制度の概要等

１ オランダの刑事手続一般

オランダでは，検察官が捜査の責任者であると位置付けられているが，捜査を

実行するのは警察である。検察官も被疑者，参考人の取調べを行うことは可能だ

が，実際には，警察学校等で取調べのための研修を受けた警察官が，取調べを行

う。また，オランダには，rechter-commissaris（investigating judge：ここで

は予審判事と訳しておくが，事件を公判に付するかどうかを決定する権限は有し

ておらず，捜査段階で検察官の請求により各種処分を行う裁判官である。）とい

う裁判官もおり，警察官等の捜査と並行して被疑者や証人を取り調べることがで

きる。

また，オランダでは，捜査段階における身柄拘束期間は長期間にわたる。逮捕

は，原則として，検察官の命令により警察が行い，警察は，午前０時から午前９

時までの時間を含まずに６時間逮捕を継続できる。この制限時間が経過すると，

被疑者は，釈放されるか，検察官又は上級警察官の命令により，最大３日間警察

により留置される（更に，予審判事の審査を経て，３日間延長することができる。）。

最大６日と１５時間の警察による逮捕・留置の期間が経過すると，被疑者は，釈

放されるか，検察官の請求に基づき，予審判事によって最大１４日間勾留される。

勾留の期間経過後も公判前勾留の要件が認められるときは，検察官は，合議体の

裁判所に対し，被疑者の勾留延長を請求できる（この請求は２度繰り返すことが

でき，最大９０日間を越えることはできない。）。したがって，起訴前の身柄拘

束は，最長で１１０日と１５時間に及ぶことになる。

２ 事件数等

２００９年に検察庁が処理した事件数は２５万４８００件であるが，そのうち

裁判所への起訴件数は，１３万７８００件である。

検察官は，起訴・不起訴の決定に当たり，十分に証拠がある場合でも起訴しな

いことができる裁量を有している。

また，検察官は，不起訴処分を行うに当たり，６年以下の拘禁刑に当たる罪を

対象として，裁量により，①トランスアクション（一定の金銭給付等を条件とし

て不起訴とすることができる制度。２００９年には，この制度により，７万２６

００件が処理された。），②刑罰命令（検察官が裁判によらずに社会奉仕活動や

罰金等を科すことができる制度であり，我が国の略式命令に類似するが，裁判所

は関与しない。被疑者は，命令に対して異議を申し立てることもでき，この場合

は公判が開かれる。）といった方法を用いて事件を処理することもできる。この

両者は，いずれも刑事司法の効率化を図るための制度であるところ，②は，検察
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官・裁判官の負担軽減を図る目的で①に替わる制度として２００６年に導入され

たものであり，２０１２年には②に一本化される予定である。

オランダにおける有罪率に関する統計は入手できなかったが，起訴された事件

の９３～９４％について有罪判決がなされているのではないかと述べる検事もい

た。

３ 逮捕された被疑者の取調べ前の弁護人相談権等

２０１０年４月１日に発効した検事総長評議会（College van procureurs-gen

eraal。大臣の下に置かれる検察庁の最高機関。各々担当分野が決まっている３

～５名のprocureur-generaalの合議体であり，平成２３年３月現在，４名で構成

されている。）の「合法的な警察取調べに関する指令」（検事総長評議会の指令

は，検察官と警察官を拘束する。）は，逮捕された被疑者の弁護人と相談する権

利について，３つのカテゴリーに分類して取扱いを定めている。すなわち，カテ

ゴリーＡ（録音又は録画が義務付けられる犯罪（被疑者が１６歳未満又は精神障

害者である場合，１２年以上の拘禁刑に当たる罪等）に加えて，大規模捜査チー

ムを結成するような事件，政治家が関係するなどの事件）については，被疑者は

取調べ開始前に必ず弁護人と相談しなければならないとしつつ，カテゴリーＢ（Ａ

には分類されないが勾留可能な犯罪）・Ｃ（勾留できない犯罪）については，取

調べ開始前に弁護人に相談する権利を被疑者が放棄することもできるとした。そ

して，カテゴリーＡ，Ｂの被疑者は，少なくとも３０分間は弁護人と直接面会し

て相談できる権利があるが，カテゴリーＣの被疑者は，弁護人との電話による相

談の機会を与えれば足りるなどとした。

また，前記「合法的な警察取調べに関する指令」は，未成年者の被疑者につい

て，弁護人相談権のみならず，取調べへの弁護人の立会いを明白に求めた場合に，

弁護人立会いを認めた（もっとも，弁護人がその場で助言したり，被疑者と協議

することはできない。）。他方で，成人被疑者については，取調べに弁護人の立

会いを求める権利が保障されてはいない。

第２ 取調べの録音・録画制度の導入経緯

取調べの録音・録画制度の導入は，スキーダム公園殺人事件という大きな反響

を呼んだ誤判事件が契機となった。これは，２０００年６月，スキーダム市内の

公園で１０歳の少女が性的暴行を受けて殺害され，その友人の少年も重傷を負っ

たという事件について被疑者として逮捕されたＢという男が，警察に対していっ

たんは犯行を自白したものの否認に転じ，公判を通じて自分は無実であると主張

したところ，第１審判決は１８年の拘禁刑等の有罪判決を言い渡し，控訴審もこ

れを支持し，更に最高裁判所がＢの審理申立てを却下したため，Ｂは服役したが，

その後別の事件で逮捕されたＨという男が真犯人であることが判明し，２００４

年１２月，Ｂが釈放されたという事件である。
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検事総長評議会は，２００５年１月，控訴裁判所の検事にこの事件の検証を依

頼し，この検事は，大学教授等の協力を得て検証を実施した上で，同年９月，ス

キーダム公園殺人事件の検証報告書を完成させた。同報告書は，被疑者が自白し

た以降は被疑者のみに焦点を絞って捜査されたため視野狭さくに陥ったこと，証

拠に関する重要な疑問が分析されなかったこと等の捜査・訴追の問題点について

詳細な検討を加えた上，最終章において，重大犯罪につき主任検察官が検察庁の

代表者と協議の場を設けて被疑者の利益となる要素も適切に評価できるようにす

べきことなど７つの主要な勧告を掲げたが，そのうちの１項目として，被疑者の

取調べを録画すべきことを指摘した。同報告書は議会に送付されて議会で審議さ

れ，司法安全大臣は取調べの録音・録画について一定の条件において義務化する

ことを約束した。これを踏まえ，同年１１月，検察庁・警察・犯罪科学研究所（Ｎ

ＦＩ）の共同による，「捜査と訴追の強化・スキーダム公園殺人事件の評価報告

書を受けて」と題する行動計画が発表され，その中の１項目に取調べの録音・録

画が盛り込まれるに至った。ここでは，検事総長評議会による取調べの録音・録

画に関する指令の作成に供するため，検察と警察による共同チームを設立し，あ

らゆる犯罪の取調べについてモニターした上で，録音・録画の対象事件や方法，

媒体の保存期間等の内容を検討することとされていた。

このような経緯を経て，２００９年４月に検事総長評議会の発した「参考人・

被疑者の取調べの録音録画に関する指令」が，一部の警察を除いて取調べの録音

・録画を義務付けるに至り，２０１１年１月には，その義務付けの対象が全ての

警察に拡大されている。

第３ 取調べの録音・録画制度の内容

１ 録音・録画義務付けの範囲等

前記のとおり，オランダにおいては，取調べの録音・録画は法律で規定されて

いるわけではなく，その意味では，取調べの録音・録画義務は捜査機関の取調べ

の運用の問題であるといえる（なお，予審判事の取調べについては，録音・録画

は義務付けられていない。）。

取調べの録音・録画の最大の目的は，取調べの事後的な検証を容易にする点に

ある。

録音・録画の対象となる取調べには，被疑者の取調べだけではなく参考人の取

調べも含まれ，また，これらの者が身柄拘束されているか否かを問わない。

そして，録音・録画の対象事件は，以下のように定められている。

まず，①被害者が死亡している事案（例えば，謀殺・故殺，放火等で人の死の

結果を生じさせた場合，強盗致死等），②１２年以上の拘禁刑に当たる罪の事案，

③１２年未満の拘禁刑に当たる罪の事案であって，被害者に重大な傷害を負わせ

たことが明白なもの（例えば，重傷害（８年以下）），④８年以上の拘禁刑に当
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たる性犯罪の事案（強制わいせつ等）あるいは依存関係にある性的虐待に関わる

性犯罪（親，医師，教師，児童施設の職員等がその責任を担う児童と性交した場

合）の被疑者・参考人の取調べについては，録音することが義務付けられる。

さらに，①取調官が取調べの際，心理学者等の専門家の支援を受ける場合，②

取調べを受ける者がぜい弱な場合であり，かつ，被疑事実が録音をすることが義

務付けられる犯罪である場合には，被疑者・参考人の取調べについて録画するこ

とが義務付けられる。ここでいう「ぜい弱」な者には，１６歳未満の未成年者，

精神障害者及び認知障害者が含まれる。精神障害者，認知障害者であるかどうか

は，捜査官が判断する。

このように，主として重大な犯罪に限定して取調べの録音（あるいは録画）を

義務付けたのは，あらゆる犯罪の取調べを録音するのは設備等の能力的な限界を

超え，現実的でないことから，被疑者・被害者双方にとって深刻な影響があるよ

うな事件を選定したことによる。また，取調べの録音のみを義務付ける事件と録

画まで義務付ける事件とを分けたのは，１６歳未満の未成年者や精神障害者等は

自分自身を防御することが十分にできないことから，供述者の表情等も含めて，

取調べの様子を目で見て確認できるようにする必要があるが，それ以外の者につ

いては，取調べを録音すれば，被疑者の防御の観点からも十分であると考えられ

たからである。

もっとも，議会における議論では，あらゆる犯罪の取調べにつき録音をすべき

であるとの意見もあり，取りあえず２年間，重大な犯罪に限定して録音を義務付

け，２０１２年に取調べの録音・録画について，司法安全省が評価報告書を発表

し，これに基づいて，改めて対象犯罪を広げるかどうかを決めることになってい

る。

取調べの録音・録画を実施すべき取調べは，原則として，警察施設内にある録

音・録画の装置を備えた取調室で行うこととされている。ただし，入院中の参考

人のように病院等の警察施設以外において取り調べざるを得ない場合には，モバ

イルの録音装置を持参して，録音を行うこともある。

また，録音の場合には取調べ開始前から取調べの終了を宣言して取調べを終え

るまでを，録画の場合には取調室への入室から退室までを，それぞれ記録すべき

ことが定められている。

なお，検察官は，前記録音・録画が義務付けられる場合以外にも，捜査主任と

検察官との間で協議して，取調べ対象者の性格，事案の性質，取調べ状況等から

録音又は録画をすべきと考える場合には，捜査官に対し取調べを録音又は録画を

させることができる。また，取調べ中に予期せぬ状況が生じ，録音・録画が必要

となった場合，捜査主任は，検察官との協議なしに捜査官に録音・録画を命じる

こともある。

２ 例外事由の有無・内容等



* この事件記録は，全て公判において証拠として用いられており，例えば，ドイツ，フランスに

おいて，一件記録が裁判所に提出されるものの，それ自体は原則として証拠とならないのと異な

る。
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前記参考人・被疑者の取調べの録音・録画に関する指令の付録３の注釈では，

検察官の同意により，取調べを録音・録画しないことができる場合が認められて

おり，検察官が録音・録画をしないことに同意する場合として，参考人が脅迫さ

れている場合が例示されている。

また，検事総長評議会が，コンピュータ・センターが１つ以上故障しているな

どの場合に，録音・録画の手続の規定を実施することはできないとして，録音・

録画の義務を免除する場合もある。

録音・録画義務を実施しなかった場合に，供述内容を記載した報告書（供述調

書）の証拠能力がどうなるかについては特段の規定はなく，証拠能力を認めるか

どうかは，裁判官が判断することになる。

３ 取調べの録音・録画の記録の公判段階における取扱い等

警察官は，取調べを行った場合には，報告書（供述調書）を作成することとさ

れているところ，この報告書は，検察官が捜査記録から選別した他の証拠ととも

に，検察官によって事件記録（裁判記録）*に編てつされ，裁判所に提出される

（なお，当該報告書は，被疑者の署名がなくても，警察官の署名があれば，証拠

として裁判所に提出できる。）。

取調べの録音・録画記録は，必ずしも事件記録の一部となるわけではない。証

拠は，あくまでも当該報告書であって，録音・録画記録を事件記録の一部とする

か否かは裁判官の判断次第であり，裁判官は，公開の法廷において録音・録画記

録を再生して視聴することもできるし，公開しないで裁判官の部屋で視聴するこ

ともできる。なお，取調べの録音・録画記録の実質証拠としての利用を制限する

規定はないものの，実務上は，後記のとおり，報告書（供述調書）が証拠として

取り調べられることがほとんどである。

第４ 取調べの録音・録画制度の運用状況等

１ 録音・録画機材の形状，設置状況，操作方法等（別紙１，２の写真参照）

現在，オランダ全体で約３８０の録音用取調室と約３０の録画用取調室が整備

されている。また，児童参考人の取調べに利用するカメラ等を備えた児童用スタ

ジオは，オランダ全体で１１か所に設置されている。

取調室には中央のサーバとつながっているパソコンが置かれており，録音・録

画記録は，中央のサーバにデジタルデータとして保存される。録音をするための

マイクは，取調室の壁や天井に設置されている。録画用の取調室のカメラは，一
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室に４～５台設置されている。取調べの録音・録画は，取調室の取調官が手元の

スイッチで開始・停止を行う。また，録画用の取調室の隣にはコントロール室が

あり，そこには取調室の様子を映すモニターがあり，カメラの切替えや向きの変

更，ズーム等もコントロール室から行うことができる。取調室のパソコンは，報

告書（供述調書）を作成するのみならず，コントロール室のパソコンとつながっ

ていて，捜査主任等のコントロール室にいる者とチャットすることができ，コン

トロール室にいる捜査主任が取調官に対して新たに質問した方がいい事項を指示

したり，取調官が事件記録の確認を行いたいときにコントロール室に問い合わせ

たりすることが可能である。

２ 被疑者取調べの実情及び録音・録画の実施状況

(1) 被疑者取調べの実情

オランダにおいては，取調べの目的は，事案の真相の解明にあるとされ，警

察官は，被疑者に真実を語らせるよう努めるのであるが，現実には，軽微な犯

罪や日常的な犯罪を除くと，取調べにより被疑者が自白することはほとんどな

いと考えられている。実際の取調べにおいて重要なのは，被疑者が自白しよう

がしまいが，被疑者が語るストーリーを確認することである。このような実情

には，供述証拠以外の証拠の収集がより重視されており，その方法が充実して

いるという背景がある。

事件にもよるが，取調べは複数回行われるようである。重大事件の場合，最

初の警察留置の期間中は毎日取り調べるが，勾留後は必要に応じて取り調べる

ようである。

(2) 取調べの録音・録画の実施状況

ハーグ警察管内における２０１０年９月１日から２０１１年２月１５日まで

の約５か月半の実施回数のデータは，以下のとおりである。

まず，取調べの録音・録画の実施回数の合計は８８３回で，その内訳は，録

音が６６２回，録画が２２１回となっている。取調べ対象者別に分類すると，

被疑者が４３０回，目撃者等が２７５回，告訴人が１７８回となっていた。義

務付けられていないが，選択的に録音又は録画を実施したものが９６回あり，

うち８１回が検察官の指示，１５回が警察の捜査主任官の決定によるものであ

った。

次に，ハーグ警察管内において，録音・録画の実施件数が最も多い犯罪は，

故殺の合計１８１回（録音１２３回，録画５８回）で，うち９９回が被疑者取

調べであった。２番目に多い犯罪は強姦であり，合計１１６回（録音９０回，

録画２６回），うち被疑者３０回，目撃者等３９回，告訴人４７回であった。

３ 記録媒体の取扱い状況

記録媒体は，原則として，検察官が作成して裁判所に提出する事件記録（裁判

記録）には含まれず，事件記録に含まれて証拠となるのは，報告書（供述調書）
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である。裁判所に提出する事件記録から外すことにより，弁護人へ録音・録画を

保存した媒体を交付せずにすみ，データの流出を防止している。

裁判官は，検察官が持参した記録媒体を用いて，裁判所内の自室等で視聴する

ことができるし，また，公開の法廷で視聴することもあり得るが，実務的には，

全部を視聴するということはない。証拠である報告書（供述調書）は裁判官の手

元にあるが，裁判官は，これを弾劾するような取調べの場面があるならば，弁護

人にその部分を特定させ，その部分だけ視聴する。

そして，公判で証拠となるのは，あくまでも報告書（供述調書）であり，これ

を補足するために録音・録画を視聴して確認することがあるというにすぎず，原

則として，録音・録画記録の反訳を作成して提出する必要はないが，取調べの都

度必ず報告書（供述調書）を作成しなければならず，その作成の仕方によっては

反訳に近い形になり得る。取調べを録音・録画した場合の報告書（供述調書）が

要約型・逐語型のどちらで作られているかについては，まだ試行錯誤が繰り返さ

れているようである。

証拠開示については，捜査段階，起訴後にわたり，全て検察官の判断において

行われる。裁判所に提出する証拠は，全て弁護側にも提供されなければならない

ところ，通常，起訴後，裁判所に提出する証拠と同じものが弁護人にも提供され

る。検察官は，捜査の状況を見極めながら，起訴前でも弁護人の要請に応じて証

拠を開示することができるが，起訴前に証拠を開示するケースはそれほど多くな

く，取調べの録音・録画につき起訴前に開示されることは，ほとんどないという。

４ 録音・録画の実施による実務への影響

録音・録画の実施によるメリットとしては，取調べの過程の透明性が高まるこ

とにより，報告書（供述調書）の内容の正確性が担保され，その点に関する事後

的な検証も可能となることが挙げられる。すなわち，公判段階で被疑者の供述が

正確に録取されているかどうかが争いになる場合も当然あり得るが，仮に争われ

たとしても，弁護人に取調べの場面を録音・録画したものを視聴させれば，報告

書（供述調書）がそのとおり作成されていることを確認でき，深刻な争いとなら

ずにすむことになる。さらに，警察・検察ひいては刑事司法制度が国民からの信

頼を維持することに大きな意義があると強調する検事もいた。

これに対し，デメリットとしては，①設備に関して，特に録画用取調室は十分

な数があるとはいえず，事件が重なったり装置が故障したりしたときに不都合が

生じること，②遺族，被害者等に対しても，警察施設に足を運んでもらうよう依

頼し，録音・録画の設備がある取調室で話を聞くことになり，被害者・遺族等の

配慮に欠ける可能性があることなどが挙げられる。

現在，取調べは，警察学校等による研修に従って，重大事件については質問事

項を含めて十分に準備してから行われており，また，取調べが録音・録画される

ことは当然の前提として，取調べが組み立てられている。取調べの録音・録画を
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導入してから取調べの手法が変わったということはなく，捜査官にとっては，ス

キーダム公園殺人事件等の反省を踏まえて，取調べに関する研修を強化してその

手法を確立し，それに従ってきちんと取調べを実施し，そのことを録音・録画に

よっても確認しているという意識がある。

複数の警察官，検察官から聴取したところ，録音・録画の制度それ自体によっ

て，被疑者が自白するかどうかに影響はないとの意見であった（むしろ，自白す

る者の割合が減少してきたのは，逮捕された被疑者が取調べ開始前に弁護人に相

談できる権利が保障されたことの影響ではないかという者もいた。）。このこと

は，現場の警察官や検察官が，被疑者が自白（真相を供述）するはずがないと考

えていることと関係しているものと考えられる。

第５ 取調べ及びそれ以外の捜査手法による証拠収集の実情

１ 取調べ以外の捜査手法の概要

(1) 供述証拠以外の証拠を獲得するための新捜査手法について

ア 捜査のための特別権限法（Wet BOB）

オランダでは，供述証拠以外の証拠獲得のための捜査が被疑者取調べより

も重視されており，そのような証拠を獲得するための捜査手法が充実してい

る。

２０００年２月１日，犯罪捜査の手法を標準化するとともに改善する目的

で制定された，オランダ刑事訴訟法を改正する「捜査のための特別権限法」

（Wet BOB＝Wet Bijzondere opsporingsbevoegdheden,Special Powers of I

nvestigation Act）が施行された。Wet BOBは，同法施行前に行われていた

捜査手法の法的根拠を明確にするとともに，標準化・改善するものである。

同法によれば，検察官は，検察官の発した令状により，同法に規定されてい

る捜査のための特別権限（後記イないしエはその主要なものである。）を行

使することができる。

イ 通信傍受・会話傍受

オランダでは，電話の通信傍受を日常的な捜査手法として活用しており，

２００８年のデータでは，検察官が令状を発付した傍受対象の電話番号の数

は，２万６４２５に及ぶ。そのうち９０％が携帯電話で，１０％が固定電話

である。期間中，平均１日当たり１９４６本の電話が傍受されていた。そし

て，ひとたび予審判事の許可を得れば（緊急の場合，予審判事の許可は，口

頭で得ることもできる。），その後，通信傍受のために令状を発付するのは

検察官である。通信傍受は，電話のみならず，電子メール，インターネット

等も対象となっている。

また，検察官は，予審判事の許可を得た後に，自ら令状を発して，居宅や，

刑務所の居室を含む居宅と同等の場所において，技術的装置を用いて会話を
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録音することができるが，この場合は，中央審査委員会（ＣＴＣ。検察と警

察のメンバーで構成されている。）と協議し，検事総長評議会の同意を得る

ことが義務付けられている。そして，取り分け個人の居宅の秘密会話を録音

するには，８年以上の拘禁刑に当たる罪の事案であって，捜査の緊急性があ

ることが必要である。２００８年のＣＴＣ年間報告書によると，ＣＴＣが２

００８年の１年間に新たに協議を受けた件数は４２件に及び，うち３２件は

刑務所における会話傍受であり，１０件が居宅におけるものであった。

ウ 「監視」（surveilance）

「監視」とは，組織的に人を追尾し，又は組織的に人の所在を観察するこ

とを意味する。例えば，当該人物の生活の一定の側面について，何日にもわ

たり観察チームによって観察することがこれに当たる。もっとも，職場のビ

ルや倉庫といった施錠された建造物の内部を監視することはできるが，個人

の居宅の監視は許されない。組織的な観察には，カメラ，ビデオカメラ，発

信機等が用いられる。

エ おとり取引・サービス(pseudo purchase/service)，潜入捜査

おとり取引・サービスとは，被疑者からの物品の購入又は被疑者に対する

サービスの提供を意味する。これは，捜査官が犯罪が発生するような方向で

被疑者に接するもので，その者が犯罪を既に計画している場合を除き，犯罪

の実行を唆すことはできないと解されている（「タロン基準」という。我が

国の分類でいう「機会提供型」に当たる。）。警察官が密売人から薬物を購

入することが典型的な例である。

他方，潜入捜査とは，犯罪を計画し又は既に犯罪を犯したと考えられる者

らの集団に参加し又はこれと協力することを意味する。潜入捜査官には，前

記「タロン基準」が適用されるため，潜入捜査官が犯罪の実行に加担するこ

とは可能だが，自らこれを発案したり唆したりすることはできない。潜入捜

査は，薬物・武器取引，イデオロギー犯罪等に利用されている。

潜入捜査は，原則として，警察官により行われるが，おとり取引・サービ

ス，潜入捜査のいずれについても，検察官が，警察官による実施は不可能で

あると判断した場合，例外的に民間人を使用して実施できる。

警察の潜入捜査，民間人の潜入捜査，民間人のおとり取引・サービスのう

ちの一定の場合には，ＣＴＣとの協議と，検事総長評議会の同意を得ること

が義務付けられている。

ＣＴＣ年間報告書によると，２００１年から２００８年までの間に新たに

警察官の潜入捜査の協議を受けた件数は，合計で３１件であり，２００８年

にＣＴＣとの協議が義務付けられている民間人のおとり取引・サービスの件

数は，１件であった。警察官のおとり取引・サービスについては，ＣＴＣと

の協議も不要であり，国家警察レベルのみならず，地元警察の警察官によっ
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ても実施されている。

オ Wet BOB以外の手法

(ｱ) ＣＣＴＶ（防犯カメラ）

視察先のハーグ警察本部では，特別な訓練を受けている２４名の警察官

のチームが，約５００の固定防犯カメラの映像を管理するモニター室にお

いて，毎日２４時間体制で監視できるように，交替制で監視に当たってい

た。

(ｲ) ＤＮＡ型データベース

２００５年２月１日に施行された「有罪となった者のＤＮＡ検査に関す

る法」により，４年以上の拘禁刑に当たる罪等で有罪となった者は，ＤＮ

Ａ細胞を提供する義務を負う。ＤＮＡ採取は，検察官の発する令状に基づ

き，有罪判決を受け，令状に記載された出頭場所に出頭した者に対して，

綿棒を用いて口腔内粘膜から採取する方法で行われる。ＤＮＡデータは，

オランダの犯罪科学研究所（ＮＦＩ）の管理するＤＮＡ型データベースに

登録され，６年以上の拘禁刑に当たる罪であればＤＮＡ型データを３０年

間保存し，６年未満の拘禁刑に当たる罪であれば２０年を超えない期間保

存することとされている。

(2) 供述証拠を獲得するための新捜査手法について

ア 王冠証人

王冠証人とは，別の被疑者に関して証言することと引替えに当の証人につ

き進行中の刑事手続において求刑の軽減を保証する制度であり，２００６年

４月１日から正式に法制化された（刑法４４a条，刑事訴訟法２２６g～２２

６l条）。その内容は，勾留可能な犯罪で組織的なものあるいは重大な別の犯

罪と関連するもの，又は８年以上の拘禁刑に当たる罪について証言する場合

を対象とし，犯罪予防も含め事実探知が緊急的に必要であり，求刑の軽減を

約束する以外に訴追できるほどの証言を得ることができない場合にのみ，検

察官はこれを約束することができるというものである。理論的には，裁判官

が，検察官と対象者との間の求刑の合意内容に納得できない場合，検察官の

求刑より高い判決を言い渡してしまうこともあり得るが，一般に，大部分の

裁判官の判決は，検察官の求刑とさほど違わない。２００８年のＣＴＣ年間

報告書によると，王冠証人の件数は，２００６年３件，２００７年４件，２

００８年２件と推移している。

イ 証人保護プログラム

証人保護プログラムは，証言することで極めて危険な状態にさらされる証

人について，異なる身分を与えたり，外国における新たな生活を提供するな

どして報復等から保護するものである。王冠証人等と併せて法整備され，２

００６年４月１日から法律上の制度となった。検事総長評議会が証人保護プ
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ログラムの実施を命ずると，国家検察庁（特定の裁判所に対応しているもの

ではなく，主に国家規模の，あるいは海外と関係する重大な組織犯罪事件の

捜査・訴追を所管している検察庁）の検察官は，保護対象者との間の合意事

項について書面を作成する。保護期間や義務，対象者が義務に従わなかった

場合の効果等についても契約内容に含まれる。契約書面は，保護対象者と国

の代理人としての国家検察庁の検察官とが署名する。

証人保護プログラムの対象者は，ほとんどの場合，国外で生活することと

なる。証人保護プログラムの対象者は，犯罪者であることが多いが，純粋に

犯罪と無縁の証人を保護するケースもある。

２ 取調べ（供述の獲得）に依存しない捜査の実情の具体的事例

(1) 麻薬取引等の組織犯罪

オランダにおいては，警察官・検察官の実感として，軽微な犯罪，日常的な

事件を除くと，被疑者が自白することはほとんどない。とりわけ，麻薬取引等

の組織犯罪の被疑者は，まず事件について供述することはない。

国家検察庁の麻薬取引捜査担当検察官によれば，同庁の取り扱う麻薬取引の

事件は，通常６か月以上の大規模な捜査を遂げ，被疑者を逮捕したときには，

起訴するのに十分な証拠を揃えていることがほとんどである。このような事件

においては，長期間に及ぶ大規模捜査の間に収集した通信傍受等を駆使して収

集した客観的証拠，その間の警察官の捜査報告書（供述書）を中心として公判

における立証を進めていくのであり，取調べは証拠収集の手段として重要視さ

れていない。

(2) テロ犯罪等

テロ犯罪や，動物愛護極左団体による犯罪についても，被疑者が自白するこ

とはほとんどなく，ノーコメントを貫き通すので，通信傍受や潜入捜査を用い

て長期間捜査することが通常であり，取調べに依存した捜査は行われていない。
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取調べの録音・録画を行う場所

【写真１】 録画用の取調室の例

被疑者を映す このパソコン

カメラ で調書を作成す

るほか，コント

ロール室とチャ

ットする

手前側に取調官が，奥側に被疑者がそれぞれ座る。部屋の天井付近には部屋全体

を映すカメラと取調官を映すカメラが設置されている。

【写真２】 録音用取調室の例

被疑者側の壁側

にマイクが設置

されている パソコンを使用

して録音操作，

供述調書の作成

等を行う

手前側に取調官が，奥に被疑者がそれぞれ座る。

別紙１
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児童用録画スタジオ

【写真３】

カメラ

このモニター

を用いて証拠

等を示すこと

もできる

手前側に取調官が，奥側に児童参考人がそれぞれ座る。段差を設けているのは目

線を同じにするためである。マイクが天井に設置されている。また，天井付近の壁

にもカメラが設置されている。

別紙２
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第７章 オーストラリア

第１ オーストラリアにおける刑事司法制度の概要等

１ 連邦制と刑事司法制度

オーストラリアは６つの州及び複数の特別地域で構成される連邦制国家であ

る。同国では，殺人等の一般刑法犯は，州法上の犯罪として州の刑事司法制度

で処理されるが，連邦政府に対する詐欺，重大な薬物犯罪，テロリズム犯罪等

については，連邦法上の犯罪として，連邦の捜査機関が捜査を行っている（裁

判については基本的に州裁判所が担当する。）。

なお，本稿では，調査対象としたオーストラリア連邦，ニューサウスウェー

ルズ州及びヴィクトリア州（以下，「連邦・調査対象州」ということがある。）

の法制度・運用状況等を中心として言及することとする。

２ 捜査手続の概要等

オーストラリアには，連邦警察，州警察のほか，いくつかの特別の捜査機関

があるが，検察官は，連邦・州ともに，訴追や公判活動を行うだけであり，被

疑者の取調べを含めて捜査を行うことはない。

同国における逮捕は大部分が無令状逮捕であり，捜査機関は，原則として，

４時間（移動時間や取調べに立ち会う弁護人を待つ時間等は制限時間の計算上

除外される。１８歳未満の者等については２時間）以内に被疑者を釈放するか，

治安判事等の下に出頭させなければならない。もっとも，重大犯罪（法定刑が

長期１２か月を超える拘禁刑である犯罪）については，捜査上の必要性等があ

る場合には，治安判事等に請求して，１回に限り，最長で８時間の延長を求め

ることができる（実務上は，捜査上の必要性を疎明すれば，延長が認められる

ことが多い。）。

同国では，弁護人立会権が法律で規定されており，捜査官は，弁護人が取調

べに不合理に干渉しない限り，弁護人が取調べに立ち会い，被疑者に助言を与

えることを許さなければならないとされている。もっとも，実際に取調べに立

ち会う弁護人は多くはなく（例えば，デイヴィッド・ディクソン教授が調査研

究の対象としたニューサウスウェールズ州における１９９７年から１９９９年

までの間の被疑者取調べの録音・録画ビデオ２６２本のうち，取調べに弁護人

が立ち会っていたものは２本のみであったとのことである。），その理由につ

いては，取調状況が録音・録画により客観的に記録されることから，あえて立

ち会う必要性に乏しいと判断する弁護人も多く，資力のある被疑者から雇われ

た弁護人は立ち会うことも多いものの，そうでない弁護人は，多くの時間を費

やしてまで取調べに立ち会うことはしないのではないかとの指摘もなされてい

る。

３ 訴追，公判手続の概要等
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(1) 簡易手続犯罪と正式起訴犯罪

オーストラリアでは，犯罪は，簡易手続犯罪（比較的軽微であって簡易・

迅速に大量処理がなされるもの）と正式起訴犯罪（比較的重大で陪審裁判の

対象となるもの）に大別され，簡易手続犯罪は，治安判事裁判所（地域裁判

所と呼ぶ州もある。）で審理され，正式起訴犯罪は最高裁判所あるいは地区

裁判所（郡裁判所と呼ぶ州もある。）で審理される。２００８年度は，オー

ストラリア全土の終局総人員数６９万５３３１人のうち６７万８１２４人

（９７．５パーセント）が治安判事裁判所で処理されている。

(2) 訴追開始及び検察官による訴追判断

警察官が，訴追開始状と呼ばれる書面を治安判事裁判所に提出することに

よって犯罪の訴追がなされる。なお，正式起訴犯罪では，警察から検察庁に

事件が送致され，検察官において，証拠関係等を検討し，有罪獲得の合理的

な見込みがあって，訴追が公益に資すると判断した場合，正式起訴状を提出

することとなる。

(3) 公判手続

簡易手続犯罪の場合，警察内部の訴追担当官が訴訟追行するのに対し，正

式起訴犯罪の場合，検察官がこれを担当する。

他の英米法系諸国と同じく，事実認定手続と量刑手続が分離されており，

簡易手続犯罪か正式起訴犯罪かを問わず，被告人が有罪答弁をした場合は，

事実審理を行うことはなく有罪判決が言い渡され，量刑手続に移行する。

無罪答弁がなされた場合，簡易公判手続犯罪においては，治安判事が簡易

公判手続によって事実審理を行うのに対し，正式起訴犯罪においては，訴訟

係属後，治安判事裁判所において公判付託審理（治安判事が，検察官等から

請求された証拠に基づき，事件を公判に付託するに足りる証拠があるか否か

を審査する手続）が行われる。治安判事は，公判に付託するに足りる証拠が

あると認めた場合には，事件を地区裁判所又は最高裁判所における公判に付

託する旨の決定を行い，陪審裁判による事実審理が行われる（なお，連邦及

びヴィクトリア州では裁判官裁判の選択は認められないが，ニューサウスウ

ェールズ州では，被告人の同意により裁判官裁判を選択することが認められ

ている。）。

第２ 取調べの録音・録画制度

１ 制度が導入された経緯

オーストラリアにおいて，被疑者取調べの録音・録画制度が導入されたのは

１９８０年代から１９９０年代にかけてのことである。

従来，被疑者の供述内容については，被疑者の署名のある供述調書によって

立証するほか，このような調書が作成されていない場合にあっても取調官が取

調べにおける被疑者の供述内容を証言することによって立証することが許され
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ていた。ところが，一部の警察官が，これを悪用し，被疑者が取調べで自白し

た旨の偽証を行い有罪を獲得する行為を行っていたことが判明したことから，

その後，刑事公判において，警察によって自白がねつ造された旨の主張が度々

なされることとなり，自白を巡る審理による公判遅延の弊害が問題視されるよ

うになってきた上，一部の州では，警察官の証言が信用されず，自白の証拠能

力が認められない結果，無罪判決が相次ぐ事態になった（中でも，１９９１年，

連邦最高裁判所は，いわゆるマッキニー判決において，たとえ被告人の署名の

ある自白の供述調書があった場合でも，自白状況について機械的記録等の信頼

できる裏付け証拠がない場合には，裁判官が陪審員に対する説示において，自

白のみに基づいて有罪認定するには慎重であるべきことを説明しなければなら

ないという実務上のルールを創設したが，これは，取調べの録音・録画がなさ

れていない自白を証拠として用いることを実質的に不可能にするものとして，

オーストラリアにおける取調べの録音・録画制度の導入を不可避なものとした

判決であると言われている。）。このような背景事情から，自白内容や取調べ

状況について客観的・機械的記録を作成し，自白を巡る争いを減少させるとと

もに，取調べの適正確保を図り，正確な供述内容に基づいた適正な審理が行わ

れるようにするべきとの要請が強まり，警察の運用又は立法によって，被疑者

取調べの録音・録画が実施されていくこととなった。すなわち，連邦において

は，１９９１年，録音・録画による機械的記録がなされていない自白には原則

として証拠能力を認めない旨の規定を新設する刑法改正により，被疑者取調べ

の録音・録画制度が導入された。ヴィクトリア州では，１９８８年に，正式起

訴犯罪について，連邦と同様の規定を新設する刑法改正がなされた。ニューサ

ウスウェールズ州では，１９９１年に，警察の運用により，取調べの録音・録

画が実施され，１９９５年に，正式起訴犯罪について，連邦と同様の規定を新

設する刑法改正がなされた。

２ 制度の概要等

(1) 法律の規定

連邦・調査対象州においては，いずれも，上記のとおり，被疑者取調べの

録音・録画制度は法律により定められている。その規定の仕方は，英国のよ

うに，取調べにおいて録音を行うことを捜査機関に直接義務付ける形式では

なく，録音・録画されていない自白の証拠能力を排除する形式で規定されて

いる。すなわち，連邦では，刑法において

○ 被疑者（逮捕されているか否かを問わない）の捜査官に対する自白又は

自認は，テープ記録（録音・録画その他の機械的記録）を行うことが合理

的に実行可能である状況の下で自白又は自認がなされた場合，取調べにお

ける被疑者に対する質問及びそれに対する被疑者の応答全てのテープ記録

がなされていない限り，証拠能力を有しない。

旨規定されている（１９１４年刑法２３Ⅴ条(1)(a)）。ニューサウスウェー
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ルズ州，ヴィクトリア州においても，同様の形式で規定されている（なお，

連邦・調査対象州のいずれも，記録方法が録音のみであっても前記規定の要

件を充足する。）。

前記の規定方法を選択した理由や経緯が分かる明確な資料等は不見当であ

るが，オーストラリアでは，従来，裁判官が，証拠排除に関する広い裁量権

を背景に，警察に対して，捜査を規律するルールである裁判官準則を示し，

証拠排除というサンクションによってこれを遵守させるという実務が機能し

てきたことから，これが取調べの録音・録画制度の規定の仕方にも自然と反

映されたとの指摘がある。

(2) 録音・録画の範囲

連邦の録音・録画規定は全ての連邦犯罪に適用される一方，ニューサウス

ウェールズ州，ヴィクトリア州の録音・録画規定は正式起訴犯罪にのみ適用

され，簡易手続犯罪について適用されない。これは，手続をより簡易・迅速

なものとする必要性がある上，この種犯罪については，実務上，警察署で取

調べを行うことなく事件を処理する場合も多く，これらの犯罪についても録

音・録画規定の適用を認めることは捜査機関に過重な負担を課すことにも

なって相当でないと考えられたからである。

連邦・調査対象州のいずれにおいても，録音・録画規定は，被疑者の身柄

拘束の有無を問わず，また取調べ場所が警察署であったか否かを問わずに適

用される（ただし，後記のとおり，警察署以外の場所で自白又は自認がなさ

れたため，設備がなく録音・録画が行われなかったという場合，一定の要件

で証拠能力が認められる例外規定がある。）。

録音・録画すべき取調べの範囲に関する規定は，前記(1)に記載したとお

りであるが，判例上，被疑者について複数回の取調べが行われた場合，全て

の回の取調べが録音・録画されていなくとも，証拠請求に係る自白又は自認

等がなされた回の取調べの全てが録音・録画されているのであれば，録音・

録画規定の要件に欠けるところはないとされている。

(3) 取調べの録音・録画の例外

連邦では

(a) 録音・録画を行うことが実際上困難な状況で自白又は自認が得られた場

合において，当該自白又は自認について書面による記録を作成した上，こ

の書面による記録について，あらかじめ誤りや記載漏れをいつでも訂正で

きる旨告げた上で読み聞かせ，その読み聞かせの状況について録音・録画

記録が作成された場合（１９１４年刑法２３Ⅴ条(1)(b)）

(b) 自白若しくは自認又は追認（前記(a)記載の手続）の録音・録画記録が

作成されなかった場合において，裁判所が，その理由等を考慮し，当該事

案の特別な状況の下で，当該証拠の採用を許容することが正義の利益に反

しないと認めるとき（１９１４年刑法２３Ⅴ条(5））
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には，例外的に自白等の証拠能力を認めることができるものと規定されてお

り，ニューサウスウェールズ州，ヴィクトリア州においても，同様の例外規

定が設けられている。

これは，捜査実務上，録音・録画設備のある警察署での取調べに先だって，

逮捕現場や警察署への連行中などに被疑者が重要な自白又は自認をすること

が少なくなく，録音・録画がなされていないことのみを理由として，このよ

うな自白等の証拠能力を一切認めないこととすれば，犯罪の捜査や立証に過

度の負担を負わせることになると考えられたからである（この点，(a)の例

外規定の適用はしばしば見られるものの，(b)の例外規定が適用されること

は極めてまれのようである。）。

(4) 録音・録画記録媒体の証拠としての位置付け

被疑者取調べの録音・録画がなされる場合，供述調書は作成されず，通常，

録音・録画記録によって，自白その他取調べにおける被疑者の供述内容を立

証するのが通常である。録音・録画記録を実質証拠として利用することを制

限する規定はなく（なお，連邦・調査対象州が採用している統一証拠法の８

６条には，捜査官又は捜査官を代理する者が作成した文書は，被告人（ある

いは被疑者。以下同じ。）が内容の真正を承認しない限り，捜査官と被告人

の質疑応答内容を立証する証拠として用いることができない旨規定されてい

る一方，同文書には録音・録画記録又はその筆記録は含まれない旨規定され

ており，録音・録画記録を実質証拠として使用することが排除されていな

い。），実務上，取調べの録音・録画記録は，公判において，自白・自認の

みならずそれ以外の供述・弁解内容も含め，被疑者の供述内容の立証に用い

られている。

(5) 録音・録画がなされなかった場合の効果

自白又は自認について録音・録画がなされなかった場合，上記例外規定の

適用が認められない限り，自白又は自認の証拠能力が否定される。証拠能力

が否定される場合において，自白の派生証拠，例えば，当該自白に基づいて

発見された物証の証拠能力については，統一証拠法１３８条１項の規定（不

当又は違法な収集証拠及び不当又は違法な行為の結果として得られた証拠に

ついては，当該証拠を許容することの利点がそのような不当・違法な方法で

得られた証拠を許容することの弊害を上回る場合を除いて，証拠能力がない

旨）に基づいて，裁判官が，個別の事案ごとに裁量的に判断することになる。

第３ 被疑者取調べの実情及び録音・録画制度の運用状況等

１ 被疑者取調べの実情

(1) 警察官は，原則として録音・録画設備のある警察署の取調室で取り調べる。

被疑者を逮捕する事件においては，１回だけ取調べを行うことが多い。

被疑者を逮捕して取調べを行ったものの，訴追を行うに足りる証拠が得ら
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れない場合は，被疑者を釈放することとなるが，その後の進展に応じ，被疑

者を再逮捕して（連邦・調査対象州では，同一犯罪事実での再逮捕が認めら

れている。）取調べをして，訴追に足りる証拠を収集できた場合には，その

段階で訴追を行うという捜査手法が採られることもあり，その場合には複数

回取調べが行われることとなる。例えば，事案が重大であり証拠収集も困難

を伴うが，被疑者に確たる住居があって逃亡のおそれもさほどない場合に，

被疑者を逮捕して取り調べて弁解を聴取した後，それに基づく裏付け捜査や

弁解排斥のための捜査を行った上で再逮捕する場合もあるようである。

取調べ時間に関する統計は不見当であったが，調査期間中に確認できた主

な事件の取調べ時間は下記のとおりである。

事案の概要 取調回数 取調べ時間

単純な万引き事件 １回 ３５分

２名共犯の車上荒らし。実行犯である被疑者は
単独犯であると主張し，見張り役の共犯者との共 １回 ４５分
謀を否認。

自白の盗品収受事件 １回 ２３分

同居人に対する傷害事件。暴行行為を加えたこ
とは自白するが，相手が先に攻撃してきたとして 不明 ７０分
正当防衛を主張（なお，本件については，公判で
無罪判決が言い渡された。）

顔見知りの被害女性宅に侵入してわいせつ行為 １回 １時間
に及んだ事案。被害女性の同意があったと否認。

女性被疑者が知人を殺害した事件。被疑者が弁
護人の助言に基づき，黙秘権を行使した事案。あ 不明 １０分
らゆる質問に対し供述を拒むことが明らかになっ
たとして短時間で取調べが終了。

男性被疑者が，路上で６０歳の女性に抱きつい ３０分（うち
て卑わいな言葉を浴びせた強制わいせつ事件。被 １０分以上は
疑者は，現場に行ったことも，被害女性との接点 １回 ＤＮＡサンプ
も一切否認し，その余の質問については，「ノー ル採取のため
コメント」と回答。 の説明）

(2) オーストラリアにおける被疑者取調べについては，次のような特徴的な点

を指摘することができる。

○ 取調べの目的は，犯罪事実に関する被疑者の言い分を聴取することにあ
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り，なにがしかの不利益供述を得られるか，そうでなくとも被疑者の言い

分・弁解を固定化して，その不自然な点や不合理性を公判で明らかにする

ことが重要であると考えられている。

○ 基本的に被疑者に真実を供述するよう説得することはなく，良心や反省

に訴えかけて自白を求めるというやり方は行われていない。被疑者の反省

状況や被害者に対する謝罪の念について聞くこともない。

○ 威圧的な取調べであるとのそしりを避けるため発問には細心の注意を払

う。例えば，目撃者の供述や証拠物を示すなどして被疑者の供述を弾劾す

る場合，２・３回程度は同じ点についての質問を繰り返すことはあるが，

５回も同じ点を追及していると，威圧的な質問とみられて任意性が否定さ

れるおそれがあるので，質問を変える。

○ 「真実を話した方があなたにとって良い。」というような説得の仕方を

することは，利益誘導であるととられるおそれがあるので避ける。

オーストラリアでは，短時間であっても比較的ポイントを絞った取調べが

なされているが，我が国の取調べとは異なり，取調べにおいて自白の獲得を

重視するというよりも，被疑者の言い分を聴取してこれを固定化させること

に重点が置かれているようである。

２ 録音・録画の運用状況

(1) 録音・録画の実施件数に関する統計等は見当たらなかったが，録音・録画

規定の対象犯罪について，機械の故障等の場合を除けば，取調べの録音・録

画がなされない事例は極めてまれのようである。

(2) 録音・録画の下での取調べにおいては，冒頭，黙秘権や弁護人等への連絡

権等の告知を行うとともに，取調べを録音・録画することを説明し，それに

ついての被疑者の同意を得た上で取調べを始める。

連邦・調査対象州のいずれにおいても，録音・録画についての被疑者の同

意の要否に関する規定は見当たらないが，実務上は，被疑者の同意を得た上

で録音・録画を行うという運用がなされており，被疑者が録音・録画を拒絶

した場合には，その場面を録音・録画するよう努め，拒絶する場面の録音・

録画も拒む場合には，録音・録画を断念しているようである。

もっとも，録音・録画を拒否する被疑者はそれほど多くなく，むしろ，あ

らゆる質問に対して，「ノーコメント。」，「答えたくない。」との返答をして，

実質的に黙秘権を行使する被疑者が多いようである（ヒアリングをした実務

家の１人は，「連邦犯罪の被疑者の９割は何も話をしない。」旨述べていた。）。

(3) 録音・録画記録は，取調べの際に同時に３枚のＤＶＤディスクに作成され，

１枚は被疑者に交付され，１枚は警察署に保管する控えとされ，１枚は事件

記録の一部となる。

公判では，被疑者取調べのＤＶＤが再生される場合，全部再生することが
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多く，事案によっては，数時間に及ぶものがあり，この場合，陪審員の集中

力がとぎれることのないよう，何度か休廷しつつ，再生を行う。なお，被告

人が，無罪答弁をして，ＤＶＤを使用する必要が生じた時点で，録音・録画

の筆記録が作成されることが多く，筆記録が作成された場合には７日以内に

被告人又は弁護人に交付すべきものとされている。公判においては，この筆

記録が裁判官や陪審員に交付され，ＤＶＤが再生される場合の補助資料とし

て活用されている。

捜査段階で自白していた事件は，有罪答弁によって量刑手続に移行するこ

とが多いため，ＤＶＤが公判で再生されるのは，捜査段階においても被疑者

が否認していた事件が多数を占める。それにもかかわらず，検察官が，ＤＶ

Ｄを証拠調べ請求するのは，被疑者が嘘の供述をしている状況を録音・録画

記録で陪審員に見せることが立証上相当程度有効であると考えられているか

らである。

(4) 録音・録画制度に対する評価

録音・録画制度の導入により，自白のねつ造などの主張がなされることは

なくなり，自白の証拠能力を巡る争いが激減し，有罪答弁が増加したと評価

されており，この点について特段の異論も見られなかった。

録音・録画制度の導入に伴う取調べの自白獲得機能への影響について，追

及的な取調べが行われなくなり，自白獲得は困難になったとの見解も見られ

たが，オーストラリアでは，そもそも捜査において自白獲得が重視されなく

なってきたことや，同制度が実務上も定着していることもあり，実務家の中

でこの制度を否定的に評価する見解は少ないようである。

第４ 取調べ以外の特徴的な捜査手法等

オーストラリアにおいては，取調べ以外の強力な捜査手法，特に密行捜査と

呼ばれる通信傍受，監視機器，潜入捜査等に関する法制が整備されており，活

発に活用されている。

１ 通信傍受

重大犯罪の捜査のために，裁判官等の発する通信傍受令状に基づいて電話又

は電子メール等を傍受することができる（１９７９年通信傍受及びアクセス

法）。対象犯罪は，法定刑が長期７年以上の犯罪を含んでおり，非常に広汎で

ある。通信傍受令状には，特定の電話番号や電子メールアカウント等を対象と

する通信サービス令状と，特定の人が行う一切の通信を対象とする被指名者令

状がある。

さらに，前記重大犯罪を含む法定刑が長期３年以上の犯罪等の捜査のため，

裁判官等が発する保存通信令状に基づき，通信業者が管理・所有する機器に保

存されたヴォイスメッセージや電子メールデータ等の通信データにアクセス

（視聴・記録）することができる。
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２００９年７月から２０１０年６月までの間に，通信傍受令状の請求件数は，

連邦の捜査機関において，計８５２件（うち８５１件発付），ニューサウスウ

ェールズ州の捜査機関において，計１５１０件（うち１５０８件発付），ヴィ

クトリア州の捜査機関において，計３８８件（全件発付）であり，通信傍受に

よって得られた証拠に基づく逮捕人数は，連邦の捜査機関において，計１８８

人，ニューサウスウェールズ州の捜査機関において，計５６４人，ヴィクトリ

ア州の捜査機関において，計３７１人であって，重大薬物犯罪，殺人，テロ犯

罪，マネーローンダリング等の捜査に積極的に活用されている。

２ 監視装置（秘聴装置による会話傍受を含む。）

監視装置とは，対象者の行動や発言を何らかの方法により機械的に監視・記

録する装置を総称する概念であり，具体的には，秘聴装置（秘密録音・送信装

置），光学的監視装置（監視ビデオカメラ），追跡装置（位置情報を記録・送

信する装置），データ監視装置（コンピュータの入出力内容を記録・監視する

装置）を指す。監視装置の使用については，連邦では２００４年監視装置法，

ニューサウスウェールズ州では２００７年監視装置法，ヴィクトリア州では２

００４年監視装置法において，それぞれ規定されている。

捜査機関の職員は，犯罪（連邦においては法定刑が長期３年以上の連邦犯罪

等，ニューサウスウェールズ州及びヴィクトリア州においては全ての州法犯罪）

の捜査のため，裁判官から監視装置令状を得て，建物や車内を秘密録音し，あ

るいは，車や所持品等に追跡装置を据え付けて，その位置情報を記録・送信す

るなどの監視装置を使用した捜査を行っている。

２００９年７月から２０１０年６月までの間，連邦の捜査機関における監視

装置令状の請求件数は合計５１０件，ニューサウスウェールズ州の捜査機関に

おける同令状の請求件数は合計８４９件であった（ヴィクトリア州については，

統計資料不見当）。

３ 潜入捜査

潜入捜査とは，典型的には，捜査官が身分を秘匿して対象者と交際し，その

過程で知り得た犯罪又は犯罪組織に関する情報や録音等の方法で記録した発言

を犯罪立証の証拠に供する捜査手法をいう。このような潜入捜査の実施に関す

る法律として，①コントロールド・オペレーションに関する法律と②捜査官に

よる架空身分の使用に関する法律が定められている。①は，例えば捜査官が身

元を秘匿して薬物の売り手又は買い手を装って対象者との間で薬物取引を行う

など，捜査の過程において証拠収集の目的で犯罪行為に及ぶ（コントロールド

・オペレーション）場合に，当該捜査官が刑事責任を負わないとするものであ

り，②は，捜査官が真の身分とは異なる氏名，経歴等の人定事項を法的に取得

し，適法に架空身分を使用することができるようにするものであって，いずれ

も，捜査機関の長の承認によって実施される。

潜入捜査は，主として薬物犯罪，銃器犯罪において用いられる捜査手法であ
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り，２００９年７月から２０１０年６月までの１年間で，連邦の捜査機関にお

いて，９１件のコントロールド・オペレーションが実施され，７３件について

架空身分が付与されている。

４ 刑事免責等

重要証人（典型的には共犯者）の証言を確保する手段として，刑事免責付与

に関する法律が整備されている。具体的には，免責を与えられた者が行った証

言や提出された証拠について，当該者の刑事手続において証拠として用いるこ

とができないとするもの（使用免責）と，一定の行為について訴追しないこと

を保証した上で，証言や証拠提出を得るもの（訴追免責）が認められている。

なお，刑事免責とは別に，検察官が，量刑手続において，捜査協力をした者

について，その旨を書面で明らかにし，刑の減軽が得られるようにする制度も

ある。

刑事免責の付与は，免責対象者によって得られる証拠が被告人の有罪獲得又

は犯罪の全容立証のために必要不可欠であり，かつ，当該免責対象者が被告人

に比して責任が低いと合理的に認められる場合に限られており（連邦の訴追指

針），実際上も，慎重に活用されているようである。

５ 訴因交渉

米国における司法取引に類似した実務運用として，訴因交渉，すなわち，検

察官が，一定の場合，弁護人との交渉により，訴因選択上の一定の譲歩と引換

えに，被告人から有罪答弁を獲得する旨の合意をすることが認められている。

訴因交渉の可否・範囲については，連邦の訴追方針において基準が明文化され

ているが，検察官と弁護人との間の交渉は奨励されており，刑事手続のどの段

階でなされてもよく，検察官から持ち掛けることも認められている。

６ 新捜査手法の活用による捜査の転換

オーストラリアでは，事例１（「檻を揺らす」捜査），事例２（シナリオ捜

査）に見られるように，通信傍受，監視装置，潜入捜査等の捜査手法を組み合

わせることにより，我が国では考えられないような大胆な手法によって重大な

いし複雑困難な事案を解明している。

通信傍受，監視装置，潜入捜査等の新たな捜査手法に関する法整備は，組織

犯罪や薬物犯罪の脅威が増大し，より実効的な捜査手段が必要とされたという

社会的背景の下で進められたものであるが，これら新捜査手法に関する法整備

が，被疑者取調べの録音・録画制度の導入とほぼ時期を同じくしたことによっ

て，捜査全体の在り方が，自白獲得を目的とした追及的な取調べを中心とする

捜査から，整備された捜査手法を積極的に活用する捜査へと大きく転換したと

いうことがいえる。
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事例１（「檻を揺らす」捜査の例）

【事案の概要】

連続緊縛強盗事件の犯人２名が車両に乗車中，同事件の捜査に従事していた警

察官２名から職務質問を受けたため，逮捕を免れるため，所持していたけん銃で

警察官２名を射殺して逃走した事件。

【捜査経過】

現場に犯人使用車両の窓ガラスの破片が遺留されており，これがほぼ唯一の物

証であった。犯行直後に結成された特別捜査チームは，このガラス片から犯人使

用車両の車種を突き止め，国内に所在する同車種の車両（約２万５０００台）を

対象に捜査を行い，犯人使用車両の可能性のある車両１台（被疑者Ａの娘Ｃが登

録名義人）に絞り込んだ。そこで，同車両を押収して鑑定を行ったところ，犯人

使用車両と一致しないとの鑑定結果が出された（後に鑑定結果が誤りであると判

明）ため，捜査は一旦暗礁に乗り上げたかに見えた。

しかし，その後の捜査によって，Ａが地元の強盗グループのメンバーと親交が

あること，本件の数日後に，ＣとＢが２人で自動車修理店を訪ね，前記車両のガ

ラスを交換していたことが判明し，Ａに加えてＢが容疑者として浮上したことか

ら，州警察は，Ａ及びＢの電話，居宅，車両を対象として，通信傍受や秘聴装置

による継続的な監視を行った。これにより，両名が，本件捜査の進展に多大な関

心を示していること，本件について，独特の隠語を用いて話していることが判明

したが，決定的証拠となる発言を傍受するには至らなかった。

そこで，特別捜査チームは，いわゆる「檻を揺らす」手法を用いることとした。

すなわち，捜査員２名が，Ａの兄Ｄを突然訪問し，Ａに関する聞き込みを行った。

これに驚いたＤがＡにそのことを伝えたところ，Ａは，Ｄに対し，「捜査員は，

警官２名の件で来たに違いない。その件で使ったものはもう処分しているから大

丈夫だ。」と伝えた。このＡの発言は傍受されて証拠化された。この直後，Ａは，

家にいたＣに対して，「警察官をあと２人殺さないといけないな。」と述べた。

この発言は，Ａ方に設置されていた秘聴装置によって証拠化された。

州警察は，「檻を揺らす」手法の第２弾として，大々的な記者会見を開き，匿

名の情報提供者によって捜査が大幅に進展し，犯人の似顔絵を作成したとして，

Ｂによく似た似顔絵を作成して公表した。これはその報道に接したＡ及びＢが何

らかの反応を示すことを期待して行われた架空の内容のものであった。

Ａ及びＢは，この報道を知った後，本件捜査の進展を危惧する発言を多数行い，

この内容が通信傍受，あるいは秘聴装置によって記録化され，殺人によって逮捕

された。両名とも犯人性を否認したが，これらの証拠に基づいて訴追され，陪審

員は有罪の評決を下した。

別紙
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事例２（シナリオ捜査の例）

【捜査経過】

長期未解決の殺人事件について，容疑者が浮上しているものの決定的証拠に乏

しく，被疑者の自白を得なければ逮捕にこぎつけることは難しい状況にあった。

そこで，州警察は，被疑者を対象とした綿密なシナリオ捜査を実施することと

した。すなわち，一人の覆面捜査官が，偶然の出会いを装って，被疑者と知り合

い親交を深めた上で，被疑者を自己の属する「犯罪組織」に誘い，被疑者ととも

に，「犯罪」を繰り返し，被疑者に報酬を渡した。この「犯罪組織」は覆面捜査

官らによって構成された偽の犯罪組織であった。

やがて，覆面捜査官らは，被疑者を「犯罪組織」の正式メンバーとして誘い，

加入の条件として，組織のボスと対面し，組織に迷惑をかけるおそれがある過去

の犯罪事実等の事柄をすべて語るよう求めた上で，実際に，被疑者と「ボス」（別

の覆面捜査官）との面談の機会を設けた。被疑者は，この面談の際，「ボス」に

対して，かつて犯した殺人事件について，犯行状況を含め詳細に話した。

被疑者と「ボス」との前記面談における会話を含め，覆面捜査官と被疑者との

会話は，秘聴装置によって全て録音され，「ボス」との面談については，ビデオ

カメラによって録画もなされていた。

州警察は，これらの記録を証拠として被疑者を逮捕し，取調べにおいて，これ

ら録音・録画記録を示した。被疑者は，否認したが，これらの証拠を示された際

の被疑者の反応についても，取調べの録音・録画によって記録された。

【裁判経過】

被疑者は，有罪となった後，上訴して，「ボス」に対する自白の証拠能力を争っ

たが，連邦最高裁判所は，被疑者は誘引を受けて自白しているが，相手は捜査官

ではなく，犯罪組織のボスであるとの錯誤の下になされたものであり，被疑者の

意思が抑圧されたわけでもなければ，脅迫があったわけでもなく，自白の任意性

は失われないと判断した。

別紙
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第８章 韓国

第１ 韓国における刑事司法制度の概要等

１ 捜査手続の概要等

韓国では，刑訴法上，捜査の主催者は検事であり，司法警察官は検事の指揮

を受けて捜査又はその補助を行うとされ，独立した捜査権はない。司法警察官

は，逮捕状及び捜索･差押令状の請求権を持たず，強制捜査を行う必要があれ

ば，検事に対して令状請求を要請することができるにとどまる。

身柄拘束の手段としては，逮捕（通常逮捕，緊急逮捕，現行犯逮捕）と拘束

(我が国の勾留に相当）があるが，検事に限りこれらの令状を請求することが

できる。司法警察官又は検事が被疑者を逮捕した場合，４８時間以内に拘束令

状を請求しない限り被疑者を釈放しなければならない（いわゆる逮捕前置主義

はなく，逮捕せずに拘束することも可能である。）。司法警察官が逮捕した場

合は逮捕したときから，逮捕を経ずに拘束した場合は拘束したときから，それ

ぞれ１０日以内に検事に送致しなければならない。検事は，司法警察官から送

致を受けた場合は送致を受けたときから，検事自ら逮捕又は拘束した場合は逮

捕又は拘束したときから，それぞれ１０日以内に公訴を提起しない限り，被疑

者を釈放しなければならない。ただし，裁判官が捜査のために身柄拘束を継続

することが相当と判断した場合には，１回のみ最大１０日間の延長ができる。

このため，司法警察官が逮捕した場合は，警察で１０日間，検察で最大２０日

間の合計３０日間，身柄拘束が可能である。実務上，司法警察官は検察に事件

を送致した後は，被疑者の取調べをすることはない。

韓国では，国民が犯行の動機等の主観面を含めた真相解明を求める傾向が強

い上，実際には，客観証拠による裏付けも供述を得て初めて可能となる場合が

多く，主観面を含め，取調べ以外の手法のみで十分な証拠収集を図ることは困

難であると考えられていること，取調べによって初めて余罪等の事件の端緒が

得られる場合も多いことなどから，取調べは重要な捜査手法として認識され，

機能している。捜査機関において，被疑者の身柄拘束期間中，連日，長時間に

わたり取調べを行い，否認している被疑者を説得・追及して真実の供述を得よ

うと努めることも少なくない。

２ 事件数等

２００７年以降，検察における受理事件数は年間２００万件前後で推移して

いる。無罪率（第一審）は０．３パーセント前後である。２０１０年１０月現

在の検事の総数は約１８００名であるが，事件処理等に追われ繁忙な状況にあ

る。例えば，大田地検（管内人口約１６６万人）では，１人の検事が１か月当

たり身柄事件を５件ないし１０件程度，在宅事件を２５０件ないし２８０件程
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度受理している。

３ 弁護人の取調べ立会権

韓国では，判例上，２００３年１１月から身柄拘束された被疑者について，

２００４年９月からは身柄拘束されていない被疑者についても，弁護人の取調

べへの立会いが認められていたところ，２００７年６月の刑訴法改正（２００

８年１月施行）により，弁護人の立会権が制度化された。検事又は司法警察官

は，被疑者又はその弁護人，法定代理人等の申請により，弁護人を被疑者と接

見させ，一定の事由がない限り，被疑者の取調べに立ち会わせなければならな

いとされ，取調べに立ち会った弁護人は，取調べ後に意見を述べることができ

るほか，取調べ中であっても，不当な取調べ方法に対しては，異議を申し立て，

検事又は司法警察官の承認を得て，意見を述べることができるとされている（刑

訴法第２４３条の２）。弁護人の立会の制限については，検察の内部指針に従っ

て運用されており，検事は，証拠の隠滅，隠匿，ねつ造等の事態が生じたり，

共犯者の逃走など関連事件の捜査についての支障等が生じると信じるに足りる

相当の理由がある場合，弁護人の立会を制限することができる。また，これら

の事由のほか，立ち会った弁護人が検事の承認なく取調べに介入した場合，被

疑者の代わりに答弁したり，被疑者の供述を誘導するなどした場合等には，弁

護人の退去を求めることができる。

もっとも，実際に弁護人が立ち会った被疑者取調べの回数をみると，２００

８年度は５２４回，２００９年度は９６２回と極めて少ない。その理由として，

長時間にわたる取調べに立ち会うことは弁護士業務の支障となり，それに見合

う報酬も得られないこと，取調べに介入できないこと，取調べに立ち会うと検

事調書の任意性や実質的真正を担保することになると考えられていることなど

が指摘されている。実際に，弁護人は，取調べに立ち会う場合，被疑者席の後

ろに座って取調べを傍聴するにとどまり，取調べに介入するケースはないとの

ことである。

第２ 取調べの録音・録画制度

１ 制度が導入された経緯

韓国では，その歴史的経緯から，捜査機関に不信感を抱く国民が少なくない

とされているところ，２００２年１０月に，検察庁における取調べ中に暴行を

受けた被疑者が死亡する事件が発生したことにより，検察に対する国民の批判

が高まった。このような背景の下，検察は，検察権行使の公正，取調べの適正

を確保するため，取調べの録音・録画の導入を検討するようになり，２００４

年６月から，全国の１０庁において，取調べの録音・録画の試行を開始した。

一方，検事調書については，従前は，その形式的真正（調書の署名・押印が

供述人自身によってなされたこと）が認められれば証拠能力が肯定されていた

が，２００４年１２月，大法院が判例を変更し，形式的真正に加えて実質的真
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正（供述人の供述内容と供述調書の内容が同一であること）が立証されなけれ

ば証拠能力は認められないこととなった。そこで，検察は，検事調書の証拠能

力確保の観点からも，取調べの録音・録画をより一層推進することとした。

このような経緯を経て，２００７年６月の刑訴法改正により，取調べの録音

・録画に関する規定が設けられた。

２ 制度の概要等

(1) 被疑者取調べの録音・録画

被疑者の取調べは，録音・録画をすることができるとされている（刑訴法

第２４４条の２第１項）。参考人の取調べとは異なり，録音・録画をするに

当たって被疑者の同意は不要とされ，被疑者に対して録音・録画を実施する

ことを事前に告知すれば足りる。録音・録画をするか否か，どの範囲で録音

・録画をするか等の判断は，捜査機関の裁量に委ねられている。

他方で，被疑者の検事調書の内容に争いがある場合には，その実質的真

正が録音・録画媒体やその他の客観的方法によって証明され，調書に記載

された供述が特に信用できる状況下でなされたことが証明されたときに限

り，証拠能力が認められるとされている（刑訴法第３１２条第２項）。なお，

被疑者の司法警察官調書は，その内容に争いがある場合には，証拠能力が

認められない。

(2) 録音・録画の範囲

被疑者取調べの録音・録画をする場合には，「取調べの開始から終了まで

の全過程及び客観的状況」の録音・録画をしなければならないとされている

（刑訴法第２４４条の２第１項）。ここで，「取調べの開始から終了までの

全過程」とは，全ての取調べの開始から終了までではなく，録音・録画を行

う取調べの開始から終了までを意味するものとされている。なお，この点に

ついては，立法過程において，当初案では，「全ての取調べの全過程」を録

音・録画しなければならないとされていたものの，複数回の取調べのうちの

一部を録音・録画していない故に自白調書の証拠能力が否定されるのは不合

理であるとの指摘がなされ，「全ての」の文言が削除されたとの経緯があっ

たとされている。

実務では，例えば，録音・録画をしていない取調べにおいて被疑者が否認

から自白に転じた場合に，いったん取調べを終了し，休憩を挟んだ上，別の

機会の取調べを行い，その全過程について録音・録画をするといった取扱い

も行われている。後記のとおり，例外的なケースを除き，全ての取調べにつ

いて録音・録画を行うといった運用は行われていない。

(3) 録音・録画媒体の証拠としての位置付け

刑訴法上，被疑者取調べの録音・録画媒体は，検事調書の実質的真正の立

証を行う場合，公判で当該供述人の記憶喚起を行う必要がある場合にのみ利

用することができる（刑訴法第３１２条第２項，第３１８条の２第２項）。
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録音・録画媒体を犯罪事実や情状事実の認定のための証拠（実質証拠）とし

て用いることができるかについては，これを認める規定はなく，実務上も，

録音・録画媒体の実質証拠としての利用を認めない取扱いがなされており，

２０１０年１０月末までに，公判で録音・録画媒体が実質証拠として取り調

べられた例は存在しない。このような取扱いが行われている理由として，当

初の刑訴法の改正案には，録音・録画媒体の実質証拠としての利用を認める

規定が置かれていたものの，録音・録画媒体を実質証拠として取り調べるこ

とは，公判で直接当該供述者を取り調べるべきという公判中心主義に反する

上，反対尋問を経た供述証拠に高い証拠価値を認める刑訴法の理念にも反す

るなどの理由から，削除されたという経緯があるようである。もっとも，か

かる運用を疑問視する意見も多く，録音・録画媒体の実質証拠としての利用

を明文で許容することとする刑訴法改正案が国会に提出される予定である

（これと併せて，同改正案では，供述人から請求があった場合に原則として

取調べの録音・録画を義務付けるとともに，後記第４の４のような新たな制

度が提案される見込みである。）。

なお，このように，韓国では，実務上，録音・録画媒体を実質証拠として

利用することは認められていないものの，他方で，公判で取調官が取調べ時

における被疑者の供述内容を証言し，その証言を実質証拠として用いること

は，明文の規定（刑訴法第３１６条第１項）により認められている。

(4) 録音・録画の目的，メリット

取調べの録音・録画の目的としては，検事調書の証拠能力の確保が重視さ

れている。韓国の検事は，取調べの録音・録画のメリットについて，①検事

調書の実質的真正の立証手段を得ることにより，公判における検事調書の証

拠能力を確保する，②被告人や重要証人が，公判において，捜査段階の供述

を変遷させることを防止する，③違法・不当な取調べを抑制する，④被告人

や重要証人が，公判において，違法・不当な取調べを受けたとの虚偽の主張

をすることを防止する，⑤自白以外の証拠により容易に犯罪事実の立証が可

能な場合や不起訴が見込まれる事件の場合，録音・録画を行うことで，検事

調書作成の手間を省き，捜査を効率化するとともに，業務負担を軽減するこ

とができる，⑥取調べにおいて，供述人が暴言を吐いたり，悪態をつくこと

が減少するといった点を指摘している。これらのうち，特に，検事調書の証

拠能力の確保，供述の変遷防止が大きなメリットとして捉えられており，取

調べの録音・録画は，主として検察の立証を円滑に行うための手段と考えら

れている。また，韓国の検事は，我が国に比して膨大な数の事件を処理して

いるため，捜査の効率化のメリットも重視されており，供述調書作成の負担

を軽減する観点から録音・録画を実施することもある。

(5) 参考人取調べの録音・録画

参考人の取調べについては，捜査に必要なときは，その同意を得て，録音
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・録画をすることができるとされている（刑訴法第２２１条第１項）。被疑

者とは異なり，捜査協力者であることが多い参考人の負担感，抵抗感への配

慮から，相手方の同意が要件とされている。実務上は，重要な参考人の取調

べについて，録音・録画が実施されているとのことである。

第３ 検察における録音・録画制度の運用状況等

韓国では，司法警察官は独立した捜査権を有しておらず，内容に争いがあ

る司法警察官調書は一律に証拠能力が認められないとされているなど，司法警

察官の供述調書の重要性が低いため，取調べの録音・録画も主として検察にお

いて行われており，警察における録音・録画の在り方に関する議論も低調であ

ることから，以下では，検察における録音・録画制度の運用状況等について記

載する。

１ 録音・録画をする事件，範囲等

(1) 自白事件

ア 録音・録画をするか否かの判断は，捜査機関の裁量に委ねられており，

検事は，基本的には，検事調書の証拠能力の確保や供述の変遷防止の目的

に照らして必要があるとき，すなわち，犯罪事実の立証に積極的な意味を

持つ供述がなされている場合に，録音・録画を行っている。したがって，

録音・録画を実施する事件の大半は，自白事件である。

もっとも，自白事件全てについて録音・録画を行っているわけではなく，

原則として，被疑者が公判段階で供述を変遷させるおそれがある場合に録

音・録画が実施されている。

イ 前記のとおり，録音・録画をする場合には当該取調べの全過程を録音・

録画しなければならないとされているものの，どの取調べを録音・録画す

るかは，捜査機関の裁量に委ねられており，個々の事案において，被疑者

の供述内容や捜査の進捗状況等を踏まえて，判断されている。

自白事件であっても，原則として，初回の取調べから録音・録画をする

ことは行われておらず，まずは被疑者の供述内容を確認した上で，その目

的に照らし，録音・録画に適した段階にあると判断した場合に，取調べの

録音・録画が行われている。その理由としては，①取調べにおいては，予

期せず，当該事件と直接関係のない余罪や関係者についての（ときに必ず

しも確証のない）情報など，捜査の秘密の保持や関係者のプライバシー保

護の観点から，公開されるべきでない内容の供述がなされる場合があるこ

と，②複雑な事件等では，証拠物等の資料や裏付け捜査の結果等を示すな

どして記憶を整理する過程を経て，初めて被疑者からある程度まとまった

内容の供述が得られることなどが指摘されている。

ウ これとは別に，前記のとおり，自白以外の証拠により容易に犯罪事実の

立証が可能な事件や不起訴が見込まれる事件では，業務負担軽減の観点か
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ら，取調べの録音・録画が行われることがある。すなわち，韓国の実務に

おいては，被疑者が警察での取調べにおいて自白しており，証拠関係に問

題がない事件については，検事は簡単な取調べを行うだけで公判請求をす

ることも多いところ，そのような事件では，送致後初回の取調べの際，事

実関係や争点となる可能性のある部分について被疑者の供述を聴取し，自

白を維持することを確認した上で，引き続き，別の取調べとして，録音・

録画を行い，検事調書の作成は省略することが多いとのことである（なお，

韓国では，被疑者が事案の概要を認めていれば「自白」として取り扱われ，

例えば，犯行状況の細部に関する被疑者の供述が関係者のそれと異なって

いても，さほど問題とされない傾向にある。）。

(2) 否認事件

ア 否認事件については，被疑者の供述調書を証拠請求してその実質的真正

を立証する必要があるケースが少ないため，原則として，録音・録画を行っ

ていない。

もっとも，件数は少ないものの，否認事件であっても，被疑者が一定程

度事実関係を認める供述をしている場合や，被疑者の弁解内容を固定して

おく必要がある場合には，録音・録画を実施することもある。

イ 否認する被疑者に対して追及や説得を行う過程については，原則として，

録音・録画をしていない。その理由としては，①追及や説得の過程では，

取調官は，プライベートな経験や個人的な考えなど，事件とは無関係な話

などをして被疑者との信頼関係を築こうとしたり，公開になじまない捜査

結果や捜査上の秘密を被疑者に伝えて自らが置かれた状況を理解させよう

としたり，あるいは，被害者の立場や状況等に言及したり，ときには被疑

者に同情的な態度を示すなどして，被疑者から供述を得ようとするもので

あるところ，録音・録画をすると，このような取調べ手法を用いることが

困難となる，②被疑者は，取調官に対し，自白すべきか否か悩んでいるな

どと本音を吐露したり，証拠の収集状況を取調官に尋ね，争う価値がある

のかを知ろうとすることも多々あり，そうしたやり取りの中で自白に至る

ことも多いところ，録音・録画をすると，被疑者の言葉が即時に記録化さ

れるため，やり取りが形式的なものにならざるを得ず，取調べの機能に支

障が生じるといった点が指摘されている。

(3) 組織的犯罪

麻薬事犯や不法集団による暴力事犯などの組織的犯罪については，取調べ

の録音・録画をすると，組織や関係者からの報復等をおそれる供述人から，

組織内部の構成，指揮命令系統，他の構成員の関与状況等に関する供述を得

ることが困難になると考えられているため，原則として，録音・録画は行わ

れていない。この点については，後記のとおり，韓国では，特定犯罪申告者

等保護法により，一定の犯罪の申告者については身元を秘匿する形での供述
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調書の作成等が認められており，組織的犯罪の捜査では同法が活用されてい

るところ，取調べの録音・録画を行うと，同法による措置が無意味となると

いう事情もある。

(4) 特捜事件

大検察庁中央捜査部や各地検の特別捜査部（いずれも我が国の特別捜査部

に相当）が捜査する政治家，企業経営者等による特殊事件でも，取調べの録

音・録画が行われている。この種事犯では，捜査段階で自白していた被疑者

や参考人が公判で供述を翻すことが少なくないことから，主として，供述の

変遷防止の目的で，録音・録画を実施している。

特捜事件においても，一般事件と同様，原則として，全ての取調べの録音

・録画をすることはなく，個別の事案毎に，供述内容や捜査の進捗状況を踏

まえて，録音・録画をするか否か，どの取調べを録音・録画するかの判断が

なされており，また，否認段階における追及や説得の過程の録音・録画は行

われていない。特捜事件の捜査では，社会的地位の高い者が捜査対象となる

ことや，事件に広がりがあるため取調べ内容も多岐にわたり，捜査の秘密や

第三者のプライバシーの保護に特に配慮する必要があるといった特殊性に鑑

み，どの段階で取調べの録音・録画を行うか等の判断は特に慎重に行ってい

るとのことである。

(5) その他

以上のほか，例外的なケースとして，例えば，反体制活動家による事件な

ど，公判において，違法・不当な取調べが行われたという主張がなされるこ

とが予め想定される事案においては，被疑者の認否を問わず，全ての取調べ

の録音・録画を行うこともあるとのことである。

２ 録音・録画の方式等

(1) 録音・録画の方式

ア 取調べの録音・録画をする場合，当該取調べの全過程を録画しなければ

ならない。供述人に録音・録画をすることを告げた上で，取調べを開始し，

基本的には，黙秘権，弁護人の立会を求める権利を告げるところから，取

調官による質問，供述人の応答等を経て，供述調書を作成する場合は，被

疑者がその内容を確認して署名し，取調べを終了するところまでの録音・

録画を行っている。その際，取調べにおいて利益誘導，暴行，脅迫等がな

かった旨を被疑者に確認し，供述調書を作成した場合には，被疑者が供述

したとおりの内容の供述調書が作成されたことを確認するのが一般的なよ

うである。また，当初否認していた被疑者が自白に転じたケースでは，自

白をするに至った理由も確認している。このようにして録音・録画をする

取調べに要する時間は，１回につき，最長で２時間程度とのことである。

取調官の判断により，供述調書の作成後にその作成状況を確認する場面

につき録音・録画を行う方式（いわゆるレビュー方式）が用いられること
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もある。

イ 供述調書については，取調官が被疑者の面前で問答式で作成するが，い

わゆる口授は行われていない。

供述調書の作成に時間を要する場合には，実務上，被疑者に事情を説明

し，時刻を告げた上で，いったん録音・録画を中断し，録音・録画をして

いない状況下で供述調書を作成した後，再度，録音・録画をした上で，被

疑者に供述調書の内容を確認させる運用が行われている。その際は，録音

・録画を再開するに当たり，被疑者に事情を説明し，時刻を告げる取扱い

がなされている。

ウ 韓国では，取調べを録音・録画した場合には，通常，供述人が公判で供

述を変遷させたり，供述調書の任意性や実質的真正が問題とされることが

ないことなどから，捜査機関は，公判での再生を考慮してコンパクトな録

音・録画媒体を作成する必要があるといった意識は持っていないように思

われた。

(2) 取調べの録音・録画を行う場所

録音・録画制度の導入後，録音・録画機器の設置が進み，検事執務室内で

録音・録画を行うことが可能となっている。具体的には，別紙１のとおり，

検事執務室内に録音・録画室が設けられている場合（写真１），検事執務室

内に録音・録画機器が設置されている場合（写真２）のほか，検事執務室と

は別に録音・録画室を設けているところもある。

なお，検事執務室では，検事１名及び捜査官（我が国の検察事務官に相

当し，取調べを行う。）２名程度が執務しているのが一般的であるところ，

音声が相互に混じり合う事態を防止するため，複数の者が同時に取調べの

録音・録画を行うことはないとのことである。

(3) 録音・録画媒体の保管等

取調べの録音・録画を行った場合，録音・録画の状況を収録したＣＤを２

枚作成し，双方について，収録後直ちに，取調官及び被疑者が署名し押印又

は指印をした上，うち１枚を原本として事件記録に編てつし，もう１枚は検

察庁の記録管理係で保管する。録音・録画のデータは，大検察庁のサーバー

でも保管管理している。

３ 録音・録画の実例

取調べの録音・録画の運用状況は，以上のとおりであるが，現実にどのよう

な形で録音・録画が行われているのかを明らかにするため，別紙２に，韓国の

検察で録音・録画を実施した実際の事例から，典型的な３つのケースを記載し

た。

４ 録音・録画の実施状況等

検察において被疑者取調べの録音・録画が行われた回数は，２００７年が約

１万９０００回，２００８年が約２万５０００回，２００９年が約８万１００
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０回である。これらを年間事件数と比較すると，２００７年は約１０４件に１

回，２００８年は約８６件に１回，２００９年は約２７件に１回の割合で，被

疑者取調べの録音・録画が実施されたこととなる（１件につき複数回の録音・

録画が行われることもあるので，全事件に占める録音・録画が行われた事件の

割合を示すものではない。）。

また，検察において録音・録画を実施した取調べの対象者（被疑者及び参考

人）は，２００７年が約２万２０００名，２００８年が約２万８０００名，２

００９年が約９万３０００名であり，２００９年については，うち約１５パー

セントが参考人である。

２００９年３月から同年１２月までの間に検察で行われた取調べの録音・録

画について，罪名別の比率を見ると，多い順に，詐欺が約９パーセント，飲酒

運転及び交通事故処理特例法違反が各約５パーセント，窃盗及び無免許運転が

各約４パーセントなどとなっており，比較的軽微な事件で録音・録画が活用さ

れていることがうかがえる。

５ 録音・録画媒体の公判での利用状況

統計は存在しないものの，録音・録画媒体が公判で取り調べられた事例は極

めて少ないとのことである。その理由として，取調べの録音・録画を実施した

事件では，ほとんどの場合，供述調書の任意性や実質的真正が争われることが

ないということが指摘されている。

２０１０年１０月末までに，録音・録画を実施したものの検事調書の実質的

真正が認められず証拠能力が否定された例はない。

また，２０１０年６月までに，録音・録画を実施しながら検事調書の任意性

が否定された例はない。

６ 録音・録画に対する評価等

(1) 検察側

ア 韓国の検事は，前記のとおり，取調べの録音・録画のメリットとして，

検事調書の証拠能力の確保，供述の変遷防止，捜査の効率化・業務負担の

軽減，違法・不当な取調べの抑制などを指摘している。

他方で，録音・録画の問題点としては，①録音・録画を行う取調べの準

備には多大な時間を要し，業務上の負担が大きい，②録音・録画をすると，

取調べで被疑者を厳しく追及することができない，③録音・録画をすると，

供述人の態度が固くなり，取調官から水を向けられない限り，自ら積極的

には話をしなくなる傾向が強い，④実務上，録音・録画媒体を実質証拠と

して使うことができないといった点が指摘されている。

イ 韓国では，捜査機関が必要と判断する事件において，必要な範囲で，

取調べの録音・録画を実施しているため，取調べの録音・録画は検察側

の立証手段と考えられており，録音・録画により捜査に支障が生じてい

るとの見方は少ない。
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もっとも，捜査機関に取調べの録音・録画を義務付けることについては，

供述調書の任意性や実質的真正が争われる事件の割合は極めて低いため非

経済的である，録音・録画をするか否か等は立証責任を負う検察側が判断

すべき問題である，取調べの真相解明機能が損なわれる，捜査の秘密や関

係者のプライバシーが害されるなどの理由から，消極的な意見が多い。

(2) 弁護側

韓国では，弁護側は，取調べの録音・録画を望んでいるわけではなく，弁

護人から捜査機関に対して録音・録画を積極的に実施するよう求めることは

ほとんどないとのことである。その理由としては，①取調べの録音・録画制

度は検察のために導入されたものと受け止められていること，②録音・録画

が行われると，事実上，捜査段階で自白した被告人の検事調書の任意性や実

質的真正を争うことができなくなるため，録音・録画は弁護側にとってメリ

ットがないと考えられていること，③仮に全ての取調べが録音・録画された

場合には，弁護人としては，全ての録音・録画媒体を確認しなければならな

くなりかねず，負担が大きいと考えられていることなどが指摘されている。

第４ 取調べ以外の特徴的な捜査手法等

以下では，韓国で導入又は導入が検討されている捜査手法等のうち，我が国

では導入されていないものについて，その概要を記載する。

１ 指紋登録制度

住民登録法は，満１７歳以上の全国民について，指紋（１０指）の登録を義

務付けている。指紋の採取は，同法の規定に基づき，地方自治体が行っており，

登録された指紋情報は捜査にも活用されている。

２ ＤＮＡ型データベース

２０１０年７月から，ＤＮＡ身元確認情報の利用及び保護に関する法律が施

行され，被疑者等のＤＮＡ型情報をデータベース化して，捜査に利用されてい

る。

殺人，強盗，放火等の一定の犯罪により，有罪判決を受けて確定した者や拘

束された被疑者等から，同意を得て又は裁判官発付の令状に基づき，ＤＮＡ試

料を採取することができるとされ，捜査機関において，ＤＮＡ型情報をデータ

ベース化して管理している。ＤＮＡ型データベースの利用範囲は，犯罪捜査及

び刑事事件の審理等に限定されている。捜査機関は，確定有罪判決を受けた者

が再審で無罪等の判決を受けたとき，拘束された被疑者が不起訴処分や無罪等

の判決を受けたときは，職権で又は本人の請求により，ＤＮＡ型情報をデータ

ベースから削除するものとされている。

ＤＮＡ型データベースは，運用が始まって間がないものの，既に相当数の事

件において，犯人の特定・検挙に活用されている。

３ 特定犯罪申告者等保護法
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特定犯罪申告者等保護法は，殺人，略取誘拐，業として行う麻薬の輸入等の

一定の犯罪の犯罪申告者等について，身元を秘匿した形での供述調書の作成や

公判での証言を可能とし，犯罪申告者等の人的事項の公開を罰則を設けて禁止

するとともに，犯罪申告等に伴って発覚した犯罪申告者等の犯罪に関する刑の

任意的減免，犯罪申告者等の身辺安全措置，犯罪申告者等に対する救助金の支

給等について規定している。

組織的犯罪の捜査においては，同法を活用して，被害者や組織の末端者等か

ら組織の実態や上位者等に関する供述を獲得するのが一般的であり，同法は事

案の解明や立証に大きな役割を果たしている。

４ 導入が検討されている制度

韓国では，最近の刑訴法改正により，弁護人の取調べ立会権等被疑者の権利

保護のための制度が大きく拡充されてきたのに対し，捜査の実効性の確保や被

害者の権利保護のための法整備が進んでいないため，汚職事犯や麻薬事犯等の

組織的，知能的犯罪に適切に対応できず，被害者の保護も十分とはいえない事

態が生じているとの指摘がなされている。そこで，政府は，被疑者の人権を保

護しつつ実体的真実を発見するという刑事司法の正義を全うし，被害者保護の

理念を実現するとともに，国際標準にも沿うものとして，以下の各制度を導入

する方針を決定し，そのための刑法及び刑訴法改正案を国会に提出する予定で

ある。

(1) 司法協助者訴追免除及び刑罰減免制度

犯罪の解明に寄与した協力者について，その寄与度に応じて，訴追を免除

し又は刑を減免するという制度であり，具体的には，①汚職事犯，テロ事犯，

麻薬犯罪等の一定の犯罪について，捜査段階で事案の解明に大きく寄与した

場合は不起訴とし，②全ての犯罪を対象として，事案の解明，結果発生の防

止，犯人検挙等に寄与した場合は刑を任意的に減免するものである。これに

より，制度的に刑事司法に協力することへのインセンティブを与えることが

でき，汚職犯罪，組織的犯罪等の摘発が容易となるほか，伝統的な取調べよ

りも人権侵害的な要素が希薄な方法で証拠収集を図ることが可能となるとさ

れている。

(2) 重要参考人出頭義務制度

死刑，無期，長期５年以上の懲役に当たる罪の事件について，重要な事実

を知る参考人が，正当な理由なく，２回以上捜査機関への出頭に応じない場

合には，裁判官が発付する令状に基づき勾引することを可能とする制度であ

る。重要な参考人の取調べを確実に行うことができるようにすることで，事

案の実態を十分に解明し，適正かつ迅速に事件を処理することが可能となる

とされている。

(3) 司法妨害罪の新設等

参考人の捜査機関に対する虚偽供述，証人や参考人に対する暴力，脅迫，
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懐柔行為等を犯罪化し，偽証罪の法定刑を引き上げるものである。捜査権の

行使が歪曲されることを防止して，実体的真実の解明に資するとともに，偽

証や虚偽告訴が多いとされる韓国において，刑事司法に対する不信の解消に

つながることが期待されている。
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取調べの録音・録画を行う場所

【写真１】 検事執務室内に設置された録音・録画室の例

【写真２】 検事執務室内に設置された録音・録画用カメラの例

カメラ

別紙１



資料２

取調べ時期・時間等 聴取内容，録音・録画の有無等

第１回
検察官送致日　約１時間２５分

○　被疑者の弁解の概要を聴取し，検事調書を作成。
○　検事は，被疑者の弁解内容に疑問がある上，殺害自体は
認めており，今後否認に転じるする可能性も少ないと考えた
ため，録音・録画は実施せず。

第２回
６日目　約２時間１０分

第３回
８日目　約２時間２０分

第４回
１４日目　約４０分

第５回
１５日目　約１時間５分

   従前の取調べで被疑者の供述が変わらず，強盗の犯意を
立証する有力な証拠も得られていなかったため，殺人・窃盗
での起訴もやむなしと考え，被疑者の弁解について，録音・録
画を実施し，検事調書を作成。

１６日目（補充捜査）

   補充捜査の結果，犯行当日，被害者のマンション屋上のド
アが施錠されていたこと，同屋上から被害者方ベランダに降り
て窓から被害者方に侵入できることが判明し，検事は，被疑
者が被害者方窓から侵入したと断定し，強盗目的による侵入
との心証を得た。

第６回
１８日目　約１時間４０分

○　改めて被疑者の取調べを行い，その状況を録音・録画
し，検事調書を作成。
○　被疑者は，従前の弁解を維持したが，検事の追及には，
返答に窮するなど合理的な説明はできなかった。

○　第５回の取調べを録音・録画したのは，犯人性について客観証拠が十分ではなく，自白が立
証上重要な意味を持つと考えられたことによる。
○　第６回の取調べを録音・録画したのは，①自白は強盗の犯意の立証に重要な意味を持つた
め，自白が得られた場合に備えて検事調書の証拠能力確保のための方策を講じておく必要が
あったこと，②満期等の関係で，これが最後の取調べとなる予定であったこと，③補充捜査の結
果に基づいて追及することで，被疑者が自白に転じる可能性があると考えられたことによる。

＜ケース１＞

○　被害者との関係，被害者方に行った理由，殺害後の行動
等について，詳細に聴取。
○　被害者らが下着姿で被疑者を出迎えたとする点，殺害後
に一度立ち去った現場に再度戻ったとする点など，不自然な
点を追及するも，被疑者の弁解は変わらず。
○　各回とも，録音・録画は実施せず，検事調書を作成。

事案の概要（強盗殺人。６回の取調べのうち，第５回及び第６回を録音・録画）

○　被害者（若い姉妹２名）の隣のマンションに住む被疑者が，早朝，被害者方に侵入し，刃物で
被害者２名を刺殺して現金等を奪った事案（強盗殺人）。
○　被疑者は，強盗の犯意を否認し，「顔見知りの被害者らに会い行った際，早朝に訪問したこと
を怒られたため，かっとなって殺害した。殺害後，犯行を目撃されなかったか不安になり，自宅マ
ンション屋上から被害者の部屋の見通しを確認した。その後，金品が欲しくなったので，被害者の
マンション屋上に飛び移り，再び被害者方に戻って現金等を盗んだ。」などと弁解していた（殺人・
窃盗の主張）。
○　検事は，下着姿の被害者が被疑者を自室に迎え入れるとは考え難く，窃盗目的で血の海と
化した現場に戻ったとの弁解も不自然であるため，強盗目的での犯行の可能性が高いと考えて，
捜査に当たった。
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資料２

取調べ時期・時間等 聴取内容，録音・録画の有無等

第１回
初日午前７時から午前８時１０分

　  弁護士と会うまでは黙秘するとの態度に終始。否認
の検事調書作成。録音・録画は実施せず。

第２回
同日午後１時１５分から午後５時

○　被疑者を説得，追及したところ，自白に転じた。
○　動機や，脱臼の方法，本件病院を知るに至った経
緯等の概要を聴取し，検事調書を作成。録音・録画は
実施せず。

第３回
同日午後７時１５分から午後９時２０分

　 本件病院が兵役減免用に診断書を作成してくれるこ
とを知った経緯，脱臼をさせるために使った道具やそ
の使用方法，同時期に入院していた患者も同じ目的で
入院していると聞いた状況等を詳細に聴取し，検事調
書を作成。録音・録画は実施せず。

第４回
２日目午後１時１５分から午後４時１０
分

　 本件病院を紹介してくれた人物，本件病院を知人に
教え，同人らも兵役減免の目的で本件病院を受診した
こと等を詳細に聴取し，検事調書を作成。録音・録画
は実施せず。

第５回
同日午後５時から午後５時３０分

○　検事調書の作成はせず，録音・録画（レビュー方
式）のみを実施。
○　第２回から第４回までの取調べで聴取した事項の
ほか，否認から自白に転じた理由（全国から本件病院
に集まった患者がほぼ同じ症状で兵役減免の申請をし
ていることを把握されていることが分かり，嘘をついて
も通らないと思ったというもの。）について，改めて被疑
者の取調べを行い，その状況を録音・録画した。

事案の概要（兵役法違反。自白後，最後の取調べをレビュー方式で録音・録画）

○　被疑者が兵役を免れるために，故意に肩を脱臼させ，診断書を兵務庁に提出して兵役の
減免を受けようとしたもので，兵務庁の告発を受けた検察独自捜査事案（兵役法違反。兵役義
務を忌避し又はその減免を受ける目的での身体損傷行為等は処罰の対象となる。）。
○　特定の病院から兵役減免用の肩の脱臼の診断書が多数出ており，検察は，患者側である
被疑者らの事件を入口事件として捜査に着手した（医師は取調べ未了）。
○　被疑者は逮捕当初の取調べでは黙秘していた。

○　本件では，兵役を免れる目的という主観面の立証は被疑者の自白によるところが大きい
上，他の患者や医師を立件するためにも，被疑者の自白が重要であったことから，被疑者が公
判で供述を変遷させることを防止するため，録音・録画を実施したものである。

＜ケース２＞
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資料２

取調べ時期・時間等 聴取内容，録音・録画の有無等

第１回
検察官送致日　約１０分

　 主任検事が被疑者に対し，目撃者の供述内容や警
察に通報があった事実などを説明し，事実関係を認め
るよう説得，追及したところ，被疑者は事実を概ね認め
るに至った（なお，頭部を叩いた点についてはなお思い
出せないと供述）。

第２回
同日　約１５分

　 第１回の取調べを終了後，休憩をはさんで第２回の
取調べを開始し，検事調書の作成はせず，録音・録画
のみを実施。

事案の概要（公務執行妨害・傷害。自白後，録音・録画した事案）

○　被疑者が，深夜，酒に酔った状態で車道に立ち入ってタクシーを止めようとしていたと
ころ，それを見た一般人から通報を受けて臨場し，被疑者を安全な場所に連れ戻そうとし
た警察官に対し，その頭部を叩き，胸ぐらを掴んで揺さぶる暴行を加え，全治約２週間の
胸部挫傷を負わせた事案（傷害）。
○　被疑者は，車道でタクシーを止めようとした事実はなく，警察官の頭部を叩いたことも
胸ぐらを掴んだこともない旨弁解し，犯行を全面的に否認していた。
○　目撃者が存在したが，同人は，警察官が被疑者を車道から歩道の方に連れて行って
いたこと，被疑者が警察官を押すなどしているところは見ていたものの，頭部を叩いた場面
は見ていなかった。

○　本件では，被疑者の自白がなくても，警察官や目撃者の供述により立証可能であった
が，暴行事実の直接証拠は警察官の供述と被疑者の自白のみであったため，被疑者が公
判で否認した場合には，やや証拠が薄くなるとも考えられたことから，被疑者供述の変遷
を防止し，公判立証を円滑に行う観点から，録音・録画を実施したものである。
○　他方で，本件では，自白以外の証拠で立証可能であり，被疑者が供述を変遷させる可
能性は高くないと考えられたため，，業務負担軽減の観点から，検事調書までは作成せ
ず，取調べでの供述内容をまとめた要約書のみが作成された。

＜ケース３＞
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第９章 香港

第１ 刑事司法制度の概要等

１ 刑事手続の概要等

香港は，１９９７年に英国から中国に返還されたが，その後も，基本的には，

返還前の英国法の系譜に属する法制度の枠組みが維持されている。

香港において，刑事事件は，①原訟法庭（Court of First Instance，殺人，

強姦，反乱等の公訴罪を審理する。），②区域法院（District Court, ７年以

下の拘禁刑に当たる公訴罪を審理する。），③裁判法院（Magistrate Court,

簡易公判可能公訴罪又は簡易犯罪を審理し，１つの起訴事実に対しては２年以

下の拘禁刑までしか科すことができない。）のいずれかにおいて審理されると

ころ，③の裁判法院において処理される事件が全体の約９割を占めるとされる。

なお，香港の人口は約７００万人であり，年間の犯罪検挙人員は約４万人であ

る。

このうち，原訟法庭で審理されるような重大事件についての主な刑事手続の

流れは，次のとおりとなる。

すなわち，香港では，初犯で拘禁刑に処せられ得る犯罪を犯した合理的な疑

いがある場合などにおいて，広く無令状逮捕が認められており（警隊条例５０

条），訴追するべき事件については，通常，被疑者を逮捕して捜査が行われる。

警察は，被疑者を逮捕した場合，その後，原則として，４８時間以内に，警

察において，被疑者を裁判法院に訴追（Charge）するか，訴追しない場合には

釈放しなければならず（警隊条例５２条参照），また，訴追した場合であって

も，被告人を裁判法院に出頭させなければならない（First Appearance）。こ

の出頭手続以降は保釈請求が認められることとなるが，更に被告人の身柄拘束

を継続する必要がある場合には，検察官において身柄拘束の延長を請求するこ

とができ，裁判法院がこれを認めれば，被告人の身柄拘束が延長されることと

なる。なお，訴追については，検察官が管理することとされ，警察が検察官に

協議した上で行うのが望ましいとされているが，実際には，軽微な事案を中心

に，警察のみの判断により訴追がなされているようである。

重大事件の場合には，訴追後，裁判法院から原訟法庭に対して事件が送付さ

れ，正式起訴状（Indictment）が提出された後，アレインメントの手続に付さ

れる。被告人が有罪答弁をした場合には，公判審理を経ずに有罪とされて，量

刑手続へと移行する。これに対し，被告人が無罪答弁をした場合には，公判前

の手続を経て，陪審審理が行われることとなる。

律政司（我が国の法務省に当たる。）の２００９年の統計によれば，各裁判

所における有罪率は，原訟法庭が約９４．８パーセント，区域法院が約９２．

６パーセント，裁判法院が約７３．２パーセントとなっている。
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２ 被疑者取調べの実情について

被疑者の取調べは，警察官により行われ，検察官は捜査に関与しないところ，

訴追後は，一定の例外を除き，被疑者の取調べを行うことができないとされて

おり，被疑者の取調べを行うことができる時間は，通常，逮捕後４８時間以内

に限定される。

取調べに関しては，１９９２年に保安長官により「被疑者取調べ及び供述の

録取に関する規則及び指針」（Rules and Directions for the Questioning o

f Suspects and the Taking of Statements．以下，「尋問規則・指針」とい

う。）が発出され，同規則に基づいた運用がなされている。

被疑者の取調べにおいては，捜査及び刑事司法の運営上不合理な遅延又は妨

害をもたらす場合でない限り，被疑者が要望した場合には，弁護人の立会いを

認めることとされており（尋問規則・指針の指針８(a)(ii)），その場合，取

調べの緊急の必要がある場合など一定の例外を除き，弁護人が到着するまで取

調べを開始しないこととしているとのことである。

第２ 取調べの録音・録画について

１ 録音・録画実施の経緯等

香港においては，被疑者取調べの録音・録画を義務付ける法令・条例は存在

せず，警察の運用により実施されている。すなわち，尋問規則・指針において，

原則として，警察署等（警察署以外の取調べのための施設等を含む。）におい

て行われる被疑者の取調べについて，書面又は機械的方法により，全ての取調

べの記録を作成しなければならないこととされており（尋問規則・指針の規則

Ｖ(b)，指針３），これを踏まえて，取調べの録音・録画の対象や具体的方法

等について，警察の内部基準で定められている。

香港では，取調べ中に警察官による暴力があった旨主張されて，自白調書の

任意性が激しく争われるなどしたため，供述の任意性を的確に立証する手段と

して録音・録画が検討されるようになり，当時の母国である英国において，１

９８４年の警察及び刑事証拠法により取調べの録音制度の導入が決まったこと

の影響もあって，１９８６年から，この問題について，政府部内における具体

的な検討が開始された。

そして，１９９３年から，香港警察の組織犯罪及び三合会科（注）が取り扱

う事件おいて録音・録画の試行が開始され，１９９８年には，全警察署に合計

６０の録音・録画室が設置されて，録音・録画が実施されるようになった。

（注）「三合会」とは，我が国でいう「暴力団」に相当する言葉である。

２ 録音・録画の目的

取調べの録音・録画の目的については，取調べの透明性の向上と，任意性を

立証しやすくすることとが言われており，判例においても，録音・録画の目的

として，①被疑者を捜査機関による不適切な行為から守ること，②捜査機関を
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不適切な行為をした旨のいわれなき非難から守ること及び③これらを通じて，

取調べの記録の証拠能力に関する争いを減少させることを指摘するものがあ

る。

３ 録音・録画の対象事件及び実施状況

警察の内部基準においては，

① 原訟法庭又は区域法院で審理される見込みがあるとき

② 裁判法院で審理される事件については

ア 複雑で機微に触れ又は特異な性質の事件である場合

イ 公共の利益に関わる事件である場合

ウ 被疑者の要望がある場合

に被疑者取調べの録音・録画を実施することとされている。

このように，裁判法院において審理される事件については，必ずしも全てに

つき録音・録画を実施するとはされておらず，実際にも，捜査の効率性の観点

等を踏まえ，特に被疑者多数の事件等においては，録音・録画を実施しないこ

とが多いのが実情のようである。

また，内部基準では，被疑者が録音・録画を拒否した場合についても，特段

例外とすることなく，できる限り録音・録画を実施することとされている。こ

の点，香港の警察官から聴取したところによれば，供述調書の録取には応じる

ものの録音・録画を拒否する被疑者は現に存在するが，被疑者が録音・録画を

拒否しているにも関わらず録音・録画を継続し，その結果，被疑者が供述を拒

否するのはやむを得ないことと考えられており，被疑者の供述以外の証拠によ

り訴追・立証の可否を検討することとなるとのことである。

また，例えば，組織的犯罪の上位者の関与について供述を求める場合などで

あって，当該供述の出所を明らかにしないでおく必要がある場合においては，

当該取調べを録音・録画せず，「情報提供用紙」（information filling form）

に，情報源を秘匿して当該供述を記録する運用が行われているようである。

さらに，取調べの開始前に，取調官と被疑者との間で，信頼関係を構築する

ための会話を行うこともあるとのことである。

４ 録音・録画の実施方法等

録音・録画室の例は，別紙見取図及び写真のとおりである。録音・録画を実

施する場合には，取調べの状況は，４枚のＤＶＤに同時に記録される。そのう

ち１枚が封印される原本，１枚が警察が利用するワーキング用，１枚が被疑者

への交付用，１枚が被疑者交付の予備用とされ，原本及びワーキング用には，

警察官，被疑者及び立ち会った弁護人の全てが映った映像が記録されるが，被

疑者への交付用は，被疑者の顔のみが映った映像が記録されるとのことである。

５ 記録媒体の取扱い等

取調べの録音・録画を実施した場合，供述調書は作成されず，外注によりＤ

ＶＤの音声記録の反訳が作成される。一方，訴追後，被告人が無罪答弁をした



- 146 -

場合，公判審理における証拠調べはＤＶＤを用いて行われており，その必要が

あれば，裁判所にＤＶＤ（前記封印された原本）を提出することになる。公判

廷において，ＤＶＤは，実質証拠として用いられ得る。

６ 録音・録画を実施しなかった場合の効果

香港では，前記のとおり，警察の内部基準により録音・録画の具体的な実施

方法等が定められているものであり，これに違反して録音・録画を実施しなか

った場合における当該取調べにより得られた供述の証拠能力等について，特段

の法令の定めは存しない。もっとも，実務上，尋問規則・指針に反する方法で

取調べがなされたという事実は，そのような取調べによって得られた供述の任

意性等に争いが生じた場合，その任意性を疑わせる事情と捉えられることが多

いようである。

７ 録音・録画に対する評価

取調べの録音・録画が被疑者に与える影響については，実務家の中で，「録

音・録画の実施の有無によって，被疑者が供述するかどうかが変わるケースは

少ない。」との意見がある一方で，「供述調書なら応じるが，録音・録画をす

るのであれば供述しないという被疑者は現にいる。」との意見もあった。

また，取調べの録音・録画に対しては，「供述調書を作成しなくてよいので，

時間の短縮になる。」，「録音・録画により自白の証拠能力が認められる可能性

が高まった。」（いずれも警察官）などの肯定的な評価があった。一方，「録音

・録画の開始前に警察官から誘導され又は暴行を受けた旨の主張をする被疑者

が現れるようになった。」（検察官）等の評価もあり，「録画開始前の被疑者へ

の直接的な圧力や親族等への圧力，取引等は防止できない。黙秘権を行使して

も，録音・録画を通じて被疑者の取調べ時の態度が明らかになることにより，

被疑者にとって不利な心証を形成される。」（弁護士）との指摘もあるようで

ある。

第３ 取調べ以外の特徴的な捜査手法等

１ 有罪答弁・捜査協力による減軽

香港では，自白又は有罪答弁を推奨するとともに，訴訟経済の効率化を図る

観点から，有罪答弁や捜査協力に基づく刑の減軽について，判例法によるガイ

ドラインが形成されており，例えば，有罪答弁をして捜査に協力した場合には，

最大３割程度の量刑の減軽が認められるほか，共犯者の逮捕等のための捜査に

協力し，その公判においても証言した場合には，最大５割の減軽が認められる

とされる。

２ 答弁取引

明確な法令上の根拠はないが，検察官と弁護人との間で答弁取引，すなわち，

被告人が有罪答弁をする代わりに，検察官において，複数の訴因のうち一部を

撤回し，あるいは，訴因を縮減することが行われている。実務上は，弁護人か
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らこのような取引を持ちかけることが通常とのことであり，合意が成立した場

合には，裁判所にその旨申し立てることとなる。

このような答弁取引の過程でなされた供述等については，証拠として使用す

ることができないものとされており，その過程について録音・録画を実施する

こともない。

このほか，訴追された被告人が，一定期間法令を遵守すること等を誓約させ

る代わりに，検察官が訴追を取り消すことなどについて，裁判所，検察官及び

被告人側が合意し，裁判所がその旨の命令を下す運用も行われる（bind over）。

被告人が遵守条件に違反した場合には６か月間以下の拘禁刑に処することがで

きる（裁判条例６１条参照）。

３ 証人保護プログラム

２０００年に成立した証人保護条例により，証人保護プログラムが制度とし

て確立されている。保護を担当する当局は，当該証人が提供する証拠又は証言

に関連する犯罪の重大性，当該証拠又は証言の重要性，証人保護のため実行可

能な代替方法の有無，証人の犯罪歴等を考慮して，証人保護プログラムの対象

とするかどうかを判断し，当該証人との間で覚書を交わして，保護プログラム

を提供する。対象者は，必要な証拠又は証言を提供することに合意した者のほ

か，違法行為に関連して公務員に供述又は他の支援を提供した者等も含まれる。

保護の内容としては，証人の安全に対する脅威のレベルにも応じて，新たな身

分の付与，護衛，住居の提供，金銭的支援などが含まれ，裁判終了後も無期限

に保護が付与され得る。

４ 通信傍受，秘匿監視

香港においては，従前は，通信傍受や秘匿監視に関する法令の定めは設けら

れておらず，運用によりこれらが実施されていたが，秘匿監視によって得られ

た証拠物の証拠能力が裁判所に否定された事件を契機に法整備の必要性が生

じ，２００６年に発効した通信傍受及び監視条例により，これらが規定される

に至った。

同条例によれば，概要，秘匿監視とは，監視装置を用いて行われる特定の捜

査又は作戦であって，捜査対象者がプライバシーを期待することが合理的な状

況において，監視が行われていることについて対象者が気付かないような方法

を用いて，当該対象者に対するプライバシーに関わる情報を獲得する見込みが

あるものをいうとされる。このうち，①対象者の発言又は行動を聴取・監視等

する目的で，聴取機材又は光学的監視機材を用いて行われるものであって，対

象者において，他者に自己の発言又は行動を聞かれ又は見られることを意図し，

あるいは，これを合理的に予想するべき状況にあるとき，②光学的監視機材又

は追跡機材を用いて行われるものであって，施設内への許可なき立入りや物理

的・電子的干渉を伴わないものなどについては，第２種秘匿監視とされ，それ

以外のプライバシーへの侵害度の高いものは，第１種秘匿監視とされる。具体
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的には，犯人の活動拠点を発見するため，その使用車両の底部に発信器を取り

付ける行為は第２種秘匿監視に当たるのに対し，被疑者が滞在しているホテル

の居室や使用車両の内部に発信器や録音機器を設置する行為は第１種秘匿監視

に当たるとされる。なお，秘匿監視の前記定義に当てはまらない行為について

は，任意捜査として行うことが可能とされる。また，通信傍受とは，発信者及

び受信者以外の者が通信中に当該通信内容を傍受することと定義され，例えば，

受信者による秘密録音は通信傍受ではなく，秘匿監視に当たることとなる。

通信傍受及び秘匿監視の要件は，①重大犯罪（通信傍受については，７年以

上の拘禁刑に処せられ得る犯罪。秘匿監視については，３年以上の拘禁刑又は

１００万香港ドル以上の罰金刑に処せられ得る犯罪）の予防若しくは探査又は

公共の安全の保護を目的として行われること，②人が重大犯罪又は公共の安全

を脅かす行為に関与している合理的な疑いがあること，③通信傍受又は秘匿監

視の必要性があり，その目的に比例する行為であること（その際，より侵害度

の低い手段によることの可能性も考慮される。）である。

通信傍受及び第１種秘匿監視については，裁判官の許可を要する。第２種秘

匿監視については，警視長等法執行機関の職員の許可により実施することがで

きる。

２００８年の裁判官による通信傍受の許可件数（更新許可を含む。）は１７

１９件，裁判官による第１種秘匿監視の許可件数は９８件，法執行機関の職員

による第２種秘匿監視の許可件数は１０７件となっている。

５ 潜入捜査

法令に特段の定めはないが，情報収集目的や捜査目的の潜入捜査が行われて

いる。なお，情報提供者の利用に当たり，検察官は，捜査対象となる犯罪行為

の性質や公共の秩序に与える脅威の程度が深刻であって，通常の犯罪の予防・

制御手段が効果的ではない場合には，当該情報提供者に免責を付与することが

できるとされる。

６ ＤＮＡ型データベース

香港では，２００１年の警隊条例の改正により，ＤＮＡ型試料の採取権限及

びＤＮＡ型データベースに関する規定が設けられ，同年からデータベースの運

用が開始された。米国のＣＯＤＩＳにならったシステムを採用しているとされ

る。逮捕可能な重大犯罪（７年以上の懲役に科され得る罪等）の被疑者及び有

罪確定者については，相手方の同意の有無にかかわらず，警視級以上の警察官

の承認により，必要かつ合理的な有形力を行使して，ＤＮＡ型試料を採取する

ことができる（警隊条例５９条Ｃ，Ｅ）。

２０１０年７月末時点で，ＤＮＡ型データベースには，３万人分以上のＤＮ

Ａ型情報が登録されており，これらのＤＮＡ型情報と犯行場所に遺留された試

料から検出されたＤＮＡ型とが一致した件数は１３００件とのことである。
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第10章 台湾

第１ 刑事司法制度の概要等

１ 捜査・公判手続の概要等

台湾の刑事手続は，我が国の旧刑事訴訟法と近似した職権主義を基本として

いる。

検察官は，捜査の主体であるとともに，準司法官としての性格も有し，勾引

状（我が国の逮捕状に当たる。）の発付等の強大な捜査権限を持つ（台湾刑事

訴訟法第７７条第３項，第７１条第４項。以下，括弧内に引用する条文はいず

れも同法である。）。一方，警察官は，検察官の捜査を補助する立場にあると

されている。

被疑者の身柄拘束の流れについて見ると，被疑者を勾引（我が国の通常逮捕

に相当する。）又は逮捕（我が国の現行犯逮捕又は緊急逮捕に相当する。）し

た場合，２４時間以内に裁判所に対し拘置（我が国の勾留に当たる。）の申立

てをしなければならないとされている（第９３条第２項）。

拘置の要件は，犯罪の嫌疑が重大であり，かつ，

○ 逃亡し，又は逃亡するおそれがあると認めるに足る事実があるとき

○ 証拠を隠滅し，偽造し，若しくは変造し，又は共犯者若しくは証人と通謀

するおそれがあると認めるに足りる事実があるとき

○ 死刑，無期刑又は短期５年以上の懲役に当たる罪を実行したとき

のいずれかの事情があって，拘置しなければ訴追手続の進行が困難である場合

とされている（第１０１条第１項）。

起訴前拘置の期間は２か月であり（第１０８条第１項），１回のみ２か月間

の延長が可能である（同条第５項）。２００９年の統計では，平均約１．５か

月であった。

台湾においては，起訴法定主義が採られており，被疑者に犯罪の嫌疑があれ

ば，検察官は公訴提起しなければならないが，軽微な犯罪の場合等一定の例外

が認められている。

また，起訴状一本主義は採られておらず，検察官は，公訴提起と同時に証拠

物及び一件記録を裁判所に送付することとなる（第２６４条第２項）。

裁判所は，審判を準備するために第１回公判期日の前に被告人を尋問するこ

とができ（第２７３条第１項），また，公判期日の前に証人，鑑定人又は通訳

の召喚及び証拠物の取寄せ又は提出を命ずることができる（第２７４条）。

公判期日においては，検察官が起訴要旨を陳述した後に，裁判長は，起訴さ

れた事実について被告人を尋問しなければならず（第２８７条），尋問後，証

拠を調べなければならない（第２８８条）。

証拠調べ終了後，検察官，被告人，弁護人の順に弁論が命じられ，被告人が
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希望した場合，更に被告人による最終陳述が行われて弁論が終結する。

法務部（我が国の法務省に当たる。）の担当者によれば，捜査段階における

自白事件は１割程度であり，司法院（我が国の最高裁判所に当たる。）からの

回答によれば，地方裁判所における有罪率は約９６パーセントである。

２ 被疑者取調べの一般原則及び実情等について

警察官も検察官も被疑者の取調べを行い，それぞれ供述調書を作成する。な

お，起訴前の拘置期間中については，警察官は，検察官の指揮又は許可がある

場合に被疑者の取調べが可能である。

取調べ場所は，通常は取調室であるが，それ以外の場所で行うこともある。

被疑者の取調べにおいて，暴力，脅迫，利益誘導，偽計，疲労の利用その他の

不正な手段を用いてはならないとされ（第９８条，第１００条の２），警察官

は，原則として，夜間（日没後から日の出前まで）に被疑者の取調べをしては

ならないとされている（第１００条の３）。

原則として，取調べへの弁護人の立会いが認められているが，捜査の秩序に

影響を与えるに足りるなどの事情がある場合には，制限される（第２４５条第

２項）。被疑者が弁護人の立会いを要請した場合，取調べを行わずに弁護人の

到着を待つこととなるが，それが逮捕中の取調べである場合，弁護人を待って

いる間の時間は逮捕の制限時間に参入されない。

１件当たりの取調べの時間や回数は，事案ごとに異なるとのことである。

具体的な取調べの手法については，個々の取調官の経験や培った技術に負う

ところが多いようであるが，複数の捜査経験者によると，被疑者との信頼関係

の構築や人物の把握等を目的として，取調べ開始前に，被疑者と雑談を交わす

ことは普通に実施されているようであり，このような雑談は録音等はしていな

い。

法務部調査局（国家の安全確保に関する捜査や贈収賄，経済犯罪等の捜査を

行う。）の担当者によると，被疑者取調べの具体的な手法例としては概ね次の

ようなものであるとのことであった。すなわち，取調官は，事前準備として事

件や被疑者に関する資料を確認した上，まず，雑談等によって被疑者との信頼

関係を構築し，供述に対する被疑者の抵抗感の減少に努めた上，追及や物証の

提示によって被疑者から詳細な供述を引き出すとともに，自白を促すというも

のである。

第２ 取調べの録音・録画制度について

１ 制度導入の経緯等

１９８２年に発生した拳銃使用の強盗事件において，警察官が被疑者に対し

て暴行を用いた取調べを実施した結果，被疑者は自白したものの自殺し，そ

の後，真犯人が現れ，上記自白が虚偽自白であったことが判明したという事

案が発生した。



- 151 -

これを契機として弁護人の被疑者取調べの立会権が法制化されたものの，捜

査機関が被疑者への権利告知や弁護人への通知を行わなかったり，名目を付

けて弁護人立会いを回避するなどしたため，この制度は実際上，十分に機能

しなかった（問題点として，弁護人立会権が不当に侵害されたからといって，

直ちに当該被疑者取調べの自白の証拠能力が排除されるわけではないとする

裁判実務や，弁護人立会権の侵害を直ちに是正できる準抗告等の法的救済措

置がないなどの法制上の不備等が指摘されている。）。このようなことから，

その後も，１９９３年，１９９５年と続けて，警察官が暴行を用いて被疑者

を取り調べた事案が発覚し，被疑者取調べの録音の義務化に向けた刑事訴訟

法改正の機運が高まり，１９９８年，刑事訴訟法が改正され，被疑者取調べ

の録音を義務付ける規定が新設された。

その立案趣旨は，供述調書に対する公的な信頼を確立し，手続の合法性を担

保するためとされている。

２ 被疑者取調べの録音・録画制度の概要等

(1) 義務の範囲，例外事由等

刑事訴訟法上，被疑者・被告人の取調べ・尋問は全過程を連続して録音し

なければならず，必要があるときは，併せて全過程を連続して録画すること

とされている（第１００条の１第１項本文，第１００条の２）。

ただし，急迫の事情があり，かつ，そのことを供述調書に明確に記載した

場合にはこの限りではない（第１００条の１第１項ただし書）。「急迫の事

情」の具体例として，山奥や郊外など録音・録画の設備がないところで急に

取調べを実施する必要が生じた場合等がこれに該当すると解されている。

捜査段階において，録音が義務付けられているのは，警察官及び検察官に

よる被疑者の取調べであり，公判段階では裁判官による被告人の尋問も録音

義務の対象とされている。

また，対象となる犯罪及び取調べ場所に限定はなく，前述の例外事由に該

当する場合以外は，身柄拘束の有無を問わず，全ての被疑者取調べの全過程

を録音することとされている。

(2) 義務違反の法的効果，記録媒体の公判段階における取扱い

録音記録は，供述調書の補助的な記録として位置付けられており（したが

って，実質証拠として用いられることはない。），供述調書に記載された被

疑者の供述と録音の内容が符合しない場合，その符合しない部分の供述を証

拠とすることはできないこととされている（第１００条の１第２項，第１０

０条の２）。

ところで，１９９８年の改正刑事訴訟法の立法草案では，「被疑者の供述

が録音又は録画されていないときには，それを証拠とすることができない。」

とされていた。しかし，審議の過程において，単に録音等が一部欠けている

ということのみをもって，本来問題のない自白までが，その証拠能力を否定
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されることは相当ではないとされ，現行法の内容（供述調書に記載された被

疑者の供述と録音の内容が符合しない場合，その符合しない部分の供述を証

拠とすることはできない）に修正されたという経緯があったとのことである。

取調べの全過程を録音しなかった場合，又は録音せずにある程度取調べを

行い，供述調書を取りまとめる時点から録音を開始したような場合等，録音

義務に違反してなされた取調べにおいて作成された供述調書の証拠能力につ

いては，次のような最高裁判所の判例がある。すなわち，同判例によれば，

「被疑者の供述の証拠能力は，刑事訴訟法第１５８条の４に基づき，人権保

障と公共の利益の均衡維持の観点から裁判官が判断することとされており，

実質的には，自白の任意性を判断して証拠能力を認定する。すなわち，録音

されていないことのみをもって，供述調書の証拠能力が否定されるものでは

ない。」とされている。

記録媒体の公判段階での確認方法としては，裁判官や検察官が公判外で視

聴することが多く，一部を法廷で再生する場合もあるようである。

なお，現行法上，参考人取調べの録音等に関する規定はない。

第３ 取調べの録音・録画制度の運用状況等

１ 被疑者取調べの録音・録画の実施状況

刑事訴訟法上，被疑者の拒否は録音義務の例外事由に当たらないことから，

被疑者が拒否した場合であっても，録音を継続するのが通常である。

また，被疑者がトイレに行く場合や停電等により機材が使用不能となった場

合は，録音を中断し，その旨を供述調書に記載する取扱いがなされている。

ところで，前述のとおり，取調官は，信頼関係の構築等を目的として，取調

べ開始前にしばしば被疑者と雑談を行うところ，このような雑談は取調べに当

たらないとの理由から，録音等はしていないとのことである。もっとも，被疑

者が雑談時に証拠とすべき内容の供述をした場合であっても，録音されていな

いことから，これをそのまま供述調書に録取することはせずに，録音を開始し

た上で，改めて被疑者に聴取するという取扱いがされている。

また，台北市では，録音・録画機器が備え付けられた取調室の整備が進んで

おり，基本的には録音と同時に録画を実施している。取調室で録音・録画を実

施する場合，別室において，録音・録画している映像や音声をモニターで確認

することができるようになっている。録音・録画したデータはＤＶＤに記録さ

れる。他方，台北市以外の地域では，録音・録画機器が備え付けられていない

取調室も多く，録音のみを実施するケースが多いようである。

２ 録音・録画制度に対する評価等

実務家による積極的な評価としては，「供述内容が後に検証可能となるので

よい制度である。」（裁判官），「捜査官を守るための制度であり，公判で自白

を覆す事例は少なくなった。」（検察官，警察官），「起訴率，有罪率が上がっ
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たと認識している。」（検察官）などがあった。

その一方で，「被疑者の供述が得にくくなった。」（警察官），「自白事件の割

合がおよそ半減した。」（裁判官），「捜査官からの暴行・脅迫に関する主張は

減ったが，利益誘導に関する主張が増えた。」（裁判官），「録音・録画された

取調べで被疑者が自ら虚偽供述をして裁判でその信用性が問題になった例もあ

り，録音・録画には虚偽供述を防止する機能はない。」（裁判官）などの評価

も見られた。

また，「自白以外の証拠を収集するため，1つの事件の捜査に多くの時間を

かけるようになった。」（警察官）と，取調べの可視化が取調べ以外の捜査実

務に与える影響についての指摘もあった。

第４ 取調べ以外の特徴的な捜査手法，仕組み等

台湾においては，以下のような捜査手法等が活用されている。

１ 司法取引(刑事訴訟法に規定)

検察官が，被害者の意見を聴取した後，量刑の範囲等について，裁判外で被

告人と協議を行い，その結果，当事者双方が合意し，かつ，被告人が罪を認め

た場合，検察官は，裁判所に対し，合意に基づく判決を請求することができる。

この請求があった場合，裁判所は，一定の例外事由に該当する場合を除き，合

意の範囲で判決を宣告することとされている。

なお，死刑，無期又は短期３年以上の懲役に当たる罪等の重大犯罪は，対象

犯罪から除外されている。

２ 共犯者に関する供述等を行った場合の刑の減免（証人保護法に規定）

一定の罪（短期３年以上の懲役に当たる罪等の重大犯罪）に係る刑事事件の

被疑者が，捜査中に，共犯者の犯罪事実について供述し，これにより検察官が

共犯者を訴追できた場合等には，あらかじめ検察官が同意している場合に限り，

当該被疑者の刑を減軽又は免除するものとされている。

３ 証人保護（証人保護法に規定）

検察官又は裁判所は，証人又はその密接利害関係人が検察官の面前又は裁判

所における当該証人の証言により危害を受けるおそれがあるなどの場合には，

証人保護措置を採ることができるとされており，具体的には，身分の秘匿，警

察官の派遣，就職・転居等支援等の保護措置を採り得る。

証人保護制度を利用して供述を引き出す手段は多く活用されている。

４ 通信・会話傍受（通信の保障及び監察に関する法律に規定）

電話・電子メール等，電信設備を用いて文字，映像，音声等を有線・無線で

伝達するもののほか，郵便や会話も傍受の対象となる(ただし，私人の住居内

に傍受機器を設置することはできない。)。

短期３年以上の懲役に当たる罪その他特定の犯罪の容疑があって，国家安全

への危害又は社会秩序への重大な影響があることに加え，通信等の内容が事件
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と関係すると信じる相当な理由があり，かつ，他の方法によっては証拠の収集

や捜査が不可能又は困難である場合に，裁判所の令状発付を得て，傍受を実施

できるとされている。

傍受は薬物，汚職，選挙違反，組織犯罪などに活用されている。２００８年

における通信傍受実施件数は，対象事件６１１２件，対象電話２万５９３４本

である。

５ おとり捜査

特段の根拠規定はないが，実務上，薬物事犯の捜査において，いわゆる買受

け捜査が実施されている（判例上，適法な捜査と認められている。）。

６ ＤＮＡ型データベース

ＤＮＡサンプル採取条例により，重大暴力犯罪，性犯罪の被疑者・被告人か

らはサンプルの強制採取が可能である。

データベースへの登録は，被疑者・被告人のみ可能であり，２０１０年３月

時点で５万４０００件のＤＮＡ型の登録がなされている。

７ 情報へのアクセス

携帯電話の加入者情報，受発信履歴，出入国記録，旅券情報，銀行口座の名

義人等の情報については，警察と情報を保有する関係機関・事業者とがオンラ

インで結ばれており，警察官は，警察に設置された端末を用いて照会すること

が可能となっている。

８ 街頭カメラ

警察が設置したものと民間が設置したものを併せて捜査に活用している。



資料１
諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

① ② ③ ④ ⑤

アメリカ イギリス フランス ドイツ イタリア

（１） 導入時期

○　1977年～2011年
（導入されているのは，１８州及びコロンビア特別区）

○　1992年 ○　1998年（被疑少年について）
○　2007年

○　1995年

（２） 法的根拠

○　各州（特別区を含む。以下同じ。）によって異なり
・　法律に規定がある州
・　裁判所規則に規定がある州
・　州最高裁判所判決を根拠とする州
などがある。

○　1984年警察及び刑事証拠法(以下「ＰＡＣＥ」という。）
○　（録音に関し）被疑者取調べの録音に関する実務規程Ｅ
（以下「実務規程Ｅ」という。）

○　刑事訴訟法典（以下「法」という。）
○　1945年2月2日オルドナンス第45-174号（被疑少年につ
いて）（以下「オルドナンス」という。）

○　なし。

＊被疑者の承諾があれば，被疑者取調べの録音・録画を実
施することは可能と解されている（ただし，実施例はほとんど
ないようである。）。

○　刑事訴訟法（以下「法」という。）

（３） 導入経緯

○　各州によって異なり
・　従来，捜査段階における被疑者の口頭供述は公判で証
拠として採用することが許されていなかったところ，そのよう
な供述を法廷で採用するための条件として，その供述が録
音・録画されていることが要求される旨立法されるに至った
州
・　州最高裁判所が，取調べ状況に関する争いについて裁
判所や陪審員による判断を容易にするなどの理由により，
取調べの録音・録画を求めるなどの判示を行い，それが判
例法となり，あるいは立法措置等がなされた州
・　1990年ころから，ＤＮＡ型鑑定の活用等によりえん罪事件
が相次いで判明し，弁護士団体等を中心として，虚偽自白
防止のために取調べの録音・録画を求める機運が高まり，
これらを契機として立法措置等がなされた州
などがある。

○　刑事手続に関する王立委員会における，それまでの刑
事実務の問題点の検討等を経てＰＡＣＥが制定され，その60
条(1)(a)において，「内務大臣は，警察署において警察官が
行う犯罪被疑者の取調べの録音に関する実務規程を発出
しなければならない」旨規定された。
　これを受けて，1988年に実務規程Ｅが制定され，試行を経
て，1992年から被疑者取調べの録音が義務付けられるに
至った。

○　1990年代後半，無罪推定の原則を強化すること等を目
的とする司法改革が進められ，その中で，1988年，オルドナ
ンスが改正され，警察留置（ガルダ・ビュー）中の被疑少年
の取調べの録音・録画制度が義務付けられた。
　その後，強姦等事件で重罪院で審理を受けた多くの被告
人が無罪となったことを契機に，予審制度を含む刑事司法
制度全体の改革が進められ，2007年，刑訴法改正により，
重罪の嫌疑により警察留置に付された被疑者の取調べ及
び重罪の嫌疑により予審の対象とされた者に対する尋問に
ついて，原則として録音・録画を行うことが義務付けられた。

＊上記警察留置（ガルダ・ビュー）は，無令状の身柄拘束手
段である。

○　被疑者・被告人の権利保障の拡充を図った1988年の法
の全面改正により，取調べに関しては，全てを調書化する
か要約調書に録音を併用することとされ，一定の場合には
録画を実施することとされた。しかし，この制度の下におい
ては例外規定に基づく運用が広く行われ，供述した内容と
要約調書の内容が異なるといった主張や，取調べで暴行・
脅迫が行われたといった主張が被告人側からなされる事案
が相次いだ。
　これを受けて，1995年，法が改正され，取調べの録音又は
録画が義務付けられた。

（４）
主な

制度目的

○　各州によって異なり，多くの州では複数の目的が指摘さ
れているところ
・　取調べ状況に関する判断を容易にする
・　虚偽自白の防止等により誤判を防止する
・　取調べ状況に関する不当な主張から取調官を保護する
などが指摘されている。

○　警察官による違法な取調べを抑止し，被疑者の権利を
保障する。
○　後の公判において，自白したか否かを含む供述内容を
めぐる争いや取調べの適法性，相当性をめぐる争いが生じ
ることを未然に防ぐ。

○　被疑少年を保護する。
○　供述調書の内容の検証を可能とし，これにより供述調
書の正確性を担保する。

○　取調べ過程の正確性・信ぴょう性を確保しつつ，権利保
障を確保する。

（５）
義務付け

規定

○　取調べの録音・録画を義務付ける規定等がある州とな
い州がある。

○　警察署において行われる正式起訴犯罪及び両性犯罪
の被疑者の取調べの全過程について，録音が義務付けら
れている（実務規程Ｅ 3.1, 2.1）。

＊正式起訴犯罪：謀殺，強姦等の重大犯罪が該当し，刑事
法院で審理されるもの。
＊両性犯罪：窃盗，傷害等が該当し，治安判事の決定によ
り，刑事法院又は治安判事裁判所のいずれかにおいて審
理されるもの。
＊被疑者取調べの録画については，警察の裁量により実施
することができる（被疑者取調べの録画に関する実務規程
Ｆ）

○　警察留置中の被疑少年の取調べについて録音・録画が
義務付けられている（オルドナンス4条6項）。
○　重罪の嫌疑により警察留置に付された被疑者の取調べ
及び重罪の嫌疑により予審対象とされた者に対する尋問に
つき，録音・録画が義務付けられている（法64-1条，116-1
条）。

○　なし。 ○　拘禁された者の尋問は，審理（予備審理及び公判審理）
においてなされる場合を除き，常に録音又は録画の方法に
より尋問全体を記録しなければならない（法141条の2）。

（６）
不実施の
法的効果

○　各州によって異なり
・　当該取調べで得られた供述の証拠能力が否定されると
する州
・　当該取調べで得られた供述が任意性を欠くことが推定さ
れるとする州
・　裁判官から陪審員に対して，録音・録画が実施されな
かったことについて説示を行わなければならないとする州
・　法的効果を定めていない州
などがある。

○　録音義務違反の法的効果について定めた規定はない。
○　自白が圧力を受けた結果得られたものである場合，被
疑者を自白するに至らしめた取調官の言動が自白の信用
性を失わせるようなものである場合には，自白を証拠とする
ことはできず（ＰＡＣＥ76条），また，証拠を採用することが不
公正な場合には，裁判官は，当該証拠を採用しないことが
できる（ＰＡＣＥ78条）とされており，これらの判断の枠組みの
中で，録音されていない供述の証拠能力が判断されることと
なる。

○　録音・録画義務に違反した法的効果についての規定は
ない。
○　刑訴法の一般規定（法171条「本法その他刑事訴訟法
規が規定する重要な手続について関係当事者の利益を侵
害する違反があった場合は手続を無効とする。」等）に該当
するか否かの判断となる。

○　拘禁された者の尋問は，録音又は録画の方法により尋
問全体が記録されない場合は証拠として使用することがで
きない（法141条の2）。
○　実質証拠としても弾劾証拠としても使用することができ
ないと解されている。

（７）
身柄拘束
との関係

○　各州によって異なり
・　身柄拘束下の被疑者取調べのみを録音・録画の対象と
する州
・　身柄拘束下の被疑者取調べのほか，身柄拘束なしに留
置施設で被疑者を取り調べる場合についても録音・録画の
対象とする州
・　身柄拘束の有無にかかわらず，ミランダの諸権利（黙秘
権，取調べに弁護人の立会いを求める権利等）を告知した
後の被疑者取調べを録音・録画の対象とする州
がある。

○　法律上の限定はないが，身柄拘束下にない被疑者の取
調べが行われることがほとんどないため，実際上は，身柄
拘束下の取調べが録音されることとなる。

○　重罪被疑者及び被疑少年の取調べについては，警察
留置中に限られる（法64-1条，オルドナンス4条6項）。
○　予審対象者の尋問については，身柄拘束下にあるかを
問わない（法116-1条）。

○　身柄拘束中の被疑者に限られる（法141条の2）。

（８） 取調べ主体

○　法執行官（警察官等）全般としている州や警察本部の警
察官としている特別区がある。

○　警察官（ＰＡＣＥ60条(1)(a)） ○　警察官，予審判事 ○　検察官
　（身柄拘束中は警察官による被疑者取調べは認められて
いない。）

項目番号
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資料１

（１） 導入時期

（２） 法的根拠

（３） 導入経緯

（４）
主な

制度目的

（５）
義務付け

規定

（６）
不実施の
法的効果

（７）
身柄拘束
との関係

（８） 取調べ主体

項目番号

諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

オランダ オーストラリア（連邦） 韓　　国 香　　港 台　　湾

○　2009年 ○　1991年 ○　2007年 ○　1998年 ○　1998年

○　検事総長評議会が発した「参考人・被疑者の取調べの
録音録画に関する指令」（以下「指令」という。）

○　1914年刑法(以下「法」という。） ○　刑事訴訟法（以下「法」という。） ○　保安長官による被疑者取調べ及び供述の録取に関す
る規則及び指針（以下「尋問規則・指針」という。）及び警察
の内部基準

○　刑事訴訟法（以下「法」という。）

○　2000年に発生した事件において，捜査段階でいったん
自白し，公判で無実を主張したが有罪となり，服役したもの
の，後に別件で逮捕された者が真犯人だと判明した。この事
案を踏まえ，2005年，控訴裁判所の検事がこの事案の検証
を実施し，主要な勧告の1つとして，取調べの録画をすべき
旨を指摘した。この検証報告は議会で審議され，司法安全
大臣が取調べの録音・録画の義務化を約束した。このような
経緯を経て，2009年4月に検事総長評議会が発した指令
が，一部の警察を除いて取調べの録音・録画を義務付ける
に至り，2011年1月には，その義務付け対象が全警察に拡
大された。

○　自白を巡る審理による公判遅延の弊害が問題視される
ようになってきた上，1991年に「自白状況について機械的記
録等の裏付け証拠がない場合，裁判官は，陪審員に，自白
のみで有罪認定するには慎重であるべきことの説明を要す
る」旨の判決がなされるなどしたため，被疑者取調べの録
音・録画が実施されることとなった。

○　2002年に検察庁での取調べ中に暴行を受けた被疑者
が死亡した事件の発生を受け，検察において，検察権行使
の公正・取調べの適正確保の観点から，取調べの録音・録
画の試行を開始した。
　その後に大法院の判例変更により，検事調書の証拠能力
が認められるための要件につき，従前は，形式的真正（調
書の署名・押印が供述人自身によってなされたこと）が認め
られれば証拠能力が肯定されていたところが，形式的真正
に加えて実質的真正（供述人の供述内容と供述調書の内容
が同一であること）が立証されなければ証拠能力は認めら
れない旨厳格化されたことを受け，検事調書の証拠能力確
保の観点から更に取調べの録音・録画を推進し，2007年6月
の法改正により取調べの録音・録画に関する規定が設けら
れた。

○　警察官による取調べ中の暴力が主張されて，自白調書
の任意性が激しく争われるなどしたため，供述の任意性を
的確に立証する手段として録音・録画が検討されるように
なった。また，当時の母国である英国において，1984年に取
調べの録音制度の導入が決まったことを受け，政府部内で
の検討が始まり，1992年に保安長官による尋問規則・指針
が策定され，1993年からの試行を経て，1998年には全警察
署において録音・録画が実施されるようになった。

○　1982年に発生した強盗事件において，警察官が被疑者
に暴行を用いた取調べを行い，被疑者が自白したものの自
殺し，その後に真犯人が現れ，上記自白が虚偽だと判明し
たという事案が発生した。その後も警察官が暴行を用いた
取調べを行った事案が発覚したため，1998年，法が改正さ
れ，被疑者取調べの録音義務化がなされた。

○　取調べの事後的な検証を容易にする。 ○　自白内容や取調べ状況について客観的・機械的記録を
作成し，自白を巡る争いを減少させる。
○　取調べの適正確保を図り，正確な供述内容に基づいた
適正な審理が行われるようにする。

○　検事調書の証拠能力（実質的真正）を確保する。
○　検察権行使の公正，取調べの適正を確保する。

○　取調べの透明性を向上させる。
○　供述の任意性を立証しやすくする。

○　供述調書に対する信頼を確立し，手続の合法性を担保
する。

○　一定の犯罪の被疑者・参考人の取調べについて録音が
義務付けられ，さらに，そのうちの一定の場合に録画が義務
付けられている（指令）。

○　（直接的な義務付け規定はなく，録音・録画義務に反し
た場合の自白を排除するという形式で規定されている。）

○　なし。

＊被疑者の取調べは，録音・録画をすることができるとされ
ている（法244条の2第1項）。録音・録画を実施するか否か
は，捜査機関の裁量に委ねられている。

○　なし。

＊上記尋問規則・指針は，原則として，警察署等において行
われる被疑者の取調べについて，機械的方法による取調べ
状況の記録を作成しなければならないとしているが（尋問規
則・指針の規則Ｖ(b)，指針3），これは捜査機関の実施指針
を示したにすぎない。

○　被疑者の取調べは全過程を連続して録音しなければな
らず，必要があるときは，併せて全過程を連続して録画する
ことができる（法100条の1第1項本文，100条の2）。

○　録音・録画義務違反の法的効果について定めた規定は
ない。
○　報告書（供述調書）に証拠能力を認めるか否かは，裁判
官の判断による。

○　被疑者の捜査官に対する自白又は自認は，テープ記録
（録音・録画その他の機械的記録）を行うことが合理的に可
能な状況下で自白又は自認がなされた場合，取調べにおけ
る被疑者に対する質問及びそれに対する被疑者の応答全
てのテープ記録がなされていない限り，原則として証拠とす
ることができない(法23条Ⅴ(1)(a)）。

○　供述調書の内容と録音の内容が符合していない場合
は，符合していない部分を証拠にしてはならない（法100条
の1第2項，100条の2）。
○　ただし，録音がなされていないことのみが理由で供述調
書の証拠能力が否定されるものではない。実質的には，裁
判官が，自白の任意性を判断して，被疑者供述の証拠能力
を認定する。（判例）

○　身柄拘束の有無を問わない（指令）。 ○　身柄拘束の有無を問わない（法23Ⅴ条(1)(a)）。 ○　規定なし。 ○　警察の内部基準において，身柄拘束の有無により録
音・録画実施の要否を画しているものではないと思われる
が，訴追するべき事件については，通常，被疑者を逮捕して
捜査が行われる。

○　身柄拘束の有無を問わない。

○　警察官，検察官

＊実際には，警察官が取調べを行う。

○　警察官 ○　警察官，検察官

＊取調べの録音・録画は主として検察官において行われて
いる。

○　警察官 ○　警察官，検察官
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資料１
諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

① ② ③ ④ ⑤

アメリカ イギリス フランス ドイツ イタリア
項目番号

（９） 取調べ場所

○　各州によって異なり
・　留置施設等に限定している州
・　電磁的記録装置が備わった取調室に限定している特別
区
・　特に限定していない州
などがある。

○　警察署（ＰＡＣＥ60条(1)(a)） ○　被疑少年の取調べについて，場所に関する規定上の限
定はない。
○　重罪被疑者の取調べについては，司法警察の施設内で
行われるものに限定されている（法64-1条）。
○　重罪予審対象者に対する尋問については，予審判事の
執務室内における尋問に限定されている（法116-1条）。

○　法律上，特段の定めはないため，検察官の裁量で決定
される。

＊通常は，検察官の執務室又は被疑者が保全拘禁されて
いる刑務所内の取調室で行われる。

（１０） 対象犯罪

○　各州によって異なり
・　重罪に限定している州
・　殺人関連犯罪に限定している州
・　一定の人を死亡させた犯罪に限定している州
・　一定の暴力犯罪に限定している州
・　特に限定していない州
などがある。

○　正式起訴犯罪及び両性犯罪（実務規程Ｅ3.1, 2.1）

＊正式起訴犯罪：謀殺，強姦等の重大犯罪が該当し，刑事
法院で審理されるもの。
＊両性犯罪：窃盗，傷害等が該当し，治安判事の決定によ
り，刑事法院又は治安判事裁判所のいずれかにおいて審
理されるもの。

○　重罪被疑者の取調べ及び重罪予審対象者の尋問につ
いては，対象犯罪が重罪に限られる。ただし，捜査・証拠収
集の必要性から，一定の組織犯罪，国家の基本的利益に
対する侵害，テロ行為に係る犯罪が除外されている（法64-1
条，116-1条）。
○　被疑少年の取調べについては，録音・録画の対象犯罪
に限定なし（ただし，警察留置に付すことができる犯罪は重
罪又は拘禁刑に処せられる軽罪に限られている。）（オルド
ナンス4条6項）。

○　限定なし。

（１１）
録音・録画

の範囲

○　各州によって異なり
・　被疑者が取調室に入れられた直後，被疑者と警察官の
最初の接触の時点から，引き続き取調室内で起きる被疑者
と警察官との間の接触行為全てとする特別区
・　被疑者がミランダの諸権利を告知され又は告知されるべ
き時点から質問が終了するまでとする州
・　被疑者がミランダの諸権利を放棄した場面を録音・録画
する必要があるとし，それ以外の場面については捜査官の
裁量に委ねている州
・　特に規定はなく，捜査官の裁量に委ねている州
などがある。

　全過程（実務規程Ｅ3.1, 2.1）

＊犯罪事実以外の情報を入手する目的で被疑者を取り調
べる場合は，録音義務の対象とならない（実務規程Ｅ4.10）。

○　全過程（法64-1条，116-1条，オルドナンス4条6項は，録
音・録画義務の対象となる取調べ・尋問については，録音・
録画の範囲を限定していない。）

＊正式な取調べ以外のやりとりについては，録音・録画の
対象とはならない。

○　全過程（法141条の2）。

＊「捜査有益情報の聴取」（犯行の場所又は犯行の時点に
おいて，被疑者が現行犯逮捕又は緊急逮捕されている場合
に，弁護人の立会いなしに，予備捜査の迅速な遂行のため
に有益な情報及び指摘を得ること），「自発的申告の聴取」
（被疑者が自ら自発的に供述をする場合に，弁護人の立会
いなしに，これを聴取すること），「捜査を目的とした対話」
（改悛者（司法協力者）となる意思があるかどうかを確認す
る手続であり，ここで得られた供述は，捜査のためのみに用
いられ，公判審理においてはおよそ証拠として使用すること
ができない）については，録音・録画が必要な取調べには当
たらない。

（１２） 例　　外

○　実施州19州のうち15州が，録音・録画義務や義務違反
の法的効果について例外を設けている。その内容は各州に
よって異なり，
・　機器の故障等により録音・録画が不可能又は困難な場
合
・　機器の誤作動等により録音・録画に失敗した場合
・　緊急の事態のために録音・録画ができなかった場合
・　被疑者が，録音・録画を拒否した場合や，録音・録画の
中止を条件に供述する旨述べた場合
・　録音・録画が実施されれば被疑者がいかなる質問にも答
えなくなる場合
・　録音・録画により何人かの安全が危険にさらされたり，情
報提供者が特定される危険性がある場合
・　捜査官が，録音・録画の対象犯罪ではないと認識してい
たり，対象犯罪の嫌疑を認識していなかった場合
・　当該供述が質問に答えるのではなく自発的になされた場
合
・　当該供述が逮捕手続等の一部としてなされた質問に応じ
てなされたものである場合
・　当該供述が参考人として任意になされた場合
・　当該供述が録音・録画義務違反前に得られた場合
・　当該供述が真実であると認められる事実等が示され，さ
らに，被疑者の有罪の認定に資する供述である場合
・　当該供述が，任意になされたものであり，かつ，信頼でき
る場合
などが例外とされている。
　多くの州では，このうち複数のものを例外として設けてい
る。

○　録音機器が故障し又は適切な取調室や録音機材が利
用できない場合であって，取調べを遅らせることができない
事情がある場合（実務規程Ｅ3.3）
○　起訴がなされないことが明らかな場合（実務規程Ｅ3.3）
○　被疑者が取調室への入室を拒否し，取調べを遅らせる
ことができない事情があるときであって，房内で取調べを行
うための録音機材が利用できない場合（実務規程Ｅ3.4）
○　被疑者の録音拒否の意思表示が録音され又は被疑者
がそれすら拒否した場合（実務規程Ｅ4.8）

○　技術的な問題により録音・録画が不可能であるとき（法
64-1条，116-1条，オルドナンス4条6項）
○　（重罪被疑者の取調べ及び重罪予審対象者の尋問につ
き）同一又は複数の手続において同時に取り調べられるべ
き，又は尋問されるべき，警察留置中の被疑者又は予審対
象者が多数いるために，全ての取調べ・尋問について録音・
録画を行うことの妨げとなる場合（法64-1条，116-1条）

＊なお，被疑者・予審対象者が録音・録画を拒否する旨申し
立てたとしても，録音・録画義務は免除されない。

○　例外なし。

（１３）

実質証拠
としての

利用の可否

○　全ての実施州において，実質証拠として利用することが
認められている。

○　取調べの録音テープは，証拠物として取り扱われるが，
自白としての証拠能力も具備する限り，供述内容を立証す
る証拠として用いられることとなる（実質証拠としての使用を
制限する規定は見当たらない。）。

○　実質証拠としては用いられない。 ○　原則として，証拠として使用できない。
○　ただ，被告人が公判審理において予備捜査段階と異な
る供述をした場合に，弾劾証拠として反訳調書の証拠請求
が行われている（他方，録音・録画記録自体の取調べは行
われていないとのことである。）。
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資料１

項目番号

（９） 取調べ場所

（１０） 対象犯罪

（１１）
録音・録画

の範囲

（１２） 例　　外

（１３）

実質証拠
としての

利用の可否

諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

オランダ オーストラリア（連邦） 韓　　国 香　　港 台　　湾

○　原則として，警察施設内にある録音・録画の装置を備え
た取調室
○　ただし，警察施設以外で取り調べざるを得ない場合，モ
バイル録音装置を持参して録音を行うこともある。

○　限定なし。
○　ただし，警察官は，原則として録音・録画設備のある警
察署の取調室で取り調べる。

○　規定なし。
○　実務上，検事執務室内の録音・録画室や検事執務室外
の録音・録画室で行われている。

○　警察署等（取調べのための施設等を含む。） ○　限定なし。

○録音が義務付けられるもの
　①被害者が死亡している事案，②12年以上の拘禁刑に当
たる罪の事案，③12年未満の拘禁刑に当たる罪の事案で
あって，被害者に重大な傷害を負わせたことが明白なもの，
④8年以上の拘禁刑に当たる性犯罪の事案あるいは依存関
係にある性的虐待に関わる性犯罪（親，医師，教師，児童施
設の職員等がその責任を担う児童と性交した場合）
○　録画が義務付けられるもの
　①取調官が取調べの際，心理学者等の専門家の支援を
受ける場合，②取調べを受ける者がぜい弱な場合であり，
かつ，被疑事実が録音をすることが義務付けられる犯罪で
ある場合

○　限定なし（全ての連邦犯罪）。 ○　規定なし。
○　実務上，主として自白事件や比較的軽微な事件で録
音・録画が活用されている。

○　警察の内部基準においては，
① 原訟法庭又は区域法院で審理される見込みがあるとき
② 裁判法院で審理される事件については
ア 複雑で機微に触れ若しくは特異な性質の事件である場合
イ 公共の利益に関わる事件である場合
（ウ 被疑者の要望がある場合）
に録音・録画を実施することとされている。

＊原訟法庭：殺人，強姦等の公訴罪を審理する。
＊区域法院：７年以下の拘禁刑に当たる公訴罪を審理す
る。
＊裁判法院：簡易公判可能公訴罪又は簡易犯罪を審理す
る。

○　限定なし。

○　全過程（指令）。 ○　全ての回の取調べが録音・録画されていなくとも，証拠
請求に係る自白又は自認等がなされた回の取調べの全て
が録音・録画されていれば足りる。（判例）

○　取調べの開始から終了までの全過程及び客観的状況
の録音・録画をしなければならない（法244条の2第1項）。

＊録画する場合には，その回の取調べの全過程について
録音・録画を要求する趣旨であり，全ての取調べの開始か
ら終了までの録音・録画を要求するものではない。

○　警察署等において被疑者の取調べを行うときは，書面
又は機械的方法により全ての取調べの記録を作成しなけれ
ばならないこととされている（尋問規則・指針の規則Ｖ(b)，指
針3）。

○　全過程（法100条の1第1項本文，100条の2）

○　検察官が録音・録画しないことに同意する場合（指令付
録3の注釈）
○　検事総長評議会が録音・録画の義務を免除する場合も
ある（指令付録3の注釈。コンピュータ・センターが１つ以上
故障しているなどの場合。）

○　録音・録画を行うことが実際上困難な状況で自白又は
自認が得られた場合において，当該自白又は自認について
書面による記録を作成した上，この書面による記録につい
て，あらかじめ誤りや記載漏れをいつでも訂正できる旨告げ
た上で読み聞かせ，その読み聞かせの状況について録音・
録画記録が作成された場合（法23Ⅴ条(1)(b)）
○　自白若しくは自認又は追認（法23Ⅴ条(1)(b)の手続）の
録音・録画記録が作成されなかった場合において，裁判所
が，その理由等を考慮し，当該事案の特別な状況の下で，
当該証拠の採用を許容することが正義の利益に反しないと
認めるとき（法23Ⅴ条(5））

○　急迫の事情があり，かつ，そのことを供述調書に明確に
記載した場合（法100条の1第1項ただし書き）

○　取調べの録音・録画記録の実質証拠としての利用を制
限する規定はないものの，実務上は，報告書（供述調書）が
証拠として取り調べられることがほとんどである。

○　取調べの録音・録画記録の実質証拠としての利用を制
限する規定はなく，実務上，取調べの録音・録画記録は，公
判において，自白・自認のみならずそれ以外の供述・弁解内
容も含め，被疑者の供述内容の立証に用いられている。

○　録音・録画媒体は，検事調書の実質的真正の立証を行
う場合，公判で当該供述人の記憶喚起を行う必要がある場
合にのみ利用することができる（法312条2項，318条の2第2
項）。

○　録音・録画記録は，実質証拠として用いられ得る。 ○　録音記録は，供述調書の補助的な記録として位置付け
られ，それ自体が実質証拠として用いられることはない。
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資料１
諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

① ② ③ ④ ⑤

アメリカ イギリス フランス ドイツ イタリア
項目番号

（１４）
取調べ

回数・時間

○　逮捕後の取調べ時間は，通常，1～2時間から数時間程
度である。

○　取調べ回数はほとんどが2回以下で，取調べ時間も30
分以内のものが大部分を占める。

○　警察留置中の被疑者の取調べは，警察留置中を通じ
て，数回，合計数時間程度とのことである。
○　予審対象者への尋問は，多くの場合，1つの事件で1人
の予審対象者に対し，2～4回程度実施され，1回当たりの時
間は１時間半程度とのことである。

○　勾留期間中の被疑者取調べは，通常，警察において1
回ないし数回程度行われるにすぎない。

○　ローマ地検での調査では，被疑者が自白することはほと
んどなく，身柄拘束中か否かにかかわらず，被疑者の取調
べはほとんど行っていないとのことであった。
　取調べを行うとした場合の回数や時間については，事案に
もよるが，回数はせいぜい１回，時間は１時間から２時間程
度とのことであった。

（１５）

録音・録画の
実施状況

（実施事件，
範囲等）

○　対象犯罪に限って録音・録画を実施している捜査機関も
あるが，捜査官の判断により，対象犯罪以外の犯罪につい
ても録音・録画を実施している捜査機関もある。
○　対象となる取調べの全過程の録音・録画が要求されて
いると考えられる州においては，ほとんどの捜査機関で，被
疑者が取調室に入室する前に録音・録画を開始し，取調べ
が終了して被疑者が取調室を退室した後に録音・録画を終
了することとしている。
○　多くの州では，録音・録画することを被疑者に告知する
義務はなく，告知していないのが通常のようであり，録音・録
画していない旨嘘を言って取調べを行うことが認められてい
る州もある。

○　対象犯罪に限らず，略式起訴犯罪についても，運用上，
可能な範囲において取調べの録音を実施しているようであ
る。
○　録画機器が整備されている警察署は一部にとどまり，
実務上，被疑者取調べの録画を実施することは少ない。

○　おおむね被疑者・予審対象者が入室して着席する前後
から録音・録画が開始されていたが，質問・回答が終了した
時点で録音・録画を終了する場合もあれば，供述調書の内
容確認・署名が終了して退席した後に録音・録画を終了する
場合もあった。

○　身柄拘束の根拠となった事実以外の事実について取調
べを行う場合であっても，身柄拘束されている以上，肉体
的・精神的圧迫等を受けやすいことに変わりはないとの理
由から，録音・録画が実施されている。

（１６）

  録音・録画の
方式，記録媒
体の取扱い等

○　取調室における取調べについては，ほとんどの州の捜
査機関で録音及び録画を行っているが，例えば，予算等の
問題により録音・録画機器を配備できず，ＩＣレコーダーによ
る録音のみを行っている捜査機関もある。
○　多くの州の捜査機関では，取調室の外において，録音・
録画されている映像・音声を視聴することができるようなシ
ステムが取り入れられている。
○　録音・録画のデータについては，これをすぐにＤＶＤ等に
保存して証拠化している捜査機関，ハードディスクに保存し
て必要に応じてＤＶＤ等にデータをコピーして証拠化している
捜査機関などがある。

○　ダブルデッキのカセットテープレコーダーで録音が実施
され，録音終了後，テープのうち1本は原本として封印され，
もう１本はワーキングテープとして捜査等に利用される。
○　一部の警察署において，取調べの録音・録画に係る記
録をデジタルネットワーク上にデータとして保存している。

○　取調べ・尋問直後，ＣＤ－ＲＯＭ又はＤＶＤにデータを保
存し，録音・録画記録媒体の原本が作成される。この原本自
体は厳封をされて記録に添付される。また，上記ＣＤ－ＲＯ
Ｍ又はＤＶＤの写しも作成され，厳封はされずに記録に添付
される。
○　供述調書の内容について弁護人が理由を付した異議を
申し立てた場合にのみ再生され，弁護人は，この異議申立
てを行わない限り，録音・録画の内容を確認することができ
ない。

○　録音後は，テープを専門業者に反訳させ，テープと反訳
を一件記録中に保管する。
○　録画後は，ＤＶＤを専門業者に反訳させ，ＤＶＤと反訳を
一件記録中に保管する。

（１７）

記録媒体の
公判での
利用状況

(反訳書面も含
む）

○　記録媒体を公判で証拠として使用する場合，基本的に
は全ての記録を再生している州もあるが，検察官の判断に
より，あるいは検察官と弁護人との合意により，記録媒体の
記録を編集するなどした上，必要な部分に限定して再生して
いる州もある。
○　反訳書面については，録音・録画を実施した場合に原
則として作成する州もあれば，検察官が必要と判断した場
合にのみ作成する州もある。多くの州では，記録媒体のみ
が証拠として扱われ，反訳書面は陪審員の理解を助けるた
めの補助的なものとして扱われている。

○　録音テープは，公判廷において，証拠物として取り扱わ
れる。
○　反訳書面も証拠物として取り扱われる。

○　パリ控訴院内の重罪院での調査では，録音・録画記録
媒体が再生された実績は見当たらないとのことである。

○　記録媒体，反訳書面は原則として公判で使用できない。
○　被告人が公判審理において予審捜査段階と異なる供述
をした場合には，検察官が，弾劾証拠として反訳書面を証
拠請求する場合があるが，記録媒体の取調べは行われて
いないとのことである。

（１８）

取調べ以外の
特徴的な捜査

手法等

○　司法取引
○　刑事免責制度
○　通信傍受
○　ＤＮＡ型データベース
○　秘密情報提供者の活用
○　おとり捜査
○　潜入捜査
○　証人保護プログラム

○　「有罪答弁による減軽」のガイドライン
○　答弁取引
○　捜査協力型の量刑減免制度
○　黙秘権制限規定
○　ＤＮＡ型データベース
○　ＣＣＴＶ
○　秘匿捜査・情報収集等（通信・会話傍受，潜入捜査等を
含む）

○　通信・会話傍受
○　潜入捜査
○　ＤＮＡ型データベース
○　ビデオ監視システム

○　通信・会話傍受
○　王冠証人制度
○　合意制度
○　隠密捜査官，秘密支援者による潜入捜査
○　証人に対する出頭及び供述強制制度（裁判官又は検察
官の召喚により出頭して証言・供述する義務を課すもの）
○　証人保護制度

○　通信・会話傍受
○　おとり・潜入捜査
○　電子追跡
○　改悛者（司法協力者）制度
○　証人保護プログラム
○　簡易公判・当事者の請求による刑の適用
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資料１

項目番号

（１４）
取調べ

回数・時間

（１５）

録音・録画の
実施状況

（実施事件，
範囲等）

（１６）

  録音・録画の
方式，記録媒
体の取扱い等

（１７）

記録媒体の
公判での
利用状況

(反訳書面も含
む）

（１８）

取調べ以外の
特徴的な捜査

手法等

諸外国等における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

オランダ オーストラリア（連邦） 韓　　国 香　　港 台　　湾

○　事件にもよるが，取調べは複数回行われるようである。
重大事件の場合，最初の警察留置の期間中は毎日取り調
べるが，勾留後は必要に応じて取り調べるようである。

○　被疑者を逮捕する事案では，1回だけ取調べを行うこと
が多く，調査で確認した限りでは，1回につき10～70分間の
取調べが行われていた。

○　被疑者の身柄拘束期間中，連日，長時間にわたり取調
べを行うことも少なくない。

○　被疑者の取調べを行うことができる時間は，通常，逮捕
後48時間以内に限定される。

○　１件当たりの取調べの時間・回数は，事案ごとに異なる
とのことである。

○　ハーグ警察管内における2010年9月1日から2011年2月
15日までの間，録音・録画件数が最も多い犯罪は故殺であ
り，2番目に多い犯罪は強姦であった。

○　録音・録画の対象犯罪について，機械の故障等の場合
を除けば，取調べの録音・録画がなされない事例は極めて
まれのようである。

○　大半が自白事件で，被疑者が公判段階で供述を変遷さ
せるおそれがある場合に実施している。
○　否認する被疑者に対して追及や説得を行う過程につい
ては，原則として録音・録画をしていない。
○　否認事件でも，一定程度事実関係を認めている場合
や，被疑者の弁解内容を固定しておく必要がある場合に
は，録音・録画を実施することもある。
○　麻薬事犯や不法集団による暴力事犯などの組織的犯
罪については，原則として，録音・録画は行われていない。
○　大検察庁中央捜査部や各地検の特別捜査部が捜査す
る政治家等による特殊事件でも，取調べの録音・録画が行
われているが，一般事件と同様，個別の事案ごとに録音・録
画を実施するか否か，どの取調べを録音・録画するかが判
断されている。

○　被疑者多数の場合，録音・録画を実施しないのが通常
とのことである。
○　組織的犯罪の上位者の関与について供述を求める場
合など，当該供述の出所を明らかにしないでおく必要がある
場合は，録音・録画を実施しない運用が行われているようで
ある。
○　取調べの開始前に，信頼関係を構築するための会話を
行うことがある。

○　信頼関係の構築等を目的として取調べ開始前に雑談を
行うことがあるが，このような雑談は録音等はしていない。

○　録音・録画記録は，中央のサーバにデジタルデータとし
て保存される。

○　取調べの際に，録音・録画記録が同時に3枚のＤＶＤに
作成され，うち1枚は被疑者に交付され，1枚は警察署に保
管する控えとなり，残り1枚は記録の一部となる。

○　録音・録画の状況を収録したＣＤを2枚作成し，双方につ
いて，収録後直ちに，取調官及び被疑者が署名・押印又は
指印した上，1枚を原本として事件記録に編てつし，もう1枚
は検察庁の記録管理係で保管する。

○　取調べの状況が4本のＤＶＤに同時に記録される。その
うち1本が封印される原本，1本が警察が利用するワーキン
グ用，1本が被疑者への交付用，残り1本が予備用とされ
る。
○　取調べの録音・録画を実施した場合，供述調書は作成
されず，外注によりＤＶＤの音声記録の反訳が作成される。

○　台北市では，基本的に取調室に設置された録音・録画
機器により録音・録画を実施しているが，それ以外の地域で
は，録音のみを実施するケースが多い。
○　録音・録画のデータはＤＶＤに記録される。

○　裁判官は，公開の法廷において録音・録画記録を再生
して視聴することもできるし，公開しないで裁判官の部屋で
視聴することもできる。

○　公判で被疑者取調べのＤＶＤが再生される場合，全部
再生することが多い。
○　公判では，ＤＶＤの反訳書面が裁判官や陪審員に交付
され，ＤＶＤが再生される場合の補助資料として活用される。

○　統計は存在しないが，録音・録画媒体が公判で取り調
べられた事例は極めて少ないとのことである。

○　録音・録画を実施した場合，供述調書は作成されず，公
判において必要がある場合には，裁判所に録音・録画記録
が提出される。

○　裁判官や検察官が公判外で視聴することが多い。一部
を法廷で再生する場合もあるようである。

○　通信傍受・会話傍受
○　「監視」
○　おとり取引・サービス，潜入捜査
○　ＣＣＴＶ（防犯カメラ）
○　ＤＮＡ型データベース
○　王冠証人
○　証人保護プログラム

○　通信傍受
○　監視装置（会話傍受を含む）
○　潜入捜査
○　刑事免責
○　訴因交渉

○　指紋登録制度
○　ＤＮＡ型データベース
○　犯罪申告者等の身元を秘匿しての供述調書の作成・証
言，犯罪申告者等の犯罪に関する刑の減免等
 
＊司法協助者訴追免除及び刑罰減免制度，重要参考人出
頭義務制度，司法妨害罪の新設等について，現在導入が
検討されている。

○　有罪答弁・捜査協力による減軽
○　答弁取引
○　証人保護プログラム
○　通信傍受，秘匿監視
○　潜入捜査
○　ＤＮＡ型データベース

○　司法取引
○　共犯者に関する供述等を行った場合の刑の減免
○　証人保護
○　通信・会話傍受
○　おとり捜査
○　ＤＮＡ型データベース
○　情報へのアクセス
○　街頭カメラ
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

アラスカ州 イリノイ州 インディアナ州 メーン州 メリーランド州 マサチューセッツ州 ミネソタ州

（１） 導入時期

○　1985年 ○　2005年７月 ○　2011年１月 ○　2005年 ○　2008年 ○　2004年８月 ○　1994年

（２） 法的根拠

○　アラスカ州最高裁判決（以下「判決」と
いう。）

○　イリノイ州刑事訴訟法（以下「刑訴法」と
いう。）
○　イリノイ州少年法（以下「少年法」とい
う。）

○　裁判所規則（以下「規則」という。） ○　メーン州法典（以下「法」という。）
○　メーン州警察長協会のガイドライン（以
下「協会ガイドライン」という。）

○　メリーランド州刑事訴訟法（以下「法」と
いう。）

○　マサチューセッツ州最高裁判決（以下
「判決」という。）

○　ミネソタ州最高裁判決（以下「判決」とい
う。）

（３） 導入経緯

○　1980年以降，法執行機関に課された証
拠保全義務の一部として，実現可能な状況
における取調べの記録が要求される旨の
判決が相次いだ。しかし，これらの判決に
おいては，記録をしなかった場合の効果が
明確に示されていなかったことから，必ずし
も取調べの録音・録画は実施されなかっ
た。そこで，同州最高裁判所は，正当な理
由なく記録されなかった留置施設における
身柄拘束下の取調べ中に得られた供述に
ついては証拠採用できない旨判示し，これ
が判例法となった。

○　1990年代から，死刑事件での誤判が相
次いで判明し，同州最高裁裁判所の重大
犯罪委員会により，取調べの録音・録画制
度の導入が勧告された。また，同州知事に
より設置された死刑制度調査委員会にお
いても，同制度の導入が勧告されるに至
り，これらを契機として，録音・録画に関す
る法律が成立した。

○　1998年，同州控訴裁判所において，裁
判官の負担軽減及び警察官の保護を理由
に取調べの録音・録画を強く推奨する判決
がなされ，同州議会においても，2005年か
ら録音・録画を義務化する法案が上程され
たが，審議されないまま廃案となった。こう
した状況の中，同州最高裁判所において，
規則制定権に基づき，録音・録画に関する
規則改正が行われた。

○　同州の刑事弁護人協会の賛同を受け
た上院議員が，一定の取調べについて録
音・録画を義務付け，違反した場合に原則
として供述の証拠能力を否定する旨の法
案を提出した。しかし，同州の司法省や警
察当局の反対意見が相次ぎ，成立に至ら
ず，これに代えて，各法執行機関が取調べ
の録音・録画に関する指針を書面で策定し
なければならないとする法律が成立した。
これを受け，同州警察署長協会が，各警察
署で定めるべきガイドラインのモデル（協会
ガイドライン）を策定し，各警察署において
は，概ね同ガイドラインに沿ったガイドライ
ンを定めるに至っている。

○　2000年代になって他州において録音・
録画に関する法律が制定されたことを受
け，同州においても立法に向けた動きが活
発化し，これを契機として，録音・録画に関
する法律が成立した。

○　同州最高裁判所は，1996年，取調べの
電磁的記録について，記録されなかったこ
とをもって被告人の供述を自動的に証拠排
除することはしないが，電磁的記録の不存
在は自白の任意性を検討する上での判断
材料になる旨判示したものの，その後も，
録音・録画は例外的に捜査官の裁量によっ
て行われるだけであった。そこで，同州最
高裁判所は，供述の任意性が問題となって
いる公判においては，陪審員に対して，取
調べが記録されていないという事実をもっ
て検察側が任意性の立証に失敗したと結
論付けることができる旨の説示を受けるべ
きであること等を判示するに至り，これが判
例法となった。

○　同州最高裁判所は，法執行機関が身
柄拘束下の被疑者取調べの録音・録画を
実施してこなかったことに対する懸念を重
ねて表明し，1994年，公正な司法運営を確
保するための最高裁判所による監督権の
行使として，身柄拘束下の被疑者取調べに
ついて電磁的に記録しなければならない旨
判示し，これが判例法となった。

（４）
主な制度

目的

（判決）
○　被疑者・被告人の権利を保護する
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する

（法案審議の際の説明）
○　捜査官の不当な手段による虚偽自白
を防止し，誤判を防止する

（最高裁による制度導入の理由書）
○　取調べ状況に関する判断を容易にする
○　被告人を有罪答弁に導く
○　虚偽自白の発見を容易にする
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する
○　取調官が，取調べの際に，メモの作成
に手間を取られることなく効率的な取調べ
を行えるようにする

（協会ガイドライン）
○　事実認定者が真実を確認するのを助
ける
○　被疑者が取調べ状況について虚偽主
張をした場合に，自白の内容及び任意性を
確かなものとし，法執行機関の努力を援助
する
○　被疑者・被告人の権利を保護する

（法案資料）
○　取調べ状況に関する争いを減少させる

（判決）
○　取調べに関する正確な事実認定ができ
るようにする

（義務付け判決後の別の判決）
○　取調べ状況に関する争いを減少させる

（５）
義務付け

規定

○　留置施設における拘束下で，かつ，記
録が可能な状況下での取調べは，電磁的
に記録されなければならない（判決）

○　なし ○　なし ○　全ての法執行機関は，重大犯罪の捜
査における法執行機関による被疑者取調
べのデジタル，電磁的，オーディオ，ビデオ
又はその他の方法による記録，並びに，上
記犯罪の捜査における捜査メモ及び記録
の保存に関する指針を成文で定めなけれ
ばならない（法2803条Ｂ１Ｋ）
○　録音・録画は，当指針に別段の定めが
ない限り，当機関の職員が判決前の身柄
拘束が行われる場所において行う，重大犯
罪に関係する全ての身柄拘束下の取調べ
において実施されなければならない（協会
ガイドラインⅣＤ）

○　なし（なお，「身柄拘束下の取調べの録
音・録画が通常可能な１以上の取調室を有
する法執行機関は，殺人等を含む事件に
関連する被疑者の身柄拘束下の取調べの
録音・録画記録を，可能な場合にはいつで
も作成する合理的な努力をすることなどを
州の公共政策とする」旨の規定あり（法2-
402））

○　なし ○　被疑者の有する諸権利の告知や，これ
らの権利の放棄や，全ての質問などを含
む，身柄拘束中の取調べの全過程は，実
施可能である場合には電磁的に記録され
なければならず，取調べが留置場所で行
われる場合には必ず記録されなければな
らない（判決）

（６）
不実施の
法的効果

○　当該取調べで得られた供述の証拠能
力が否定される（判決）

○　当該取調べで得られた供述を被告人
に不利な証拠として採用できないとの推定
が及ぶ（刑訴法103-2.1(b)，少年法5-
401.5(b)）
○　事案の総合考慮に基づき，当該供述が
任意になされ信用できるとの証拠が優越す
る場合には，証拠能力を欠くとの推定は破
られる（刑訴法103-2.1(f)，少年法5-
401.5(f)）

○　証拠能力が否定される（規則617条(a)） ○　なし ○　なし（なお，2009年刑法等改正により，
第１級殺人の量刑手続において，録音・録
画された自白があることが，死刑を科すた
めにいずれか一つを満たさなければならな
い複数の条件のうちの１つとされている）

○　被告人に，州最高裁が取調べは可能
な限り記録されるべきであると表明したこと
及び陪審員は取調べが記録されていない
ことを理由として被告人の供述に関する証
拠については多大な用心をもって検討すべ
きであることを内容とする説示を請求する
権利が認められる
○　陪審員は，取調べが記録されていない
という事実をもって検察側が任意性の立証
に失敗したと結論付けることができる旨の
説示を受ける
（判決）

○　録音・録画義務違反が重大である場
合，証拠能力が否定される（判決）

（７）
身柄拘束
との関係

○　身柄拘束下の取調べ（判決） ○　身柄拘束下の取調べ（刑訴法103-
2.1(b)，少年法5-401.5(b)）

○　身柄拘束下の取調べ（規則617条(a)） ○　身柄拘束下の取調べ（協会ガイドライ
ンⅣD）

○　身柄拘束下の取調べ（法2-402(1)） ○　身柄拘束下の取調べ
○　（身柄不拘束の場合）留置施設での取
調べ
（判決）

○　身柄拘束下の取調べ（判決）

番号 項目
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

（１） 導入時期

（２） 法的根拠

（３） 導入経緯

（４）
主な制度

目的

（５）
義務付け

規定

（６）
不実施の
法的効果

（７）
身柄拘束
との関係

番号 項目
⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

ミズーリ州 モンタナ州 ネブラスカ州 ニューハンプシャー州 ニュージャージー州 ニューメキシコ州 ノースカロライナ州

○　2009年８月 ○　2009年10月 ○　2008年７月 ○　2001年 ○　2006年１月（殺人罪）
○　2007年１月（その他）

○　2006年1月 ○　2008年３月

○　ミズーリ州法典（以下「法」という。） ○　モンタナ州法（以下「法」という。） ○　ネブラスカ州法典（以下「法」という。） ○　ニューハンプシャー州最高裁判決（以
下「判決」という。）

○　裁判所規則（以下「規則」という。） ○　ニューメキシコ州法典（以下「法」とい
う。）

○　ノースカロライナ州一般法典（以下「法」
という。）

○　同州の法執行機関においては，裁量に
より被疑者取調べの録音・録画を実施して
いたところ，ある殺人事件において，被疑
者が自白した後に自白内容を確認する場
面の録音・録画をしていたが，自白前に不
適正な取調べが行われていた可能性があ
るとして自白の信用性が争われ，結果とし
て自白の信用性が否定された事件があっ
た。この事件の公判を担当していた郡検事
局検察官が，取調べの全過程を録音・録画
すれば，不適正な取調べがあったとの主張
を容易に覆すことができるなどと考え，同検
事局の他の検察官と共に，被疑者取調べ
の全過程録音・録画を義務付ける法案のド
ラフト作業に着手し，関係機関の支持を得
て，録音・録画に関する法律が成立した。

○　1990年代から，自白の証拠排除の申
立てが多く見られるようになり，1990年代半
ばころ，同州最高裁判所は，取調べが録
音・録画されていない場合，裁判官として
は，取調官の証言を信用しないし，陪審員
に対してもそのように警告する旨の意見を
出すに至った。その結果，警察等が自主的
に取調べの録音等を行うようになったが，
明確な基準がないため捜査機関が恣意的
に判断するおそれがあるなどとの意見が
あったことなどを契機として，録音・録画に
関する法律が成立した。

○　2005年，同州議会で取調べの録音・録
画を義務付ける法案が審議されたが，義務
違反の効果として供述の証拠能力を否定
する旨規定されていたことなどから，ネブラ
スカ警察署長協会やネブラスカ郡検察官協
会等の反対が強く，廃案となった。その後，
ネブラスカ公設弁護委員会は，2008年当
時，ＤＮＡ型鑑定により195人についてえん
罪が判明し，その原因の一つが虚偽自白
によるものであると指摘し，取調べの録音・
録画の必要性を訴え，これらを契機として，
再度法案が提出され，義務違反の効果等
について修正が加えられた上で，録音・録
画に関する法律が成立した。

○　同州内の警察においては，かねて，被
告人の供述内容に関する警察官の証言内
容の正確性を担保するとともに，違法な取
調べがなされたとの弁護人の主張から取
調官を守るため，自主的に取調べの一部
の録音・録画が行われていたところ，同州
最高裁判所は，被疑者の取調べ状況を録
音した記録媒体は，ミランダの諸権利の告
知後の取調べ全てを録音したものでなけれ
ば証拠能力がない旨判示するに至り，これ
が判例法となった。

○　2004年，同州最高裁裁判所は，裁判所
の監督権の下，身柄拘束下の取調べの録
音・録画に関する提言を行う委員会を設立
すべきである旨判示し，これを受けて「身柄
拘束下の取調べの録音・録画に関する特
別委員会」が設置された。2005年，同委員
会から同州最高裁判所に対して提言がなさ
れ，同裁判所は，録音・録画に関する裁判
所規則を制定した。

○　2000年代になり，他州において録音・
録画に関する法律が制定されたことを受
け，同州においても立法に向けた動きが活
発化し，この動きに合わせて録音・録画に
関する法律が成立した。

○　2002年までに，複数のえん罪事件が発
覚したことなどから，同州最高裁判所長官
がえん罪発生の危険性を最小化させること
を目的とした委員会を設置した。同委員会
においては，被疑者の虚偽自白の防止の
ための一つの手段として被疑者取調べの
録音・録画が提案され，これらを契機とし
て，録音・録画に関する法律が成立した。

（ドラフト作業を行った検察官の認識）
○　取調べ状況を正確に立証できるようす
る
○　無実の人間について，無実を晴らす

（法）
○　取調べ状況に関する判断を容易にする
○　取調べ状況に関する争いを減少させる
○　被告人が捜査段階での供述を覆して虚
偽供述をすることを防止する
○　刑事手続に対する市民の信頼を強化
する

（法）
○　取調べ状況に関する判断を容易にする
○　取調べ状況に関する争いを減少させる
○　取調官による被疑者供述の信用性判
断を容易にする

（判決）
○　（自白部分のみを選択して録音を行うこ
とは不公平であり）公平な司法を行う

（特別委員会の指摘）
○　取調べ状況に関する判断を容易にする
○　取調べ状況に関する争いを減少させる
○　公判にかかる時間を短くする
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する
○　取調官が，取調べの際に，メモの作成
に手間を取られることなく効率的な取調べ
が行えるようにする
○　取調官が，後から被疑者の供述を確認
できるようにする
○　取調べ技術に関する研修材料とするこ
とができる

（検察官等からのインタビュー結果）
○　被疑者・被告人の権利を保護する
○　被疑者供述を証拠化する

（法）
○　取調べに関する争いを減少させる

（法案審議での説明）
○　取調べに関する争いを減少させる
○　誤判を防止する
○　刑事司法の廉潔さ，信頼性を向上させ
る

○　第１級殺人等の被疑者に対する全ての
身柄拘束下の取調べは，実施可能な場合
には録音・録画されなければならない（法
590.700条２）

○　法46-4-409に規定される場合を除いて
は，全ての身柄拘束中の取調べは，電磁
的に記録されなければならない（法46-4-
408）

○　身柄拘束中の留置場所における取調
べにおいてなされた，本項(2)で規定された
犯罪に関する供述及び29-4501で規定され
た権利に関する供述，又はこれらの権利の
放棄は，電磁的に記録されなければならな
い（法45条29-4503(1)）

○　なし ○　被疑者が謀殺等で取調べを受ける際，
留置場所で行われた全ての身柄拘束下の
取調べは，電磁的に記録されなければなら
ない（規則3：17条(a)）

○　州又は地域の法執行機関の法執行官
は，身柄拘束下での取調べを行う場合，合
理的にそれを行い得るときは，電磁的にそ
の全てを記録しなければならない（法29-1-
16Ａ(1)）

○　殺人関連事件の捜査において，身柄拘
束下での被疑者取調べを行う全ての法執
行官は，その取調べ全過程の電磁的記録
を作成しなければならない（法15Ａ-211(d)）

○　州知事において，法執行機関が誠実に
本章に従わなかったと判断した場合，州知
事は，当該法執行機関に割り当てられた州
予算の執行を停止することができる（法
590.700条5）
○　録音・録画に関する規定は，証拠排除
の基礎として解釈されてはならない（法
590.700条6）
○　録音・録画義務違反は，州知事の予算
執行停止を除き，いかなる効果を持つもの
ではない（法590.700条6）
○　録音・録画の実施の有無は，刑事事件
の証拠として採用してはならず，議論，言
及，考慮，又は疑問視されてはならない（法
590.700条6）

○　 裁判所は，被告人の申立てに応じ，陪
審員に対し，警戒的説示を行わなければな
らない（法46-4-410）

○　裁判所は，陪審員に対し，法執行官が
録音・録画義務を遵守しなかったことにつ
いて不利益な推認をすることができる旨説
示しなければならない（法45条29-4504）

○　（録音を行う場合は，）ミランダの諸権
利を告知した後の取調べの全過程の録音
が行われなければ，当該記録媒体の証拠
能力が否定される
○　ただし，その場合でも，当該供述内容
を当該記録媒体以外の証拠方法により立
証することは妨げられない
（判決）

○　録音・録画義務違反は，裁判所が当該
供述の証拠採否を決定する際の一要素と
して考慮されなければならない（規則3：17
条(d)）
○　録音・録画義務違反は，陪審が，当該
供述がなされたか否かを決定する際の一
要素として考慮されなければならず，また，
その信用性を評価する際の一要素として考
慮されなければならない（規則3：17条(d)）
○　裁判所は，被告人からの要求があった
場合には，陪審に対し，警告的説示（録音・
録画がされなかったことをもって，供述が実
際になされなかった等と判断しても構わな
いなど）を行わなければならない（規則3：17
条(e)）

○　あらゆる司法手続きの中で，録音・録
画の規定は，それが行われなかった場合
に，同規定がなければ許容される証拠を排
除することができると解釈されてはならない
（法29-1-16Ｉ）

○　裁判所は，当該取調べ及びその後の
取調べにおける供述に関する証拠制限の
申立ての判断において，録音・録画義務の
不遵守を考慮しなければならない
○　裁判所は，任意性又は信用性の判断
において，不遵守を考慮しなければならな
い
○　裁判所は，陪審員に対して，信用性の
判断において不遵守を考慮することができ
る旨を説示しなければならない
（法15A-211(f)）

○　身柄拘束下の取調べ（法590.700条２） ○　身柄拘束下の取調べ（法46-4-408） ○　身柄拘束下の取調べ（法45条29-
4503(1)）

○　身柄拘束の有無を問わない（判決） ○　身柄拘束下の取調べ（規則3：17条(a)） ○　身柄拘束下の取調べ（法29-1-16A） ○　身柄拘束下の取調べ（法15A-211(b)）
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

（１） 導入時期

（２） 法的根拠

（３） 導入経緯

（４）
主な制度

目的

（５）
義務付け

規定

（６）
不実施の
法的効果

（７）
身柄拘束
との関係

番号 項目
⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

オハイオ州 オレゴン州 テキサス州 コロンビア特別区 ウィスコンシン州

○　2010年７月 ○　2010年7月（少年，外国人）
○　2011年7月（その他）

○　1977年 ○　2005年4月 ○　2005年12月（少年）
○　2007年1月（成人）

○　オハイオ州法（以下「法」という。） ○　オレゴン州法（以下「法」という。） ○　テキサス州刑事訴訟法（以下「法」とい
う。）

○　2004年電磁的記録手続法（以下「法」と
いう。）

○　ウィスコンシン州2005年法第60号（以下
「法」という。）

○　2000年代になって，えん罪事件の発
見・救済及びえん罪事件の防止を目的と
し，ＤＮＡ型鑑定等に関する法整備に向け
た同州議会等への働きかけなどを行う「イノ
セントプロジェクト」の活動が盛んになり，同
プロジェクトにおいて，録音・録画に関する
法案を審議するよう上院議員に対して働き
かけるようになった。その後，同プロジェクト
が作成した原案に基づいて法案が提出さ
れた。同法案は，録音・録画を義務付け，
義務違反の取調べにおける供述は原則と
して証拠能力を否定するなどの内容であっ
たが，検察関係者等の反対により，これら
の規定が削除され，録音・録画した場合に
任意性が推定される旨の規定が新設され
るなどの修正を経て，録音・録画に関する
法律が成立した。

○　1995年ころ，同州最高裁判所は，取調
べ状況を客観的に証拠化することを求め，
今後，記録しなかった事実を検察官に不利
な事実として斟酌することもある旨の意見
を述べた。その後，オレゴン刑事弁護人協
会が法律による録音・録画の義務付けを求
めて活動を続け，これらを契機として，録
音・録画に関する法律が成立した。

○　従来，取調べにおける被疑者の口頭供
述は，証拠として採用することが許されてい
なかったことから，捜査段階で自白した事
件であっても，その自白が証拠として採用
されないために無罪となる事件が発生して
いた。そこで，取調べにおける被疑者の口
頭供述を法廷で利用できるようにするた
め，1977年，同州刑事訴訟法が改正され
た。その際，口頭供述を法廷で利用するた
めの条件として，当該口頭供述が録音・録
画されていることが必要であるとされた。

○　1990年代から，全米各地において，ＤＮ
Ａ型鑑定により，えん罪事件が相次いで判
明し，そのうち相当数において被告人が虚
偽自白を行っていたことが判明したため，
虚偽自白防止の方策が議論されるように
なった。こうした流れの中で，首都警察本部
（ＭＰＤ）長官に取調べの録音・録画に関す
る一般規則を作成・実施することを求める
法律が成立したが，首都警察本部長官が
実際に発出した一般規則が立法趣旨に応
えるものではないとして，その後，録音・録
画義務を直接規定する法律が成立した。

○　1990年代から，全米各地及び同州にお
いて，ＤＮＡ型鑑定により，えん罪事件が相
次いで判明し，国会議員や法曹実務家等
を構成員とする，録音・録画制度の導入等
を提案するための委員会が設置された。ま
た，2005年7月には，同州最高裁判所にお
いて，公正な司法運営の確保に対する最
高裁判所の監督権の行使として，身柄拘
束中の少年の取調べについて録音・録画
を警察に義務付ける旨の判決がなされ，こ
れを契機として，録音・録画に関する法律
が成立した。

（州議会における法案提出理由）
○　虚偽自白を防止し，あるいは，虚偽自
白の発見を容易にする

（法案提出者の説明）
○　取調べ状況に関する判断を容易にする
○　虚偽自白を防止し，誤判を防止する
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する

（検察官等からのインタビュー結果）
○　捜査段階における被疑者の口頭での
供述を証拠として提出できるようにする
○　被疑者の口頭での供述の内容の正確
性を担保する

（司法委員会報告書）
○　取調べ状況に関する争いを減少させる
○　虚偽自白を防止する，あるいは，少なく
とも虚偽自白の発見を容易にする
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する
○　取調官が，取調べの際に，メモの作成
の手間を免れるとともに，被疑者から得ら
れる重要な非言語的手がかりに集中できる
ようにする

（判決）
○　取調べ状況に関する争いを減少させる
○　（少年事件について）裁判所が正確で
信用性の高い記録を利用できるようにする
○　被疑者・被告人の権利を保護する
○　取調べ状況に関する不当な主張から
取調官を保護する
○　取調官が，取調べの際に，メモの作成
に手間を取られることなく効率的な取調べ
を行えるようにする

○　なし（なお，取調べにおける被疑者の供
述は，電磁的に記録されていた場合，任意
になされたものと推定される」旨の規定あり
（法2933.81(B)）

○　身柄拘束中の取調べは，その取調べ
が警察官等によって法執行機関の施設に
おいて行われ，かつ，その内容が加重謀殺
等に関する場合には，電磁的に記録されな
ければならない（法133.400(1)）

○　なし ○　首都警察本部は，電磁的記録装置が
備わった首都警察本部の取調室におい
て，「暴力犯罪」を犯したと疑われる身柄拘
束中の被疑者を取り調べる場合，実行可
能な限り最大の範囲で，取調べ全体を電磁
的に記録しなければならない（法101節
(a)(1)）

（成人）
○　重罪の嫌疑による被疑者の身柄拘束
中の取調べを録音又は録画することが本
州の政策である（法968.073(2)）
（少年）
○　法執行機関は，留置場所において実施
される少年の身柄拘束中の取調べを録音
又は録画しなければならない（法
938.195(2)(a))
○　法執行機関は，実行可能であれば，留
置場所以外の場所において実施される少
年の身柄拘束中の取調べを録音又は録画
しなければならない（法938.195(2)(b))
※少年：１７才未満

○　供述の電磁的記録の失敗は，いかなる
刑事手続，非行少年手続その他の法的手
続きにおいて，当該供述を排除する根拠と
ならない（法2933.81(C)）

○　裁判官は，被告人から請求があった場
合には，陪審員に対し，録音・録画義務の
存在，及び取調べ時の状況に関しては証
言よりも電磁的記録の方が格段に信用で
きることを説示しなければならない（法
133.400(3)(a)）
○　裁判所は，録音・録画義務に違反した
ことを理由として，被告人の供述を証拠か
ら排除したり，被告人に対する刑事訴追を
却下したりしてはならない（法
133.400(3)(b)）

○　取調べの電磁的記録が行われない限
り，身柄拘束中の取調べ下でなされた被疑
者の口頭供述又は供述調書は，被疑者に
対する刑事手続において証拠とすることが
できない（法38.22条第3項(a)）

○　当該供述は任意性がないものと推定さ
れるが，明白かつ説得的な証拠により任意
性が立証されたときは，推定を覆すことが
可能（法103節）

（成人）
○　（陪審裁判）裁判所は，陪審員に対し，
重罪を犯した嫌疑のある被疑者の身柄拘
束中の取調べについては録音又は録画を
行うことが本州の政策であり，陪審員にお
いて，そのような取調べの録音又は録画が
存しないことを，取調べに関する証拠及び
当該事件における供述を評価する上で考
慮することができる旨の説示をしなければ
ならない（法972.115(2)(a)）
○　（裁判所による裁判）裁判所は，取調べ
の録音又は録画の不存在を，その取調べ
や供述に関する証拠を評価する上で考慮
することができる（法972.115(2)(b)）
（少年）
○　当該少年に対する非行審理手続にお
いて，当該少年に不利な証拠としての許容
性がない（法938.31(3)(b)）

○　身柄拘束下の取調べ（法2933.81(B)） ○　身柄拘束下の取調べ（法133.400(1）） ○　身柄拘束下の取調べ（法33.22条第３項
(a)）

○　身柄拘束下の取調べ（法101節(a)(1)） ○　身柄拘束下の取調べ（法968.073(2)，
938.195(2)）
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

アラスカ州 イリノイ州 インディアナ州 メーン州 メリーランド州 マサチューセッツ州 ミネソタ州
番号 項目

（８）
取調べ
主体

○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等）（法2803条B１） ○　法執行官（警察官等）（法2-402(1)） ○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等）

（９）
取調べ
場所

○　留置施設（判決） ○　留置施設（刑訴法103-2.1(b)，少年法
5-401.5(b)）

○　留置施設（規則617条(a)） ○　留置施設（協会ガイドラインⅣD） ○　限定なし ○　身柄拘束下の取調べについては限定
なし
○　身柄不拘束の場合については留置施
設
（判決）

○　限定なし（ただし，留置施設以外での取
調べは，実施可能な場合のみ）

（１０） 対象犯罪

○　限定なし ○　第1級・第2級殺人，胎児に対する故意
の謀殺・非謀殺，過失致死，無謀な行為に
よる殺人，薬物に起因する殺人，ＤＵＩ（飲
酒又は麻薬の影響下での運転行為）に起
因する死亡事故（刑訴法103-2.1(b)，少年
法5-401.5(b)）

○　重罪（法定刑が長期１年を超える罪）
（規則617条(a)）

○　重大犯罪（殺人，少年暴行，悪質暴
行，悪質な性犯罪，誘拐等）（協会ガイドラ
インⅣD，ⅢD）

○　殺人，強姦，第1級・第2級性犯罪（法2-
402）

○　限定なし ○　限定なし

（１１）
録音・録画

の範囲

○　ミランダの諸権利の告知を含め，取調
べの最初から最後まで（判決）

○　取調べの一部を録音・録画しなかった
場合，その後の取調べを録音・録画したと
しても，録音・録画されていない部分以降の
取調べにおける被告人の供述は，被告人
に不利な証拠として採用することはできな
いとの推定が及ぶ（刑訴法103-2.1(d)，少
年法5-401.5(d)）

○　電磁的記録は，身柄拘束下の取調べ
を，完全に，真正に，正確で，改変されてお
らず，かつ，連続して記録したものでなけれ
ばならない（規則617条(ｃ)）

○　規定なし ○　規定なし ○　取調べ全体（判決） ○　ミランダの諸権利の告知，これらの権
利の放棄，全ての質問を含む全過程（判
決）

（１３）
実質証拠
としての利
用の可否

○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能

（１４）
取調べ回
数・時間

○　（インタビューした警察官の最長取調べ
時間）休憩も含めて５時間程度

○　通常は２，３時間程度（否認事件等では
１２時間程度の場合もある）

○　通常は数十分から４時間程度 ○　通常は２，３時間程度 ○　不明 ○　（逮捕から概ね６時間を越えて行った取
調べで得られた供述は証拠能力が否定さ
れるため）６時間以内

○　通常は２，３時間程度（殺人事件等では
５，６時間の場合もある）

（１２） 例外

○　避けられなかった電源又は機器の故障
○　記録されるなら被疑者がいかなる質問
にも答えなくなる場合
○　記録義務違反前に得られた記録供述
○　非記録部分が全体から考慮して無害
の部分にとどまる場合の記録供述
○　正確性に争いがない，又は不当に得ら
れた等の主張のない非記録供述
（判決）

○　法律で要求された録音・録画が実施不
可能な場合
○　身柄拘束下の被疑者が録音・録画しな
いよう求めた取調べにおける供述であり，
被疑者が録音・録画をしないよう求めた状
況が電磁的に記録されている場合
○　法執行官が被害者の死亡事実の発生
を把握していない段階でなされた供述
○　質問に対する返答でなく，自発的になさ
れた供述
○　被疑者の逮捕時になされる機械的質
問に対してなされた供述
○　身柄拘束下の取調べか否かにかかわ
らず，被疑者が参考人として取調べを受け
た際になされた任意の供述
○　裁判，大陪審又は予備審問に際して，
公開の法廷でなされた当該被告人の供述
○　州外において実施された身柄拘束下の
取調べにおける供述
○　その他，法律に基づき証拠採用が認め
られる供述
（刑訴法103-2.1(e)，少年法5-401.5(e)も同
旨）

○　誠実に身柄拘束下の取調べを行って
いる法執行官が，不注意で記録化装置を
適切に操作することに失敗し，または，記
録装置の誤作動や操作が止まっていること
に気づかなかったという理由で，電磁的記
録化に失敗した場合
○　身柄拘束下の取調べの電磁的記録化
を妨げ，その作成を困難にし，又は保存や
法廷での使用を妨げるような，相当程度緊
急な状況が存在した場合
○　身柄拘束下の取調べの前，またはその
間に，被疑者が，もし供述が電磁的に記録
されないのであれば質問に答えることに同
意するとし，さらに，その同意と協議の状況
が電磁的に記録されるか文書化されている
場合
○　身柄拘束下の取調べを行い又は監視
している法執行官が，取調べが行われてい
る当該犯罪がインディアナ州法の下で重罪
に当たらないと合理的に信じていた場合
○　供述が自発的かつ質問に答えるので
はない形でなされた場合
○　供述が日常的手続の一部である場合，
若しくは容疑者逮捕手続である場合
○　身柄拘束下の取調べにおける供述が
インディアナの管轄区域外でなされ，かつ，
インディアナの管轄下にない捜査官によっ
て行われた場合
（規則617条(a)）

○　録音・録画が不可能な場合（機器の故
障等）
○　被疑者が文書又は録音・録画により拒
否した場合
○　取調べ当時，法執行官が対象犯罪と
知らずに取調べを行った場合
○　自発的な供述
○　逮捕手続に伴って通常行われる質問
に対する供述
（協会ガイドラインⅣG）

○　判示なし○　規定なし （留置施設における取調べ）
○　例外事由なし
（留置施設以外における取調べ）
○　実施不可能な場合
(判決）
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

番号 項目

（８）
取調べ
主体

（９）
取調べ
場所

（１０） 対象犯罪

（１１）
録音・録画

の範囲

（１３）
実質証拠
としての利
用の可否

（１４）
取調べ回
数・時間

（１２） 例外

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

ミズーリ州 モンタナ州 ネブラスカ州 ニューハンプシャー州 ニュージャージー州 ニューメキシコ州 ノースカロライナ州

○　法執行官（警察官等）（法590.700条１
(1)）

○　法執行官（警察官等）（法46-4-407(1)） ○　法執行官（警察官等）（法45条29-
4504）

○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等） ○　法執行官（警察官等）（法29-1-16A） ○　法執行官（警察官等）（法15A-211(d)）

○　犯行現場以外の場所（護送中は除く）
（法590.700条１(1)）

○　留置施設（法46-4-407(1)） ○　留置施設（法45条29-4503(1)） ○　限定なし ○　留置施設（規則3：17条(a)） ○　矯正施設以外の場所（法29-１-16G） ○　留置施設（法15A-211(b)）

○　重大犯罪（第１級・第２級殺人，第１級
暴行傷害，第１級公務執行妨害，第１級強
盗，第１級放火，強姦，強制わいせつ，略
取誘拐，児童虐待等）（法590.700条２）

○　重罪（法定刑が短期１年を超える罪）
（法46-4-407(1)）

○　死亡の結果が生じた犯罪，性的暴力，
誘拐，児童虐待，故意に窒息させることを
含む重罪
○　上記犯罪のうちの１つと同じ過程の行
為の一部として捜査されている犯罪
（法45条29-4503(2)）

○　限定なし ○　謀殺，略取誘拐，加重故殺，故殺，強
盗，加重強制わいせつ，強制わいせつ，加
重性的接触，性的接触，第2級加重暴行傷
害，加重放火，不法目的侵入，第1級・第２
級薬物犯罪，銃器を所持・使用してなされ
たあらゆる罪等（規則3：17条(a)）

○　重罪（法定刑が長期１年を超える罪）
（法29-1-16D）

○　殺人関連犯罪（法15A-211(b)）

○　全ての身柄拘束下の取調べ（ミランダ
の諸権利の告知から取調べが終了するま
で）（法590.700条２）

○　ミランダの諸権利を告知した状況，取
調べ状況及び取調べが終了した状況（法
46-4-408）

○　対象犯罪に関する供述，ミランダの諸
権利に関する供述及びこれらの権利の放
棄の状況（法45条29-4503(1)）

○　ミランダの諸権利の告知後の取調べ全
て（判決）

○　留置施設で行われた全ての身柄拘束
下の取調べ（ミランダの諸権利の告知を含
めた全過程）（規則3：17条(a)）

○　全ての身柄拘束下の取調べ（法29-1-
16A(1)）

○　ミランダの諸権利の告知から取調べが
完全に終わるまで（法15A-211(d)）

○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能

○　殺人事件では３時間程度，通常は３０
分から数時間程度

○　通常は１時間前後 ○　通常は４，５時間程度 ○　１時間程度で終わることもあれば，１０
時間以上行うこともある

○　通常は２時間以内 ○　通常は１，２時間程度 ○　通常は，１回から数回程度，時間は１
回当たり数十分から数時間程度

○　判示なし○　使用された録音・録画機器が正常に機
能しなかった場合（法45条29-4502(4)）
○　録音・録画機器が入手できないことに
もっともな理由があった場合（法45条29-
4502(4)）
○　電磁的記録を行うことが現実的ではな
いときに供述がなされた場合（法45条29-
4502(4)）
○　身柄拘束下の被疑者が供述の電磁的
記録を拒否した場合（法45条29-4502(4)）
○　法執行官において，被疑者が身柄拘束
されている犯罪が対象犯罪ではないと信じ
たことにつき，合理的理由がある場合（法
45条29-4502(4)）
○　供述が，他州において，その州の法を
遵守して得られたものである場合（法45条
29-4507(1)）
○　供述が，ネブラスカ州又は他州におい
て，連邦の法執行官により合衆国の法を遵
守して得られたもので，かつ，連邦の法執
行官により録音・録画に関する規定を潜脱
する意図で得られたものではない場合（法
45条29-4507(2)）

○　録音・録画機器の予測できない故障に
よって，取調べの状況を電磁的に記録する
ことに失敗し，かつ，代替となる録音・録画
機器を用意することが事実上不可能であっ
た場合
○　緊急事態のため，身柄拘束下の取調
べを電磁的に記録することができなかった
場合
○　取調べの開始前又はその最中に，被
疑者が，自己の供述が電磁的に記録され
ないのであれば，質問に答える旨明確に宣
言した場合
○　被疑者の供述が任意的に，かつ，質問
に対する答えとしてではなくなされた場合
○　質問と，その質問に対する被疑者の応
答が，定型的手続又は逮捕手続の一環と
してなされたものである場合
○　供述が任意になされたものであり，か
つ，信頼できる場合
○　供述が，法執行官により，又は法執行
官の指示により，秘密裏に録音された場合
（法46-4-409）

○　録音・録画機器が故障した場合
○　取調べ場所において，録音・録画機器
が利用可能でなかった場合
○　被疑者が取調べを録音・録画しないよ
う要求した場合
○　公共の安全に対する緊急状況の場合
○　被疑者が自発的な供述を行った場合
○　取調べがミズーリ州外で行われた場合
（法590.700条３）

○　取調べの全過程を電磁的に記録でき
なかったことが，予測できない機器の不調
の結果であり，代わりの機器の利用もでき
なかった（法15A-211(e)）
○　被疑者が取調べを電磁的に記録され
ることを拒否し，その拒否自体が電磁的に
記録された（法15A-211(e)）
○　法執行官が，被疑者が殺人関連事件
の被疑者であるとの認識していない時期に
なされた被疑者の供述（法15A-211(g)）
○　質問に対する返答ではない被疑者の
自発的供述（法15A-211(g)）
○　逮捕手続の際になされた所定の質問
に対する被疑者の返答（法15A-211(g)）
○　公開の法廷，大陪審や予備審問にお
ける被疑者・被告人の供述（法15A-211(g)）
○　他州の法執行官により他州で行われた
身柄拘束下における取調べの際の被疑者
の供述（法15A-211(g)）
○　連邦の法執行官により得られた被疑者
の供述（法15A-211(g)）
○　弾劾の目的しかなく，かつ実質的な証
拠としてではなく使用される被疑者の供述
（法15A-211(g)）

○　電磁的な記録機器が合理的に使用で
きなかったこと（法29-1-16B(1)）
○　電磁的な記録機器が記録に失敗し，代
替機器を得ることができなかったこと（法
29-1-16B(2)）
○　被疑者が録音・録画を拒否したこと（法
29-1-16B(3)）
○　自発的，任意に得られた，身柄拘束下
の取調べの結果得られたものでない供述
（法29-1-16C）
○　供述が公判廷における手続の中で，あ
るいは，大陪審の手続の中で得られたこと
（法29-1-16B(4)）
○　州外で行われた身柄拘束下での取調
べ（法29-1-16E）

○　録音・録画が実施不可能な場合
○　取調べを録音・録画しないことを条件に
供述する旨の意思表示をした場合（ただ
し，その意思表示自体は録音・録画されな
ければならない）
○　法執行官において，対象犯罪の嫌疑を
認識していなかった場合
○　録音・録画の対象となる犯罪の嫌疑が
当時存在しなかった場合
○　自発的な供述がなされた場合
○　逮捕後の定型的な質問に対して供述
がなされた場合
○　州外で取調べが行われた場合
（規則3：17条(b)）
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

番号 項目

（８）
取調べ
主体

（９）
取調べ
場所

（１０） 対象犯罪

（１１）
録音・録画

の範囲

（１３）
実質証拠
としての利
用の可否

（１４）
取調べ回
数・時間

（１２） 例外

⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

オハイオ州 オレゴン州 テキサス州 コロンビア特別区 ウィスコンシン州

○　法執行官（警察官等）（法
2933.81(A)(1)）

○　法執行官（警察官等）（法133.400(1)） ○　法執行官（警察官等） ○　首都警察本部の警察官（法101節
(a)(1)）

○　法執行官（警察官等）又は法執行機関
の代理人（法968.073(1)(a)）

○　留置施設（法2933.81(B)） ○　法執行機関の施設（法133.400(1)） ○　限定なし ○　電磁的記録装置が備わった首都警察
本部の取調室（法101節(a)(1)）

（成人）
○　限定なし
（少年）
○　限定なし（ただし，留置施設以外の場
所では実施可能な場合のみ）（法
938.195(2)(b)）

○　加重殺人，殺人，重傷害致死，軽傷害
致死（第１級重罪又は第２級重罪に限る），
重自動車運転等致死（第１級重罪又は第２
級重罪に限る），強姦・同未遂，性的暴行
（法2933.81(B)）

○　加重謀殺又は法137．700条若しくは
137．707条に列挙される犯罪（謀殺，第１
級・第２級故殺，第１級・第２級暴行，第１
級・第２級誘拐（一部例外あり），第１級・第
２級強姦，第１級・第２級強盗，第１級放火
等）（法133.400(1)）

○　限定なし ○　一定の暴力犯罪（テロ行為，放火，誘
拐，傷害，殺人，強盗，第１級ないし第３級
の性的虐待等）（法101節(a)(1)，ＤＣ公式規
則23-1331(4)）

（成人）
○　重罪（法定刑が長期1年を超える罪）
（法968.073(2)）
（少年）
○　限定なし

○　ミランダの諸権利の告知から質問が完
全に終了するまで(法2933.81(A)）

○　ミランダの諸権利の告知から取調べが
終了するまで（法133.400(6)）

○　被疑者がミランダの諸権利の告知を受
け，かつ，任意に，同警告で指摘された権
利を放棄した場面は録音・録画する必要が
ある（法38.22条第３項(a)(2)）
○　全過程の録音・録画を求めた規定では
ないと解されており，録音・録画の範囲は
取調官の裁量に委ねられている。

○　被疑者が取調室に入れられた直後，被
疑者と警察官の最初の接触の時点から，
引き続き取調室内で起きる被疑者と警察官
との間の接触行為全て（法101節(a)(2)）

○　被疑者がミランダの諸権利を告知され
又は告知されるべき時点から質問が終了
するまで（法968.073(1)(a)）

○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能（法
133.400(6)）

○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能 ○　実質証拠として利用することが可能

○　１時間から６時間程度 ○　通常は２～４時間程度 ○　通常は１，２時間程度（否認事件等では
１０時間程度の場合もある）

○　通常は１時間程度，長くても数時間 ○　通常は２，３時間程度

○　録音・録画機器が作動していなかった
こと等により，善意で取調べの録音・録画
に失敗した場合（法972.115(2)(a)3，法
938.31(3)(c)3）
○　（被疑者が少年の場合で，留置施設以
外における取調べ）実施不可能な場合（法
938.195(2)(b)）
○　被疑者が録音・録画を拒否し，その場
面を同時に録音・録画していた場合等（法
972.115(2)(a)1，法938.31(3)(c)1）
○　公共の安全に対する緊急事情が存し
た場合（法972.115(2)(a)5，法938.31(3)(c)5）
○　（被疑者が成人の場合）取調べを行っ
ている法執行官等が，当該取調べの開始
時に，対象犯罪ではないと信じたことにつ
き合理的理由がある場合（法
972.115(2)(a)6）
○　法執行官等の質問に応じてなされたも
のではなく，自発的になされた供述（法
972.115(2)(a)4，法938.31(3)(c)4）
○　定型的な手続の一部としてなされた質
問に応じてなされた供述（法
972.115(2)(a)2，法938.31(3)(c)2）
○　（被疑者が成人の場合）陪審員に対す
る前記説示を行わないことにつき合理的な
理由がある場合（法972.115(2)(a)）

○　録音・録画が実行不可能な場合（法101
節(a)(1））
○　被疑者が録音・録画の中止を条件に供
述する旨を述べた場合（それ以前の全場面
は録音・録画されていなければならない）
（法101節(c)(1)）

○　逮捕又は犯行の同時的発言である場
合（法38.22条第5項）
○　身柄拘束下の取調べの結果でなく行わ
れた供述（法38.22条第5項）
○　身柄拘束下の取調べの結果か否かに
かかわらず参考人として行った任意の供述
（法38.22条第5項）
○　公開の法廷又は大陪審の面前等にお
ける供述（法38.22条第5項）
○　他州において行われた取調べであっ
て，その州又はテキサス州の法律に従って
供述が取得された場合（法38.22条第8項）
○　テキサス州又は他州において行われた
取調べであって，連邦の法執行官によっ
て，連邦法に従って供述が取得された場合
（法38.22条第8項）
○　真実であると認められる事実又は状況
が示され，さらに，隠匿若しくは窃取された
財物，又は被疑者が犯行に用いたとする道
具の発見など，同人の有罪の認定に資す
る供述である場合（法38.22条第3項(c)）
○　法律によって証拠として認められる他
のいかなる供述（法38.22条第5項）

○　機器が故障し，代わりの機器を直ちに
利用できず，録音・録画できなかった場合
（法133.400(7)(b)）
○　機器を操作している者が，機器により
記録されていると信頼していた場合（法
133.400(7)(b)）
○　緊急事態の発生により，録音・録画で
きなかった場合（法133.400(7)(b)）
○　被疑者が拒否した又は不本意だと表明
した場合（法133.400(7)(b)）
○　録音・録画により，何人かの安全が危
険にさらされたり，情報提供者が特定され
る危険性がある場合（法133.400(7)(b)）
○　法執行官が，当該取調べは対象犯罪
に関するものではないと信じていた場合
（法133.400(7)(b)）
○　職員数5名以下の法執行機関による取
調べ（法133.400(2)）
○　矯正施設等の職員が治療等に関連し
て行った取調べ（法133.400(2)）
○　自発的になされ，かつ，身柄拘束下の
取調べの結果得られたものではない供述
（法133.400(2)）
○　逮捕手続に伴う定型的な質問の答えと
してなされた供述（法133.400(2)）
○　大陪審及び公開の法廷における供述
（法133.400(2)）
○　他州又は連邦の法執行官による取調
べ（法133.400(2)）

○　規定なし
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

アラスカ州 イリノイ州 インディアナ州 メーン州 メリーランド州 マサチューセッツ州 ミネソタ州
番号 項目

（１５）

録音・録画
の実施状
況（実施事
件，範囲

等）

○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，録音・録画を実施している。
○　参考人の取調べについても，基本的に
ＩＣレコーダーによる録音を実施している。
○　２４時間継続的に取調室内の様子を録
音・録画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知することが多い。
○　被疑者に録音・録画を実施していない
旨嘘を言うことが認められている。

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪以外の事件でも，広く録音・
録画を実施しているが，対象犯罪のみに
限って録音・録画を実施している捜査機関
もある。
○　参考人取調べについても，録音・録画
を実施することがある。例えば，当該参考
人が被疑者の親族・知人や共犯者など，被
疑者側の人間であって，後に法廷で供述を
翻すおそれがあると認められた場合や，当
該参考人が性犯罪の被害にあった年少者
である場合等に録音・録画を実施してい
る。
○　対象犯罪の場合，被疑者の入退室場
面や取調べの中断中も含めて録音・録画し
ている。対象犯罪以外の場合，被疑者が録
音・録画の実施を同意した時点から録音・
録画している。
○　対象犯罪の場合，録音・録画について
被疑者に告知していない。対象犯罪以外の
場合や参考人取調べの場合，被疑者や参
考人に録音・録画の実施について同意を求
める。

○　制度導入前から全ての被疑者及び参
考人の取調べについて録音・録画を実施し
ている捜査機関（殺人事件を専門に扱う捜
査機関）もある。
○　対象犯罪について，客観証拠で立証で
きる事件や比較的軽微な事件などでは，そ
もそも取調べを行わないことがある。
○　パトカー内で行う被疑者や参考人の取
調べについても，録音・録画を実施してい
る。
○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画している捜査機関もあれば，被疑者を入
室させた後から退室させる前までを録音・
録画している捜査機関もある。休憩中も含
めて録音・録画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない。もっとも，一部の捜査機関で
は，取調室の入口に注意書きが掲示され
ており，その中に「取調室内での会話は録
音・録画機器によって記録されることがあ
る。」旨の内容が記載されている。

○　身柄拘束下の取調べについては，対象
犯罪以外の事件でも，原則として録音・録
画を実施している。
○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，原則として録音・録画を実施して
いる。
○　被疑者を入室させる前後から録音・録
画している。
○　録音・録画について被疑者に告知する
ことが多い。

○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，録音・録画を実施している。
○　参考人の取調べについても，録音・録
画を実施している。郡によっては，被害者
が録画を拒否した場合，録音のみを実施す
るなどの配慮を行っている。
○　被疑者の入退室場面や休憩中も含め
て録音・録画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知している郡と告知していない郡がある。
○　被疑者に録音・録画を実施していない
旨嘘を言うことが認められている。

○　留置施設以外の場所で行う，身柄拘束
下にない被疑者の取調べについても，録音
を実施している。
○　録音の実施について被疑者に告知し，
同意を得ており，被疑者が拒否した場合に
は録音を実施せずに取調べを行っている。

○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画している。録音の場合でも，被疑者の入
室及び退室の際のドアの開閉音を含めて
録音している。
○　通常，録音・録画の実施について被疑
者に告知していない。
○　被疑者に録音・録画を実施していない
旨嘘を言うことが認められている。

（１６）

録音・録画
の方式，記
録媒体の
取扱い等

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。他の捜査官が聴取し，取
調官に指示を出したり，被疑者の供述の裏
付け捜査を行ったりしている。
○　録音・録画のデータ（２４時間継続的に
録音・録画したもの）は，ハードディスクに保
存され，このうち取調べの開始から終了ま
での部分のデータをＤＶＤにコピーして証拠
化する（ハードディスクのデータは，一定期
間経過後に自動的に上書き消去され
る。）。
○　警察官は，ＩＣレコーダーを常に携帯し
ており，取調室以外で被疑者や参考人と接
触する場合には常にＩＣレコーダーによる録
音を実施している。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　取調室の外で録音・録画の映像・音声
を視聴することができる。他の捜査官や検
察官が視聴し，取調官に指示を出したりし
ている。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる捜査機関もあれば，ハードドライブに
永久保存され，そのデータをＤＶＤにコピー
して証拠化する捜査機関もある。
○　録音・録画のデータがハードドライブに
保存される捜査機関では，警察官や検察
官が同データにアクセスして視聴すること
ができる。
○　録音・録画機器が設置されていない拘
置所における取調べでは，小型ビデオカメ
ラによる録音・録画又はＩＣレコーダーによ
る録音を実施している。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　録音・録画のデータは，メインコン
ピュータに保存される捜査機関もあれば，
ＤＶＤに保存される捜査機関もある。メイン
コンピュータに保存される捜査機関におい
ては，検察官がデータにアクセスして録音・
録画の映像・音声を視聴することができる。
○　全パトカーに録音・録画機器を設置す
るための予算措置を講じている捜査機関も
あり，調査時点では約半数のパトカーに録
音・録画機器が設置されていた。パトカー
内で録音・録画されたデータは，無線で警
察署に送信される。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。
○　録音・録画のデータは，サーバーに保
存されるとともにＤＶＤにも保存される。
○　各捜査官のパソコンから過去の録音・
録画の映像・音声を視聴することもできる。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声をリアル
タイムで視聴することができる。他の捜査
官が視聴し，取調官に携帯メール等で指示
を出したり，裏付け捜査に他の警察官を派
遣したりしている。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤ等に保存
される。
○　多くの警察官がＩＣレコーダーを携帯し
ており，参考人の取調べ等においてＩＣレ
コーダーによる録音を実施している。

○　基本的にＩＣレコーダーによる録音を実
施しているが，録音だけではなく録画も実
施している捜査機関もある。
○　録音のデータは，パソコン等に保存さ
れ，そのデータをＣＤ等にコピーして証拠化
する。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　録音・録画のデータは，サーバーに永
久保存され，そのデータをＤＶＤ等にコピー
して証拠化する。デジタルの録音・録画機
能が作動しなかった場合等に備えて，同時
にＶＨＳテープにも保存される。
○　各捜査官のパソコンで録音・録画の映
像・音声を視聴することができる。
○　録音・録画機器が設置されていない取
調室（拘置所等）においては，ＩＣレコーダー
による録音が実施されている
○　殺人事件では，ほとんどの場合，録音
だけではなく録画も実施しているが，強姦
事件では，ほとんどの場合，拘置所で取調
べを行っているため，録音のみを実施して
いる。

（１７）

記録媒体
の公判で
の利用状
況（反訳書
面も含む）

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
検察官の立証に必要な部分のみを再生し
ている。
○　反訳書面は，検察官の指示があった場
合にのみ作成している。
○　反訳書面を公判に提出することもある
が，反訳書面は，陪審員の理解を助けるた
めの補助的なものにすぎず，証拠としては
扱われない。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
基本的には記録の全てを再生するが，弁
護人との合意で一部の再生にとどめる場
合もある。
○　反訳書面は，必ず作成する捜査機関も
あれば，検察官又は弁護人が必要と判断
した場合に裁判所の認定を受けた民間会
社に依頼して作成する捜査機関もある。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
通常，必要な部分のみを再生している。
○　反訳書面は，特に必要がない限り作成
していない。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
基本的には記録の全てを再生している。
○　反訳書面は，事案が重大であり，当該
供述が重要である場合などに警察職員が
作成している。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
必要に応じて編集した上で再生している。
○　反訳書面を作成して公判に提出するこ
ともあるが，反訳書面は，陪審員の理解を
助けるための補助的なものにすぎず，証拠
としては扱われないようである。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
全ての取調べにおける録音・録画の記録
媒体を証拠請求しなければならない。
○　通常，反訳書面を作成しており，被告
人側の同意があれば，反訳書面を証拠とし
て用いることができる。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
全ての記録を再生することもあれば，一部
のみを再生することもある。
○　反訳書面は，無罪答弁がなされて事実
審理が行われる見込みがある場合のみ，
検事局職員が作成している。
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

番号 項目

（１５）

録音・録画
の実施状
況（実施事
件，範囲

等）

（１６）

録音・録画
の方式，記
録媒体の
取扱い等

（１７）

記録媒体
の公判で
の利用状
況（反訳書
面も含む）

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭

ミズーリ州 モンタナ州 ネブラスカ州 ニューハンプシャー州 ニュージャージー州 ニューメキシコ州 ノースカロライナ州

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪以外の事件でも，小型ボイス
レコーダーによる録音を行うことがある。
○　被疑者の入退室場面や休憩等による
取調べの中断中も含めて録音・録画してい
る。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない。

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪か否かにかかわらず，原則と
して取調べを行った全事件について録音・
録画を実施している（全発生事件のうち，軽
微な万引き等を除く事件について取調べを
行っている。）。
○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，録音等を実施することがある。
○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知している。拒否された場合には，録音・録
画を実施せずに取調べを行っている。

○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知しないことが多い。
○　被疑者に録音・録画を実施していない
旨嘘を言うことが認められている。

○　警察署で行う被疑者の取調べについて
は，原則として，逮捕の前後やミランダ告知
の前後を問わず録音・録画を実施してい
る。ただし，薬物の入手先について聴取す
る場合や密売人の情報を聴取する場合な
どには実施していない。
○　参考人の取調べについても，原則とし
て録音・録画を実施している（ただし，必ず
しも全過程を録音・録画しているわけでは
ない。）。
○　被疑者の入室場面も含めて録音・録画
している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知するか否かは捜査官によって異なる。

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪以外の事件でも，録音・録画
を実施している。
○　被疑者の入退室場面や取調べの中断
中も含めて録音・録画している。
○　原則として，録音・録画の実施について
被疑者に告知していない。
○　被疑者から録音・録画の実施について
尋ねられた場合には，実施している旨を正
直に告げなければならず，拒否されれば録
音・録画を中止している。

○　被疑者を入室させた後から録音・録画
している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない。

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪以外の事件でも，捜査官の判
断で録音・録画を実施することがある。刑
事課が関与する事件のうち，交通違反や軽
犯罪を除く主要な犯罪については，全件で
録音・録画を実施している捜査機関や，被
疑者が少年の場合には対象犯罪以外の事
件でも録音・録画を実施している捜査機関
もある。
○　参考人の取調べについても，重大事件
で必要性が認められる場合に録音・録画を
実施している捜査機関もある。
○　被疑者の入退室場面や休憩中も含め
て録音・録画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない捜査機関もあれば，告知して
いる捜査機関もある。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。
○　録音・録画のデータは，ハードディスク
に保存されるとともにＤＶＤにも保存され
る。
○　取調室以外における取調べでは，小型
ボイスレコーダーによる録音を実施してい
る。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　取調室に置かれたホワイトボードを
使って被疑者に説明させることもあり，同ホ
ワイトボードも映るようにしている。もっと
も，映像では見えにくいため，取調べ終了
後にホワイトボードを写真撮影している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。他の捜査官が視聴し，適
宜，取調官にアドバイスを行うなどしてい
る。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。
○　録音・録画機器が設置されていない留
置施設（拘置所等）における取調べでは，Ｉ
Ｃレコーダー等の携帯用録音機器による録
音等を実施している。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。また，反訳
書面作成のため，同時にＩＣレコーダーによ
る録音も実施している。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。
○　警察署以外における取調べでは，ＩＣレ
コーダーによる録音を実施することが多
い。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。
○　録音・録画のデータは，ハードディスク
に保存されるとともにＤＶＤ及びカセットテー
プにも保存される。
○　逮捕後に被疑者を警察車両に乗せて
警察署に引致する際，被疑者の自発的な
供述を録音・録画するため，警察車両に設
置された録音・録画機器による録音・録画
を実施している捜査機関もある。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。他の捜査官が視聴し，被
疑者の供述の裏付け捜査を行ったり，その
結果を携帯電話メールで取調官に知らせ
たりしている。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　各捜査官のパソコンで録音・録画の映
像・音声を視聴することができる捜査機関
もある（過去の録音・録画の映像・音声を視
聴することもできる。）。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤ又はＣＤ
に保存される捜査機関もあれば，サーバー
に保存される捜査機関もある。
○　録音・録画機器が設置されていない刑
務所等における取調べでは，小型ビデオレ
コーダー及びボイスレコーダーによる録音・
録画を実施することもある。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
検察官が立証しようとする部分を選択して
再生している。ただし，検察官が再生しな
かった部分についても，弁護人の要求があ
れば再生される。
○　反訳書面は，検事局が作成するが，外
部の業者に依頼して作成することもある。
○　反訳書面を公判に提出することもある
が，反訳書面は，陪審員の理解を助けるた
めの補助的なものにすぎず，証拠としては
扱われない。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
記録の全部を再生する。
○　反訳書面は，取調官や検察官の便宜
のために全事件で警察職員が作成してい
る。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
通常，記録の必要な部分のみを再生する。
○　反訳書面は，事実審理が行われる事
件について，警察職員が作成している。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
原則として記録の全てを再生している。た
だし，公判で証拠とすることができない発言
等については削除している。
○　反訳書面は，基本的に全事件で作成し
ている。
○　反訳書面を公判に提出することもある
が，反訳書面は，陪審員の理解を助けるた
めの補助的なものにすぎず，証拠としては
扱われない。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
検察官が立証しようとする部分を選択して
再生している。
○　反訳書面は，対象犯罪以外の事件で
録音・録画した場合に警察職員が反訳書
面を作成している。また，事実審理が行わ
れる事件では，検事局の事務職員が作成
している。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
再生する範囲は裁判官が判断する。
○　反訳書面は，作成している捜査機関も
あれば，ほとんど作成していない捜査機関
もある。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
記録の全てを再生する場合もあれば，一部
分のみを再生する場合もある。
○　反訳書面は基本的に作成されておら
ず，書面が必要となる場合には，検察官の
要請により，警察職員によって主として要
約書面が作成される。
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アメリカ各州における被疑者取調べの録音・録画に関する法制度等の概要
資料２

番号 項目

（１５）

録音・録画
の実施状
況（実施事
件，範囲

等）

（１６）

録音・録画
の方式，記
録媒体の
取扱い等

（１７）

記録媒体
の公判で
の利用状
況（反訳書
面も含む）

⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

オハイオ州 オレゴン州 テキサス州 コロンビア特別区 ウィスコンシン州

○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画するか否かは捜査官によって異なる。休
憩中も含めて録音・録画している。
○　通常，録音・録画の実施について被疑
者に告知していない。

○　身柄拘束下の被疑者の取調べについ
ては，対象犯罪以外の事件でも，録音・録
画を実施することがある。
○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，録音・録画を実施している。
○　被疑者の入退室場面も含めて録音・録
画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない。

○　取調べのどの部分を録音・録画するか
は捜査官の裁量に委ねられており，自白部
分しか録音・録画しない捜査官もいる一方
で，最近は，取調べの全過程を録音・録画
する捜査官も多い。
○　被疑者が取調べを拒否した場合でも，
ミランダの諸権利を告知している場面は録
音・録画している。
○　録音・録画の実施について被疑者に告
知していない。

○　録音・録画実施件数は5494件／4910
件，被疑者がミランダ権利を行使したため
に以後の録音録画が中止された件数が
2004件／1668件，その割合は36.5％／
34.0％（首都警察本部年次統計（2006年
/2007年））。
○　身柄拘束下の被疑者取調べ対象犯罪
以外の事件でも，自動車窃盗，交通事故死
をもたらした全ての犯罪等については，被
疑者の自白が犯人性立証の強力な武器と
なることが多いことから，自白の信用性担
保の見地から，録音・録画を実施している。
○　身柄拘束下にない被疑者の取調べに
ついても，殺人事件等では録音・録画を実
施している。
○　通常，録音・録画の実施について被疑
者に告知している。

○　身柄拘束下の被疑者取調べについて
は，対象犯罪以外の事件でも，捜査官の判
断で録音を実施することがある。
○　ミランダの諸権利を告知する場面から
録音を開始している。屋外でミランダの諸
権利を告知する場合もあるが，そのような
場合でも告知場面は必ず録音している。ミ
ランダの諸権利を告知した後，被疑者が取
調べに応じた場合，そのまま取調べ終了ま
で録音を継続する捜査官もいれば，一旦録
音を中止して被疑者としばらく雑談し，逮捕
事実に関する会話を開始する時点で録音
を再開する捜査官もいる。
○　録音の実施について被疑者に告知す
るか否かは捜査官によって異なる。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。他の捜査官が視聴し，取
調官に指示を出したりしている。
○　録音・録画のデータは，ハードディスク
に保存される捜査機関もあれば，ＤＶＤに
保存される捜査機関もある。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　通訳人の顔は映らないようにしている。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。他の捜査官や検察官が
視聴し，適宜，取調官にアドバイスを行うな
どしている。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。

○　取調室に設置されている録音・録画機
器による録音・録画を実施している。
○　録音・録画機器が故障した場合に備え
て，同時にＩＣレコーダーによる録音も実施
している。
○　捜査幹部の執務室のパソコンで録音・
録画の映像・音声を視聴することができる
（過去の録音・録画の映像・音声を視聴す
ることもできる。）。
○　録音・録画のデータは，サーバーに保
存され，このデータをＤＶＤにコピーして証
拠化する。
○　警察官は，ＩＣレコーダーを常に携帯し
ており，取調室以外で参考人と接触する場
合等にＩＣレコーダーによる録音を実施して
いる。

○　取調室に設置された録音・録画機器に
よる録音・録画を実施している。
○　別室で録音・録画の映像・音声を視聴
することができる。
○　録音・録画のデータは，ＤＶＤに保存さ
れる。

○　最近，約７０万ドルを投じて新たな録
音・録画システムを導入したが，調査時点
においては，まだ同システムは稼動してお
らず，ＩＣレコーダーによる録音のみが実施
されていた。
○　新たな録音・録画システムでは，取調
室の外で録音・録画の映像・音声を視聴す
ることができる。
○　新たな録音・録画システムでは，録音・
録画のデータは，サーバーに保存され，そ
のデータをＤＶＤにコピーして証拠化する。

○　記録媒体は，警察官に証言させる際
に，確認又は証言の補強として用いること
が多い。
○　反訳書面は，基本的に作成しておら
ず，必要になった場合に検察庁で作成して
いる。
○　反訳書面を公判に提出することもある
が，反訳書面は，陪審員の理解を助けるた
めの補助的なものにすぎず，証拠としては
扱われない。

○　被告人が取調べにおいて自白し，ある
いは，検察官にとって有利な供述をしてい
る場合には，必ず記録媒体を証拠として請
求している。
○　記録媒体を証拠として提出する場合，
検察官の判断で立証に必要不可欠な部分
のみを再生している。
○　反訳書面は，検察官の要請により警察
職員が作成することが多い。

○　記録媒体を証拠として提出する場合，
通常，記録の全てを再生している。
○　反訳書面は，検察官の求めに応じて作
成する場合もある。

○　公判で使用できない部分（秘匿すべき
証人の名前を告げている部分など）の削除
等の加工を行った上で，立証上必要な部分
のみを抽出して編集し，加工・編集前後の
記録媒体を公判に提出する（弁護人には加
工・編集前の記録媒体を開示している。）。
○　反訳書面は，必要な場合に，外部発注
又はパラリーガルにより作成している。

○　取調べにおける被告人の供述内容を
立証する場合，録音・録画の記録媒体を証
拠として提出することもあれば，取調官の
証人尋問を実施することもある。
○　記録媒体を証拠として提出する場合，
記録のいずれの部分を再生するかは検察
官と弁護人との訴訟上の合意により決めら
れる。
○　反訳書面は，公判が開かれる事件に
ついて，検事局の事務官が作成する。反訳
書面を作成する事件数は，検事局が扱う事
件数の５パーセントに満たない程度だが，
反訳にかかる手間及びコストは非常に大き
いとのことである。
○　検察官が記録媒体を証拠として提出す
る場合，裁判所からの要請により，公判で
用いられる部分の反訳書面を裁判所に提
出することとなっている。
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